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有休 証券 報告 書 


1 本 書 は 金融 商品 取引 法 第 24 条 第 1 項 に 基づく 有価 証券 報告 書 を 、 同 法 第 
27 条 の 30 の 2 に 規定 する 開示 用 電子 情報 処理 組織 (EDINET) を 使用 し 提出 し 
た デー タ に 目次 及び 頁 を 付 し て 出力 ・ 印 刷 し た も の で あり ます 。 

2 本 書 に は 、 上 記 の 方 法 に より 提出 し た 有価 証券 報告 書 に 添付 され た 監査 

報告 書 及 び 上 記 の 有価 証券 報告 書 と 併せ て 提出 し た 内 部 統制 報告 

書 を 末尾 に 綴じ 込ん で お り ま す 。 











































































































































































































三 天] 
mo 

















セガ サミ ー ホ ー ル ディ ング ス 株 式 会 社 






















































































次 


































































































































































































第 9 期 有価 証券 報告 書 
【 表 紙 】 SE ES A CS NT ee ee 1 
第 一 部 【 企 業 情報 】 Oe a gk 2 
第 证 -让 作业 四 本 沈 ] RS SS ES 2 
1 【 主 要 か 経営 指標 等 の 推移 ) NUM 2NNNNR DDO NNNNNNAe の 62 2 
2 【 沿 革 】 SERENA TR ER RO RE RE RES DC ETA SE CE 4 
3 【 事 業 の 内 容 】 SA EE I CR EE EE CE A CS 5 
4 【 関 係 会 社 の 状況 】 GON SD IE SC ESC RS SN NES CS TES RR 7 
5 【 従 業 員 の 状況 】 SR EES de RE EE EE 9 
第 2 業 の 状況 】 a eo a a dn a a 10 
1 【 業績 等 の 概要 】 有 10 
2 【生产 、 受 注 及 伏 脾 壳 四 状 沈 】 に に に に に に に に に に ピピ ーー ビー 14 
3 【 対 処す べき 課題 】 RE te Ge CN ER 15 
4 【 事 業 等 の リュ ラコ ーー に に に に 16 
5 【 経 営 上 の 要 な 契約 等 】 ee Ye 19 
6 【 研 究 開発 活動 】 有 22 
7 【 財 政 状 態 、 経 営 成績 及び キャ ッシュ ・ フ ロー の 状況 の 分 析 】 ……ー ド ーー 23 
第 3 【 設 備 の 状況 】 OE NR RA SE Be ED EA RE RARE EO EE 25 
1 設 戎 投资 等 概要】 NR SR EG CDE ECR NE ENE TRE NR 25 
2 【 主 要 な 設備 の 状況 】 a 二 全 全 证 琶 让 各 训 革 训 生生 注定 和 人 人 25 
3 【 设 戎 外 新 设 、 除却 等 の 計画 】 SR NS OND ICE EO 27 
第 4 【 提 出 会 社 の 状況 】 SR SRA NE CR CR EN OE SE ET EE 28 
1 【 株 式 等 の 状況 】 RE CE EA EEC CR EE EE EEE 28 
2 【 I 株式 の 取得 等 の 状況 】 A 40 
3 【 配 当 政策 】 OP Te et RT 42 
4 【 株 1 の 推移 】 OD ed i wd a os dd a a GEES i i 42 
5 【 役 員 の 状況 】 人 43 
6 【 コ ー ポ レー ト ・ ガ バナ ンス の 状況 等 nn 47 
第 5 【 経 理 の 状況 】 Ge EE EE EC SS EI RENE BI ER EE I EEE 62 
1 【 連 結 財 務 諸 表 等 】 SE TS EE RS CR NR 63 
2 【 財 務 諸 表 等 】 
第 6 【 提 出 会 社 の 株 式 
第 7 【 提 出 会 社 の 参考 情報 AA RRR RN A EES NR RE GER おま の 151 
1 【 提 出 会 # の 親 会 # 等 の 情報 】 a a es 151 
2 【 そ の 他 の 参考 情報 】 VR ER RS ER ES A EE SS 人 151 
第 二 部 【 提 出 会 社 の 保証 会 社 等 の 情報 ーー ョ ョ ーー ドド に に に に に に に に ーー 153 
監査 報告 書 



































内 部 統制 報告 書 


確認 


















































【 事 業 年 度 】 





【 会 社名 】 





【 英 訳 名 】 


【 代 表 者 の 役職 氏名 】 





【 本 店 の 所 在 の 場所 】 











【 事 務 連 絡 者 氏名 】 











【 最 寄り の 連絡 場所 】 




















【 事 務 連 絡 者 氏名 】 




















有価 証券 報告 書 


























由 


融 商品 取引 法 第 24 条 第 








UN 


関東 財務 局 】 








平成 25 年 6 月 19 日 




















第 9 期 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 

















セガ サミ ー ホ ー ル ディ ング ス 株 式 会 社 


1 项 





SEGA SAMMY HOLDINGS INC. 

















代表 取締 役 会 長 兼 社 ] 























東京 都 港 区 東 新橋 一 丁目 








03(6215) 9955 (代表 


ュ ン 








上 席 執 行 役員 管理 本 部 長 























東京 都 港 区 東 新橋 一 丁目 








03(6215) 9955 (代表 


ュ ン 








上 席 執 行 役員 管理 本 部 長 














株 式 会 社 東京 証券 取引 所 



























































フロ 


9 番 2 号 


清 水 





9 番 2 号 


清 水 














至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 














汐 5 住 友 ビル 











和俊 ぅ 二 


汐留 住友 ビル 











(東京 都 中 央 区 日 本 橋 卵 町 2 番 1 号 ) 


一 部 【企业 情报 】 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































た ん た ~ 
第 1 【 企 業 の 概況 】 
1 【 主 要 な 経営 指標 等 の 推移 】 
1) 連結 経営 指標 等 
可 次 第 5 期 第 6 期 第 7 期 第 8 期 第 9 期 
決算 年 月 平成 21 年 3 月 平成 22 年 3 月 平成 23 年 3 月 平成 24 年 3 月 平成 25 年 3 月 
経常 利益 ( 百 万 P 6, 636 35, 925 20, 914 
( 百 万 PF へ 22, 882 20, 269 33, 460 
包括 利益 ( 百 万 円 ) 2 47, 481 
総 資産 額 (下 423, 938 423, 161 458, 624 497, 451 528, 504 
1 株 当たり 純資産 額 882. 47 937.80 1, 093.23 1, 167.59 1, 304.44 
1 株 当たり 当期 純 利益 
又は 当期 純 損失 (人 ) SS 
潜在 株式 调整 后 
1 株 当たり 当期 純 利 益 9 
己 資 本 比率 59.7 
己 资 本 利益 率 (%) 人 へ 9.5 8.8 16.2 7.7 11.0 
株 価 収益 率 ( 倍 13.9 
営業 活動 に よる a 
投資 活動 に よる 
SS ( 百 万 A7, 640 へ 29, 585 ム へ 59, 012 6, 396 
財務 活動 に よる 
ES i ( 百 万 人 7, 653 人 3, 401 人 へ 57, 168 914 人 1, 116 
四 金 及び 現金 同等 物 の ( 百 万 F 123, 385 167, 000 165, 983 146, 599 174, 210 
期末 残高 
従業 員数 (名 ) 6, 856 6, 236 6, 000 6, 700 7, 008 
[ 外 、 平 均 臨時 雇用 者 数 ] [8, 938] [8, 078] [7, 250] [6, 851] [6, 694 
( 注 ) 1 売上 高 に は 、 消 費 税 等 は 含ま れ て お り ま せん 。 
2 第 5 期 の 潜在 株 式 調整 後 1 株 当たり 当期 純 利 益 に つい て は 、 1 株 当たり 当期 純 損 失 で あり 、 希 消化 効果 を 有 
し て いる 溶 在 株 式 が 存在 し な いた め 記 載 し て お り ま せん 。 同様 に 、 株 価 収 益 率 に お いて も 1 株 当たり 当期 純 
損失 で ある た め 記 載 し て お り ま せん 。 な お 、 第 6 期 の 潜在 株 式 調整 後 1 株 当たり 当期 純 利 益 に つい て は 、 希 
薄 化 効果 を 有 し て いる 浴 在 株 式 が 存在 し な いた め 記 載 し て お り ま せん 。 
3 第 8 期 よ り 、「1 株 当たり 当期 純 利益 に 関す る 会 計 基 準 」 (企業 会 計 基 準 委員 会 平成 22 年 6 月 30 日 企業 会 
計 基 準 第 2 号 SIN 企业 会 计 基 准 委员 会 平成 22 
年 6 月 30 会 計 基 準 適用 指針 第 4 号 ) を 適用 し 、 遡 及 処 理 し て お り ま す 。 これ ら の 会 計 基 準 等 を 適用 
DD i ee Sn en 
4 従業 員数 欄 の 【 外 書 ] は 、 了 臨時 従業 員 の 年 間 平 均 雇用 人 員 で あり ます 。 















































(2) 提出 会 社 の 経営 指標 等 


































































































































































































































































































































































































可 次 第 5 期 第 6 期 第 7 期 第 8 期 第 9 期 
決算 年 月 平成 21 年 3 月 | 平成 22 年 3 月 FE 成 24 年 3 月 | 平成 25 年 3 月 
営業 収益 ( 百 万 PF 84, 994 13, 142 8, 192 33, 131 
当期 純 利 益 又 は 二 二 全 
资本 金 ( 百 万 PF 29, 953 29, 953 29, 953 29, 953 29, 953 
発行 済 株 式 総数 (株 ) 283, 229, 476 | 283,229, 476 | 266,229, 476 | 266,229, 476 | 266,229, 476 
1 株 当たり 純資産 額 (円 ) 1, 223.31 1, 227. 74 1, 358. 82 1, 336. 42 1, 435. 54 
本 (円 ) 30.00 30.00 40.00 40.00 40.00 
中 間 配 当 客 (15.00) (15.00) (20.00) (20.00) 20.00) 
1 株 当たり 当期 純 利益 
又は 当期 純 損失 (へ ) (円 ) 302. 29 27.85 16.22 
潜在 株式 调整 后 
1 株 当たり 当期 純 利 益 ” 『 リ きせ 
自己 資本 比率 (%) 77.8 
自己 資本 利益 率 (%) 27.7 2.3 10.2 人 0.7 8.3 
株 価 収 益 率 ( 倍 2.9 40.6 11.0 一 16. 4 
配当 性 向 (%) 9.9 107.7 30.5 一 34. 4 
従業 員数 (名 ) 90 98 99 100 103 
[ 外 、 平 均 臨時 雇用 者 数 ] [12] [10] [9] [9] [10] 
( 注 ) 1 営業 収益 に は 、 消 費 税 等 は 含ま れ て お り ま せん 。 
2 第 8 期 の 潜在 株 式 調整 後 1 株 当たり 当期 純 利 益 に つい て は 、 1 株 当たり 当期 純 損 失 で あり 、 希 消化 効果 を 有 
し て いる 潜在 株 式 が 存在 し な いた め 記 載 し て お り ま せん 。 同様 に 、 株 価 収 益 率 及 び 配 当 性 向 に お いて も 1 株 
当たり 当期 純 損失 で ある た め 記 載 し て お り ま せん 。 な お 、 第 5 期 、 第 6 期 及 び 第 7 期 の 潜在 株 式 調整 後 1 株 
当たり 当期 純 利 益 に つい て は 、 和 希薄 化 効果 を 有 し て いる 潜在 株 式 が 存在 し な いた め 記 載 し て お り ま せん 。 
3 第 8 期 よ は り 、「1 株 当たり 当期 純 利益 に 関す る 会 計 基準 」 (企業 会 計 基 準 委員 会 平成 22 年 6 月 30 日 企業 
計 基 準 第 2 号 ) 及び 「1 株 当たり 当期 純 利益 に 関す る 会 計 基 準 の 適用 指針 」 (企業 会 計 基 準 委 員 会 平成 22 
年 6 月 30 日 企業 会 計 基 準 適用 指針 第 4 号 ) を 適用 し 、 遡 及 処 理 し て お り ま す 。 これら の 会 計 基 準 等 を 適用 
し な か っ た 場合 の 第 7 期 の 潜在 株 式 調整 後 1 株 当たり 当 益 の 金額 は 130 円 88 銭 で あり ます 。 
4 従業 員数 欄 の 【 外 書 ] は 、 了 臨時 従業 員 の 年 間 平 均 雇 用 人 員 で あり ます 。 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































平成 16 年 





平成 16 年 





平成 164 





平成 17 有 





平成 19 年 





平成 19 有 





平成 19 有 





平成 224 





平成 23 年 





平成 24 征 





平成 24 年 


蒜 





成 24 年 





蒜 


成 24 年 





株 式 会 社 セ ガ と サミ ー 株 式 会 社 (以下 、「 両 社 」) は 、 株 ヨ 


し て 、 株 式 移転 に より 


























する こと に つき 





両社 は 、 株 主 総 

















締 役 会 で 決議 し 、 同 契約 書 を 締結 。 





























会 及び 関係 官庁 の 承認 を 前 提 と 





よ 同 で 持株 会 社 を 設立 し 、 両 社 の 経営 統合 を 行う 株 式 移転 契約 書 を 締結 





会 に お いて 、 両 社 が 共同 で 株 式 移転 の 方 法 に より 当社 「 セ ガサ ミー ホー ルディ ン 


グ ス 株 式 会 社 」 を 設立 し 、 両 社 が 完全 子会社 と な る こと に つい て 承認 決議 。 














可 




















』 社 が 、 株 式 移転 に より 共同 で 当社 を 設立 。 








アニ メー ショ ン 映 画 の 企画 ・ 制 作 ・ 販 売 を 手掛け る 株 式 会 社 





























当社 の 普通 株 式 を 東京 証券 取引 所 市 場 第 一 部 に 上 場 。 











取得 に より 、 持 














和 证 

















H 関 連 会 社 か ら 連 結子 会 社 化 。 











サミ ー 株 式 会 


株 式 会 社 の 第 三 者 割当 増資 を 引き 受け 、 同 社 を 持分 法 適 





サミ ー 株 式 会 社 


社 か ら 連 結子 会 社 化 。 











株 式 会 社 日 商 イ ンタ ー ラ イフ の 株 式 を 一 部 売却 し 、 当 











する 。 (平成 22# 


設立 。) 








、 タ イ ヨ ー エ レッ ク 株 式 会 社 の 第 三 
































トト ム ス ・ エ ンタ テイ ン メ ント を 株 式 


E が 、 パ チ ス ロ ・ パ チン 2 コ 遊 技 機 の 開発 ・ 製 造 ・ 販 売 を 手掛け る タイ ヨー エレ ッ ク 





関連 会 社 と する 。 


























割当 増資 を 引き 受け 、 持 分 法 適用 関連 会 


























E の 連結 子会社 か ら 持分 法 適用 関連 会 社 と 


























ム ス ・ エ ンタ テイ ン メ ント を それ ぞ れ 株 式 交換 完全 




















当社 の 普通 株 式 を 対人 








と し て 、 サ ミー 株 式 会 社 
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を 連結 子会社 と する 。 


サミ ー 株 式 会 





仕 を 株 式 交換 完全 子会社 と する 株 式 交換 を 実施 。 











上 が 、 


節 合 型 リ ゾー ト 施 設 を 運営 する フェ ニッ クス リゾ ー ト 株 式 会 社 の 発行 済 全 株 式 取得 に より 、 同 社 








サミ ー 株 式 会 








上 が 、 


ド 県 川越 市 に 川越 工場 を 新設 。 








玉 県 川越 市 に サミ ー ロ ジス テ 








韓国 仁川 広域 市 に お ける カジ ノ を 含む 複合 型 リ ゾー 





PARADISE SEGASAMMY Co., Ltd. を 設立 し 、 持 分 法 適 





上 を 株 式 交換 完全 親会社 


E10 月 、 同 社 は 株 式 移転 を 実施 し 、 イ ンタ ー ラ イフ ホー ルディ ング ス 株 式 会 社 を 


当社 を 株 式 交換 完全 親会社 、 株 式 会 社 サ ミー ネッ トワ ー ク ス 、 株 式 会 社 セ ガト イズ 、 株 式 会 社 ト 


会 社 と する 株 式 交換 を 実施 。 





ト 上 、 タ イ ヨ ー エ レッ ク 株 式 会 





























川越 工場 は 埼玉 工場 へ 名 称 変更 











・ 運営 を 手掛け る 人 



































クス セン ター を 新設 。 





o> 
沙 





H 関 連 会 社 と する 。 








3 【 事 業 の 内 容 】 

当 グ ルー プ は 、 当 社 並び に 子会社 75 社 及び 関連 会 社 12 社 か ら 構 成 さ れ て お り 、 遊 技 機 事 業 、 ア ミュ ー ズ メン ト 機 器 
事業 、 ア ミュ ー ズ メン ト 施 設 事業 、 コ ン シ ュ ー マ 事 業 及 びそ の 他 の 5 つの 事業 を 基本 事業 領域 と し て お り ま す 。 当 グ 
ルー プ が 営ん で いる 主 な 事業 内 容 、 各 関係 会 社 等 の 当 事 業 に 係る 位置 づけ は 次 の と お り で あり 、 セ グ メ ント 情報 に お 
ける 事業 区 分 と 同一 で あり ます 。 










































































業 区 分 事業 内 容 会 社名 
パチ スロ 遊技 機 、 ペ パチンコ 遊技 機 の | サミ ー 帽 、 山 ロデオ 、 タ イ ョ ヨー エレ ッ ク 帽 、 山 銀座 、 
遊技 機 事業 開発 ・ 製 造 ・ 販 売 、 遊 技 場 の 店 舗 設 | 山 サ ミー デザ イン 、 山 ジャ パン セッ ト ア ッ プ サー ビス 、 
计 等 その 他 4 社 











( 由 セ ガ 、 則 セガ ・ ロ ジス ティ クス サー ビス 、 
国内 | 帆 ダ ー ツ ライ ブ 、 









































アミ ュー ズ メ ント アミ ュー ズ メ ント 施設 用 ゲー ム 機 の その 他 1 社 
機器 事業 開発 ・ 製 造 ・ 販 売 Sega Amusements Europe Ltd. 、 
海外 “| 精文 世嘉 〈 上 海 ) 有限 公司 、 
その 他 7 社 

















則 セ ガ 、( 帆 セガ エン タテ イン メン ト 、 






































に 3 _- 国内 | 内 オア シス パー ク 、 
アデ アミューズメント アミ ュー ズ メ ント 施設 の 開発 ・ その 他 1 社 
施設 営 ・ レ ンタ ル ・ 保守 业务 
海外 Sega Amusements Taiwan Ltd. 、 
その 他 3 社 











邊 セガ 、 則 セガ ネッ トワ ー ク ス 、 
由 サ ミー ネッ トワ ー ク ス 、( 帆 セガトイズ 、 
国内 | 帽 ト ム ス ・ エ ンタ テイ ン メ ント 、 




















Es 


























ゲー ム ソ フ トウ ェ ア の 開発 ・ 販 売 、 
_ 2402 マー ザ ・ ア ニメーション プラ ネッ ト 帆 、 
玩具 等 の 開発 ・ 製 造 ・ 販 売 、 携 帯電 

その 他 15 社 
































コン シュ ー マ 事 業 | 話 等 を 通じ た エン タテ イン メン トコ 
ン テ ン ツ の 企画 販売 、 ア ニ メ ー シ ョ 
ン 映 画 の 企画 ・ 制 作 ・ 販 売 








Sega of America, lnc. 、 




















Sega Publishing America, Inc. 、 
海外 Sega Europe Ltd. 、 

The Creative Assembly Ltd. 、 
その 他 22 社 
セガ サミ ー ゴ ルフ エン タテ イン メン ト 帆 、 
日 本 マル チ メ デ ィ ア サー ビス 幌 、 
複合 型 リ ゾー ト 施 設 事業 、 情 報 提供 | 国内 | フェ ニッ クス リゾ ー ト 晶 、 

サー ビス 業 、 そ の 他 イン ター ライ フ ホ ー ル ディ ング ス 帆 、 
その 他 7 社 
海外 |PARADISE SEGASAMMY Co., Ltd. 

































































その 他 



































事業 の 系 統 図 は 、 次 の と お り で あり ます 。 





ペペ 







































































| に == ーー 販売 AM 機 器 事 業 本 | 
@ 朱 ロデオ @ 絢 セガ ・ ロ ジス ティ クス サー ビス ザ 
(パチ スロ 遊技 機 の 開発 ・ 製 造 ・ 販 売 ) @ 村 ダー ツラ イブ レー | | 
me @Sega Amusements Europe Ltd. 販 し 
販売 | @ 精 文世 (上 海 ) 有限 公司 去 | 二 
全 出 银座 連結 子会社 元 | 总 
(パチ スロ ・ パ チン コ 遊 技 機 の 連結 子会社 他 4 先 
開発 ・ 製 造 ・ 販 売 ) 非 連結 子会社 他 2 社 
タイ ヨー エレ ッ ク 賜 人 [了 
(パチ スロ ・ パ チン コ 】 の ーー は ご 
開発 ・ 製 造 ・ 販 売 ) @ ビズ AM 施 設 事業 + 
連結 子会社 他 1 社 サ ⑧ 貫 セガ エン タテ イン メン ト >» | 
ミ = @ 村 オア シス パー ク サ | ん | 
| 販売 | @Sega Amusements Taiwan Ltd. 1 意 
販売 代理 店 的 連結 子会社 他社 EE 
開 | 
発 サー ビス コー マミ 


⑧ 村 セガ ネッ トワ ー ク ス 
@Sega of America, Inc. | 
@Sega Publishing America, Inc. 


トー 一下 | @Sega Europe Ltd. 





( 詩 固 ・ 辱 帳 
( 嘩 個 映 斉 ・ 是 是 ・ 庫 条 ・ 消 翌 ) 民 語 工人 











販売 | %The Creative Assembly Ltd. 
連結 子会社 他 16 社 販 | 
持分 法 適 用 関連 会 社 他 3 社 PD ko 
es 非 連 結子 会 社 他 2 社 | | 1 
@@ 央 二 一 地 艺 了 二 持分 法 非 適用 関連 会 社 他 1 社 


I (ホー ル 建 築 の 企画 ・ 設 計 ・ 施 工 ) 

人 ム 帽 ジ ャ パン セッ ト ア ッ プ サー ビス 
(遊技 機 の 設置 ・ メ ン テ ナ ンス ) 
連結 子会社 他 2 社 
持分 法 非 適用 関連 会 社 他 1 社 


| | @ 費 サミ ーネット ワー クス (携帯 電話 ・ イ ンタ ーネット 
1 等 を 通じ た ゲー ム ・ 音 楽 関連 コン テン ツ の 企画 ・ 
| 製作 ) 

| | @ 山 セガ トイ ズ ( 玩 具 の 開発 ・ 製 造 ・ 販 売 ) 

| |@ 貫 トム ス ・ エ ンタ テイ ン メ ント (アニ メー ショ ン 映 
| 画 の 企画 ・ 制 作 ・ 販 売 等) 

| @ マ ー ザ ・ ア ニメーション プラ ネッ ト 賜 (映像 企画 ・ 
1 

| 

1 

| 

1 

| 

1 

- 

1 


rt 一 二 | 
剂 涡 骏 























製作 ・ ラ イセ ンス 事業 ) 

連結 子会社 他 9 社 
持分 法 適用 関連 会 社 他 2 社 
非 連 結子 会 社 他 2 社 
持分 法 非 適用 関連 会 社 他 1 社 





( 末 北 難 準 ) 許 江 華人 さく 届 ミー キー カル 寺 基き 























持分 法 適用 関連 会 社 他 1 社 








| 

そ 了 证 
名 @ セ ガサ ミー ゴル フエ ンタ テイ ン メ ント 般 ( ザ ・ ノ ー ス カン トリ ー ゴ ルフ クラ ブ の 運営 ・ 管 理 ) 販 |・ 
0 日 本 マル チ メ デ ィ ア サー ビス 帆 ( 情 報 提供 サー ビス 、 コ ー ル セン ター、 人 材 派遣 業 ) 元 | 得 

@7 工 二 y 心 入 7 一 上 央 ( 虱 合 型 y 一 上 【〔 木 地 儿 、 卫 儿 了 場 、 国 際 会 議場 等 】 の 開発 ・ 運 営 ) 总 

ムイ ンタ ー ラ イフ ホー ルディ ング ス 山 (商業 施設 等 の 企画 ・ 設 計 ・ 監 理 及び 施工 ) サ | 先 


APARADISE SEGASAMMY Co.,Ltd. (複合 型 リ ゾー ト 施 設 の 開発 ・ 運 営 ) ビ 
連結 子会社 他 5 社 ス 





























( ーー を 製品 ・ サ ービス の 流れ …… その 他 @@ 連結 子会社 人 A 印 持分 法 適 用 関連 会 社 ) 

















( 注 ) 1 上 記 の 他 に 欧州 子会社 群 の 統括 を 行っ て お り ま す 純 粋 持株 会 社 で ある Sega Holdings Europe Ltd. (連結 子 
会 社 ) が あり ます 。 
また 、 投 資 事業 組合 等 の 3 組合 を 連結 子会社 と し て お り ま す 。 





























( 注 ) 2 上 場 連結 会 社名 と 上 場 市 場 名 
ンタ ー ラ イフ ホー ルディ ング ス 則 (JASDAQ) 











4 【 関 係 会 社 の 状況 】 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































| 資本 金 また は | っ + wz | 議決 権 の 
名 称 住所 出資 金 の 内 容 一 所 有 割 合 関係 内 容 
( 百 万 円 ) (%) 
(連結 子会社 ) 
経営 指導 
サミ ー 帆 ( 注 ) 3 、 6 18, 221 | 遊技 機 事業 100.0 六 金 の 借入 
役員 の 兼任 … 3 名 
アミ ュー ズ メ ント 
= 機器 業 、 ア SN 也 Xi 评 攻 省 
朝 セ ガ ( 注 ) 3、6 東京 者 60,000 | 一 ズ メ ント 施設 事 | 100.0 隊 叶 指導 
た 田 区 業 、 コ ン シ ュ ー マ 役員 の 兼任 …5 名 
a 本 65. 0 
貫 ロ デオ 100 | 遊技 機 事業 (65.0) 
閥 サミ ー デ ザイ ン 40 | 遊技 機 事 業 (100.0) 上 員 の 兼任 …1 名 
タイ ヨー エレ ッ ク 細 6 ey 100.0 
( 注 ) 3 5, 125 | 遊技 機 事業 (100.0) 
内 セガ ・ ロ ジス ティ クス サー ビ アミ ュー ズ メ ント | 100.0 時 ae 
ス 200 | 機器 事業 (100.0) | 仇 员 中 兼任 … 1 名 
Se Z| O00 | a 
和則 ダー ツラ イブ 点 機器 事 (100 0) 役員 の 兼任 … 1 名 
帆 セ ガ エン タテ イン メメント アミ 0 ae 
役員 の 兼任 … 1 名 
( 注 ) 5 大 施設 (100,0 グー 
朝 セ ガ ネ ッ トワ ー ク ス 人 
Sega Amusements Europe 央 国 26, 485 
Ltd. ( 注 ) 3 サリ ー 州 千 Stg ポ ンド 
Sega of America, Inc. 米国 110, 000 100.0 し sh 
( 注 ) 3 の オノ レ 千 US ドル (100. 0) 伝 員 の ラ kK 任 1 名 
Sega Publishing America, 41,900 | コンシューマ 100.0 
Inc. ( 注 ) 3 ニル 千 US ド ル > (100. 0) 
i 英国 
Sega Holdings Europe Ltd. | < 39, 595 a っ 100.0 し 生生 と … 
( 注 ) 3 ツ | 和子 stg ポ ンド コン シュ ー マ (100.0) 役員 の 兼任 … 1 名 
Sega Eu Ltd bg > 10,000 コンシューマ 100.0 役員 の 兼任 … 1 名 
efa, 2UPORO be: PE ツ | 和子 stg ポ ンド (00.0) | 民 吕 所 林 全 
TE 英国 
Sega Publishing Europe SS 、 0 SS 100.0 
Ltd. 2 ツ | 千 sts ポ ンド | ブイ モー マイ (100.0) 
由 サ ミー ネッ トワ ー ク ス SS 2,330 | コンシューマ 100.0 役員 の 兼任 …4 名 
we 東京 者 sa 資金 の 貸付 
帆 セ ガト イズ 法 从 区 100 | コン シュ ー マ 100.0 ”队员 办 兼任 … 2 名 
OTT 0 8,816 | コン シュ ー マ 100.0 役員 の 兼任 …2 名 
a ET GE 本 100 | コンシューマ 100.0 際 金 の 貸付 
ーー 本 : 目 
日 本 マル チ メ デ ィ ア サー ビス 由 SN 835 | その 他 91.1 階 金 の 貸付 
ミ 宮崎 県 資金 の 貸付 
ーッ スリ ゾー た 中 0 pew EA 
フェ ニッ クス リゾ ー ト 帆 言 上 93 | その 1 100.0 | 向 员 力 兼 任 … 2 对 
セガ サミ ー リ ゾー ト 有 限 責 任 100.0 
業 組合 ( 注 ) 3 5.149 | その 他 (0.1) 
その 他 47 社 





























































































































































































































資本 金 ま た は 議決 権 の 
名 称 住所 出資 金 所 有 割 合 関係 内 容 
( 百 万 円 ) (%) 
(持分 法 適用 関連 会 社 ) 
イン ター ライ フ ホ ー ル ディ ング | 東京 都 
ス 偶 ( 注 ) 4 区 2,500 | その他 
> 東京 都 の 8 27.9 
举国 88, 235 45. 0 
その 他 6 社 
( 注 ) 1 主要 な 事業 の 内 容 に は 、 セ グ メ ント 情報 に 記載 され た 名 称 を 記載 し て お り ま す 。 

2 「 議 決 権 の 所 有 割 合 」 欄 の ( ) 内 は 、 間 接 所 有 割 合 で 内 数 と な っ て お り ま す 。 

3 上 記 連 結子 会 社 の うち 、 サ ミー 由 、( 則 セガ 、 タ タイヨー エレック 則 、Sega Amusements Europe Ltd. 、Sega of 
America, Inc. 、Sega Publishing America, Inc. 、Sega Holdings Europe Ltd. 、 則 トム ス ・ エ ンタ テイ ン 
メン ト 、 セ ガサ ミー リゾ ー ト 有限 責任 事業 組合 は 特定 子会社 に 該当 し て お り ま す 。 

4 ンタ ー ラ イフ ホー ルディ ング ス 由 は 有価 証券 報告 書 を 提出 し て お り ま す 。 

5 則 セ ガ エン タテ イン メン ト は 、 幌 セガ ビー リン ク よ り 商 号 変更 いた し まし た 。 

6 サミ ー 人 帆 、 則 セ ガ に つい て は 、 売 上 高 (連結 会 社 相互 間 の 内 部 取引 高 を 除く ) の 連結 売上 高 に 占め る 割合 が 


10% を 超え て お り ま す 。 











主要 な 損益 情報 信 



























































(単位 : 百 万 円 ) 

サミ ー 帆 贿 七 力 
(1) 売上 高 124, 779 86, 817 
(2) 経常 利益 又は 経常 損失 (へ ) 22, 005 人 へ 3, 602 
(3③) 当期 純 利益 13, 958 13, 080 
(4) 純資産 額 130, 578 66, 038 
(5) 総 資産 額 192, 544 123, 468 























5 【 従 業 員 の 状況 】 
(1) 連結 会 社 の 状況 








に 
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成 25 年 3 月 31 日 現在 














































































































































































































































































































































































































セグ メン ト の 名 称 従業 員数 (名 ) 
遊技 機 事 業 1 
アミ ュー ズ メ ント 機器 2 
アミ ュー ズ メ ント 施設 [3 0 
コン シュ ー マ 事 業 2 
786 
その 他 [1, 435 
へ 、 テ し 103 
全 [10 
へ 、 ミ 7, 008 
合計 [6, 694 
( 注 ) 1 従業 員数 は 就業 人 員 で あり ます 。 
2 従業 員数 欄 の 【 外 書 ] は 、 臨 時 従業 員 の 年 間 平 均 雇 用 人 員 で あり ます 。 
3 「 全 社 」 は 当社 の 就業 人 員 で あり ます 。 
(⑫) 提出 会 社 の 状況 
平成 25 年 3 月 31 日 現在 
従業 員数 (名 ) 平均 年 齢 ( 歳 ) 平均 勤続 年 数 (年 ) 平均 年 間 給 与 (円 ) 
103 
[10] 38. 6 4.2 9, 137, 867 
( 注 ) 1 従業 員数 は 就業 人 員 で あり 、 セ グ メ ント は 「 全 社 」 で あり ます 。 
従業 員数 欄 の 【 外 書 ] は 、 臨 時 従業 員 の 年 間 平 均 雇 用 人 員 で あり ます 。 























平均 年 間 給 与 は 、 賞 与 及 び 基 準 外 賃金 を 含ん で お り ま す 。 























(3) 労働 組合 の 状況 
当社 子会社 で ある 株 式 会 社 セ ガ 及 び 株 式 会 社 セ ガ の 一 部 子会社 に お いて は 、J AM セガ 労働 組合 及び 全日 本 金属 
情報 機器 労働 組合 東京 地方 本 部 大 田地 域 支 部 セガ グル ー プ 分 会 の 2 つの 組合 、 ま た 、 フ ェ ニ ックス リゾ ー ト 株 式 会 
社 に お いて は 、 シ ー ガ イア ユニ オン が 労働 組合 と し て 結成 され て お り ま す 。 
な お 、 労 使 関係 に つい て は 良好 で あり ます 。 
提出 会 社 及び その 他 の 子会社 に お いて は 、 労 働 組合 は 結成 され て お り ま せん が 労使 関係 は 良好 で あり 、 特 記す べ 
項 は あり ませ ん 。 
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第 2 


【 事 業 の 状況 】 


1 【 業 績 等 の 概要 】 


(1) 業績 





当 連結 会 計 4 


E 度 に お ける わが 





待 























日 
この よう な 状況 の 


























国 経 済 は 、 新 政権 に よる 新た な 経済 政策 を 受け 、 
が 高まっ た も の の 、 世 界 経済 の 減速 と 日 














BE、 遊 技 機 業 界 ( 








・ 株 高 が 進 


























み 、 了 京 気 





ルレ を 日 

















設置 台数 の 増加 が み ら れ 、 引 き 続 き 市 場 が 





心 に 入れ 替え は 堅 














| 








可 复 四 其 
情勢 の 悪化 の 影響 も あり 、 依 然 と し て 不透明 な 状況 と な り ま し た 。 
こ お き まし て は 、 パ バ パチスロ 遊 技 機 に お いて は 、 パ チン コ ホ ー ル で の 稼働 

















復 傾向 に あり ます 。 一 方 で 、 パ チン = 遊技 機 に お いて は 、 大 型 
半 に 推移 し た も の の 、 設 
アミ ュー ズ メ ント 業界 に お きま し て は 、 


NL 

























































































回 復 や 
恒 タ イト 
置台 数 が 減少 傾向 に ある な ど 、 や や 低調 に 推移 いた し まし た 。 
主 に プラ イズ カテ ゴリ ー に 牽引 され る 形 で 市 場 が 堅調 に 推移 し て お り ま 
し た が 、 今 後 の 市 場 活性 化 に 向け て は 、 多 様 化す る 顧客 ニー ズ に 応じ た 、 斬 新 な ゲー ム 機 の 開発 、 供 給 等 が 期待 さ 
れ て いま す 。 
家庭 用 ゲー ム 業 界 に お きま し て は 、 ヨ 























E に 欧米 に お ける 厳し い 経済 環境 の 影響 に よっ て 、 パ ッ ケ ー ジ ゲー ム の 和 需 
が 低調 に 推移 いた し まし た 。 一 方 で 、SNS( ツ ソー シャ ル ・ ネ ッ ト ワ ー キ ング ・ サ ービス ) や スマ ー ト フォ ン 向 け な ど の 
デジ タル ゲー ム 市 場 に お ! 
す 。 


一 


es 


j 場 に お ける 需要 が さら に 拡大 し て お り 、 こ の よう な 市 場 環 
の よう な 経営 環 


境 の も と 、 当 : 
は 190 億 73 


当 連 結 会 計 年 度 に お ける 売上 高 は 3, 214 億 7 
万 円 (前 期 比 67.3% 減 ) 、 経 常 利 益 は 209 億 14 百 万 F 

な お 、 特 別 損益 項目 と し て 投資 有価 証券 売却 益 や 厚生 年 金 胡 
こ 一 方 で 、 一 部 米国 子会社 に お ける の れん の 減損 損失 や 関 

在 5 






































境 の 変化 へ の 対応 が 求め られ て お り ま 
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白 万 円 (前 期 比 18.7% 減 ) 、 営 業 利益 
(前 期 比 64. 0% 減 ) と な り ま し た 。 
金 代行 返上 益 な ど 特 別 利 
孫 会 視 


清算 損 な ど 特 別 } 




























































































また た: 








益 101 億 79E 
部 米国 子 






































会 社 の 清算 結 了 に 伴い 発 4 


E し た 法人 税法 上 の 欠損 
と 見 込ま れる 部 分 に つき 繰延 税金 資産 を 計上 し た 結果 、 当 期 
/es 
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失 54 億 61 百 万 











万 円 を 計上 し 
] を 計上 し まし 
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金 に 対 
純 利 益 は 334 億 60 











し て 、 今後 の 課税 所 得 
































に より 控除 可能 


2 有 比 53. 3% 増 ) と な り ま し 

















(前 』 





な お 、 平 成 24 年 5 月 11 日 に 、 韓 国 





リア に お ける 、 カ ジノ を 含む 複合 弄 


に お いて 、 和 観光 サー ビス 事業 等 を 行っ て いる Paradise Group と 、 韓 
型 リ ゾー ト 施 
う 合 弁 会 社 を 設立 する こと に つい て 





三 设 
合意 
成 25 年 1 月 3 





国 仁 川 市 
の 開発 事業 に つい て 、 当 該 プ ロジ ェクト の 企画 ・ 開 発 ・ 運 営 を 行 
意 い た し まし た 。 当該 合弁 会 






































に 、 韓 上 
「 セ ンタ ムシ ティ 」 


NT 
中 
E リ 
六 
AT 
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SE 
= 弁 会 社 の 設立 
是 釜山 























ム 域 市 が 実施 し た 情報 ・ 通 








は 完了 し て お り ま す 。 


信 ・ 映 像 ・ 娯 楽 ・ 
の 開発 計画 の 公募 に 参加 し 、 落 札 い た し まし た 。 














また 











、 当 社 は 平成 24 年 5 月 31 日 
ら 平 成 24 年 7 月 31 日 の 間 に 、 取 得 
だ し まし だ 。 














際 業 務 等 の 機能 を 備え た 
開催 の fH 
































収 締 役 会 に お いて 、 














自己 株 式 の 取得 に つい て 決議 し 、 平 成 24 年 6 月 7 日 か 
し 得る 株 式 の 総数 の 上 限 で ある 10, 000, 000 株 (取得 価額 161 億 92 百 万 円 


]) を 取得 い 


















































セグ メン ト 別 の 概況 は 以下 の と お り で あり ます 。 


《 遊 技 機 





業 》 





パチ ンコ 遊技 機 に お きま し て は 、 サ ミー ブラ ンド 『 ば ぱちんこ CR 北斗 の 拳 5 謀 者 』 の 販売 が 好調 に 指 
の 、 低 調 な 市 場 環 境 を 受け て 、 パ チン = 遊技 機 全体 で の 販売 台 多 








し た 。 
































パチ スロ 遊技 機 に お きま し て は 、 ロ デオ ブラ ンド 『 新 



































が 、 一 部 タイ トル の 販売 スケ ジュ 
績 を 下回り まし た 。 

以上 の 結果 、 売 上 高 は 1, 427 億 96 百 万 円 
り ま し た 。 


ルレ を 















































遊技 機 の 主要 販売 機種 名 及び 販売 台数 
パチ ンコ 遊技 機 








直し た 結果 、 パ チ ス 


武 








(前 期 比 32.7% 減 ) 、 営 業 利益 は 235 億 34 百 万 円 





者 再臨 』 を 販売 
ロ 遊 技 機 全体 で は 202 千 台 (前 } 


は 216 千 台 (前 期 332 千 台 ) と 前 期 実績 を 下 回 




















し 、 概 ね 堅調 に 推移 いた し ま 











E 移 し た も の 


り ま 





fe 








時 実 


300 千 台 ) と 前 # 
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机 种 名 販売 台数 
ば ぱちんこ CR 北斗 の 拳 5 对 者 121 千 台 
ば ちん こ CR 神 獣 王 22 千 台 
ば ちんこ CR 蒼天 の 挙 天授 20 千 台 
ば ちん こ CR ガ オガ オキ ング 11 千 台 
CR カメ レオ ン 6 千 台 
パチ スロ 遊技 機 
機種 名 販売 台数 
新 鬼武 者 再 莉 41 千 台 
パチ スロ モン スタ ー ハ ンタ ー 38 千 台 
パチ スロ コー ド ギ ア ス 反逆 の ルル ーシュ 31 千 台 
パチ スロ リン グ に か けろ 1 ギリ シア 十 二 神 編 25 千 台 
箇 !! 男 塾 - 天 挑 五輪 大 武 會 編 ~ 24 千 台 








《 ア ミュ ー ズ メン ト 機 器 事業 》 

アミ ュー ズ メ ント 機器 事業 に お きま し て は 、 
消耗 品 の 販売 が 堅調 に 推移 いた し まし た 。 

于 





























『WORLD CLUB Champion Foot 


























販売 が な か っ た た め 、 (请 


な り ま し た 。 


売上 高 は 426 億 20 百 万 円 














《 ア ミュ ー ズ メン ト 施 設 事 業 》 





























































































































レベ ニュ ー シ ェ アタ イト ル の 稼動 に よる 配分 収益 が 引き 続き 堅 調 に 推移 いた 








し ま 


























1 期 比 19. 6% 減 ) 、 営 業 利 益 は 19 億 2 





















































アミ ュー ズ メ ント 施設 事業 に お きま し て は 、 前 期 に 引き 続き 既存 店 舗 の 運営 力 強 1 
ズ カ テ ゴ リ ー に 牽引 され る 形 で 比較 的 堅調 に 推移 し た 前 期 か ら の 反動 に より 、 セ ガ 国 
比 93.8% と 低調 に 推移 いた し まし た 。 

な お 、 当 期末 の 国内 店 舗 数 は 、 3 店舗 の 出店 、8 店舗 の 閉店 を 行っ た 結果 、 太 

以上 の 結果 、 売 上 高 は 427 億 28 百 万 円 (前 期 比 4.2% 減 ) と 
価 償却 費 が 軽減 し た こと か ら 、 営 業 利益 は 11 億 94 百 万 円 (前 期 比 235.7% 増 ) 












































万 円 (前 
































と な り ま し た 。 

















内 既存 店 舗 の 売上 高 は 、 


占 舗 数 は 236 店 舗 と な り ま し た 。 
な り ま し た が 、 会 計 方 針 の 変更 に より 従来 と 比べ て 減 


ヒ を 行い まし た が 、 主 に プラ イ 


期 比 66. 9% 減 ) と な 


bal1』 等 の CVT キ ッ ト 及 び カ ー ド 等 の 


し た が 、 大 型 タ イト ル の 
月 比 74. 3% 減 ) と 











前 』 


| 





《 コ ン シ ュ ー マ 事 業 》 

コン シュ ー マ 事 業 に お きま し て は 、 パ ッ ケ ー ジ ゲー ム 分 野 に お いて 国内 向け タイ トル 『 区 が 如く 5 夢 、 叶 え し 
者 』、 海 外向 け タ イト ル 『Sonic & Al1-Stars Racing Transformed』 及び 『A1iens : Colonial Marines』 等 の 販売 
を いた し まし た 。 し か し な が ら 前 期末 より 実施 し て いる 欧米 で の 構造 改革 施策 と し て タイ トル 数 を 絞り 込ん だ 結 
来 、 パ ッ ケ ー ジ 販売 本 数 は 、 米 国 420 万 本 、 欧 州 442 万 本 、 日 本 214 万 本 、 合 計 1, 078 万 本 (前 期 1, 724 万 本 ) と な り 、 
前 期 実績 を 下回り まし た 。 

携帯 電話 ・ ス マー ト フ ォ ン ・PC ダ ウン ロー ド 等 の デジ タル ゲー ム 分 野 に お きま し て は 、 7 月 より サー ビス を 開始 
し た オン ライ ン RPG 『 フ ァ ン タ シ ー ス ター オン ライ ン 2』 の 登録 TD 数 が 250 万 ID を 突破 し 、 課 金 収 入 も 予想 を 上 回 る 水 
進 で 推移 いた し まし た 。 ス え スマートフォン タイ トル に お いて は 『 ド ラゴン コイ ンズ 1』、『Kingdom Conquest2』 や 株 式 
会 社 ポ ケラ ボ と の 共同 開発 タイ トル 『 運 命 の クラ ン バ ト ル 』 な ど 、 複 数 の タイ トル を 投入 し 、 ラ イン ナッ プ の 拡充 
を 行い まし た 。 ま た 、 携 帯電 話 ・PC 向 け パ チン コ ・ パ チ ス ロ ゲ ー ム サイ ト に お いて は 、 ス マー ト フ ォ ン 対応 版 
『777townSP』 の 取り 組み を 強化 し て お り ま す 。 
玩具 事業 に お きま し て は 、『 ジ ュ エ ルポ ッ ド ダイ アモ ンド 』 な どの 主力 製品 の 販売 が 好調 
だ 。 

アニ メー ショ ン 映 像 事業 に お きま し て は 、 劇 場 版 『 そ れい け ! アンパン マン よみ が えれ バナ ナ 島 』 の 配給 収 
入 や 映像 配信 な ど が 好調 に 推移 いた し まし た 。 

以上 の 結果 、 売 上 高 は 847 億 40 百 万 円 (前 期 比 2.0% 減 ) 、 営 業 損失 は 7 億 32 百 万 円 (前 期 は 営業 損失 151 億 82 百 
万 円 ) と な り ま し た 。 

な お 、 当 社 子会社 で ある 株 式 会 社 セ ガ は 、 欧 米 地域 に お ける PC ゲー ム の 開発 力 を さら に 強化 する た め 、Relic 
Entertainment, Inc. の 全 株 式 と THQ Tnc. が 保有 する 一 部 知 的 財産 を 平成 25 年 1 月 24 日 に 取得 いた し まし た 。 

また 、 当 社 子会社 で ある 株 式 会 社 サ ミー ネッ トワ ー ク ス は 、 パ チン コ ・ パ チ ス ロホ ー ル 型 モ バイ ルオ ン ラ イン ゲ 
一 人 等 を 展開 する 株 式 会 社 バ タフ ライ の 株 式 を 取得 し 、 平 成 25 年 1 月 25 日 に 子会社 化 い た し まし た 。 
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E 移 いた し まし 












































































































































































































































(2) キャ ッシュ ・ フ ロー の 状況 
当 連 結 会 計 年 度 未 に お ける 現金 及び 現金 同等 物 の 残高 は 、 前 連結 会 計 年 度 未 に 比べ 276 億 11 百 万 円 増加 し 、 
1, 742 億 10 百 万 円 と な り ま し た 。 
当 連 結 会 計 年 度 に お ける 各 キ ャ ッシュ ・ フ ロー の 状況 は 以下 の と お り で す 。 

(営業 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー) 

税金 等 調整 前 当期 純 利 益 256 億 31 百 万 円 及び 減価 償却 費 181 億 81 百 万 円 を 計上 し た こと 、 売 上 債権 が 108 億 19 百 
万 円 減少 し た 一 方 で 、 仕 入 債務 が 101 億 97 百 万 円 減少 し た こと 、 た な 外資 産 が 75 億 90 百 万 円 増加 し た こと 、 法 人 
税 に つき 163 億 36 百 万 円 の 支払 が あっ た こと 等 に より 、 当 連結 会 計 年 度 に お ける 営業 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ 
ロー は 186 億 3 百 万 円 の 収入 (前 連結 会 計 年 度 は 380 億 23 百 万 円 の 収入 ) と な り ま し た 。 

(投資 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー) 
有価 証券 の 償 本 に より 426 億 50 百 万 円 の 収入 が あっ た 一 方 で 、 固定 資産 の 取得 に より 218 億 96 百 万 円 、 無 形 
固定 資産 の 取得 に より 80 億 68 百 万 円 、 関係 会 社 株 式 の 取得 に より 51 億 39 百 万 円 を それ ぞ れ 支出 し た こと 等 に よ 
り 、 当 連結 会 計 年 度 に お ける 投資 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー は 63 億 96 百 万 円 の 収入 (前 連結 会 計 年 度 は 590 
意 12 百 亡 円 の 支出 ) と な り ま し た 。 

(財務 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー) 
期 借入 の 実行 に より 330 億 円 を 
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长 同 達 し た 一 方 で 、 配 当 金 の 支払 (少数 株 主 へ の 配当 金 を 含む ) に より 98 億 58 
百 万 円 を 、 自 己 株 式 の 取得 に より 162 億 20 百 万 円 を 、 長 期 借入 金 の 返済 に より 104 億 72 百 万 円 を それ ぞ れ 支出 し た 
こと 等 に より 、 当 連結 会 計 年 度 に お ける 財務 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー は 11 億 16 百 万 円 の 支出 (前 連結 会 計 
年 度 は 9 億 14 百 万 円 の 収入 ) と な り ま し た 。 





2 【 生 産 、 受 注 及 び 販 売 の 状況 】 


① 生産 実績 











































































































当 連 結 会 計 年 度 に お ける 生産 実績 を セグ メン ト ご と に 示す と 、 次 の と お り で あり ます 。 
セグ メン ト の 名 称 生産 高 ( 百 万 円 ) 前 期 比 (%) 
遊技 機 事 業 133, 539 人 36. 1 
アミ ュー ズ メ ン 業 31, 219 人 へ 28.5 
アミ ュー ズ メ ン 業 343 人 8.8 
コン シュ ー マ 事 業 40, 762 へ 10.6 
その 他 ーー 
合計 205, 865 人 31.0 

( 注 ) 金額 は 販売 価格 で 表示 し て お り 、 消 費 税 等 は 含ま れ て お り ま せん 。 
(2) 受注 状況 






































受注 状況 の 記 



































当 グ ルー プ で は 遊技 機 事業 に つい て は 、 








生産 に 要する 時 間 が 短 時 間 で ある た め 、 明 











本 的 に 受注 動向 を 見 な が ら 4 






































E に 対し て は 
占め て お り ま す 。 ま た 、 ア ミュ ー ズ メン ト 機 器 
み 生 産 を 行っ て お り ま す 。 な お 、 コ ン シ ュ ー マ 事 業 の ゲー ム ソ フ 
骨 は 営業 の 状況 に 関す る 


eb 


去 晤 









































産 を 行っ て お り ま す が 、 製 品 の ライ フサ イク ル が 短い た め 販 売 期 間 が 非常 に 短く 、 タ 3 
る こと か ら 、 販 売 政策 上 、 初 期 受 





業 に つい て は 、 生 産 に 














要する 期間 が 比較 的 長 】』 
に お いて 極め て 少量 の 受注 
を 表 さ な いた め 、 省 略し て お り ま す 。 
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を 売 の 初期 段階 に 出荷 が 集中 す 
込み 生産 を 行っ て お り 、 か つ 、 そ の 数 量 は 通常 販売 数 量 の 大 半 を 





























に 理 る た め 、 見 
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E 産 は ある も の の 、 













































































(3) 販売 実績 
当 連 結 会 計 年 度 に お ける 販売 実績 を セグ メン ト ご と に 示す と 、 次 の と お り で あり ます 。 
セグ メン ト の 名 称 販売 高 ( 百 万 円 ) 前 期 比 (%) 

遊技 機 事業 142, 281 人 へ 32.9 
アミ ュー ズ メ ン 39, 134 人 21.6 
アミ ュー ズ メ ン 42, 707 人 4.3 
コン シュ ー マ 事 業 83, 874 和 A2.1 
その 他 13, 409 十 334. 3 

合计 321, 407 人 18.7 
( 注 ) 1 上 記 の 金額 に は 、 消 費 税 等 は 含ま れ て お り ま せん 。 


2 セグ メン ト 間 


























角 引 に つい て は 、 相 殺 消 














た し て お り ま す 。 








3 【 対 処す べき 課題 】 
遊技 機 
厳し さ を 増 し て お り 、 よ り 収 益 確 保 が 見 込め る 大 型 主力 タイ 





























に 


























这 














の 
適応 する こと が 経営 課題 と な っ て お り ま す 。 








アミ ュー ズ メ ント 機器 


業 に お きま し て は 、 低 貸 玉 営業 の 普及 や 遊技 人 口 の 減少 な が ど に より 、 パ チン コ ホ ー ル 運営 者 の 経営 状態 


よう な 環境 の も と で 、 市場 ニー ズ に 応じ た 斬新 な ゲー ム 性 を 備え る 製品 の 開発 、 供 給 な ど を 通じ て 環境 の 変化 に 


CC 
EE 




















中 する 傾向 が 見 られ て お り ま す 。 こ 





トル に 需要 が 






































業 に お きま し て は 、 幅 広い ユー ザー の 獲得 を 目指 し 、 高 付加 価値 製品 か ら フ ァ ミ リー 向 

















け の 製品 まで 多様 な ユー ザー ニー ズ に 応え る と 同時 に 、 オ ペレ ー タ ー の 投資 効率 向上 と 機器 メー カー で ある 当 グ ル 
ー プ の 長期 安定 収益 確保 を 実現 する こと 、 ま た 、 海 外 に お いて 、 現 地 の ニ ー ズ に 合致 し 価格 競争 力 を 持っ た 製品 を 





























供給 する こと が 経営 課題 と な っ て お り ま す 。 






































アミ ュー ズ メ ント 施設 事業 に お きま し て は 、 店 舗 
せる こと が 経営 課題 と な っ て お り ま す 。 








コン シュ ー マ 事 業 に お きま し て は 、 パ ッ ケ ー ジ ゲー ム の タイ 














運営 力 や 競争 力 の 強化 、 新 規 顧客 の 獲得 を 図り 、 収 益 を 改善 さ 


























ル 数 の 絞込み 等 を 通じ て 開発 の 効率 化 を 図り 、 収 


人 益 を 改善 さす せる と と も に 、 携 帯電 話 ・ ス マー ト フ ォ ン ・PC ダ ウン ロー ド 等 の デジ タル ゲー ム 分 野 な ど 、 拡 大 する 新 
た な コン テン ツ 市 場 へ 対応 する こと が 経営 課題 と な っ て お り ま す 。 玩 具 事 業 、 ア ニメーション 映像 事業 に お きま し 





業 強化 を 
































参る こと が 経営 課題 と な っ て お り ま す 。 








て は 、 グ ルー プ 間 連携 な どの 施策 に より 、 さ ら な る 


【 事 業 等 の リス ク 】 








の で す 。 


(1) 遊技 機 





確保 する こと が 





























© と が 必要 で すす 





製品 を 販売 する 際 は 、 
国家 公安 委員 会 規則 の 


当 グ ルー プ の 経営 成績 等 に 
es 要 な リス ク を 洗い 出し 、 そ の 低減 に 取り 組ん で お り ま す が 、 以 下 ( 
た リス ク 以 外 で も 当 グ ルー プ の 想定 を 超え た リス ク が 顕在 化し た 
す 可 能 性 が あり ます 。 ま た 、 





また 、 遊 技 機 の 射 幸 性 の 抑 
月 より 施行 され て お り ま す 。 




















委員 会 の も と 規 | 


文中 の 将来 に 関す る 


遊技 機 の 認定 


を 及ぼ す 可 能 性 の ある 事業 等 の リス ク は 以下 の と お り で す 。 




















業 へ の 依存 と 法 的 規制 等 に つい て 
当 グ ルー プ 全 体 の 売上 高 、 営 業 利益 は 遊技 機 
要 な 経営 課題 で す 。 

「 風 俗 営業 等 の 規制 及び 業務 の 適 
E 及 び 型 式 の 検定 等 に 




















制 と 不正 改造 の 防止 を 主 な 柱 と し た 「 風 適法 施行 規則 等 の 規則 改正 」 が 、 平 成 16 

















項 は 有価 証券 報告 





























へ の 依存 度 が 高く 、 今 後 も 遊技 機 事業 に お いて 安定 し た 収益 を 

















介する と と も に 


























設け 、 継 続 的 に 
し か し な が 
が あり ます 。 








市 場 情報 の 収 
ら 、 法 的 規制 等 に 








(2) 市 場 環 境 の 変化 等 に つい て 





遊技 機 事業 に つき まし て は 、 
す 。 ま た 、 パ チン コ ホ ー ル 間 の 顧客 獲得 
性 ・ ゲ ー ム 性 が 高く 
当 グ ルー プ で は 、 こ の よう 
備え た 製品 の 開発 
































る 受注 に 対し て タイ ムリ ー 





し か し な が ら 、 
の 変化 等 に よっ て は 、 当 グル ー プ の 経営 成績 ( 


アミ ュー ズ メ ント 機器 
境 ・ ユ ー ザ ー ニ ー ズ の 変化 





新 機種 の 開 





Er 
末 








を 及ぼ す 可 能 性 が あり ます 。 





当 グ ルー プ で は 、 こ の よう 

で は ネッ トワ ー ク を 活用 し た 製品 
き 施設 オペ レー ター の 投資 効率 の 向上 と 当 グ ルー プ の 長期 安定 収益 確保 を 実現 する レベ ニュ ー シ ェ アモ 
する こと に より 、 ア ミュ ー ズ メン ト 業 界 全体 の 活性 


客 が 見 込め る 遊技 機 に 





不正 な 方 法 で 利益 を 得る 、 
を する な ど し て 不正 に 強い 遊技 機 
大 な 変更 が 加え られ た 場合 、 当 グル ー プ の 経営 成績 に 大 き な 影 響 を 及ぼ す 可 能 性 














同人 消費 低迷 等 を 受 








に 関す る 規則 」 で 定め られ た 「 技 術 上 の 規格 」 に 














当 グ ルー プ で は 、 射 幸 心 を あお る よう な 表現 や 誤解 を 与え る よう な 表現 を 社内 の 倫 





こ 記載 し 


場合 は 、 当 グル ー プ の 経営 成績 に 大 き な 影 響 を 及ぼ 
所 出 日 現在 に お いて 当 グ ルー プ が 判断 し た も 








正 化 等 に 関す る 法律 」 及 び 関 連 法 令 、 諸 規則 に 基づき 、 








適合 する 


ul 
~ 



































取り 組ん で お り ま す 。 





























こ 注 力 し て お り ま す 。 ま た 、 中 長期 
対応 可能 な 体制 を 構築 する た め 新 コ 




















こ 向 けた 競 
中 する 





























に つき まし て は 、 国 内 市 場 は 安定 推 
H 何 に よっ て は 、 施 設 オ ペ ベレー ター の 設 


























まな ユー ザー ニー ズ に 応え る 斬新 な ゲー 











いわ ゆる “ゴト 行為 " を 未然 に 防ぐ 為 に 不正 対策 室 を 
作り に 





け て 、 今後 も 経営 環境 は 厳し い 状 況 が 続く も の と 推測 され ま 
の 激化 が 続く 中 、 パ チン コ ホ ー ル が 購入 する 新 機種 は 話題 
頃 向 に あり ます 。 
な 市 場 環 境 の 変化 に 対応 する べく 、 多 村 








ム 性 を 





























的 に さら な る 販売 台数 の 伸張 を 目指 し 、 今 後 増加 が 
[ 場 及び 新 流通 セン ター を 建設 し まし た 。 

発 状況 、 型 式 試験 及び 検定 許認可 の 取得 状況 、 並 びに 製品 の 不具 合 、 ユ ー ザ ー 
こ 大 き な 影 響 を 及ぼ す 可 









































能 性 が あり ます 。 











& 込 まれ 





の 好み 





移し て いる も の の 、 今 後 も 個人 消費 動向 や 市 場 環 


























請 投 資 抑制 を 招き 当 グ ルー プ の 経営 成 








な 市 場 変化 に 対応 する べく 、 ユ ー ザ ー ニ ー ズ を 捉え た 「 も の づく り 」 を 念頭 に 














に よっ て 新しい 遊び を 





提案 才思 等 、 


製品 開発 に 注力 し て お り ま す 。 ま た 、 


























ul 


近 
引き 続 











化 に 注力 し て まい り ま す 。 





デル を 提供 











アミ ュー ズ メ ント 施設 事業 に つき まし て は 、 引 き 続 き 店 舗 運営 力 を 強化 する こと に より さら な る 収益 改善 を 図っ 
て まい り ま す が 、 個 人 消費 動向 の 影響 を 受け や すく 、 多 様 な ユー ザー ニー ズ に 応え る アミ ュー ズ メ ント 機器 の 導入 
状況 如何 等 に よっ て は 、 当 グル ー プ の 経営 成績 に 影響 を 及ぼ す 可 能 性 が あり ます 。 
また 、 ア ミュ ー ズ メン ト 施 設 事業 は 、「 風 俗 営業 等 の 規制 及び 業務 の 適正 化 等 に 関す る 法律 」 及 びそ の 他 政 令 、 
省令 等 の 関連 法令 に よる 規制 を 受け て お り ま す 。 
当 グ ルー プ は 、 同 法 及び 関連 法令 の 規制 の 遵守 に 努め て お り ま す が 、 新 た な 法令 の 制定 、 同 法 及 び 関連 法令 の 規 
制 内 容 の 変更 等 が ある 場合 、 当 グル ー プ の 経営 成績 に 影響 を 及ぼ す 可 能 性 が あり ます 。 
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コン シュ ー マ 事 業 に つき まし て は 、 家 庭 用 ゲー ム ソ フ ト 市 場 が 縮小 傾向 に あり ます が 、 そ の よう な 環境 下 に あっ 
て も 当 グ ルー プ で は 安定 的 に 収益 の 創出 が で きる 体制 の 構築 に 取り 組ん で お り ま す 。 ま た 、 近 年 、 気 軽 に 遊べ る ゲ 
ー ム コン テン ツ を 中 心 と し た スマ ー ト フォ ン に よる ライ ト ユ ー ザ ー や 新規 ユー ザー の 取り 込み 、SNS (ソー シャ ル ・ 
ネッ トワ ー キ ング ・ サ ービス ) 上 で 提供 され る ソー シャ ル ゲ ー ム の 利用 者 数 の 増加 な ど 、 新 た な ゲー ム プ ラッ ト フ 
ォ ー ム の 登場 に より 世界 の ゲー ム 産 業 全体 に 大 き な 地殻 変動 が 起き て いま す 。 高 成長 が 続く SNS 及 び ス マー ト フ ォ ン 
向け コン テン ツ 事 業 に 経営 資源 を 集中 的 に 投下 する と 同時 に 、 環 境 の 変化 に 応じ た 適正 な 事業 構造 を 構築 し 、 経 営 
意思 決定 の 迅速 化 や 多様 化す る 顧客 ニー ズ へ の 対応 を 図り 、 収 益 の 最大 化 を 目指 し ます 。 
し か し な が ら 、 当 グル ー プ の コン トロ ー ル の 及ば な い 法 的 規制 や 、 同 事業 の 市 場 欄 境 の 変化 等 に より 当 グ ルー プ 
の 経営 成績 に 影響 を 及ぼ す 可 能 性 が あり ます 。 













































































































































































1 



































また 、 当 グル ー プ 全体 の 経営 成績 は 、 北 米 、 欧 州 、 ア ジア な どの 海外 市 場 で の 販売 活動 及び 部 材 調達 等 に お い 
て 、 為 奉 変 動 に より 影響 を 受け る 可能 性 が ある ほか 、 海 外 で の 戦争 、 、 テ ロ 等 に よる 海外 情勢 の 悪化 の 影響 を 
受け る リス ク を 有 し て お り ま す 。 


























きく 
に の 






































(3) 販売 の 機会 損失 等 に つい て 

パチ スロ ・ パ チン = 遊技 機 で は 、 生 産 に 要する 時 間 が 短い た め 、 受 注 動向 を 見 な が ら 生産 を 行っ て お り ま す が 、 
製品 の ライ フサ イク ル が 短く 、 販 売 期間 が 非常 に 短い こと か ら 発 売 の 初期 段階 に 出荷 が 集中 し ます 。 部 材 の 共通 化 
ド こ 部 材 調達 リー ド タ イ ム の 短縮 化 や 棚卸 資産 管理 強化 等 の 対策 を 講じ て お り ま す が 、 大 量 の 初期 受注 の 生産 に 
つい て は 、 原 材料 の 調達 が 充分 に で き な い 可能 性 が あり ます 。 ま た 、 競 合 他社 の 人 気 製品 と 販売 時 期 が 重なり 受注 
計画 を 下回る と 余剰 部 品 が 生じ る こと が あり ます が 、 そ の 余剰 部 材 を 有効 に 他 の 製品 等 に 活用 で き な い 場合 に は 、 
部 材 の 廃棄 損 等 が 発生 する 可能 性 が あり ます 。 

アミ ュー ズ メ ント 機器 で は 、 生 産 に 要する 期間 が 比較 的 長期 に 語る た め 、 見 込み 生産 を 行っ て お り ま す が 、 ユ ー 
ザー の 好み の 変化 、 事 業 環境 の 変化 、 成 長 の 不 確 実 性 な ど に より 当 グ ルー プ の 経営 成績 に 影響 を 及ぼ す 可 能 性 が あ 
り ま す 。 

家庭 用 ゲー ム ソ フ ト で は 、 そ の 需要 が クリ スマ ス 、 正 月 前 等 に 集中 する な ど 季 節 変 動 的 な 要因 を 受け や すい た 
め 、 こ れ ら の 商戦 時 期 に 新 製品 を 供給 で き な か っ た 場合 な ど は 過剰 な 在庫 が 発生 する 可能 性 が あり 、 棚 御 資産 の 廃 
棄損 等 が 発生 する 可能 性 が あり ます 。 





















































































































































































































































































































































(4) M&A 等 に よる 事業 拡大 に つい て 

当 グ ルー プ で は 、 既 存 事業 の 強化 並び に 新た な 事業 へ の 参入 等 を 効率 的 に 行う た め に 、 国 内 外 を 問わ ず M&A や 業 

務 提 携 等 も 検討 し て 進め て お り ま す 。 
し か し な が ら 、 当 グル ー プ の コン トロ ー ル の 及ば な い 法 的 規制 や 、 当 グル ー プ を 取り 巻く 環境 の 変化 また は 当初 

期待 し た シナ ジー 効果 が 得 ら れ な い 等 の 場合 、 当 グル レー プ の 経営 成績 に を 及ぼ す 可 能 性 が あり ます 。 






















































































(5) 減損 会 計 の 適用 に つい て 

当 グ ルー プ は 、 平 成 18 年 3 月 期 よ り 減損 会 計 を 適用 し て お り ま す 。 今後 の 各 事 業 の 業績 推移 や 将来 キャ ッシュ ・ 
フロ ー に よる 設備 投資 の 回 収 可能 性 に よっ て は 、 減 損 会 計 適用 に よる 損失 が 発生 し 当 グ ルー プ の 経営 成績 に 影響 を 
及ぼ す 可 能 性 が あり ます 。 





















































































































































(6) 保有 投資 有価 証券 に つい て 

当 グ ルー プ で は 、 業 務 上 の 関係 構築 や 純 投 資 等 を 目的 に 投資 有価 証券 を 保有 し て お り ま す 。 投 資 有 価 証券 の 評価 
は 株 式 市 場 の 動向 、 株 式 発行 会 社 の 財政 状態 ・ 経 営 成績 等 の 状況 に よっ て 判断 され る た め 、 今 後 も 時 価 の 下落 や 実 
質 価額 の 低下 に より 減損 処理 を 行う こと と な っ た 場合 、 投 資 有 価 証券 評価 損 等 の 計上 に より 当 グ ルー プ の 経営 成績 
に 影響 を 及ぼ す 可 能 性 が あり ます 。 




































































































































































(7) 繰延 税金 資産 に つい て 

当 グ ルー プ は 、 税 務 上 の 繰越 欠損 金 や 将来 減算 一 時 差異 に 対し て 、 将 来 の 課税 所 得 を 合理 的 に 見 積 り 、 そ の 回 収 
可能 性 を 慎重 に 検討 し た 上 で 繰延 税金 資産 を 計上 し て お り ま す 。 将来 の 業績 変動 に より 課税 所 得 の 見 込み 額 が 増減 
し た 場合 や 、 税 制 履 正 に より 実効 税率 が 変更 され た 場合 に は 、 繰 延 税 金 資 産 の 残高 が 増減 し 当 グ ルー プ の 経営 成績 
に 影響 を 及ぼ す 可 能 性 が あり ます 。 











































































































(8) 個人 情報 の 管理 に つい て 

当 グ ルー プ で は 、 会 員 制 ホー ムペ ー ジ の 運営 等 に より 、 当 グル ー プ 製品 ・ サ ービス の ユー ザー に 関す る 個人 情報 
を 保有 し て お り ま す 。 個人 情報 保護 法 も 施行 され て いる こと か ら 、 個 人 情報 の 管理 の 徹底 強化 を 進め て お り ま す 
が 、 万 一 これ ら 個 人 情報 が 漏洩 し た 場合 や 不正 使用 され た 場合 は 、 当 グル ー プ へ の 訴訟 の 提起 や 信用 低下 等 に よ 
り 、 当 グル ー プ の 経営 成績 に 影響 を 及ぼ す 可 能 性 が あり ます 。 















































































































































(9) 訴訟 に つい て 

当 グ ルー プ で は 、 コ ンプ ライ アン ス 体 制 の 強化 を 推進 し て お り 、 第 三 者 の 知 的 財産 権 を 侵害 し な いよ う 充 分 注意 
する な ど 、 損 害 賠償 請求 等 に よる 訴訟 リス ク を 最小 限 に 抑え る 方 策 を 講じ て お り ま す が 、 当 グル ー プ の 製造 販売 す 
る 製品 が 権利 を 侵害 する も の と し て 訴訟 を 提起 され る 可能 性 が あり ます 。 

































































(10) 災害 等 に よる 影響 に つい て 
当 グ ルー プ で は 、 会 社 規程 と し て 「 危 機 管 
リス ク の 低減 及び 危機 の 未然 防止 に 努め る と と も に 、 
ます 。 

し か し な が ら 、 当 グル ー プ 各社 の 本 社 、 所 、 生 産 拠点 及び 当 グ ルー プ の 取引 先 が 、 地 震 、 火 災 、 洪 水 等 の 
規模 自然 災害 や テロ 攻撃 、 政 治 情勢 の 変化 等 に よっ て 物 的 ・ 人 的 に 想定 を 超え る 被害 を 受け た 場合 、 生 産 活動 ・ 販 
売 活動 に 支障 を きた し 、 当 グル ー プ の 経営 成績 に 影響 を 及ぼ す 可 能 性 が あり ます 。 


規程 」 を 制定 し 、 経 営 活動 に 潜在 する リス ク を 特定 し 、 平 常時 か ら 
大 な 危機 が 発生 し た 場合 の 即応 体制 を 整備 ・ 維 持 し て お り 
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5 【 経 営 上 の 重要 な 契約 等 】 
(1) 販売 業務 に 係る 重要 な 契約 
































































































































































































































当社 また 
は 連結 子 契約 会 社名 契約 内 容 契約 期間 
会 社 
a 二 風谷 営業 認定 機 (ば ちん こ 遊 技 機 ) の 売買 に 関す | 自 平成 15 年 4 月 1 
| る 代行 店 取引 基本 契約 至 平成 26 年 3 月 31 
5 a 指定 の 代行 店 及び ホー ル 管 理 に 関す る 業務 委託 梨 | 自 平成 15 年 4 月 1 
从 个 プイ ルズ 帆 約 至 平成 26 年 3 月 31 
本 ee 風谷 営業 認定 機 (回 胴 式 遊技 機 ) の 売買 に 関す る | 自 平成 15 年 4 月 1 
RA RE 独占 的 な 販売 代理 店 取引 基本 契約 至 平成 26 年 3 月 31 
② 当社 また は 連結 子会社 が 許諾 を 受け て いる 重要 な 契約 
当社 また 
は 連結 子 契約 会 社名 契約 内 容 契約 期間 
会 社 








ER 80 携帯 液晶 ゲー ム 機 「 プ レイ ステ ーション ・ ポ ボー 
帽 セガ | 半 ツ ニモ ーー コンピュータ エモ | タプ ル 」 対 応 ソフ ト の 製造 ・ 販 売 に 関す る 商標 
権 及 び 技 術 情報 の 供与 
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成 16 年 11 月 29 
成 26 年 3 月 31 
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6 家庭 用 ゲー ム 機 「 プ レイ ステ ーション 3」 対 応 1 
、 帆 ソ ニー・ コ ンピュータ エ | 、 让 宝宝 全 AE 平成 18 年 10 月 17 
覆 セ ガ ンタ テイ ン メ ン 0 販売 に 関す る 商標 権 及 び 技 術 情 NZ 成 26 年 3 月 31 日 
Se 携帯 液晶 ゲー ム 機 「 プ レイ ステ ーション Vita」 SS 
間 セ ガ | 職 ツ ニー コン ピュ ー タ エ | 対応 ソフ ト の 製造 ・ 販 売 に 関す る 商標 権 及び 技 i 
術 情報 の 供与 Ai 
5 の 家庭 用 ゲー ム 機 「W i i」 対 応 ツ ソフ ト の 製造 ・ 成 18 年 11 月 19 
2 た 販売 に 関す る 商標 権 及 び 技 術 情報 の 供与 成 25 年 11 月 18 





























「W i i バー チャ ルプ ラッ ト フ ォ ー ム 」 ゲ ー ム 
ソフ ト 使 用 等 の 許諾 契約 
携帯 液晶 ゲー ム 機 「 ニ ン テ ン ドー 3 D S」 対 応 


成 18 年 11 月 19 
成 25 年 11 月 18 





其 蒜 | 其 世 





帆 七 万 任天堂 帳 















































时 亚 | 时 亚 | 向 亚 | 遇 亚 | 册 亚 | 时 亚 



































内 セガ | 任天堂 ツ フ ト の 製造 ・ 販 売 に 関す る 商標 権 及び 技術 情 | 上 て 2 月 轴 
報 の 供与 OO UN 
家庭 用 ゲー ム 機 「Xbox360」 対 応 ソ フト の 製造 ・ 平成 17 年 10 月 27 
覆 セ ガ Microsoft Licensing, GP. | 販売 に 関す る 規定 、 ロ イヤ リティ 条件 、 承 認 平成 26 征 12 月 1 

















法 、 及 び オ ン ラ イン に お ける 規定 等 の 合意 
PC ゲー ム 向 け の サポ ー ト プロ グラ ム 、 












































時 屯 | 翔 下 


格 セ ガ Microsoft Licensing, GP. 「Games for Windows Live) サー ビス 参加 の 許 A Ee 
諾 契約 成 26 年 5 月 31 

















(3) 新設 分 割 契約 
当社 連結 子会社 の 株 式 会 社 セ ガ は 、 平 成 24 年 4 月 26 日 開催 の 同社 取締 役 会 に て 、 株 式 会 社 セ ガ ネ ッ トワ ー ク ス と 
の 間 で の 分 割 契 約 書 の 承認 を 決議 いた し まし た 。 
その 内 容 は 次 の と お り で あり ます 。 
① 新設 分 割 の 目的 
株 式 会 社 セ ガ が 有する モバ イル ネッ トワ ー ク 事業 を 株 式 会 社 セ ガ ネ ッ トワ ー ク ス へ 集約 させ 、 グ ルー プ に お ける 
ネッ トワ ー ク 事業 の 収益 拡大 を 図る た め 
② 承継 する 事業 
モバ イル ネッ トワ ー ク 
@@ 新設 分 割 承継 会 社 が 新た に 発行 する 株 式 
発行 可能 株 式 総数 4, 000 株 
新設 分 割 設立 会 社 は 、 設 立 に 除 し て 、 株 式 会 社 セ ガ に 対し て 株 式 1, 000 株 を 交付 する 。 

















































































































さと 
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⑤ 承継 する 資産 ・ 負 債 の 状況 















































































































































資産 の 額 
流動 資産 4, 642 百 万 F 
回 定 資産 808 
合计 5, 451 
負債 の 額 
流動 負債 305 百 万 PF 
司 定 负 俩 18 
合计 324 








⑥ 新設 分 割 承継 会 社 と な る 会 社 の 資本 金 ・ 
資本 金 10 百 万 F 











業 の 内 容 (当該 新設 分 割 後 ) 





















































業 内 容 イン ター ネッ ト そ の 他 通 信 手 段 を 利用 し た 商品 ・ サ ービス の 企画 、 開 発 、 設 計 、 販 売 、 配 信 、 管 
営 に 関す る 











ll 





ea 


未 























(4) 吸収 合併 契約 
株 式 会 社 セ ガ の 子会社 で ある 当社 連結 子会社 の 株 式 会 社 セ ガ ビー リン ク ( 現 株 式 会 社 セ ガ エン タテ イン メン 
ト ) は 、 平 成 24 年 6 月 21 日 開催 の 同社 取締 役 会 に て 、 株 式 会 社 セ ガ の 子会社 で ある 当社 連結 子会社 の 株 式 会 社 AG ス 
クエ ア と の 間 で の 合併 契約 書 の 承認 を 決議 いた し ま し た 。 
その 内 容 は 次 の と お り で あり ます 。 
① 吸収 合併 の 目的 
アミ ュー ズ メ ント 施 業 の 
② 承継 する 事業 
アミ ュー ズ メ ント 施設 事業 
③ 吸収 合併 承継 会 社 が 新た に 発行 する 株 式 
吸収 合併 承継 会 社 が 新た に 発行 する 株 式 は あり ませ ん 。 
④ 合併 期 
平成 24 年 10 月 1 
⑤ 承継 する 資産 ・ 負 債 の 状況 


























































































































約 に より 、 経 営 資源 の 効率 化 を 図る た め 。 




















人 





























































































































































































































資産 の 額 
流動 資産 773 百 万 
司 定 资产 2, 042 
合计 2, 816 
負債 の 額 
流動 負債 476 百 万 F 
固定 負債 296 
合計 772 





oN 
> 
ュ ン 























⑥ 吸収 合併 承継 会 社 と な る 会 神 
資本 金 100 百 万 円 


業 内 容 アミ ュー ズ メ ント 施設 の 企画 ・ 
























































(5) 吸収 分 割 契約 
当社 連 4 圭 の 株 式 会社 を ガ は 、 平 成 24 年 5 月 28 日 開催 の 同社 取締 役 会 に て 、 株 式 会 社 セ ガ の 子会社 で ある 株 
式 会 社 セ ガ ビー リン ク ( 現 株 式 会 社 セ ガ エン タテ イン メン ト ) と の 間 で の 分 割 契 約 書 の 承認 を 決議 いた し まし 
た 。 株式 会 社 セ ガ ビー リン ク が 

































































業 を 承継 し て お り ま す 。 
その 内 容 は 次 の と お り で あり ます 。 
① 吸収 分 割 の 目的 
アミ ュー ズ メ ント 施 
② 承継 する 事業 
アミ ュー ズ メ ント 施設 
@ 吸収 分 割 承継 会 社 が 新た に 発行 する 株 式 
発行 可能 株 式 総数 30,000 株 
吸収 分 割 承継 会 社 が 新た に 発行 する 株 式 は あり ませ ん 。 
④ 分 割 其 
平成 24 年 10 月 1 
⑤ 承継 する 資産 ・ 負 債 の 状況 
































約 に より 、 経 営 資源 の 効率 化 を 図る た め 


業 の 





上 











Sk 


未 

















































































































































































































資産 の 額 
流動 資産 4, 384 百 万 F 
固定 資産 12, 413 
合計 16, 798 
負債 の 額 
流動 負債 477 百 万 F 
固定 負債 3, 117 
合計 3, 595 


⑥ 吸収 分 割 承継 会 社 と な る 会 社 の 資本 金 ・ 事 業 の 内 容 (当該 吸収 分 割 後 ) 











資本 金 100 百 万 円 




































































































































































(6) その 他 
仕 ま た 
は 連結 子 契約 会 社名 契約 内 容 契約 期間 
幅広 い 分 野 に お ける 戦略 的 業務 提携 を 行う た め の 平成 19 年 4 月 27 
YT 思 格 的 携 基本 到 平成 26 年 4 月 26 
: リーー へ に < 平成 24 年 5 月 11 か ら 
当社 Paradise Co., Ltd. oe NR 了 る 複合 リン ト 開 発 当該 合弁 会 社 が 存続 す 
」 フ AL る 限 り 
































6 【 研 究 開発 活動 】 














当 グ ルー プ は 、 世 界 的 な 総合 エン タテ イン メン ト 企 業 と し て 、 研 究 開発 の 強化 ・ 充 実 を 経営 戦略 の 最 
ひと つと し て 取り 組ん で お り ま す 。 
当 連 結 会 計 年 度 の 研究 開発 費 総 額 は 370 億 46 百 万 円 で あり 、 主 な セグ メン ト 別 の 研究 開発 活動 を 示す と 、 次 の と 

































































お り で あり ます 。 な お 、 各 セグ メン ト の 研究 開発 虎 は セグ メン ト 間 の 取引 を 含ん で お り ま す 。 


1) 遊技 機 事業 
遊技 機 








ん で お り ま す 。 当 連 











業 に お きま し て は 、 高 い 企 画 力 、 




















要 課 題 の 


表現 力 に よっ て 他 メ ー カ ー と の 差別 化 を 実現 し た 製品 の 開発 に 取り 組 









































者 再 莉 」 等 を リリ 














発 に 努め まし た 。 
































当 事 業 に 係わる 











(2) アミ ュー ズ メ ント 機器 


アミ ュー ズ メ ン 





究 開 発 費 は 、180 億 56 百 万 円 で あり ます 。 





























业 
機器 




















ズ や 『 戦 国 大 戦 』 を 開発 し リリ ー ス し た ほか 、 次 期 に 向け て 大 型 の メダ ル ゲ ー ム 機 の 開発 も 行っ て お り ま す 。 























当 事 業 に 係わる 








(3) アミ ュー ズ メ ント 施設 


アミ ュー ズ メ ン 


す 。 


究 開 発 費 は 、53 億 79 百 万 円 で あり ます 。 





























業 








施 

















叶 














当 事 業 に 係わる 








(4) コン シュ ー マ 事 業 


パッ ケー ジ ゲ ー ム 分 野 に お きま し て は 、 グ ロー バル タイ トル と し て 、 











究 開 発 費 は 、 2 億 43 百 万 円 で あり ます 。 




















結 会 計 年 度 に お いて は 、 引 き 続 き 開発 体制 の 強化 を 図り い 、 パ チ ス ロ 遊 技 機 事 業 で は 、『 新 鬼武 
ス し 、 パ チン = 遊技 機 事業 で は 、 最 高 の CC ク オリ ティ を 実現 し た 『 ば ちん こ CR 北斗 の 产 5 圭 
者 』 等 を リリ ー ス し 、 市 場 か ら 高い 評価 を 得 ま し た 。 ま た 顧客 ニー ズ の 多様 化 に 対応 する た め 、 多 様 な 遊技 機 の 開 


業 に お きま し て は 、 定 番 シ リー ズ タ イ トル の 『WORLD CLUB Champion Footbal1』 シリ ー 


業 に お きま し て は 、 引 き 続 き チ テー マ パ ー ク 向け アトラクション 等 の 開発 を 進め て お り ま 


『Aliens : Colonial Marines』 等 を 開発 し 





リリ ー ス いた し まし た 。 ま た 、 デ ジタル ゲー ム 分 野 に お きま し て は 、 オ ン ラ イン RPG で 『 フ ァ ン タ シ ー ス ター オン ライ 
ン 2』 や 、 ポ ケラ ボ 社 と の 共同 開発 タイ トル 『 運 命 の クラ ン バ ト ル 』 を は じ め 、 ス マー ト フ ォ ン 向け タイ トル と 


『 ド ラゴン コイ ンズ 』、 Kingdom Conquest2 (キン グ ダ ム コン クエ スト 2) 』 を 開発 し リリ ー ス し た ほか 、 次 時 























向け て 有力 IP を 活 
し て お り ま す 。 





























当 事 業 に 係わる tf 

















究 開発 費 は 、137 億 30 百 万 円 で あり ます 。 

















な お 、 当 社 連結 了 
は 、 そ の 発生 時 に 費用 処 

































































に 合わ せ て 費用 処 季 
平成 22 年 3 月 期 




















まほ する こと と し て お り ま す 。 
降 に 製品 化 が 承認 され た タイ トル の コン テン ツ 制作 費 は 、 上 記 金 額 に は 含め て お り ま せん 。 











し て 














に 


] し た 新作 タイ トル の 開発 を 行う な ど 、 モ バイ ル ・ ネ ットワーク の 分 野 の 開発 に も 引き 続き 注力 





F 会 社 株 式 会 社 セ ガ を 中 心 と し た ゲー ム ソ フ ト 並 びに アミ ュー ズ メ ント 機器 の コン テン ツ 制 作 費 
し て お り ま し た が 、 平 成 22 年 3 月 期 よ り 製 品 化 が 承認 され た タイ トル か ら 、 売 上 の 計上 


7 【 財 政 状態 、 経 営 成績 及び キャ ッシュ ・ フ ロー の 状況 の 分 析 】 
文中 の 将来 に 関す る 事項 は 、 有 価 証券 報告 書 提出 日 現在 に お いて 当 グ ルー プ が 判断 し た も の で あり ます 。 
(1) 財政 状態 
(資産 及び 負債 ) 
連結 会 計 年 度 に お きま し て は 、 売 上 債権 や 有価 証券 の 減少 等 に より 、 流 動 資 産 は 90 億 74 百 万 円 減少 いた し まし 
た 。 一 方 で 、 保 有 有 価 証 券 の 時 価 の 上 昇 等 を 背景 と し て 投資 有価 証券 が 増加 し た ほか 、 遊 技 機 事業 に お ける 新 工場 
建設 に 伴い 固定 資産 が 増加 し た こと 等 に より 、 固 定 資産 は 401 億 27 百 万 円 増加 いた し まし た 。 
また 、1 年 内 償 層 予定 の 社債 の 償 選 を 行っ た こと 等 に より 、 流 動 負 償 は 287 億 60 百 万 円 減少 いた し まし た 。 一 方 
で 、 新 規 の 借入 や 社債 発行 に より 資金 調達 を 行っ た こと 等 に より 、 固 定 負債 は 361 億 54 百 万 円 増加 いた し まし た 。 
この 結果 、 当 連結 会 計 年 度 未 に お ける 総 資産 は 、 前 連結 会 計 年 度 示 に 比べ 310 億 53 百 万 円 増加 し 、5, 285 億 4 百 万 
HH と な り ま し た 。 
純資産 ) 
当 連 結 会 計 年 度 に お きま し て は 、 そ の 他 有 価 証 券 額 金 や 為替 換算 調整 勘定 が 増加 し た ほか 、 当 期 純 利益 の 
計上 に より 株 主 資 本 が 増加 し た 一 方 で 、 自 己 株 式 の 取得 や 配当 金 の 支払 に より 株 主 資 本 が 減少 いた し まし た 。 
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この 結果 、 当 連結 会 計 年 度 未 に お ける 純資産 は 、 前 連結 会 計 年 度 未 に 比べ 236 億 58 百 万 円 増加 し 、3, 200 億 34 百 万 
HH と な り ま し た 。 

財務 比率 ) 

当 連 結 会 計 年 度 未 に お ける 流動 比率 は 、 流 動 資産 の 減少 額 以 上 に 流動 負債 が 減少 し た た め 、 前 連結 会 計 年 度 未 に 








比べ 59.9 ポ イン ト 増 加 の 307.4% と な り 、 引 き 続 き 高 水準 を 維持 し て お り ま す 。 
また 、 当 連結 会 計 年 度 未 に お ける 自己 資本 比率 は 、 前 連結 会 計 年 度 未 に 比べ 0.8 ポ イン ト 増 加 し 、59.79% と な り 
東光 









































(2) 経営 成績 





















































当 連 結 会 計 年 度 に お きま し て は 、 遊 技 機 事業 に お ける 販売 スケ ジュ ー ル の 見 直し が 大 きく 影響 し 、 売 上 高 、 営 業 
利益 、 経 常 利 益 、 税 金 等 調整 前 当期 純 利益 と も に 前 期 実 績 及び 期初 計画 を 下回る 結果 と な り ま し た 。 一 方 で 、 一 部 





















































米国 社 の 清算 結子 に より 発生 し た 法人 税法 上 の 繰越 欠損 金 に 対し て 、 今後 の 課税 所 得 に より 控除 可能 と 見 込ま 
れる 部 分 に つき 繰延 税金 資産 を 計上 し た 結果 、 当 期 純 利益 で は 前 期 実績 を 上 回 り ま し た が 、 こ れ は 特殊 要因 に よる 
も の と 認識 し て お り ま す 。 
売上 高等 の 詳細 な 状況 に つき まし て は 、「 第 2 
り で あり ます 。 

この よう に 、 当 連結 会 計 年 度 に お いて は 、 遊 技 機 事 業 の 販売 スケ ジュ ー ル 見 直し が あり まし た が 、 次 期 に お いて 
は 複数 の 主力 ・ 大 型 タ イト ル の 販売 を 計画 し て お り 、 従 来 か ら 取 り 組 ん で いる マル チ ブ ラン ド 戦 略 も より 強化 し て 
まい り ま す 。 

また 、 ユ コン シュ ー マ 事 業 に お いて は 、 パ ッ ケ ー ジ 分 野 の スリ ム 化 に より 損失 幅 の 大 幅 な 縮小 は 実現 し た も の の 黒 
字 化 に は 至っ て お り ま せん が 、 今 後 の 成長 分 野 と し て 位置 づけ て いる デジ タル ゲー ム 分 野 で の スピ ー ド 感 あ る 事業 
展開 を 進め て まい り ま す 。 
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業 の 状況 1 業績 等 の 概要 1) 業績 」 の 欄 に 記載 の と お 















































































































































な お 、 新 た な 事業 分 野 と し 連結 会 計 年 度 に 韓国 仁川 市 エリ ア に お ける カジ ノ を 含む 複合 型 リ ゾー ト 施 設 の 
企画 ・ 開 発 ・ 合弁 会 社 を 設立 し た こと に 加え て 、 平 成 25 年 4 月 18 日 に 韓国 釜山 広域 市 で の 複合 施設 開発 
を 目的 と し て 現地 に 子会社 を 設立 する な ど 、 複 合 型 リ ゾー ト 施 設 事 業 の ノウ ハウ 獲得 も 進め て まい り ま す 。 

































































(3) キャ ッシュ ・ フ ロー 
当 連 結 会 計 年 度 に お ける 営業 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー は 、 税 金 等 調整 前 当期 純 利益 256 億 31 百 万 円 を 計上 


し て お り ま す が 、 前 連結 会 計 年 度 に 比べ 194 億 20 百 万 円 減少 し 、186 億 3 百 万 


な お 、 キ ャ ッシュ ・ フ ロー の 詳細 な 状況 に つき ま 
シュ ・ フ ロー の 状況 」 の 欄 に 記載 の と お り で す 。 
次 期 に つき まし て は 、 営 業 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー は 、 主 に 遊技 機 事業 に お ける 販売 台数 増 等 に より 、 当 
連結 会 計 年 度 に 比べ 、 増 加 す る 見 込み で あり ます 。 

また 、 投 資 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー は 、 韓 


























ub 

















の 収入 と な り ま し た 。 












































(2) キャ ッ 


Ms 


し て は 、「 第 2 事業 の 状況 1 業績 等 の 概要 
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ml 
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国 で の 仁川 市 エリ ア に お ける Paradise Group と の 複合 型 リゾ ー 











レン タム シテ ィ に お ける 複合 施設 開発 に 伴う 投資 等 に より 、 当 連結 会 計 年 度 に 比べ 、 支 出 




















ト 開 発 事業 、 釜 山 広域 市 ] 












































が 増加 する 見 込み で あ ます 。 
財務 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー は 、 有 利子 負債 の 返済 等 に より 、 当 連結 会 計 年 度 に 比べ 、 支 出 が 増加 する 見 


込み で あり ます 。 






































第 3 【 設 備 の 状況 】 


1 【 設 備 投資 等 の 概要 】 
当 グ ルー プ は 、 当 連結 会 計 年 度 に お いて 、328 億 71 
設 を 中 心 と し た 設備 投資 119 億 14 百 万 円 、 株 式 会 社 セ ガ エン タテ イ 























ョ 方 円 の 設備 投資 を 実施 いた し まし た 。 主 な 内 訳 と いた し まし て 






























































は 、 遊 技 機 事業 に お ける 金 型 取得 及び 新 工場 の 









































ン メ ント 等 が 運営 する アミ ュー ズ メ ント 施設 に お ける 設備 投資 79 億 23 百 万 円 で あり ます 。 


2 【 主 要 な 設備 の 状況 】 











(1) 提出 会 社 
平成 25 年 3 月 31 日 現在 



















































































































































































































































































































oR 設備 の 内 容 
本 社 務 所 設備 
(東京 都 港 区 ) 等 
野球 場 、 屋 
セガ サミ ー 野 球場 内 練習 場 、 1, 146 3 到 
(东京 都 八王子 市 ) クラ ブ ハ ウ (42, 071. 89) 
又 等 
( 注 ) 1 帳 短 価 額 の うち 「 そ の 他 」 は 、 機 械 装置 及び 運搬 具 、 工 具 、 器 具 及 び 備 品 で あり ます 。 
2 上 記 の 「 本 社 」 は 、 連 結 会 社外 か ら の 賃借 物件 で あり ます 。 な お 、 年 間 賃 借 笠 は 、256 百 万 円 で も やり ます 。 
3 上記 金額 に は 消費 税 等 は 含ま れ て お り ま せん 。 
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(2) 国内 子会社 
平成 25 年 3 月 31 日 現在 
従業 員数 
その 他 | 合计 | (名) 
444 896 697 
1, 683 本 
(16, 862. 11) 8 | 9 
0 人 0 4, 556 | 13, 715 141 
i 2, 080 
遊技 機 (16.875. 37) 68 | 4,573 7 
1 に 316 - 
技 機 事業 修 施設 (16, 422. 00) 17 | 1,574 
アミ ュー ズ 
ント 機器 事 3 
> 本 | 
~ 0 295 733 858 
@ a 572 | 6,025 712 
944 
(3, 394. 76) 9 a 
09 Re 139 | 3,642 34 
は 0 65 743 175 
0 人 896 | 2,441 32 
162 | 8, 232 309 
1, 563 
(1, 730. 28) 8 
> Tj 合 型 
> ト 施 設 で 4, 754 
スリ ゾー 出 1 プーー > 
人 > 一 人 | (宮崎 県 その 1 9 ト | 4485 人 797 | 10, 037 635 
宮崎 市 ) 而 
( 注 ) 1 帳 息 価 額 の うち 「 そ の 他 」 は 、 機 械 及び 装置 、 車 両 [ 具 、 器 具 及 び 備 品 等 で や り ま す 。 
2 上 記 金 額 に は リー ス 資 産 が 含ま れ て お り ま す 。 
3 記 人 金額 に は 消費 税 等 は 含ま れ て お り ま せん 。 






































3 【 設 備 の 新設 、 除 却 等 の 計画 】 
(1) 重要 な 設備 の 新設 

































































































































































































































































設備 の 内 容 
アミ ュー ズ メ 
I 资金 | 平成 25 年 
平成 25 年 
トム ス ・ エ 
ンタ テイ ン メ | コン シュ ー マ 事 業 | スタ ジオ 1, 051 325| 自己 資金 | 平成 24 年 11 月 | 平成 25 年 10 月 
> 
ホテ ル 、 エ ン 
5 タテ イ ンス メン 己 资金 
二 人 一 > SR 、 让 、 
見 モ ガザ ミー | その 他 ト 、 商業 施設 9. 一 | 及び 外部 | 平成 25 年 10 月 | 平成 28 年 6 月 
等 か ら な る 複 調達 資金 
合 施設 
( 注 ) 上 記 金 額 に は 消費 税 等 は 含ま れ て お り ま せん 。 




















































































































(2) 重要 な 設備 の 除却 等 
ei :类 所 名 期末 帳 科 価額 | .pe 
5 羽田 3 号館 アミ ュー ズ メ ント 機器 事業 | 上 上 人 



























































( 注 ) 上 記 金 額 に は 消費 税 等 は 含ま れ て お り ま せん 。 

















第 4 【 提 出 会 社 の 状況 】 















































































































































































































































1 【 株 式 等 の 状況 】 
(1) 【 株 式 の 総数 等 】 
① 【 株 式 の 総数 】 
種類 発行 可能 株 式 総数 (株 ) 
普通 株式 800, 000, 000 
a 800, 000, 000 
② 【 発 行 済 株 式 】 
業 年 度 末 現在 | 提出 日 現在 。 | 上 場 金融 商品 取引 所 
種類 発行 数 (株 ) 発行 数 (株 ) 名 又は 登録 認可 人 金融 内 容 
(平成 25 年 3 月 31 日 ) | (平成 25 年 6 月 19 日 )| 商品 取引 業 協会 
普通 株式 266, 229, 476 266, 229, 476 | 東 味 証券 取引 所 | 削 元 株 式 数 は 100 株 で あり ます 。 
(市 場 第 一 部 ) 
計 266, 229, 476 266, 229, 476 一 = 
( 注 ) 提出 日 現在 の 発行 数 に は 、 平 成 25 年 6 月 1 日 以降 提出 日 まで の 新株 予約 権 の 行使 に より 発行 され た 株 式 数 は 含 

















まれ て お り ま せん 。 


(2) 【 新 株 予約 権 等 の 状況 】 
当社 は 、 会 社 法 に 基づき 新株 予約 権 を 発行 し て お り ま す 。 






























































取締 役 会 決議 (平成 2 年 6 月 30 












































業 年 度 末 現在 提出 日 の 前 月 末 現 在 
(平成 25 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 5 月 31 日 ) 


新株 予約 権 の 数 ( 個 ) ( 注 ) 1 1, 329 729 







































































『 株 予約 : “0 种 类 普通 株 式 司 
新株 予約 権 の 目的 と な る 株 式 の 種類 単元 株 式 数 は 100 株 で あり ます 。 同左 








新株 予約 権 の うち 自己 新株 予約 権 の 数 (人 个 





wx 



















































































新株 予約 権 の 目的 と な る 株 式 の 数 (株 ) 132, 900 72, 900 























Dl 


ポ 1 
3 

| 
次 


稀 権 の 行使 時 の 払込 金額 (円 ) 1, 312 



































た 平成 24 年 8 月 1 
交 権 の T 使 3 i 間 て 平成 26 年 7 月 3 
株 予約 権 の 行使 に より 株 式 を 発行 する 場合 の 発行 価格 1,618 
株 式 の 発行 価格 及び 資本 組 入 額 ( 资本 组 入 額 _809 


予約 権 の 行使 の 条件 ( 注 ) 2 
新株 予約 権 を 譲渡 する 時 は 、 
項 当社 取締 役 会 の 承認 を 得る も 
の と する 。 


D = 
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也 | 



































遂 | 肖 
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PS 
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Dl 
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nl 
Rt 時 | 時 




















卫 | 





株 予約 権 の 譲渡 に 関す る 





RS 











代用 払込 み に 関 する 
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組織 再編 成行 為 に 伴う 新株 予約 権 の 交付 に 
関す る 事項 









































( 注 ) 1 新株 予約 権 1 個 に つき 目的 と な る 株 式 数 は 100 株 で あり ます 。 
2 新株 予約 権 の 行使 の 条件 は 下記 の と お り で あり ます 。 

対象 者 は 、 権 利行 使 時 に お いて も 、 当 社 ま た は 当社 子会社 の 取締 役 、 監 査 役 、 執 行 役 員 、 相 談 役 、 顧 問 も 

し く は 従業 員 の 地位 に ある こと を 要する 。 た だ し 、 次 に 規定 する 場合 は この 限り で は な い 。 

ア . その 地位 の 裏 失 が 任期 満了 また は 法令 等 また は 当社 も し く は 当社 子会社 の 定款 の 変更 に よる 退任 に 暴 
づく 場合 

イ . その 地位 の 喪失 が 定年 退職 、 事 業 縮小 等 に よる 解雇 等 の 会 社 規 程 に 基づく に よる 場合 

ウ . 会 社 都合 に こ による 地位 の 喪失 後 、 た だ ち に 当社 その 他 当 社 の グル ー プ 会 社 や 取引 先 そ の 他 当 社 が 承諾 す 
る 会 社 の 取締 役 、 監査 役 、 執行 役員 、 相 談 役 、 顧 問 ま た は 従業 員 の 地位 を 取得 し た 場合 






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































取締 役 会 決議 (平成 22 年 6 月 30 日 ) 
事業 年 度 末 現在 是 出 日 DD 前 月 末 现 在 
(平成 25 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 5 月 31 日 ) 

新株 予約 権 の 数 ( 個 ) ( 注 ) 1 23, 088 18, 261 
新株 予約 権 の うち 自己 新株 予約 権 の 数 ( 個 ) = = 
[株 予約 権 の 目的 と な る 株 式 の 種類 に 同左 
MM の 単元 株 式 数 は 100 株 で あり ます 。 
新株 予約 権 の 目的 と な る 株 式 の 数 (株 ) 2, 308, 800 1, 826, 100 
新株 予約 権 の 行使 時 の 払込 金額 (円 ) 1, 312 同左 
新株 予約 pe 平成 24 年 8 月 1 a 
新株 予約 権 の 行使 期間 平成 26 年 7 月 31 司 左 
新株 予約 権 の 行使 に より 株 式 を 発行 する 場合 の 発行 価格 1,618 司 大 
株 式 の 発行 価格 及び 資本 組 入 額 ( 円 ) 資本 組 入 額 809 
新株 予約 権 の 行使 の 条件 ( 注 ) 2 同左 

新株 予約 権 を 譲渡 する 時 は 、 
新株 予約 権 の 譲渡 に 関す る 事項 当社 取締 役 会 の 承認 を 得る も 司 左 

の と する 。 
代用 払込 み に 関す る 事項 一 一 
組織 再編 成行 為 に 伴う 新株 予約 権 の 交付 に 5 ーー 
関す る 事項 
( 注 ) 1 新株 予約 権 1 個 に つき 目的 と な る 株 式 数 は 100 株 で あり ます 。 























2 新株 予約 権 の 行使 の 条件 は 下記 の と お り で あり ます 。 

対象 者 は 、 権 利行 使 時 に お いて も 、 当 社 ま た は 当社 子会社 の 取締 役 、 監 査 役 、 執 行 役員 、 相 談 役 、 顧 問 も 

し く は 従業 員 の 地位 に ある こと を 要する 。 た だ し 、 次 に 規定 する 場合 は この 限り で は な い 。 

ア . その 地位 の 喪失 が 任期 満了 また は 法令 等 また は 当社 も し く は 当社 子会社 の 定款 の 変更 に よる 人 退任 に 如 
づく 場合 

イ . その 地位 の 喪失 が 定年 退職 、 事 業 縮小 等 に よる 解雇 等 の 会 社 規 程 に 基づく に よる 場合 

ウ . 会 社 都合 に よる 地位 の 喪失 後 、 た だ ち に 当社 その 他 当 社 の グル ー プ 会 社 や 取引 2 了 
る 会 社 の 取締 役 、 監 査 役 、 執 行 役員 、 相 談 役 、 顧 問 また は 従業 員 の 地位 を 取得 し た 場 
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決議 (平成 22 年 12 月 24 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































業 年 度 末 現在 是 出 日 四 前 月 未 现在 
(平成 25 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 5 月 31 日 ) 
新株 予約 権 の 数 ( 個 ) ( 注 ) 1 3, 836 3, 514 
新株 予約 権 の うち 自己 新株 予約 権 の 数 ( 個 ) 一 一 
に る . > 重 尖 普通 株 式 em 
PN 単元 株 式 数 は 100 株 で あり ます 。 Ee 
新株 予約 権 の 目的 と な る 株 式 の 数 (株 ) 383, 600 351, 400 
新株 予約 権 の 行使 時 の 払込 金額 (円 ) 1, 753 同左 
立 ヒ ルコ ン る と 平成 25 年 2 月 2 Es 
新 株 約 権 の 行使 期間 ^ 平成 27 年 2 月 1 司 左 
新株 予約 権 の 行使 に より 株 式 を 発行 する 場合 の 発行 価格 2,139 司 左 
株 式 の 発行 価格 及び 資本 組 入 額 ( 円 ) 資本 組 入 額 1,070 
新株 予約 権 の 行使 の 条件 ( 注 ) 2 司 左 
新株 予約 権 を 譲渡 する 時 は 、 
新株 予約 権 の 譲渡 に 関す る 事項 当社 取締 役 会 の 承認 を 得る も 司 左 
の と する 。 
代用 払込 み に 関す る 事項 一 一 
組織 再編 成行 為 に 伴う 新株 予約 権 の 交付 に 5 ーー 
関す る 事項 
( 注 ) 1 新株 予約 権 1 個 に つき 目的 と な る 株 式 数 は 100 株 で あり ます 。 
2 新株 予約 権 の 行使 の 条件 は 下記 の と お り で あり ます 。 

対象 者 は 、 権 利行 使 時 に お いて も 、 当 社 ま た は 当社 子会社 の 取締 役 、 監 査 役 、 執 行 役員 、 相 談 役 、 顧 問 も 

し く は 従業 員 の 地位 に ある こと を 要する 。 た だ し 、 次 に 規定 する 場合 は この 限り で は な い 。 

ア . その 地位 の 衰 失 が 任期 満了 また は 法令 等 また は 当社 も し く は 当社 子会社 の 定款 の 変更 に よる 退任 に 書 

づく 場合 
イ . その 地位 の 喪失 が 定年 退職 、 事 業 縮小 等 に よる 解雇 等 の 会 社 規程 に 基づく に よる 場合 
ウ . 会 社 都合 に よる 地位 の 喪失 後 、 た だ ち に 当社 その 他 当 社 の グル ー プ 会 社 や 取 he A 
る 会 社 の 取締 役 、 監 査 役 、 執 行 役員 、 相 談 役 、 顧 問 また は 従業 員 の 地位 を 取得 し た 場 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































取締 役 会 決議 (平成 24 年 7 月 31 
業 年 度 末 現在 提出 日 の 前 月 末 現 在 
(平成 25 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 5 月 31 日 ) 
新株 予約 権 の 数 ( 個 ) ( 注 ) 1 2, 500 2, 500 
新株 予約 権 の うち 自己 新株 予約 権 の 数 ( 個 ) 一 一 
本子 的 六 称 尖 普通 株 式 = 
新株 予約 権 の 目的 と な る 株 式 の 数 (株 ) 250, 000 250, 000 
新株 予約 権 の 行使 時 の 払込 金額 (円 ) 1, 686 同左 
OS a 平成 26 年 9 月 2 
新 株 約 権 の 了 使 H 間 ^ 平成 28 年 9 月 1 司 左 
新株 予約 権 の 行使 に より 株 式 を 発行 する 場合 の 発行 価格 1,917 司 大 
株 式 の 発行 価格 及び 資本 組 入 額 ( 円 ) 資本 組 入 額 959 
新株 予約 権 の 行使 の 条件 ( 注 ) 2 司 左 
新株 予約 権 を 譲渡 する 時 は 、 
新株 予約 権 の 譲渡 に 関す る 事項 当社 取締 役 会 の 承認 を 得る も 司 左 
の と する 。 
代用 払込 み に 関す る 事項 一 一 
組織 再編 成行 為 に 伴う 新株 予約 権 の 交付 に = = 
関す る 事項 
( 注 ) 1 新株 予約 権 1 個 に つき 目的 と な る 株 式 数 は 100 株 で あり ます 。 
2 新株 予約 権 の 行使 の 条件 は 下記 の と お り で あり ます 。 

対象 者 は 、 権 利行 使 時 に お いて も 、 当 社 ま た は 当社 子会社 の 取締 役 、 監 査 役 、 執 行 役員 、 相 談 役 、 顧 問 も 

し く は 従業 員 の 地位 に ある こと を 要する 。 た だ し 、 次 に 規定 する 場合 は この 限り で は な い 。 

ア . その 地位 の 喪失 が 任期 満了 また は 法令 等 また は 当社 も し く は 当社 子会社 の 定款 の 変更 に よる 人 退任 に 路 

づく 場合 
イ . その 地位 の 喪失 が 定年 退職 、 事 業 縮小 等 に よる 解雇 等 の 会 社 規程 に 基づく に よる 場合 
ウ . 会 社 都合 に よる 地位 の 喪失 後 、 た だ ち に 当社 その 他 当 社 の グル ー プ 会 社 や 取 先 そ の 他 当 社 が 承諾 す 
る 会 社 の 取締 役 、 監 査 役 、 執 行 役員 、 相 談 役 、 顧 問 また は 従業 員 の 地位 を 取得 し た 場 



































取締 役 会 決議 (平成 24 年 7 月 31 




























































































































































































































































































































































































































































































業 年 度 末 現在 提出 日 の 前 月 末 現 在 
(平成 25 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 5 月 31 日 ) 
新株 予約 権 の 数 ( 個 ) ( 注 ) 1 34, 758 34, 712 
新株 予約 権 の うち 自己 新株 予約 権 の 数 ( 個 ) = 一 
本子 的 六 称 尖 普通 株式 三 
新株 予約 権 の 目的 そ な る 株 式 の 種類 単元 株 式 数 は 100 株 で あり ます 。 同 左 
新株 予約 権 の 目的 と な る 株 式 の 数 (株 ) 3, 475, 800 3, 471, 200 
新株 予約 権 の 行使 時 の 払込 金額 (円 ) 1, 686 同左 
OS a 平成 26 年 9 月 2 要 
新 株 約 権 の 了 使 H 間 ^ 平成 28 年 9 月 1 司 左 
新株 予約 権 の 行使 に より 株 式 を 発行 する 場合 の 発行 価格 1,917 司 大 
株 式 の 発行 価格 及び 資本 組 入 額 ( 円 ) 資本 組 入 額 959 
新株 予約 権 の 行使 の 条件 ( 注 ) 2 司 左 
新株 予約 権 を 譲渡 する 時 は 、 
新株 予約 権 の 譲渡 に 関す る 事項 当社 取締 役 会 の 承認 を 得る も 司 左 
の と する 。 
代用 払 関す る 事項 = = 
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に 伴う 者 














株 予約 権 の 交付 に 




















( 注 ) 1 新株 予約 権 1 個 に つき 


2 新株 予約 権 の 行使 の 条 
対象 者 は 、 権 利行 使 時 に 


3) 【 行 使 価額 修 


該当 


(4) 【 ラ 


きど ヽ レ 
該当 











的 と な る 株 式 数 は 100 株 で あり ます 。 


























し く は 従業 員 の 地位 に 














ア . その 地位 の 喪失 が 任期 満了 また は 法令 等 また 


づく 場合 











イ . その 地位 の 喪失 が 定年 退職 、 
ウ . 会 社 都合 に よる 地位 の 喪失 後 、 た だ ち に 当社 
る 会 社 の 取締 役 、 監 査 役 、 執 行 役員 、 














項 は あり ませ ん 。 





「 ツ プラ ン の 内 容 】 








項 は あり ませ ん 。 


E 条 項 付 新 株 予約 権 付 社 


上 は 下記 の と お 
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お いて も 、 
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で あり ます 。 








[また は 当 f 
































上 子会社 の 取締 役 、 監 査 役 、 執 行 
ある こと を 要する 。 た だ し 、 次 に 規定 する 場合 は この 限り 








役員 、 相 談 役 、 顧 問 も 


























業 縮小 等 に よる 解雇 等 の 会 社 規程 に 


は 当社 も し く は 当社 子会社 の 定款 の 変更 に よる 退任 に 路 





で は な い 。 










































































債券 等 の 行使 状況 等 】 

















計 づ く に よる 場合 
ト 上 その 他 当 社 の グル ー プ 会 社 や 取 Sa 
相談 役 、 顧 問 ま た は 従業 員 の 地位 を 取得 し た 場 




















E が 承諾 す 



































(5) 【 発 行 済 株 式 総 数 、 資 本 金 等 の 推移 】 

発行 済 株 式 高 | 資本 準備 金 | 資本 準備 金 

年 月 総数 増減 数 総数 残高 高 
(株 ) (株 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 

( 注 ) 17, 000, 000 | 266, 229, 476 29, 953 


平成 22 年 12 月 10 
( 注 ) 自己 株 式 の 消却 に よる 減少 で あり ます 。 



























































発行 済 株 式 | 資本 金 増減 額 | 資本 金 残 高 
増減 額 
( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 



















































































































































































平成 25 年 3 月 31 日 現在 








(6) 【 所 有 者 別 状況 】 











株 式 の 状況 (1 単元 の 株 式 数 100 株 ) 






























































一 | 4830, 725 22, 879 | 302,065 | 873, 942 al wle 010, 271 12, 640, 089 | 2, 220, 576 
5 11.4 


元 未 满 株式 








に 241, 696 単 元 及び [ 蜂 





「 個 人 その 他 」 



















































































割合 (%) 
( 注 ) 1 自己 株 式 24, 169, 815 株 は 、「 そ の 他 の 法人 」 に 1 単元 、 
の 状況 」 に 115 株 含ま れ て お り ま す 。 な お 、 期 末日 現在 の 実質 的 な 所 有 株 式 数 は 24, 169, 675 株 で あり ます 。 
2 上 記 「 そ の 他 の 法人 」 及 び 「 単 元 未満 株 式 の 状況 」 の 欄 に は 、 証 券 保管 振替 機構 名 義 の 株 式 が 、 そ れ ぞ れ 


129 単 元 及 び 2 株 含ま れ て お り ま す 。 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(7) 【 大 株 主 の 状況 】 
平成 25 年 3 月 31 日 現在 
所 有 株 式 数 ee 
a 月 式 交 総 3 る 
氏名 又は 名 称 住所 ( 千 株 ) 所 有 株式 数 
の 割合 (%) 

見 治 東京 都 板橋 区 33, 569 12.60 
TY 東京 都 港 区 東 新橋 1 一 9 一 2 24, 169 9.07 
有限 会 社 エ フェ エス シー 東京 都 板橋 区 双葉 町 31 一 7 14, 172 5. 32 
メロ ン バ ン クエ ヌ エ ー ト リー テイ ー ク 
ライ アン ト オ ム ニ バ ス 堂 任 代理 人 株 式 | 東京 都 千代 田 区 丸の内 2 一 7ー1 12, 019 4. 51 
会 社 三菱 東京 UF J 銀行 
日 本 トラ ステ ィ ・ サ ービス 
信託 銀行 株 式 会 社 (信託 ) 上 人 
株 式 会 社 HS Company 10, 000 3.75 
日 本 マス ター トラ スト 
信託 銀行 株 式 会 社 ( 信 計 8, 925 3.35 
ガバ メン ト オ ブ シン ガ ポ ー ル イン ベス 
トメ ント コー ポレ ーション ピー リ ミ テ 4, 480 1.68 
ッ ド 常任 代理 人 香港 上 海 銀 行 東京 支店 
SSBT 0ODO5 OMNIBUS ACCOUNT 一 TREATY 
CLIENTS 常 任 代理 人 香港 上 海 銀 行 東 京 支 4, 131 1.55 
店 
ジェ ー ビ ピー モル ガン チェ ー ス バン ク 3 
80055 常 任 代理 人 株 式 会 社 み ず ほ | 東京 都 中 央 区 月 4, 045 1.51 
コー ポレ ー ト 銀行 決済 営業 部 

計 = 126, 785 47. 62 

( 注 ) 1 上記 の 所 有 株 式 数 の うち 、 信 託 業 務 に 係る 株 式 数 は 次 の と お り で あり ます 。 

本 トラ ステ ィ ・ サ ービス 信託 銀行 株 式 会 社 (信託 口 ) 11, 271 千 株 
本 マス ター トラ スト 信託 銀行 株 式 会 社 (信託 口 ) 8,925 千 株 
2 株 式 会 社 三菱 UF J フィナンシャル ・ グ ルー プ 及 びそ の 共同 保有 者 で ある 以下 の 法人 か ら 、 平 成 24 年 8 月 20 
付 で 大 量 保有 報告 書 (変更 報告 書 ) の 提出 が あり (報告 義務 発生 日 平成 24 年 8 月 13 日 ) 、 次 の と お り 株 
式 を 所 有 し て いる 旨 報 告 を 受け て お り ま す が 、 当 事業 年 度 示 に お ける 当該 法人 名 義 の 実質 所 有 株 式 数 の 確認 
が で きま せん の で 、 上 記 「 大 株 主 の 状況 」 で は 考慮 し て お り ま せん 。 
所 有 株 式 数 2 
= 所 有 株 式 数 | 総数 に 対す る 
氏名 又は 名 称 所 ( 千 株 ) 所 有 株式 数 
の 割合 (%) 
株 式 会 社 三菱 東京 UF J 銀行 東京 都 千代 田 区 丸 の 7 番 1 号 560 0.21 
三菱 UF J 信託 銀行 株 式 会 社 東京 都 千代 田 区 丸の内 一 4 番 5 号 4, 983 1.87 
三菱 UF J 投信 株 式 会 社 東京 都 千代 田 区 丸の内 一 4 番 5 号 543 0.20 
計 一 6, 086 2. 29 
3 マッ ケン ジー・ フ ァ イ ナ ン シ ャ ル ・ コ ー ポ レー ショ ン か ら 、 平 成 25 年 3 月 22 日 付 で 大 量 保 有 報 告 書 (変更 報 
告 書 ) の 提出 が あり (報告 義務 発生 平成 25 年 3 月 15 日 ) 、 次 の と お り 株 式 を 所 有 し て いる 電報 告 を 受け 
て お り ま す が 、 当 事業 年 度 示 に お ける 当該 法人 名 義 の 実質 所 有 株 式 数 の 確認 が で きま せん の で 、 上 記 「 大 株 
主 の 状況 」 で は 考慮 し て お り ま せん 。 
有 株式 数 Me 
エコ 所 式 送 総数 に 対す る 
A 住所 ( 千 株 ) 所 有 株式 数 
の 割合 (%) 
マッ ケン ジー・ フ ァ イ ナ ン シ ャ | カナダ 、M5V 3K1、 オ ンタ リオ 州 、 ト ロン 12.825 4 82 
ル ・ コ ユー ポレ ーション ト 、 ク イィ ー ン ・ ス トリ ー ト ・ ウ ェ ス ト 180 5 5 































































(8) 【 議 決 権 の 状況 】 
① 【 発 行 済 株 式 】 
平成 25 年 3 月 31 日 現在 
区 分 株 式 数 (株 ) 議決 権 の 数 ( 個 ) 内 容 

































































前 限 株 式 (E 

















己 株式 等 ) 
































制限 株 式 (その 他 ) 











































































































- 59 (自己 保有 株 式 ) 

へ 起 己 株 式 冬 

ロコ 議決 権 株 CK( 株 等 ) 普通 株 式 24, 169, 600 

完全 議決 権 株 式 (その 他 ) 普通 株式 239, 839, 300 2, 398, 393 同上 






































普通 株式 2, 220, 576 


266, 229, 476 





















































































































































































































































モ の 議決 権 = 2, 398, 393 一 
( 注 ) 「 完 全 議決 権 株 式 (その 他 ) 」 欄 の 普通 株 式 に は 、 証 券 保管 振替 機構 名 義 の 株 式 が 12, 900 株 (議決 権 129 個 ) 含 
まれ て お り ま す 。 
② 【 自 己 株 式 等 】 
平成 25 年 3 月 31 日 現在 
| 発行 済 株 式 
= 己 名 義 他人 名 義 所 有 株 式 数 | ュ 
ES 所 有 者 の 住所 所 有 株 式 数 | 所 有 株 式 教 | の 合計 | 維 衝 に 対す る 
(株 ) (株 ) (株 ) の 割合 (%) 
(自己 保有 株 式 ) 
セガ サミ ー ホ ー ル ディ ング | 東京 都 港 区 東 新橋 1 一 9 一 2 | 24, 169, 600 — | 24, 169, 600 9. 07 
又 株式 会 社 
計 24, 169, 600 一 | 24, 169, 600 9.07 
( 注 ) 株 主 名 答 上 は 、 株 式 会 社 セ ガ 名 義 と な っ て お り ま す が 、 実 質 的 に 所 有 し て いな い 株 式 が 140 株 (議決 権 1 個 ) あ 


り ま す 。 



































な お 、 当 該 株 式 は 、 上 記 「 発 行 済 株 式 」 の 「 完 全 議 決 権 株 式 (その 他 ) 」 及 び 「 単 元 未 満 株 式 」 欄 に 含ま れ て 


お り ま す 。 

















(9) 【 ス トッ クオ プシ ョ ン # 








当社 は 、 ス トッ クオ プシ ョ ン f 
当該 制度 は 、 以 下 の と お り で あり ます 。 











(平成 22 年 6 月 30 











取締 役 会 決議 ) 





骨 度 の 内 容 】 

















凍 度 を 採 





1 し て お り ま す 。 














当該 制度 は 、 会 社 法 に 基づき 、 平 成 22 年 6 月 30 日 の 


























取締 役 会 に お いて 決議 され た も の で あり ます 。 

















決議 年 月 








付与 対象 者 の 区 分 及び 人 数 (名 ) 









































平成 22 年 6 月 30 











当社 取締 役 4 名 

















































































































































































































新株 予約 権 の 目的 と な る 株 式 の 種類 「(②) 新株 予約 権 等 の 状況 」 に 記載 し て お り ま す 。 
株 式 の 数 (株 ) 司 上 
新 株 予 钓 椎 四 行 使 时 办 扒 达 人 金额 (P 司 上 
新株 予約 権 の 行使 期間 同上 
新株 予約 権 の 行使 の 条件 同上 
新株 予約 権 の 譲渡 に 関す る 司 上 
代用 払込 み に 関す る 事項 司 上 
組織 再編 成行 為 に 伴う 新株 予約 権 の 交 司 上 














付 に 関す る 事項 





























(平成 22 年 6 月 30 











取締 役 会 決議 ) 





当該 制度 は 、 会 社 法 




















こ 基 づき 、 平 成 22 年 6 月 30 日 の 


























取締 役 会 に お いて 決議 され た も の で あり ます 。 



























































































































































































































































決議 年 月 日 平成 22 年 6 月 30 日 

付与 対象 者 の 区 分 及び 人 数 (名 ) OR 

新株 予約 権 の 目的 と な る 株 式 の 種類 (2) 新株 予約 権 等 の 状況 」 に 記載 し て お り ま す 。 
株 式 の 数 (株 ) 司 上 

新株 予約 権 の 行使 時 の 払込 金額 (円 ) | 局 

新株 予約 権 の 行使 期間 同上 

新株 予約 権 の 行使 の 条件 司 上 

新株 予約 権 の 譲渡 に 関す る 事項 司 上 

代用 払込 み に 関す る 事項 同上 

和紀 行為 に 伴う 新株 予約 権 の 交 | ロコ ェ 




















付 に 関す る 





項 
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7 一 

















(平成 22 年 12 月 24 日 取締 役 会 決議 ) 
当該 制度 は 、 会 社 法 に 基づき 、 平 成 22 年 12 月 24 日 の 取締 役 会 に お いて 決議 され た も の で あり ます 。 



















































































































































































































































































































































































決議 年 月 平成 22 年 12 月 24 晶 

付与 対象 者 の 区 分 及び 人 数 (名 ) 当社 子会社 の 役員 及び 使用 人 169 名 

新株 予約 権 の 目的 と な る 株 式 の 種類 「(2) 新株 予約 権 等 の 状況 」 に 記載 し て お り ま す 。 
株 式 の 数 (株 ) 同上 

新株 予約 権 の 行使 時 の 払込 金額 (円 ) 同上 

新株 予約 権 の 行使 期間 司 上 

新株 予約 権 の 行使 の 条件 司 上 

新株 予約 権 の 譲渡 に 関す る 司 上 

代用 払込 み に 関す る 事項 司 上 

人 司 上 


























(平成 24 年 7 月 31 日 取締 役 会 決議 ) 
当該 制度 は 、 会 社 法 に 基づき 、 平 成 24 年 7 月 31 日 の 取締 役 会 に お いて 決議 され た も の で あり ます 。 






























































































































































































































































































































































決議 年 月 平成 24 年 7 月 31 

付与 対象 者 の 区 分 及び 人 数 (名 ) 当社 取締 役 5 名 

新株 予約 権 の 目的 と な る 株 式 の 種類 「(②) 新株 予約 権 等 の 状況 」 に 記載 し て お り ま す 。 
株 式 の 数 (株 ) 司 上 

新株 予約 権 の 行使 時 の 払込 金額 (円 ) 同上 

新株 予約 権 の 行使 期間 司 上 

新株 予約 権 の 行使 の 条件 司 上 

新株 予約 権 の 譲渡 に 関す る 事項 司 上 

代用 払込 み に 関す る 事項 司 上 

pa 司 上 








ーー 38 一 

















(平成 24 年 7 月 31 日 取締 役 会 決議 ) 












































当該 制度 は 、 会 社 法 に 基づき 、 平 成 24 年 7 月 31 日 の 取締 役 会 に お いて 決議 され た も の で あり ます 。 




















決議 年 月 














付与 対象 者 の 区 分 及び 人 数 (名 ) 














新株 予約 権 の 目的 と な る 株 式 の 種類 


























Y 


























社 使用 人 17 名 



































社 子会社 の 役員 及び 使用 人 1,250 名 





























と 
ト っ 
ュ ン 
Ei 
に 
や 
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条 権 等 の 状況 」 に 記載 し て お り ま す 。 





































































































































































































株 式 の 数 (株 ) 司 上 
新株 予約 権 の 行使 時 の 払込 金額 (円 ) 上 

新株 予約 権 の 行使 期間 同上 
新株 予約 権 の 行使 の 条件 司 上 
新株 予約 権 の 譲渡 に 関す る 事項 司 上 
代用 払込 み に 関す る 事項 同上 
組織 再編 成行 為 に 伴う 新株 予約 権 の 交 | 同上 





付 に 関す る 事項 








2 【 自 己 株 式 の 取得 等 の 状況 】 
【 株 式 の 種類 等 】 会 社 法 第 155 条 第 3 号 及び 会 社 法 第 155 条 第 7 号 に よる 普通 株 式 の 取得 
(1) 【 株 主 総会 決議 に よる 取得 の 状況 】 


項 は あり ませ ん 。 









































きど ュ ヽ レ 
該当 








(2) 【 取 締 役 会 決議 に よる 取得 の 状況 】 






























































































































































区 分 株 式 数 (株 ) 価額 の 総額 ( 千 円 ) 
取締 役 会 (平成 24 年 5 月 31 日 ) で の 決議 状況 
取得 期間 平成 24 年 6 月 7 日 平成 24 年 9 月 28 日 ) 10, 000, 000 17, 000, 000 
ヨ 己 株 式 一 = 
だ 年 度 に お ける 取得 自己 株 式 10, 000, 000 16, 192, 991 



















































































































































































残存 決議 株 式 の 総数 及び 価額 の 総額 807, 008 
当 事 業 年 度 の 末日 現在 の 未 行使 割合 (%) 4.7 
当期 間 に お ける 取得 自己 株 式 二 
提出 日 現在 の 未 行使 割合 (%) 一 4.7 
(3) 【 株 主 総会 決議 又は 取締 役 会 決議 に 基づか な いも の の 内 容 】 
会 社 法 第 155 条 第 7 号 に よる 取得 
区 分 株 式 数 (株 ) 価額 の 総額 ( 千 円 ) 
当 事 業 年 度 に お ける 取得 自己 株 式 16, 931 27, 337 







































































当期 間 に お ける 取得 自己 株 式 6, 139 14, 653 


















































( 注 ) 当期 間 に お ける 取得 自己 株 式 に は 、 平 成 25 年 6 月 1 日 か ら 有 価 証券 報告 書 提出 日 まで の 単元 未満 株 式 の 買取 り 
に よる 株 式 数 は 含め て お り ま せん 。 































































































(4) 【 取 得 自 己 株 式 の 処理 状況 及び 保有 状況 】 


























































































































































































































当 当期 間 
区 分 A 自 中 > へ 百 
株 式 数 (株 ) | | 

引き 受け る 者 の 募集 を 行っ た 取得 国 国 加 
自己 株式 
消却 の 処分 を 行っ た 取得 自己 株 式 ーー ーー = 
合併 、 株 式 交換 、 会 社 分 割 に 係る ーー ーー ーー 
移転 を 行っ た 取得 自己 株 式 
その 他 (新株 予約 権 の 権利 行使 ) 1, 040, 700 1, 759, 197 970, 994 
その 他 (単元 未満 株 式 の 買 増 請求 
に よる 売却 ) 1, 392 2, 379 149 251 
保有 自己 株 式 数 24, 169, 675 一 23, 601, 265 一 




















































































































( 注 ) 当期 間 に お ける 保有 自己 株 式 数 に は 、 平 成 25 年 6 月 1 日 か ら 有 価 証券 報告 書 提 出 日 まで の 単元 未満 株 式 の 買 
り 及 び 買 増 請求 に よる 売却 に 係る 株 式 数 は 含め て お り ま せん 。 


3 【 配 当 政 策 】 




















当社 は 、 株 主 に 対す る 利益 還元 を 経営 の 重要 課題 と し て 位置 づけ 、 利 益 に 応じ た 適正 な 配当 を 行う こと を 基本 方 
針 と し て お り ま す 。 
当社 は 、 会 社 法 第 459 条 の 規定 に 基づき 、 取 締 役 会 の 決議 に よっ て 剰余 金 の 配当 を 行う こと が で きる 旨 を 定款 で 








定め て お り ま す 。 
な お 、 当 社 の 梨 
す 。 
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| 余 


































































































金 の 配当 は 、 



































中 間 配 当 及 び 期 末 配 当 の 3 
































E 2 回 と し 、 配 当 の 決定 機関 は 取締 















































































































































し て お り ま 










































































































































































































































































当 事 業 年 度 の 剰余 金 の 配当 に つき まし て は 、 安 定 的 な 配当 を 実現 すべ く 、 中 間 配 当 は 1 株 当たり 20 円 を 実施 し 、 
期末 配当 は 1 株 当たり 20 円 と いた し まし た 。 

また 、 内 部 留保 金 の 使途 に つき まし て は 、 財 務 体 質 と 経営 基盤 の 強化 及び 事業 拡大 に 伴う 投資 等 に 有効 活用 し て 
\ く 方 針 で あり ます 。 

( 注 ) 基準 日 が 当 事 業 年 度 に 属す る 剰余 金 の 配当 は 、 以 下 の と お り で あり ます 。 

Sa 配当 金 の 総額 1 株 当たり 配当 額 
決議 月 日 ( 万 H ) ( I ) 
平成 24 年 11 月 2 
取締 役 会 決議 031 人 
平成 25 年 5 月 10 
取締 役 会 決議 SR 8 
4 【 株 価 の 推移 】 
(1) 【最 近 5 年 間 の 事業 年 度 別 最高 ・ 最 低 株 価 】 

可 次 第 5 期 第 6 期 第 7 期 第 8 期 第 9 期 
決算 年 月 平成 21 年 3 月 平成 22 年 3 月 平成 23 年 3 月 平成 24 年 3 月 平成 25 年 3 月 
最高 (円 ) 1, 359 1, 976 
最低 (円 ) 576 1, 336 

( 注 ) 最高 ・ 最 低 株 価 は 、 東 京 証券 取引 所 市 場 第 一 部 に お ける 株 価 を 記載 し て お り ま す 。 
(2) 【 最 近 6 月 間 の 月 別 最高 ・ 最 低 株 価 】 

月 別 平成 24 年 10 月 11 月 12 月 平成 25 年 1 月 2 月 3 月 
最高 (円 ) 1, 532 , 550 1, 516 1, 636 1, 725 1, 976 
最低 (円 ) 1, 367 , 336 1, 346 1, 451 1, 493 1, 703 

( 注 ) 最高 ・ 最 低 株 価 は 、 東 京 証券 取引 所 市 場 第 一 部 に お ける 株 価 を 記載 し て お り ま す 。 















































一 42 




















5 【 役 員 の 状況 】 





























昭和 55 年 3 月 | サミ ー 工 業 帆 ( 現 サミ ー 帆 ) 代表 取締 役 社長 
下 成 15 稀 則 サ ミー ネッ トワ ー ク ス 取 締 役 会 長 (現任 
成 16 鱼 帆 セ ガ 代 表 取締 役 会 長 

平成 16 全 サミ ー 帆 代表 取締 役 会 長 CEO 

成 16 生 帆 七 亡 代 表 取 和 缔 役 会 长 兼 CE0 
平成 16 有 当社 代表 取締 役 会 長 兼 社長 ( 現 人 
成 17 鱼 和則 セガ トイ ズ 取 締 役 会 長 (現任 ) 
代表 取締 役 | 昭和 17 年 | 平成 17 帆 ト ム ス ・ エ ンタ テイ ン メ ント 取締 役 会 長 (現任 
会 长 兼 社 长 に | 平成 19 有 績 セガ 代表 取締 役 社長 CEO 兼 COO 

平成 20 年 5 月 | 同社 代表 取締 役 会 長 CEO( 現 任 ) 
成 24 稀 フェ ニッ クス リゾ ー ト 人 幌 社外 取締 役 
:成 24 年 4 月 ミー 帆 取 締 役 会 長 
FE 成 24 フェ ニッ クス リゾ ー ト 候 取 締 役 
平成 24 有 同社 取締 役 会 長 (現任 
平成 24 有 内 セガ ネッ トワ ー ク ス 取 締 役 ( 現 任 ) 
平成 25 有 サミ ー 帆 代表 取締 役 会 長 CEO( 現 任 ) 
サミ ー 工 業 帆 ( 現 サミ ー 帆 ) 入社 総務 部 長 
平成 16 年 10 月 | 当社 専務 取締 役 
平成 17 年 4 月 | サミ ー 帆 取締 役 
平成 17 年 6 月 | 帆 サ ミー ネッ トワ ー ク ス 取 締 役 
平成 17 年 6 月 | 息 セ ガト イズ 取締 役 
平成 17 年 6 月 | 当社 取締 役 副 社長 秘 ・ 社 長 室 ・CSR 推 進 室 管掌 
平成 19 年 6 月 | 当社 代表 取締 役 副 社長 企画 本 部 ・ 社 長 室 管掌 
平成 19 年 8 月 | 当社 代表 取締 役 副 社 長 グ ルー プ 代 表 室 、 グ ルー プ 
コミ ュ ニ ケー ショ ン 室 、 政 策 ・ 渉 外 担当 管掌 
平成 20 年 5 月 | サミ ー 帆 代表 取締 役 社長 COO 

平成 20 年 6 月 | 当社 代表 取締 役 副 社 長 グ ルー プ 代 表 室 、 グ ルー プ 
昭和 17 年 コミ ュ ニ ケー ショ ン 室 、 政 策 ・ 渉 外 担当 、 管理 

































































































































































































































































































へ | 7 月 23 日 4 部 、 グ ルー プ 内 部 統制 ・CSR 推 進 室 、 内 部 監査 室 管 
掌 




















平成 21 年 6 月 | 当社 代表 取締 役 副 社 長 グ ルー プ 代 表 室 、 グ ルー プ 
コミ ュ ニ ケー ショ ン 室 、 政 策 ・ 渉 外 担当 、 管 理 
部 、 グ ルー プ CSR 推 進 室 管掌 

平成 23 年 3 月 | 起 サ ミー ネッ トワ ー ク ス 取 締 役 

平成 24 年 4 月 ミー 帆 代 表 取 締 役 副 会 長 CEO 

平成 24 年 6 月 | フェ ニッ クス リゾ ー ト 帆 取 締 役 

平成 24 年 7 月 | 当社 代表 取締 役 副 社長 グル ー プ 代表 室 、 グ ルー プ 
コミ ュ ニ ケー ショ ン 室 、 政 策 ・ 渉 外 担当 、 事 業 開 
発 室 、 管 理 部 、 グ ルー プ CSR 推 進 室 管掌 

平成 25 年 6 月 | 当社 取締 役 相 談 役 グ ルー プ 代 表 室 、 
掌 (現任 ) 





















































業 開発 室 管 






































平成 10 年 帆 セ ガ ・ エ ンタ ー プ ライ ゼス ( 现 出 七 力 ) 
経営 企画 室 マ ネー ジャ ー 

社 執 行 役員 グル ー プ 戦略 管掌 
セガ トイ ズ 監 査 役 
セガ 常務 執行 役員 経理 財務 本 部 長 
社 常 務 執 行 役 員 経理 財務 本 部 長 兼 経 人 
兼 社長 室長 
社 取締 役 コ ー ポ レー ト 部 門 担当 
社 執 行 役員 
セガ 取締 役 コ ー ポ レー ト 本 部 長 
社 取締 役 
セガ トイ ズ 専 務 取 締 役 コー ポレ ー ト 本 部 長 
社 取締 役 副 社長 コー ポレ ー ト 本 部 長 兼 経営 企画 
区 
成 22 稀 上 取締 役 副 社長 経営 統括 本 部 長 
成 22 生 仕 代 表 取 締 役 副 社長 経営 統括 本 部 長 
平成 23 有 仕 代表 取締 役 副 社 長 
平成 25 有 仁 上 席 執 行 役員 管理 部 長 
と 成 25 有 帆 セ ガト イズ 取締 役 (現任 ) 
平成 25 有 サミ ー 昌 取 締 役 (現任 
平成 25 績 セガ 取締 役 (現任 ) 
平成 25 有 取締役 管理 本 部 、 グ ルー プ CSR 推 進 室 、 グ ルー 
: 援 室 管掌 (現任 ) 





成 12 征 
平成 13 和 
平成 14 有 
平成 16 稀 

















血 柯 往往 可 








“成 16 征 
平成 16 生 
平成 20 和 i 
/ 成 21 有 

平成 21 征 
| 平成 214 




















昭和 39 年 
































局 同 悟 工 司 工 上 過 本 
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平成 16 有 
平成 17 有 
た 成 21 人 Sega of America, Inc.Vice President of Digital 














Business 





平成 23 年 10 月 | 同社 Senior Vice President of Digital Business 
昭和 54 年 平成 23 笑 由 サ ミー ネッ トワ ー ク ス 取 締 役 

1 月 11 日 生 | 平成 244 同社 代表 取締 役 社長 CEO (現任 ) 
平成 24 有 Sega of America, Inc.Director ( 現 介 
平成 24 有 Sega Europe Ltd.Director (現任 ) 
し 成 24 人 帆 セ ガ 取 締 役 (現任 
平成 24 ぎ 当社 取締 役 ( 現 任 
平成 24 年 7 月 | 帆 セ ガ ネ ッ トワ ー ク ス 代表 取締 役 社長 CEO( 现 人 
平成 4 有 帆 セ ガ ・ エ ンタ ー プ ライ ゼス ( 現 帆 セガ) 入 視 
平成 17 年 9 月 | Sega Publishing Europe Ltd.CEO 

平成 18 年 6 月 | Sega Holdings U.S.A., Inc.CEO 兼 President 
平成 18 年 10 月 | Sega of America, Inc. Chairman 











見 治 紀 














































































































平成 18 年 10 月 | Sega Publishing America, Inc. Chairman 
平成 20 年 5 月 | 山 セ ガ 取 締 役 

平成 21 年 6 月 | 同社 常務 取締 役 

| 平成 21 年 9 月 | Sega Europe Ltd. Chairman 

平成 22 年 8 月 | Sega Amusement Europe Ltd. CEO 

平成 24 年 4 月 | 帆 セ ガ 代 表 取 締 役 社長 COO (現任 ) 
平成 24 年 6 月 | Sega Holdings Europe Ltd.CEO 兼 President ( 現 
任 ) 
平成 24 年 6 月 | 当社 取締 役 (現任 
平成 24 年 7 月 | 和則 セガ ネッ トワ ー ク ス 取 締 役 (現任 
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役名 職名 氏名 生年 月 日 略歴 任 ( 生 株 ) 
昭和 59 年 4 月 | 帆 セ ガ ・ エ ンタ ー プ ライ ゼス ( 現 息 セガ ) 入社 
平成 15 年 6 月 | 同社 代表 取締 役 社長 
平成 1 年 6 月 | 同社 代表 取締 役 社長 兼 最高 執行 責任 者 
平成 16 年 10 月 | 当社 取締 役 副 会 長 
平成 17 年 8 月 | Sega Holdings Europe Ltd.CEO 
平成 18 年 5 月 | Sega Holdings U.S.A., Inc.Chairman 
平成 19 年 6 月 | 和則 セ ガ 代 表 取締 役 副 社 長 
と クレ 加 年 | 平成 20 年 2 月 | 同社 代表 取締 役 Rs 
和 一 | 小口 久 雄 J 生 | 平 成 20 年 5 月 | 同社 取締 役 ( 注 ) 3 22 
平成 20 年 5 月 | サミ ー 帆 取締 役 
平成 20 年 6 月 | 山 セ ガ 取 締 役 CCO 
平成 20 年 6 月 | 当社 取締 役 兼 CCO( 現 任 ) 
平成 20 年 11 月 | サ 
平成 21 年 4 月 | 同 
平成 23 年 4 月 | 同 
平成 24 年 4 月 | 同社 仕 長 
平成 17 年 5 月 | 帆 参 习 
平成 17 年 6 月 | 同 社 执行 役 遇 中国， 了 学 了 事业 
平成 18 年 8 月 | 世嘉 (中 国 ) 網絡 科技 有限 公司 
_ | 平成 20 年 6 月 | サミ ー 帽 執行 役員 経営 管理 本 部 長 
取締 役 ー | 本 大 四 和 和 27 第 | 平成 20 年 8 月 | 同社 執行 役 員 コー ポレ ー ト 本 部 長 ( 注 ) 3 12 
平成 21 年 4 月 | 同社 取締 役 コー ポレ ー ト 本 部 長 
平成 23 年 6 月 | 同社 常務 取締 役 コー ポレ ー ト 本 部 長 
平成 24 年 4 月 | 同社 代表 取締 役 社長 CO0 (現任 ) 
平成 25 年 6 月 | 当社 取締 役 (現任 ) 
昭和 56 年 4 月 | 弁護 士 登録 
昭和 59 年 9 月 | リリ ッ ク ・ マ ク ホ ー ス ・ ア ンド ・ チ ャ ー ル ズ 法 律 
務 所 ( 現 ピ ルズ ベリ ー・ ウ ィ ン ス ロッ プ ・ シ ョ 
ー・ ピ ッ ト マ ン 法 律 事務 所 ) パー トナ ー( 現 任 ) 
取締 役 岩 永 裕 三 2 昭和 59 年 12 月 | カリ フォ ルニア 州 弁護 士 登録 ( 注 ) 3 = 
平成 15 年 4 月 | Manufacturers Bank 取締 役 
平成 17 年 6 月 | JMS North America Corporation 取締 役 ( 現 任 ) 
平成 18 年 6 月 | 太陽 誘電 帆 取 締 役 (現任 ) 














平成 19 年 6 月 | 当社 取締 役 ( 現 任 


[ 
ュ ン 



































平成 17 年 6 月 | 帆 エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ ・ ド コモ 執行 役員 マル チ メ デ 
イア サー ビス 部 長 

平成 20 年 5 月 | 慶應 義塾 大 学 大 学院 政策 ・ メ ディ ア 研 究 科 特別 招 
得 教授 
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平成 20 年 6 月 | 当社 取締 役 (現任 




















平成 20 年 6 月 | ぴあ 帆 取 締 役 (現任 ) 
平成 20 年 6 月 | トラ ンス コス モス 購 取 締 役 (現任 ) 
平成 2 年 6 月 | NT エレ ゾ ナ ント 晶 取 締 役 (現任 ) 














平成 20 年 12 月 | 息 ド ワン ゴ 取 締 役 (現任 
平成 21 年 6 月 | 帆 デ ィ ー・ エ ル ・ イ ー 取 締 役 (現任 
平成 21 年 9 月 | グリ ー 修 取締 役 (現任 
平成 22 年 1 月 | ビッ トワ レッ ト 帽 ( 現 楽天 Edy 帆 ) 取缔 役 (现任 
平成 22 年 12 月 | 帆 U-NEXT 取 締 役 (現任 ) 
平成 23 年 4 月 | 邊 CUUSO0 SYSTEM 取 締 役 (現任 ) 
平成 24 年 7 月 | 内 セガ ネッ トワ ー ク ス 取 締 役 ( 現 任 
平成 25 年 4 月 | 慶應 義塾 大 学 環境 情報 学部 客員 教授 (現任 
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FE 成 2 年 6 月 | コス モ 証 券 賜 取締 役 
平成 8 年 3 月 | 同社 常務 取締 役 
F 成 11 年 6 月 | コス モ 投 信 投 資 顧問 帆 常 務 取締 役 
F 成 17 年 6 月 | 帆 サ ミー ネッ トワ ー ク ス 常 勤 監査 役 
TI 「 指 富 雄 | HO0F | 平成 20 年 6 月 | 当社 補欠 監査 

F 成 21 年 6 月 | 帆 サ ミー ネッ トワ ー ク ス 監 査 役 ( 現 任 
平成 2 年 6 月 | 内 セ ガト イズ 監査 役 ( 現 任 
平成 21 年 6 月 | 当社 常勤 監査 役 (現任 
平成 24 年 7 月 | 則 セ ガ ネ ッ トワ ー ク ス 監 査 役 (現任 ) 
?成 6 年 6 月 | 丸三 証券 帆 取 締 役 
成 8 年 6 月 | 同社 常務 取締 役 
昭和 18 年 | 平成 13 年 6 月 | 丸 ニ ファ イナ ンス 帽 代 表 取締 
6 月 24 日 生 | 平成 16 年 6 月 | サミ ー 幌 常勤 監査 役 ( 現 任 































































































成 16 年 当社 監査 役 (現任 ) 








成 17 年 6 月 | 帆 ト トムス ・ エ ンタ テイ ン メ ント 監査 役 ( 現 任 
昭和 59 年 11 月 | 帆 セ ガ ・ エ ンタ ー プ ライ ゼス ( 現 由 セガ ) 入 梓 
?成 13 年 6 月 | 同社 経理 財務 本 部 経理 部 長 
F 成 18 年 4 月 | 同社 コー ポレ ー ト 統括 本 部 財務 部 長 
昭和 28 年 | 平成 19 年 6 月 | 同社 常勤 監 査 役 (現任 ) 
1 月 2 日 生 | 平成 19 年 6 月 | 当 社 监 碍 役 现任 
成 21 年 12 月 | 内 セガ ビー リン ク ( 現 中 セ ガ エン タテ イン メン 
ト ) 監査 役 ( 現 任 ) 
F 成 24 年 7 月 | 内 セガ ネッ トワ ー ク ス 監 査 役 
昭和 53 年 4 月 | 弁護 士 登録 
成 12 年 5 月 | 榎本 峰夫 法律 事務 所 開設 (現在 ) 
平成 16 年 6 月 | 帆 サ ミー ネッ トワ ー ク ス 監 査 役 
| 昭和 25 年 | 平成 16 年 6 月 | 山 セ 監査 役 ( 現 任 
?成 17 年 6 月 | 当社 補欠 監査 役 
?成 18 年 6 月 | 日 本 工 営 帆 監査 役 ( 現 人 
F 成 19 有 当社 監査 役 ( 現 任 














































































































計 34, 554 


取締 役 の 岩永 裕二 及び 夏野 剛 は 、 和 社外 取締 役 で あり ます 。 

監査 役 の 嘉 指 富雄 、 平 川 毒 男 及 び 榎 本 峰夫 は 、 社 外 監 査 役 で あり ます 。 
取締 役 の 任期 は 、 平 成 25 年 3 月 期 に 係る 定時 株 主 総会 終結 の 時 か ら 平 成 26 人 强 
結 の 時 まで で あり ます 。 
4 監査 役 の 任期 は 、 平 成 25 年 3 月 期 に 係る 定時 株 主 総会 終結 の 時 か ら 平 成 29 
結 の 時 まで で あり ます 。 
5 取締 役 の 里見 治 紀 は 、 代 表 取締 役 会 長 兼 社長 








( 注 ) 
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3 月 期 に 係る 定時 株 主 総会 終 
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3 月 期 に 係る 定時 株 主 総会 終 
































長男 で あり ます 。 
































































6 当社 で は 、 ス ピー ディ ー な 経営 意思 決定 、 業 務 執 行 の 監督 強化 、 業 務 執 行 機能 の 強化 を 目的 と し て 、 執 行 
役員 制度 を 導入 し て お り ま す 。 執行 役員 は 6 名 で 、 グ ルー プ 代 表 室 長 深澤 恒 一 、 管 理 本 部 長 清水 俊 
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郎 、 グ ルー プ 内 部 統制 室 ] 
俊 で 構成 され て お り ま す 。 
































業 開発 室長 上 田 晃一 郎 、 グ ルー プ 代 表 室 副 室 長 兼 経営 政策 部 長 兼 秘書 室長 兼 IR 部 長 菊地 誠一 
EE グ ルー プ CSR 推 進 室長 兼 内 部 監査 室長 石倉 博 、 グ ルー プ 会 社 支援 室 秋庭 孝 
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6 【 コ ー ポ レー ト ・ ガ バナ ンス の 状況 等 】 

(1) 【 コ ー ポ レー ト ・ ガ バナ ンス の 状況 】 

① コー ポレ ー ト ・ ガ バナ ンス に 関す る 基本 的 な 考え 方 等 

当社 及び 当 グ ルー プ は 、 コ ー ポ レー ト ・ ガ バナ ンス を 企業 行動 の 最も 重要 な 基盤 と し て 位置 づけ て お り ま す 。 当 
社 は 、 企 業 経営 の 「 効 率 性 の 向上 」 「 健 全 性 の 確保 」「 透 明 性 の 向上 」 を 「 コ ー ポ レー ト ・ ガ バナ ンス に 関す る 
本 方 針 」 と し て 掲げ 、 取 締 役 候補 者 の 選任 、 取 締 役 報酬 の 決定 、 経 営 の 監視 、 監 査 報酬 の 決定 等 、 経 営 の 重要 な 問 
題 を この 方 針 に 従い 判断 し て お り ま す 。 

























































































効率 性 の 向上 
迅速 か つ 適 正 な 意思 決定 プロ セス の 確立 及び 企業 経営 の 効率 性 を 向上 させ る こと で 企業 価値 の 最大 化 を 目指 
し 、 株 主 を は じ め と する ステ ー ク ホル ダー に 対し て 、 そ の 利益 の 還元 に 努め て まい り ま す 。 



























































健全 性 の 確保 

激しく 変化 する 事業 環境 の 中 、 企 業 価値 の 最大 化 を 図る た め 、 当 社 を 取り 巻く 様々 な リス ク を 適切 に 認識 
理 す る と と も に 、 法 令 を 含む 倫理 ・ 社 会 規範 等 及び その 背後 に ある 社会 的 価値 や その 変化 を 捉え て 的 確 に 対処 す 
る 体制 (コン プラ イア ンス 体制 ) を 確立 する こと で 経営 の 健全 性 の 確保 を 図っ て まい り ま す 。 
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透明 性 の 向上 
企業 に 対 し て 情報 開示 の 重要 性 が 高まる 中 、 当 社 は 、 株 主 を は じ め と する ステ ー ク ホル ダー に 対し て 説明 責任 


を 果たす と と も に 、 積 極 的 な I R 活 動 を 行う こと で ディ スク ロー ジャ ー を さら に 充実 させ 、 経 営 の 透明 性 の 向上 
を 図っ て まい り ま す 。 






































当社 及び 当 グ ルー プ は 、 激 し く 変 化す る 経営 環境 の 中 で 、 
識 や 経験 等 に 富ん だ 取締 役 が 迅速 か つ 最 適 な 経営 判断 を 導き 
社外 取締 役 の 選任 、 執 行 役員 制度 と 内 部 監査 体制 の 強化 等 を 行 
ス 体制 を 充実 させ て お り ま す 。 

また 、 当 社 及 び 当 グル ー プ は 、C SR 活動 を 当 グ ルー プ の 持続 的 価値 創造 と ステ ー ク ホル ダー の 持続 的 発展 の 双 
方 を 実現 する た め の 行動 と し て 捉え 、 企 業 市 民 と し て 社会 の 広範 な 要請 に 応え る た め 、 当 グル ー プ の C SR 活動 に 
関し 連絡 ・ 調 整 を 行う 機関 と し て グル ー プ C SR 連絡 会 議 を 、 ま た 専門 部 署 と し て グル ー プ CS R 推 進 室 を それ ぞ 
れ 設置 し て お り ま す 。 そ し て 、CSR 活 動 の 基礎 と な る 「 グ ルー プ 経 営 理念 」「 グ ルー プ C SR 憲章 」 及 び 「 グ ル 
ー プ 行動 規範 」 を 制定 する と と も に 、 個 別 の 業務 を 直接 規律 する 各種 社内 規程 や マニ ュ ア ル 等 を 改定 ・ 整 備 し 、 ス 
テー ク ホ ル ダ ー と の 良好 な 関係 を 構築 する た め 、 グ ルー プ 全 体 で 自主 的 か つ 積 極 的 に C SR 活動 を 展開 し て お り ま 
す 。 


河 
遂 








・ 市 場 動 向 ・ 製 品 ・ 商 品 ・ サ ービス 等 に 関す る 知 
置 会 社 形態 を 採用 し 、 併 せ て 、 
面 お らき ー ポ レー トカ パチン 



































エエ 
EE 



































































































































































































































コー ボレー ト ・ ガ バナ ンス 体制 


に 関す る 模式 








ペペ 














株 主 総会 











取締 役 会 








グル ー プ 監査 役 連絡 会 








任意 设置 委员 会 


会 議 
CSR 





小 委員 会 





内 部 統制 
コン プラ イア ンス 

















ホー ルディ ング ス 監 査 連絡 会 














監査 役 内 部 監査 室 連絡 会 



























































































































































































































































② 経営 上 の 意思 決定 、 執 行 及 び 監 督 に 係る 経営 管理 組織 その 他 の コー ポレ ー ト ・ ガ バナ ンス 体制 の 状況 
当社 は 業務 執行 、 監 査 ・ 監 督 機能 の 向上 を 目指 し 、 主 に 以下 の 会 議 体 を 運営 し て お り ま す 。 
a) 取締 役 会 
取締 役 会 は 、 原 則 と し て 毎月 1 度 の 定時 取締 役 会 普 お いて 、 現 在 9 名 の 取締 
役 に よ り 機 動 的 経営 を 図っ て お り ま す 。 な お 、 各 事業 会 社 に お ( 事項 等 に つい て は 、 当 社 
の 取締 役 会 等 の 機関 に お いて も 決議 ・ 報 告 を 行っ て お り ま す 。 
b) 監査 役 会 
監査 役 会 は 、 原 則 と し て 毎月 1 度 の 定時 監査 役 会 並び に 適宜 開催 する 了 臨時 監査 役 会 に お いて 、 現 在 4 名 の 監査 
に より 議論 を 行い 、 具 体 的 問題 に つい て 十分 に 分 析 検 討 し て お り ま す 。 
c) グル ー プ 役員 連絡 会 
グル ー プ 役員 連絡 会 は 、 当 社 の 取締 役 、 監 査 役 及び 執行 役員 、 並 びに 株 式 会 社 セ ガ 及 び サ ミー 株 式 会 社 の 取締 














































































































































































































役 に よ り 構 成 さ れ 、 グ ルー プ 会 社 間 で の 情報 の 共有 、 議 論 の 徹底 を 通じ し た グル ー プ コン セン サス の 醸成 を 目的 と 
し て お り 、 必 要 に 応じ て 適宜 開催 する こと と し て お り ま す 。 

d) 任意 設置 委員 会 

任意 設置 委員 会 は 、 取 締 役 会 か ら 特 に 付託 され た 当 グ ルー プ の 経営 に 関す る 特定 事項 に つい て 議論 ・ 検 証 を 行 
い 、 そ の 結果 を 取締 役 会 へ 報告 ・ 上 程 す る た め の 機 関 で も や り ま す 。 ま た 、 任 意 設 置 委 員 会 は 、 さ ら に 特 化し た テ 
ー マ に つい て 議論 ・ 検 証 を 行う 機関 と し て 、 小 委員 会 を 設置 し て お り ま す 。 
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e ) 連絡 会 議 























連絡 会 議 は 、 コ ー ポ レー ト ・ ガ バナ ンス に 関す る 当 グ ルー プ の 方 針 等 に つい て 議論 ・ 検 証し 、 調 整 を 図る た め 
の 機関 で あり 、 現 在 、 グ ルー プ 内 部 統制 連絡 会 議 、 グ ルー プ C S R 連絡 会 議 及 び グ ルー プ ・ コ ンプ ライ アン ス 連 


絡 会 議 の 三 つ の 機関 が か あり ます 。 グ ルー プ 内 部 統制 連絡 
及び サミ ー 株 式 会 社 の 内 部 統制 また は CSR 担 当 役員 に 
コン プラ イア ンス 連絡 会 議 は 、 当 社 、 
[サミ ーネット ワー クス 、 株 式 会 社 セ ガト イズ 、 株 式 会 
ェ ニ ックス リゾ ー ト 株 式 会 社 の ュ コン プラ イア ンス 担当 役員 等 
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株 式 会 社 、 株 式 会 視 


ます 。 


グル ー プ ・ 











f) グル ー プ 監査 役 連 絡 会 


グル ー プ 監査 役 連 絡 会 は 、 当 グル ー プ 各 視 
































上 の 常勤 監査 役 に 


イト 圭 代 
で 


より 





成 さ 




















株式 会 和 





と グル ー プ C SR 連絡 会 議 は 、 当 社 、 株 式 会 社 セ ガ 



































れ 、 原 則 と し て 四半 期 に 1 度 開催 いた し ま 
ト セ ガ 、 サ ミー 株 式 会 社 、 タ イ ヨ ー エ レッ ク 

ト ム ス ・ エ ンタ テイ ン メ ント 及び フ 
條 成 さ れ 、 原 則 と し て 半期 に 1 度 開催 いた し 




















に より 忆 




















より 構成 され 、 当 視 














[及び 当 グ ルー プ を 取り 巻く タイ 











ムリ ー な 課題 ( 法 改 正 等 ) に 関す る 情報 共有 及び グル ー プ 各社 監査 役 間 の 連携 を 密 に する た め 、 適 宜 開 催 い た し 
ます 。 
g) ホー ルディ ング ス 監 査 連絡 会 


千 








員 等 並び に 当社 会 


于 
会 計 面 に 























ヽ 
ヽ 














h ) 

監査 役 
間 の 情報 
査 役 及び 当社 





内 























~ 








上 記法 定 機 
(a ) 取締 
は 、 経 営 執 行 に 
設置 委 
す 。 

まい 
は 、 経 営 監視 に 関し 、 


関 で あ 


























ー ル ディ ング ス 監 査 連絡 会 は 、 当 社 、 
計 監 査 人 で ある 有限 責 
お ける コン プラ イア ンス の 充実 を 
監査 役 内 部 監査 室 連絡 会 
監査 室 連 絡 会 は 、 当 社 、 
る 企業 経営 
[内 部 監査 担当 部 門 に よ 


役 会 の た め の 議 案 の 
関し て 当 利 
員 会 及び (e) 連絡 会 議 は 、 当 グル ー プ の 経営 に 


(f) グル ー プ 監査 役 連絡 会 、 








株式 会 和 

















株 式 会 社 セ ガ 及 び サ ミ 


上 セガ 及び サミ ー 株 式 会 社 
E あず さき さ 監 査 法 人 に より 構成 され 、 そ れ ぞ れ の 立 
図る た め 、 原 則 と し て 毎月 開催 





E の 常勤 監査 役 及び 経 

















E い た し ます 。 

















の 「 個 


全 性 の 確保 」 を 





的 と し 、 当 社 、 





一 株式 会 和 











上 の 常勤 監査 役 及び 当社 内 部 監査 担当 部 門 
株 式 会 社 セ ガ 及 び サ ミー 株 式 会 社 の 常勤 監 


























る (a) 取締 役 


構成 され 、 原 則 











と し て 毎月 開催 











E い た し ます 。 











芝 会 と (c) グル ー プ 役員 連絡 会 と の 関係 は 








(c) グル ー プ 役員 連絡 会 が 























前 準備 な いし 詳細 
[と 株 式 会 社 セ ガ 、 サ ミ 








一 株式 会 社 


討議 機 





の 連携 に 
関す る 特定 の 





(g) ホー ルディ ング ス 監 査 連 絡 会 及び (h) 











関 と いう 位置 
資す る も の で あり ます 。 








づけ で あり 、 


連絡 会 
i 


(d) 任意 
を 行っ て お り ま 


(c) グル ー プ 役員 
そし て 、 
・ 検 証 























項 に つい て 、 





和仁 へ 
我 hb 用 


監査 役 内 部 監査 室 連絡 会 

















構成 メン バー を 異 に する 情報 

















各社 の 連携 に 











資す る も の で あり ます 。 


よ 有 及び 意見 交換 を 行う 機関 で あり 、 


当社 と 当 グ ルー プ 子 会 社 








(内 部 監査 の 実施 状況 ) 





監査 の 状況 と し まし て は 、 業 務 の 執行 が 法令 及び 定款 に 適合 し 、 業 務 の 適 
当 部 門 を 設置 し て お り 、11 各 体制 で 当 視 



































監査 情報 の 共有 や 相互 の 連携 を 深め て お り ま す 。 





























で ある と 考え 、 当 社 、 株 式 会 社 セ ガ 及 び サ ミー 株 式 会 社 の 常勤 監査 役 及び 経 
































正 を 確保 する た め 、 当 社 
[及び グル ー プ 各社 を 対象 と し た 内 部 監査 を 実施 し て お り ま す 。 ま た 、 当 
社 、 株 式 会 社 セ ガ 、 サ ミー 株 式 会 社 及 び 当 グル ー プ 子会社 各社 の 内 部 監査 部 門 と の 間 で 定期 的 に 








は 内 部 監査 揚 





連絡 会 を 開催 し 、 





当社 は 、 会 計 面 に お ける コン プラ イア ンス の 充実 を 図る た め に は 、 監 査 役 と 会 計 監査 人 の 連携 が 必要 不可 欠 


























計 監 査 人 で ある 有限 責任 あず さ 監 査 法人 に よっ て 構成 され る 「 ホ ー ル ディ ング ス 監 査 連絡 会 」 





毎月 開催 し て お り ま す 。 














当社 は 、 企 業 経営 の 「 効 率 性 の 





各 上 | 
































を 図る た め に は 、 監 査 役 と 内 部 監査 担当 部 門 の 連携 が 必要 不可 欠 で ある と 考え 、 当 











ー 株 式 会 社 の 常勤 監査 役 及び 当社 内 








し て 毎 





TH 


月 開催 し て お り ま す 。 














在 
部 監査 


「 健 全 性 の 確保 」 「 透 明 性 の 向上 」 並び 

















担当 部 門 に よっ て 構成 され る 「 監 査 役 内 


部 門 の 担当 役員 等 並び に 当社 会 

















を 原則 と し て 


に 業務 に お ける 適正 性 の 確保 
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日 














、 株 式 会 社 セ ガ 及 び サ ミ 
* 監 査 室 連 絡 会 


」 を 原則 と 








③ 社外 取締 役 、 社 外 監 査 役 関係 

















































































































社外 取締 役 関係 ) 
会 社 と の 関係 Q) 
氏名 性 会 社 と の 関係 
岩永 裕二 弁護 士 他 の 会 社 の 社外 取締 役 ま た は 社外 監査 役 を 兼任 し て お り ま す 。 
| の 出身 寺 | 他 の 会 社 の 社外 取締 役 ま た は 社外 臣 査 役 を 兼任 し て お り ま す 。 
他 の 会 社 の 出身 者 | な お 、 当 社 株 式 を 2 千 株 保有 し て お り ま す 。 
会 社 と の 関係 (②) 











pe 当該 社外 取締 役 を 選任 し て いる 
氏名 独立 役員 (独立 役員 に 指定 し て いる 場合 は 、 独 立 役 員 に 指定 し た 理由 を 含む ) 

国際 弁護 士 と し て の 専門 的 見 地 並び に グロ ー バ ル 企 業 の 経営 に 関す る 高い 
見 識 を 当社 の 経営 に 反映 する た め 。 な お 、 同 氏 と 当社 と の 間 に 特 別 な 利害 
関係 は な く 、 同 氏 が 役員 若しくは 使用 人 で ある 、 ま た は あっ た 会 社 等 と 当 
社 と の 間 に 重 要 な 人 的 関係 、 資 本 的 関係 また は 取引 関係 は な いた め 、 独 立 
岩永 裕二 〇 性 を 有 し て いる と 考え 社外 取締 役 と し て 選任 し て お り ま す 。 ま た 、 同 氏 の 
独立 役員 の 指定 に つき まし て は 、 東 京 証券 取引 所 の 独立 役員 の 基準 を 充 た 
し て いる な ど 、 当 社 の 独立 性 の 基準 を 充 た し て いる た め 、 当 社 独 立 役 員 選 
任 方 針 ( 注 ) に 基づき 、 一 般 株 主 と の 利益 相反 の 生じ る お それ の な い 独 立 性 
を 有 し て いる 者 と し て 選定 され て お り ま す 。 
経営 者 と し て の 豊富 な 経験 と 幅広 い 見 識 を 当社 の 経営 に 反映 する た め 。 な 

第: 

























































































































































































下 S 知 































































































































































































































































































































































































お 、 同氏 と 当社 と の 間 | こ 特 別 な 利害 関係 は な く 、 站， 員 若 し く は 使用 
人 で ある 、 ま た は あっ た 会 社 等 と 当社 と の 間 に 重 要 な 人 的 関係 、 資 本 的 関 
係 ま た は 取引 関係 は な いた め 、 独 立 性 を 有 し て いる と 考え 社外 取締 役 と し 
夏野 剛 O て 選任 し て お り ま す 。 また 、 同氏 の 独立 役員 の 指定 に つき まし て は 、 東 京 
証券 取引 所 の 独立 役員 の 基準 を 充 た し て いる な ど 、 当社 の 独立 性 の 中 準 を 
充 た し て いる た め 、 当 社 独立 役員 選任 方 針 ( 注 ) に 基づき 、 一 般 株 主 と の 利 






































の 本 
益 相 反 の 生じ る お それ の な い 独 立 性 を 有 し て いる 者 と し て 選定 され て お り 
ます 


( 注 ) 当社 の 独立 役員 選任 方 針 は 、 以 下 の 通 り と し て お り ま す 。 
(a) 独立 役員 の 資格 を 充 た す 社 外 役員 を 全て 独立 役員 | こ 指 定 する 。 
(b) 独立 性 の 基準 に 関し て は 、 東 京 証券 取引 所 上 場 規程 施行 規則 第 211 条 第 4 項 第 5 号 、 第 226 条 第 4 項 第 
5 号 に 規定 する 、 い わ ゆ る 開示 加重 要件 非 該 当 を 基礎 と し 、「 主 要 な 」「 多 額 の 」 等 に つい て は 、 公 
表 さ れ て いる 独立 役員 選任 基準 モデ ル 等 を 参照 し て 判断 する こと と する 。 




































































































































































その 他社 外 取 締 役 の 主 な 活動 に 関す る 事項 
































当社 社外 取締 役 は 、 出 席 す る 各 会 議 体 に お いて 、 各 々 の 豊富 な 経験 、 高 度 の 専門 知識 等 に 基づく 指摘 ・ 助 言 
を 行い 、 当 社 の 企業 経営 の 「 効 率 性 の 向上 」 「 健 全 性 の 確保 」「 透 明 性 の 向上 」 に 寄与 し て お り ま す 。 
平成 25 年 3 月 期 当社 取締 役 会 に お ける 社外 取締 役 の 出席 状況 は 、 以 下 の と お り で あり ます 。 














































































































( 
岩永 裕二 20 回 中 18 回 出席 (うち 定時 取締 役 会 11 回 中 9 回 出席 ) 
夏野 剛 20 回 中 20 回 出席 (うち 定時 取締 役 会 11 回 中 11 回 出席 ) 






























































な お 、 当 社 の 社外 取締 役 の 選任 方 針 と し まし て は 、 一 般 株 主 と の 利益 相反 が 生ずる よう な 利害 関係 を 有 し て 
どら ず 、 仙人 の っ 内 誠 と に づま 外部 的 視点 か ら 、 当 社 及び 当 グ ルー プ の 企業 価値 
を どの よう に 高め る か を 助言 する 機能 に 加え 、 取 締 役 の 業務 執行 に 対す る 監督 機能 を 期待 し 、 経 営 者 、 弁 護 十 
等 か ら 選 任 す る こと と し て お り ま す 。 
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上 外 監 査 役 関係 ) 
会 社 と の 関係 ①) 
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Fy ae 


上 の 社外 1 
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当社 株 式 を 1 














Fy a 


上 の 社外 1 








弁護 - 
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当社 株 式 を 2 


テリ 
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HX 


MP:3 











また は 社外 監査 役 を 兼任 し て お り ま す 。 


千 株 保有 し て お り ま す 。 


人 








HL 








また は 社外 監査 役 を 兼任 し て お り ま す 。 


千 株 保有 し て お り ま す 。 
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クル し 








k 任 し て お り ま す 。 








また は 社外 監査 役 を 
千 株 保有 し て お り ま す 。 
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上 外 監査 

















E の 


上 と の 間 に 
| 人 で ある 、 ま た は あっ た 会 社 
係 ま た は 取引 関係 は な いた め ( 当 
役 と し て 選 
東京 証券 























持 別 な 利害 関係 は な く 、 同 氏 が 役員 若 し く 

等 と 当社 と の 間 に 重 要 な 人 的 関係 、 資 
上 子会社 を 除く )、 独 立 性 を 有 し て 
任 し て お り ま す 。 ま 司 氏 の 独立 役員 の 
取引 所 の 独立 役員 の 基準 を 充 た し て いる な 
し て いる た め 、 当 1 仁 方 針 
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東京 証券 














陸別 な 利害 関係 は な く 、 同 氏 が 役員 
当社 と の 間 に 重 要 な 人 的 
上 子会社 を 除く )、 独 立 性 
圧 し て お り ま す 。 ま た 、 選 氏 の 独 
取引 所 の 独立 役員 の 基準 
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弁護 士 と し て の 専 
映す る た め 。 な お 、 同 氏 と 当 神 


者 と し て 選定 さ 4 








般 株 ヨ 


居 準 を 充 た 
E と の 利益 相反 の 4 
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関係 また は 

















また は あっ た 会 社 等 と 
取引 関係 は な いた め ( 当 視 
上 外 監査 役 








ト [と の 間 に 特 別 な 利害 関係 は な く 、 
当社 と の 間 に 
上 子会社 を 除 
圧 し て お り ま す 。 
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準 を 充 た し て いる た め 、 当 社 独 員 選 任 
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方 針 ( 注 )1 


























三 人 去、 


般 株 主 と の 利益 相反 の 生 
し て いる 者 と し て 選定 され て お り ま す 。 





取引 所 の 独立 役員 の 
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じ る お それ の な い 独 立 性 を 














( 注 ) 当社 の 独立 





役員 選任 方 針 は の 通り 





、 以 下 





(a) 独立 役員 の 資格 を 充 た す 社 
E の 如 


(b) 独立 怕 
5 号 に 


表 さ 4 
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外 役員 を 全て 独立 役員 ! 


し て お り ま す 。 
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2 


こ 指 


礎 と し 、 


定 す る 。 
施行 規則 第 211 条 第 4 項 第 5 号 、 第 226 条 第 4 項 第 
「 主 要 な 」「 多 額 の 」 等 に つい て は 、 公 























て いる 独立 役員 選任 基 3 


E デ ル 等 を 参照 し て 











間断 する こと と する 。 


仕 外 監査 役 の 責任 限定 契約 に る 












































て お り ま す 。 
当該 定款 に 基づき 当社 が 社外 監査 役 の 榎本 峰 3 





く 責 任 限定 契約 の 内 容 の 概要 > 


会 社 法 第 423 条 第 1 項 の 賠償 責任 











こつ いて 、 悪 意 ま た は 重大 な 過 う 





当社 は 、 平 成 18 年 6 月 開催 の 定時 株 主 総会 で 定款 を 変更 し 、 社 外 監 査 役 の 責 人 






































責任 限度 額 を も っ て 、 損 害 賠償 責任 の 限度 と する 。 














その 他社 外 監 査 役 の 主 な 活動 に 関す る 事項 
































当社 社外 監査 役 は 、 出 席 す る 各 会 議 体 に お いて 、 各 々 の 豊富 な 経験 、 高 


を 行い 、 当 社 の 企業 経営 の 「 効 率 性 の 向 








た と 締結 し た 責任 限定 契約 の 内 容 の 概要 は 、 


E 限 定 契約 に 関す る 規定 を 設け 





次 の と お り で あり 





た だ が あっ た 場合 を 除き 、 法 令 に 定め る 最低 






























































成 25 年 3 月 期 当社 取締 役 会 に お 
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E 川 毒 男 20 回 中 20 回 出 



























































榎本 峰夫 20 回 中 19 加 
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H 席 (うち 定時 取締 役 会 11 回 中 10 回 出席 ) 








な お 、 当 社 の 社外 監査 役 の 選任 方 針 と し まし て は 、 一 般 株 主 と の 利益 相反 が 34 
お ら ず 、 監 査 体制 の 中 立 性 ・ 独 立 性 の 向上 と いう 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス 体 
担っ て いる も の と 理解 し 、 中 立 的 ・ 客 観 的 な 視点 か ら 監 査 を 行う こと に より 経営 の 健全 性 を 確保 する こと を 期 
待 し 、 様 々 な 分 野 に 関す る 豊富 な 知識 、 経 験 を 有する 者 か ら 選 人 






































(社外 取締 役 及び 社外 監査 役 へ の サポ ー ト 体制 
社外 取締 役 へ の サポ ー ト 体制 に つき まし て は 、 社 外 取 締 役 が 出席 する 会 議 体 に お ける 議案 等 の 内 容 を 事前 に 

















度 の 専門 知識 等 
上 | [健全 性 确保 | [透明 性 向上 」 に 寄与 し て お り ま す 。 





こ 基 づく 指摘 ・ 助 言 


会 ける 社外 監査 役 の 出席 状況 は 、 以 下 の と お り で あり ます 。 
亮 指 富雄 20 回 中 20 回 出席 (うち 定時 取締 役 会 11 回 中 11 回 出席 ) 
席 (うち 定時 取締 役 会 11 回 中 11 回 出席 ) 


E ず る よう な 利害 関係 を 有 し て 
則 の 実現 に お いて 重要 な 役割 を 
























































充分 検討 で さる よう 、 各 会 議 体 事務 








属 ス タッ フ が 監査 役 の 指揮 ・ 命 令 の 
命 ・ 異 動 ・ 評 価 等 に 関す る 
て お り ま す 。 ま た 、 社 外 監査 役 が 出 
体 























項 に つ 








ul 











局 に よる 適正 な 情報 伝達 体制 を 構築 し て お り ま す 。 












































\ て は 、 監 査 役 会 の 








E す る こと と し て お り ま す 。 


社外 監査 役 へ の サポ ー ト 体制 に つき まし て は 、 監 査 役 会 に 直属 する 組織 と し て 監査 役 室 を 設け 、 監 査 役 室 所 
も と 監査 役 の 職務 を 補助 し て お り ま す 。 な お 、 監 査 役 室 所属 ス タッ フ の 任 
前 の 同意 を 必要 と し 、 取 締 役 か ら の 独立 性 を 確保 し 























席 する 会 議 体 に お ける 議案 等 の 内 容 を 事前 に 充分 検討 で きる よう 、 各 会 議 
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務 局 、 監 査 役 室 、 内 部 監査 担当 部 門 及 び 内 部 統制 担当 部 門 等 に よる 適 1 











E な 情報 伝 





E 体 1 





凍 を 構築 し て お り ま 





④ 会 計 監 査 人 関係 

当社 は 、 会 社 法 及び 金融 商品 取引 法 に 基づく 会 計 監 査 を 有限 責任 あず さ 監 査 法 人 に 依頼 し て お り ま す 。 同 
監査 法人 及び 同 監査 法人 の 業務 執 行 社員 と 当社 と の 間 に は 特別 な 利害 関係 は あり ませ ん 。 ま た 、 監 査 年 数 が 7 
E を 超え る 業務 執行 社員 は お り ま せん 。 
業 年 度 に お いて 業務 を 執行 し た 公認 会 計 士 の 氏名 、 監 査 業務 に 係る 補助 者 の 構成 は 下記 の と お り で あり 



















































































Hy 
































ヽ レ 


























ます 。 
業務 を 執行 し た 公認 会 計 士 の 氏名 
指定 有限 責任 社員 業務 執行 社員 中 泉 敏 、 宮 木 直 哉 、 中 村 宏 々 
会 計 監 査 業務 に 係る 補助 者 の 構成 


公認 会 計 士 4 名 、 そ の 他 10 名 
























































IN 


















































監査 人 に つき まし て は 、 平 成 16 年 10 月 1 日 に 当社 が 設立 され て 以来 の 会 計 監 査 人 で ある 有限 責任 あず 
さ 監 査 法人 か ら 、 期 末 監 査 に 限ら ず 、 決 算 期 中 の 会 計 処理 な ど に つい て も 会 計 監 査 的 な 観点 か ら の アド バイ ス 
を 適時 受け て お り ま す 。 


政 
uh 





















































当社 は 、 平 成 18 年 6 月 開催 の 定時 株 主 総会 で 定款 を 変更 し 、 会 計 監査 人 の 責任 限定 契約 に 関す る 規定 を 設け 


て お り ま す が 、 当 該 規 定 に 基づく 会 計 監 査 人 の 有限 責任 あず さ 監 査 法人 と の 責任 限定 契約 は 締結 し て お り ま 


















































⑤ 役員 の 報酬 等 
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i 提出 会 社 の 役員 区 分 ご と の 報酬 等 の 総額 、 報 酬 等 の 種類 別 の 総額 及び 対象 と な る 役員 の 員数 
対象 と な る 報酬 等 報酬 等 の 種類 別 の 総額 ( 百 万 円 ) 
役員 区 分 役員 の 員数 の 総額 a スト 、 
名 ( 百 万 円 ) 攻 本 报酬 賞与 0 
9 21 
締 役 = 
監査 役 ー 一 
( 注 ) 1 取締 役 の 報酬 限度 額 は 、 平 成 24 年 6 月 開催 の 定時 株 主 総会 に お いて 1, 000 百 万 円 と 決議 され て お り ま す 。 
2 監査 役 の 報酬 限度 額 は 、 平 成 16 年 6 月 開催 の サミ ー 株 式 会 社 定時 株 主 総会 及び 株 式 会 社 セ ガ 定 時 株 主 総会 
お いて 50 百 万 円 と 決議 さん て お り ま す 。 
ii 提出 会 社 の 役員 ご と の 連結 報酬 等 の 総額 等 
連結 報酬 連結 報酬 等 の 種類 別 の 額 ( 百 万 円 ) 
氏名 本 








( 工 








万 站) 


















基本 报酬 









































総 名 
維 名 





連結 報酬 等 の 

















| 
取締 役 の 報酬 等 に 
表 取 締 役 が 他 の 担当 
また 、 監 査 役 の 者 
監査 役 会 


役員 の 報酬 等 の 額 の 決定 に 
つい て は 、 株 主 
取締 役 と 協議 の 上 、 個 々 の 
華人 等 に つい て は 、 株 主 
で の 協議 に よっ て 決定 する こと と し て お り ま す 。 















































が 1 億 





関す る 方 針 








以上 で ある 者 に 


限定 し て 記 








総会 で 決議 され た 報酬 限度 額 の 


基 し て お り ま す 。 
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範囲 内 


























取締 役 の 職責 及び 実績 











総会 で 決議 され た 報酬 限度 
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6 
等 を 勘案 し 決定 する こと と し て お り ま す 。 
内 で 、 個 


< 上 0 委任 


締 役 会 の 決議 











々 の 監査 役 の 職責 





され た 代 


に 応じ 、 


@ 株式 保有 状況 























i 保有 目的 が 純 投資 














銘柄 数 





















































当社 及び 連結 子会社 の うち 、 投 資 株 式 の 貸借 対照 表 計 上 和 額 が 最も 大 きい 会 社 (最大 保有 会 社 ) で ある 当社 に つい 


て 、 以 下 の と お り で あり ます 。 









































的 以外 の 


的 で ある 投資 株 式 




















貸借 対照 表 計 上 人 額 の 合計 人 額 


3 銘柄 
52, 043 百 万 円 































































































































































































































































































i 保有 目的 が 純 投資 目的 以外 の 目的 で ある 投資 株 式 の 保有 区 分 、 銘 柄 、 株 式 数 、 貸 借 対 照 表 計上 額 及 び 保有 目的 
(前 事業 年 度 ) 
特定 投資 株 式 
株 式 数 貸借 対照 表 計 上 額 
銘柄 (株 ) ( 百 万 円 ) 保有 目的 
貫 サ ン リ オ 12, 326, 800 39, 815 | 円 滑 な 取引 関係 を 維持 する た め 
KLab 侦 675, 000 502 | 円 滑 な 取引 関係 を 維持 する た め 
( 当 事 業 年 度 ) 
特定 投資 株 式 
株 式 数 貸借 対照 表 計 上 額 
銘柄 (株 ) -( 百 万 円 保有 目的 
貫 サ ン リ オ 12, 326, 800 51, 710 | 円 滑 な 取引 関係 を 維持 する た め 
KLab 人 帆 675, 000 332 | 円 滑 な 取引 関係 を 維持 する た め 






































近 保有 目的 が 純 投資 
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E 上 場 株 式 以外 の 株 式 





投資 株 式 





























世 対 照 表 | 貸借 対照 表 
計上 額 の 合計 額 | 計上 額 の 合計 额 












































































































































































































































⑰ 株 主 その 他 の 利害 関係 者 に 関す る 施策 の 実施 状況 
i 株 主 総会 の 活性 化 及び 議決 権 行使 の 円 滑 化 に 向け て の 取組 み 状 況 
证 足 说 明 
KG 平成 22 年 6 月 開催 の 定時 株 主 総会 か ら 総会 期日 の 3 周 
RT 間 前 に 招集 通知 を 発送 し て お り ま す 。 
































Rt 




















避 し た 株 主 総会 の 設定 一 





























電磁 的 方 法 に よる 議 




















決 権 の 行使 









































議決 権 電子 行使 プラ ッ A 帆 ICJ が 運営 する 「 機 関 投資 家 向 け 議決 権 電 子 行使 プラ 
機関 投資 家 の 議 決 権 行使 果 境 向上 ! こ 向 けた 取組 み ッ ト フ ォ ー ム 」 に 参加 し て お り ま す 。 

、 a 上 株 主 総会 召集 通知 (全文 ) の 英訳 版 を 作成 し 、 当 社 ホ 
招集 通知 (要約 ) の 英文 で の 提供 ー ム ペー ジ に 掲載 し て お り ま す , 











パソ コン 及び 携帯 電話 を 通じ た 議決 権 の 行使 を 平成 17 
nd te ま 

機関 投資 家 向 け 議 決 権 電子 行使 プラ ッ ト フ ォ ー ム 
Ce 
また ま 。 
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EN 































































































i IR に 関す る 活動 状況 

































































に る じ 足 説明 
説明 の 有無 























ディ スク ロー ジャ ー IR ポ リ シ ー と し て 情報 開示 の 基本 姿勢 を 当社 ホー ムペ ー ジ に 掲載 
ポリ シー の 作成 ・ 公 表 し て お り ま す 。 


























平成 25 年 3 月 期 に お いて 、 本 決算 、 第 2 四半 期 決算 に つい て は アナ 
個人 投資 家 向 け あり リス ト 向 け 説明 会 の 様子 を スト リー ミン グ (音声 付 動画 ) に て 配信 
定期 的 説明 会 を 開催 NIS こつ いて は アナ リス ト 向 け 電 9 话 会 
お ける 説明 概要 を 当社 ホー ムペ ー ジ に 掲載 し て お り ま す 。 
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第 2 四半 期 決算 並び に 本 決算 時 に アナ リス ト ・ 機 関 投資 家 を 対象 と 











































































































































































































































































































し て 、 当 社 代表 取締 役 より 決算 及び 事業 計画 に 関す る 説明 会 を 行っ 
アナ リス ト ・ 機 関 投資 て お り ま す 。 ま た 、 第 1 四半 期 、 第 3 四半 期 決算 時 に は 、 コ ン フ ァ 
家 向 け に 定期 的 説明 会 あり レン スコ ー ル (電話 会 議 に よる 決算 説明 ) を 実施 し て お り ま す 。 
を 開催 平成 25 年 3 月 期 に お いて 、 平 成 24 年 5 月 、11 月 に 決算 説明 会 を 開催 
し 、 平 成 24 年 7 月 、 平 成 25 年 2 月 に コン ファ レン スコ ー ル を 実施 し 
て お り ま す 。 
海外 IT R ロ ー ド ショ ー を 実施 し て お り ま す 。 平成 25 年 3 月 期 に お い 
海外 投資 家 向 け て 、 平 成 24 年 5 月 ! SAN RN de me 
な あり 米 東海 岸 地域 に お ける ロー ショ ー を 実施 いた し まし た 。 また 証券 
を 会 社 が 主催 する コン ファ レン ス に 代表 取締 役 、 I R 担 当 者 が 参加 し 
て お り ま す 。 
I R 資 料 と し て 決算 短信 、 決 算 説明 会 資料 、 有 価 証 券 報 告 書 、 四 半 
I R 資 料 の ーー 期 報 告 書 、 財 務 デ ー タ 、 東京 証券 取 引 所 へ の 届出 、 市 場 デ ー タ 、 ア 
ホー ムペ ー ジ 掲載 ニュ アル レポ ー ト 、 事 業 報 告 書 、 決 算 公 告 な ど を 当社 ホー ムペ ー ジ 
に 掲載 し て お り ま す 。 
に 関す る 部 署 担当 部 署 : グル ー プ 代表 室 I R 部 














(担当 者 ) の 設置 











務 連 絡 責 任 者 : グル ー プ 代表 室長 




















岳 ステ ー ク ホル ダー の 立場 の 尊重 に 係る 取組 み 状 況 








補足 説明 
当社 及び 当 グ ルー プ は 、 ス テー CR を 「 お 客 さ ま 」 「 お 取引 先 」 「 株 主 ・ 投 資 












































































































































































































































内 林寺 に こり | 和 | 「 従 業 員 」 「 礼 会 」 の 5 つ に 分 け 、 それ ぞ れ の 取り 組み 評 勢 を 文 化 レ た 「 グ 

の 立場 の 尊重 に つ ルー プ C SR 窟 謗 」、 並 びに 、 よ り 楽 務 に 室 し た 具体 的 な 行動 財 と し て 「 グ ルー 

いて 規定 了 行动 规范 | Re 念 を 尊重 し 
行動 規範 を 遵守 し て 職務 を 遂行 すべ きこ と 等 を 規定 し て お り ま す 。 

「 グ ルー プ C SR 憲章 」「 グ ルー プ 行 動 規 範 」 に より 、 当 社 及 び 当 グル ー プ に お ける 
環境 保全 活動 、 C SR 活動 全 般 及 び 環 境 保全 活動 に < 関す る 方向 性 を 明示 し て お り ま す 。 pe - 当 ケル 
C SR 活动 等 刀 OO 的 か つ 積 極 的 に 展開 する 
実施 だ け で な く 、 各 事業 会 社 に お いて も 自社 事業 領域 内 を 中 心 に 当該 活動 を 展開 し て お 

り 、 こ れ ら の 結果 等 を 記載 し た 「 グ ルー プ C SR レポ ー ト 」 を 作成 し 、 当 社 ホー ムペ 

















に 掲載 し て お り ま す 。 


























⑧ 内 部 統制 シス テム に 関す る 基本 的 な 考え 方 及び その 整備 状況 
当社 は 、 会 社 法 に 基づき 、 内 部 統制 シス テム の 整備 に 関す る 基本 方 針 を 以下 の と お り 決 定 し 、 そ の 整備 に 努め て 
350 ま ボ 。 
i 取締 役 の 職務 の 執行 が 法令 及び 定款 に 適合 する こと を 確保 する た め の 体制 
法令 等 の 遵守 が あら ゆる 企業 活動 の 前 捉 と な る こと を 徹底 する た め 、 企 業 が 社会 の 一 員 と し て 果たす べき 社会 
的 責任 の 根本 方 針 及 びそ の 一 部 を 成す コン プラ イア ンス 体制 確立 の 基礎 と し て 、 グ ルー プ C SR 憲章 及び グル ー 
プ 行 動 規範 を 制定 し 、 代 表 取 締 役 が 繰り 返し その 精神 を 役職 員 に 伝え る 。 さ ら に 、 会 社 の 業務 執行 が 全体 と し て 
正 か つ 健 全 に 行わ れる た め に 、 取 締 役 会 は 企業 統治 を 一 層 強 化す る 観点 か ら 、 実 効 性 ある 内 部 統制 シス テム の 
築 と 会 社 に よる 全体 と し て の 法令 定款 遵守 の 体制 の 確立 に 努め る 。 ま た 、 監 査 役 会 は この 内 部 統制 シス テム の 
有効 性 と 機能 を 監査 する と と も に 、 定 期 的 に 検証 を する こと で 課題 の 早期 発見 と 是 正 に 努め る こと と する 。 
ii 取締 役 の 職務 の 執行 に 係る 情報 の 保存 及び 管理 に 関す る 体制 

代表 取締 役 は 、 管 理 部 門 を 管掌 する 取締 役 を 、 取 締 役 の 職務 の 執行 に 係る 情報 の 保存 及び 管理 に 関す る 全社 的 

な 統括 責任 者 と し て 任命 し 、 社 内 規程 等 に 基づき 、 職 務 の 執行 に 係る 情報 を 文書 又は 電磁 的 媒体 に て 記録 し 、 取 

締 役 、 監 査 役 が 適切 か つ 確 実に 閲覧 可能 な 検索 性 の 高い 状態 で 保存 ・ 管 理 する 。 

年 損失 の 危険 の 管理 に 関す る 規程 その 他 の 体制 
当社 の 業務 執行 に 係る リス ク に 関し て 、 各 関係 部 門 に お いて それ ぞ れ 予見 され る リス ク の 分 析 と 識別 を 行い 、 
リス ク 管 理 体制 を 明確 化す る と と も に 、 内 部 監査 担当 部 門 及び 内 部 統制 担当 部 門 が 各部 署 毎 の リス ク 管 理 の 状況 
を 監査 、 モ ニタ リン グ し 、 そ の 結果 を 定期 的 に 経営 上 の 意思 決定 機関 、 執 行 及 び 監 督 に 係る 経営 管理 組織 に 報告 
する 。 当 社 グ ルー プ に 重大 な 影響 を 与え る と 予測 され る 事態 が 発生 し た 場合 は 、 当 社 及び グル ー プ 会 社 の 危機 対 
策 組 織 が 連携 し て 対策 を 協議 し 、 迅 速 か つ 適切 な 対応 を 執る 。 
iv 取締 役 の 職務 の 執行 が 効率 的 に 行わ れる こと を 確保 する た め の 体制 
取締 役 の 職務 の 執行 が 効率 的 に 行わ れる た め の 体制 と し て 、 迅 速 か つ 適正 な 意思 決定 を 当 グ ルー プ の 事業 に 精 
通し た 社内 役員 に より 行う た め 監 査 役 制度 を 採用 し つつ 、 取 締 役 会 規程 等 に 基づく 職務 権限 ・ 意 思 決 定 に 関す る 
規則 に より 適正 か つ 効 率 的 に 職務 の 執行 が 行わ れる 体制 を 採る 。 

v 使用 人 の 職務 の 執行 が 法令 及び 定款 に 適合 する こと を 確保 する た め の 体 制 

a ) 内 部 統制 担当 部 門 に 、 当 社 及び 当 グ ルー プ の コン プラ イア ンス 統括 機能 を 持た せ 、 使 用 人 が 法令 定款 その 他 
の 社内 規則 及び 社会 通念 な ど に 対す る 適正 な 行動 を と る た め の グ ルー プ ・ コ ンプ ライ アン ス 施 策 の 推進 を 区 
る こと と する 。 

b) 使用 人 が 、 法 令 定 款 違反 、 社 内 規則 違反 ある い は 社会 通念 に 違反 する 行為 な ど が 行わ れ て いる こと を 知り 得 
た 場合 に 公益 通報 と し て 通報 で きる 体制 、 並 びに 、 そ の 責任 者 が 重要 な 案件 に つい て 遅滞 な く 取 締 役 会 及び 
監査 役 会 に 報告 する 体制 を 確立 する 。 ま た 、 そ の 通報 者 の 保護 を 図る と と も に 、 透 明 性 を 維持 し た 的 確 な 対 
処 の 体制 と し て 、 業 務 上 の 報告 経路 の ほか 社内 コン プラ イア ンス 担当 部 門 及 び 社 外 の 弁護 士 を 受付 窓口 と す 
る 通報 窓口 を 整備 する 。 
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当該 株 式 会 社 並 びに その 親会社 及び 子会社 か ら 成 る 企業 集団 に お ける 業務 の 適 1 























E を 確保 する た め の 体制 























ク を 伴う 統制 





項 を 取 





当社 に グル ー プ 役員 連絡 会 、 グ レー プ 監 査 役 連 絡 会 等 を 設置 し 、 企 業 














団 に 内 在 す る 諸 問題 また は 重大 な リス 


上 げ る と と も に 、 グ ルー プ 全 体 の 利益 の 観点 か ら 当 社内 部 監査 担当 部 門 に よる 監査 を 行 


2 




















は 











い 、 可 能 な 限り 企業 集団 に お ける 情報 の 共有 と 業務 執行 の 適正 を 確保 する こと に 努め る 。 


mY 監査 役 が その 職務 を 補助 すべ き 使 用 人 を 置く こと を 求め た 場合 に お ける 当該 使用 人 に 関す る 
監査 役 会 に 直属 する 組織 と し て 監査 役 室 を 設け 、 監 査 役 室 に 所 属 








役 の 職務 を 補助 する 。 























着 前 号 O 使用 人 の 取締 役 か ら の 独立 性 に 関す る 














項 


= 














属す る 使用 人 は 監査 役 の 指揮 命令 の も と に 監査 


项 


= 














a) 監査 役 の 職務 を 補 















































b) 前 項 の 使用 人 の 任命 、 解 任 、 人 事 異動 、 人 事 評 f 














助 す る 使用 人 は 、 取 締 役 の 指揮 ・ 監 督 を 受け な い 専 属 の 使用 人 と する 。 



































必要 と する 。 


























、 懲 戒 処分 、 賃 金 の 改定 等 に は 監査 役 会 の 事前 の 同意 を 
















































































近 取締 役 及 び 使 用 人 が 監査 役 に 報告 する た め の 体制 その 他 の 監査 役 へ の 報告 に 関す る 体 1 

a) 取締 役 及び 使用 人 
い 損 害 を 及ぼ す お それ の ある 
b) 取締 役 及び 使用 人 は 、 








有 











は 、 職 務 執 行 に 関し て 重大 な 法令 定款 違反 も し く は 不正 行為 の 








実 、 ま た は 会 社 に 著 し 


実 を 知っ た と き は 、 遅 滞 な く 監 査 役 会 に 報告 し な けれ ば な ら な い 。 
業 ・ 組 織 に 























Tr 








大 な 影響 を 及ぼ す 決 定 、 内 部 監査 の 実施 結果 、 財 務 報 告 に 係る 内 部 

















x その 他 監 査 役 の 監査 が 実効 的 に 行わ れる こと を 確保 する た め の 体制 





a) 代表 取締 役 は 、 監 査 役 と 定期 的 な 会 合 を 持ち 、 業 務 報 告 と は 別に 会 
思 の 疎通 を 図る も の と する 。 














統制 の 評価 結果 を 遅滞 な く 監査 役 会 に 報告 する 。 


























7 




















上 運営 に 関す る 意見 の 交換 の ほか 、 意 





b) 取締 役 会 は 、 業 務 の 適正 を 確保 する 上 で 重要 な 業務 








業務 執行 の 会 議 へ の 監査 役 の 出席 を 確保 する 。 














c) 監査 役 会 は 、 独 




















に 必要 に 応じ て 、 弁 護 士 、 公 認 会 計 士 その 他 の 外部 アド バイ ザー を 活用 し 、 監 査 役 業 務 
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に 関す る 助言 を 受け る 機会 を 保障 され る も の と する 。 








く 反 社会 的 勢力 排除 に 向 1 





当社 は 、 グ ルー プ 行 動 











ナ た 基本 的 な 考え 方 及び その 整備 状況 に つい て > 











範 に お いて 「 反 社会 的 勢力 ・ 団 体 ・ 個 人 か ら の 不当 な 要求 に 対し て は 、 毅 然 と し た 上 態 








度 で 対応 し 、 利 益 の 供与 を 行わ な い だ け で な く 、 一 切 の 関 
と 締結 する 契約 書 に 反 社 会 的 勢力 を 








め て お り ま す 。 














当社 は 市 民 社 会 の 秩序 や 安全 に 脅威 を 与え る 反 社 会 的 勢力 及び 団体 に 対し 断固 と し た 姿勢 で 臨み 
力 か ら の 接触 を 受け た 時 は 、 適 宜 に 警察 ・ 弁 護 - 














係 を 排除 する 」 旨 を 定め て お り ま す 。 ま た 、 取 引 先 


C 





事 











非 除 する 旨 の 条項 を 定め る 等 、 恒 常 的 に 「 一 切 の 関係 を 排除 」 す る こと に 努 























、 反 社会 的 勢 








上 等 を 含め 外部 機関 と 連携 し て 組織 的 に 対処 し ます 。 


⑨ その 他 


i 買収 防衛 に 関す る 
当社 は 、 企 業 経 営 の 効率 性 の 向上 」 
綴 大 化 や 株 式 時 価 総額 引き 上 げに つなが り 、 結 果 








待 に 応え る こと 





ii 取締 役 の 定数 に 関す る 
当社 は 、 取 締 役 を 15 名 以内 と する 旨 を 
重 取締 役 の 選任 方 法 に 関す る 
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= 









































が 企業 価値 の 


ま す 。 
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= 


























当社 は 、 取 締 役 の 選 人 
の 1 以上 を 有する 株 主 が 出席 し て 、 そ の 議 ? 
累積 投票 に よら な い 則 を 定 示 
































項 

































































定款 で 定め て お り ま す 。 














E 決 議 に つい て 、 株 主 総会 に お いて 、 議 決 権 を 行使 する こ 














の 過半 数 を も っ て これ を 行う 旨 、 


























に 定め て お り ま す 。 











[健全 性 の 確保 」 「 透 明 性 の 向上 」 に 努め 、 ス テー ク ホ ル ダ ー か ら の ま 























と し て は 最善 の 買収 防衛 策 に な 








と が で きる 株 主 の 議決 権 の 3 分 
また 、 取 締 役 の 選任 に つい て は 







































































iv 自己 株 式 の 取得 に 関す る 事項 

当社 は 、 会 社 法 第 165 条 第 2 項 の 規定 に より 、 取 締 役 会 の 決議 を も っ て 、 市 場 取 引 等 に より 自己 の 株 式 を 取得 
する こと が で きる 紳 定 款 に 定め て お り ま す 。 こ れ は 機動 的 な 資本 政策 を 遂行 する こと を 目的 と し て お り ま す 。 
Vv 剰余 金 の 配当 等 に 関す る 事項 

当社 は 、 剰 余 金 の 配当 等 会 社 法 第 459 条 第 1 項 各 号 に 掲げ る 事項 に つい て 、 取 締 役 会 の 決議 に より 定め る こと 








が で きる 和紀 定款 に 定め て お り ま す 。 これ は 





的 な 利益 還元 を 行 
vi 株 主 総 会 の 特別 決議 要 伯 
当社 は 、 会 社 法 第 309 条 第 2 项 四 规定 | 
の 1 以上 を 有する 株 主 が 出席 し 、 そ の 議 



































は 、 株 主 総 会 の 定足数 を 











的 と し て お り ま す 。 


vwi その 他 コ ー ポ レー ト ・ ガ バナ ンス 体 
当社 及び 当 グ ルー プ に 
ー プ C SR 連絡 会 








うこ と が で きる よう に 
上 の 変更 に 関す る 


より 確実 














お ける コー ポレ 
議 及 び グ ルー プ ・ ュ ユン 








し 、 か つ 互 い に 連 携 ・ 協 働 す る 専門 部 賭 


プ 経 営 に 係る 内 部 統 委 
また 、 当 グル ー プ で は 、 グ ルー プ 内 部 統制 プロ ジェ クト を 平成 18 年 3 月 期 に 立ち 
内 部 統制 の 評価 及び 監査 」 制 度 (いわ ゆる 








品 取 引 法 に 定め られ た 「 財 務 報 告 に 係る 





























] 構 築上 の 問題 点 、 


凍 等 に 関す る 





、 剰 余 金 の 配当 等 を 取締 役 会 の 権限 と 

















する こと を 目的 と し て お り ま す 。 








項 





こよ る べき 決議 は 、 議 決 権 を 行使 する こ 




















する こと に より 、 株 主 へ の 機動 





と が で きる 株 主 の 議決 権 の 3 分 


























権 の 3 分 の 2 以上 を も っ て これ を 行う 
































消 な 運営 が で きる こと を 














こ 充 足 で きる よう に する こと に より 、 株 主 総会 の 
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= 

















軸 定 款 に 定め て お り ま す 。 こ れ 























ー ト ・ ガ バナ ンス の 充実 を 図る た め 、 グ ルー プ 内 部 統制 連絡 会 議 、 グ ル 


プラ イア ンス 連絡 会 議 の 三 つ の 機関 を 設 




















置 す る と と も に 、 そ れ ら に 対応 


と し て グル ー プ 内 部 統制 室 及 び グ ルー プ C SR 推進 室 を 設置 し 、 グ ルー 








統制 シス テム の 評価 ・ 報 告 の 仕組 み を 整 


の 結果 、 財 務 報 告 の 信頼 必 
^ 制 は 有効 で ある と 判断 す 
今後 に つき まし て も 、 財 務 
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コロ は 


[六 





入れ 、 内 部 統 























骨 シ ステ ム の 細 





確保 へ の 取り 


る に 至り ま 








E 持 と 構築 






































向上 に 取り 組ん で お り ま す 。 




































































ul 



































組み が 定 
ke 








k 告 の 信頼 性 を 継続 的 に 確保 する と と も に 、 効 率 愉 









































呈し 、 ま た 評価 に よっ て 発見 し た 不備 の 改善 を 進め て まい り ま し た 。 
し 、 平 成 25 年 3 月 期 に お ける 当 グ ルー プ の 財務 報告 に 係る 内 





上げ 、 企 業 集団 と し て 金融 商 
本 版 S0X 法 ) が 求め る 内 部 


一 
い 


E の 向上 と 健全 性 の 確保 も 視野 に 




















に 取り 組ん で いき ます 。 


























年 度 当 連 結 会 計 年 度 


















































































































































監査 証明 3 非 監査 業務 に 監査 証明 業務 に 非 監査 業務 に 
区 づく 報酬 ( 百 万 円 穫 づ く 報 酬 ( 百 万 区 づく 報酬 ( 穫 づ く 報 酬 ( 百 万 円 ) 
0 
14 
計 291 9 269 14 





② 【 そ の 他 重 要 な 報酬 の 内 容 】 
前 連結 会 計 年 度 
当社 連結 子会社 で ある Sega Europe Ltd. 、Sega of America, Inc. 等 に お いて は 、 当 社 の 監査 公認 会 計 士 等 と 同 
ー の ネッ トワ ー ク に 属し て いる KPMG LLP(UK) 及び KPMG LLP(U.S.) に 対し て 監査 証明 業務 に 基づく 支払 うべ き 報 酬 
と し て 90 百 万 円 が あり ます 。 
当 連 結 会 計 年 度 
当社 連結 子会社 で ある Sega Europe Ltd. 、Sega of America, Inc. 等 に お いて は 、 当 社 の 監査 公認 会 計 士 等 と 同 
ー の ネッ トワ ー ク に 属し て いる KPMG LLP(UK) 及び KPMG LLP(U.S.) に 対し て 監査 証明 業務 に 基づく 支払 うべ き 報 酬 
と し て 68 百 万 円 が あり ます 。 


























































































































③ 【 臣 査 公認 会 計 士 等 の 提出 会 社 に 対す る 非 監査 業務 の 内 容 】 














当社 が 監査 公認 会 計 士 等 に 対し て 報酬 を 支払 っ て いる 非 監査 業務 の 内 容 は 、 「IFRS ア ドバイ ザ リ ー 業 務 」 の 委 




















計 士 等 に 対し て 報酬 を 支払 っ て いる 非 監査 業務 の 内 容 は 、「IFRS ア ドバイ ザ リ ー 業 務 」 の 委 


HK 
二 
学 
区 
了 
> 
身 
办 





託 で あり ます 。 


④ 【 監 査 報酬 の 決定 方 針 】 

当社 は 会 計 監査 人 に 対す る 監査 報酬 を 決定 する に あたり 、 会 計 監 査 人 より 提示 され る 監査 計画 の 内 容 を も と に 
監査 工数 等 の 受 当 性 を 勘案 、 協 議 し 、 会 社 法 第 399 条 に 基づき 、 監 査 役 会 の 同意 を 得 た 上 で 決定 する こと と し て お り 
ます 。 






























































第 5 【 経 理 の 状況 】 























1 連結 財務 諸表 及び 財務 諸表 の 作成 方 法 に つい て 
(1) 当社 の 連結 財務 諸表 は 、「 連 結 財 務 諸 表 の 用 語 、 様 式 及 び 作 成 方 法 に 関す る 規則 」 (昭和 51 年 大 蔵 省 令 第 28 号 ) に 















































基づい て 作成 し て お り ま す 。 









































(2) 当社 の 財務 諸表 は 、「 財 務 諸 表 等 の 用 語 、 様 式 及 び 作 成 方 法 に 関す る 規則 」 (昭和 38 年 大 蔵 省令 第 59 号 ) に 基づい 
て 作成 し て お り ま す 。 














2 監査 証明 に つい て 

当社 は 、 金 融 商品 取引 法 第 193 条 の 2 第 1 項 の 規定 に 基づき 、 連 結 会 計 年 度 (平成 24 年 4 月 1 日 か ら 平成 25 年 3 月 31 
まで ) の 連結 財務 諸表 及び 事業 年 度 ( 平 成 24 年 4 月 1 日 か ら 平成 25 年 3 月 31 日 まで ) の 財務 諸表 に つい て 、 有 限 責任 
あず さき 監査 法人 に より 監査 を 受け て お り ま す 。 
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3 連結 財務 諸表 等 の 適正 性 を 確保 する た め の 特 段 の 取組 み に つ いて 

当社 は 、 以 下 の と お り 連 結 財務 諸表 等 の 適正 性 を 確保 する た め の 特 段 の 取組 み を 行っ て お り ま す 。 

(1) 会 計 基準 等 の 内 容 を 適切 に 把握 する た め 、 公 益 財団 法人 財務 会 計 基準 機構 へ 加入 し 、 ま た 、 経 
基準 等 の 動向 を 解説 し た 機関 誌 を 定期 購読 する な ど し て お り ま す 。 

(②) 将来 の 指定 国際 会 計 基準 の 適用 に 備え 、 社 内 の マニ ュ ア ル 、 指 針 等 の 整備 を 目的 と し た 検討 チー ム を 組成 し て 
お り ま す 。 







































































部 門 に て 会 計 












































































































































1 
) 【这 























































































































































































































































































































































































































































































































(1 
①【 連 結 貸借 対照 表 】 
(単位 : 百 万 円 ) 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
資産 の 部 
流動 資産 
現金 及び 預金 2 2 176, 540 
受取 手形 及び 売掛金 ※7 73,554 ※7 63,886 
価 証券 66, 509 4, 260 
商品 及び 製品 6, 677 5, 931 
仕掛 品 6, 992 12, 773 
原材料 及び 貯蔵 品 20, 890 23, 850 
未収 本 付 法人 税 等 6, 740 8, 428 
繰延 税金 資産 6, 347 10, 965 
その 他 12, 805 12, 319 
貸 倒 引 当 金 人 593 A386 
視 動 資産 合計 327, 645 318, 570 
司 定 资产 
国定 资产 
物 及 び 構 築 物 ※1 91, 568 ※1 102, 332 
減価 償却 累計 額 人 へ 69, 197 人 70, 270 
物 及 び 構 築 物 ( 純 額 ) 22, 370 32, 062 
装置 及び 運搬 具 11, 260 20, 326 
減価 償却 果 計 額 人 へ 9, 422 人 10, 944 
機械 装置 及び 運搬 具 ( 純 額 ) 1, 838 9, 381 
アミ ュー ズ メ ント 施設 機器 49, 024 50, 282 
減価 償却 累計 額 人 人 43, 322 人 41, 939 
アミ ュー ズ メ ント 施設 機器 ( 純 額 ) 5, 701 8, 343 
※1 ※5 29,457 ※1 ※5 27,229 
ビ 12, 608 2, 555 
の 44, 674 48, 273 
減価 償却 累計 額 人 へ 38, 477 人 へ 40, 786 
その 他 ( 純 額 ) 6, 197 7, 487 
有形 固定 資産 合計 78, 173 87, 060 
無形 固定 資産 
の れ 10, 790 10, 206 
その 他 10, 517 12, 706 
無形 固定 資産 合計 21, 308 22, 913 
区 資 そ の 他 の 資産 
投資 有価 証券 ※2 ※3 52,725 ※2 ※3 72 797 
長期 貸付 金 291 663 
敷金 及び 保証 金 13, 057 12, 492 
繰延 税金 資産 357 5, 172 
その 他 5, 131 9, 831 
貸 倒 引 当 金 人 へ 1, 239 人 997 
投资 艺人 他 中 资产 合计 70, 324 99, 960 
固定 資産 合計 169, 805 209, 933 
資産 合計 497, 451 528, 504 


























債 の 部 
流動 負債 



































短期 借入 金 





1 年 内 償還 予定 の 神 








取法 人 税 等 
払 費 用 
与 引当 金 
員 賞 与 引当 金 
業 再編 引当 金 
資産 除去 債務 
繰延 税金 負債 
その 他 
流動 負債 合計 
負債 


ここ 県 
































決 避 汗 汗 
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Ly 
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資産 除去 債務 
その 他 


司 定 负债 合计 












































资本 金 
资本 剩余 金 
利益 剰余 
己 株 式 
株 主 資本 合計 
その 他 の 包括 利益 
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払 手形 及び 買掛 金 








[ 引 当 4 
役員 退職 慰労 引当 金 





再 評 価 に 係る 繰 延 税 
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Hh 
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长 








その 他 有 価 証券 
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mm 民 




















土地 再 評価 差額 4 
为 替换 算 调 整 其 所 





























その 他 の 包括 利和 益 累計 額 合 





新株 予約 権 
少数 株 主 持分 
純資産 合計 
A 債 純資産 合計 


3 
で 





















































(単位 : 百 万 円 ) 















































一 64 一 


前 年度 当 連 結 会 計 年 度 

(平成 24 有 1 日 ) TE 
59, 917 ※7 50,142 
10, 194 ※L ※6 12, 867 
23, 515 MM 
5, 550 1 0 
10, 914 10, 825 
4, 405 OB 
a 654 
4, 737 7 
199 59 
9 0 
12, 046 16, 778 
132, 398 103, 637 
11, 943 的 
25, 052 gp 
14, 527 の 
293 8 
3, 498 5, 124 
846 745 
1, 943 9 
10, 572 a 
68, 676 104, 831 
201, 075 208, 469 
a 29, 953 
119, 397 119. 985 
175, 173 198, 924 
人 へ 26, 067 入 40.540 
0 0 307, 673 
18, 872 27, 385 
人 へ 4, 541 ※5 人 4, 705 
EA A14, 601 
人 へ 5, 350 re 
SA 1, 146 
2, 279 i 
“$0, 306 320, 034 
497, 451 528, 504 





②【 連 結 損益 及び 包括 利益 計算 





売上 高 
过 上 原作 
売上 総 利益 
販売 費 及 び 一 般 管 
広告 宣伝 費 
販売 手数 料 
給料 及び 手当 
賞与 引当 金 繰 入 額 
役員 賞与 引当 金 繰 
退職 給付 費用 
役員 退職 慰労 引当 
究 開 発 費 
條 倒 引 当 金 繰 入 額 
その 他 
販売 費 及 び 一 般 管 
営業 利益 
営業 外 収 益 
受取 利息 
受取 配当 金 
持分 法 に よる 投資 




































































a 



















































































区 























投資 事業 組合 運用 
リ スズ 资产 i 收 
デリ バテ ィ ブ 評価 
為替 差益 
その 他 
営業 外 収益 合計 
営業 外 費 用 
支払 利息 















































繰 入 額 


持分 法 に よる 投資 損失 








売上 割 9 
支払 手数 料 

貸 倒 引当 金 繰 入 額 
投資 事業 組合 運用 
为 替 差 损 

社債 発行 費 
その 他 
兴业 外 费用 合计 


経常 利益 


2 






















































































































































































(単位 : 百 万 円 ) 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 自 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
395, 502 321, 407 
※1 ※2 233, 839 ※1 ※2 204, 468 
161, 663 116, 938 
17, 263 13, 165 
6, 514 3, 690 
14, 169 14, 737 
2, 137 1, 856 
918 649 
1, 194 1 259 
68 47 
※2 21, 461 ※2 24, 590 
149 人 へ 248 
39, 401 38, 143 
103, 279 97, 865 
58, 384 19, 073 
386 507 
495 752 
ー 15 
507 193 
88 67 
18 318 
ー 1, 925 
562 730 
2, 058 4, 509 
676 836 
8 一 
33 139 
481 204 
2 a 
140 229 
210 ー 
2 45 
125 373 
596 839 
2, 278 2, 668 
58, 164 20, 914 


特別 利益 

天 定 資産 売却 益 
関係 会 社 株 式 売却 益 
投資 有価 証券 売却 益 
原状 回 復 紳 戻入 益 
負 の の れん 発生 益 
関係 会 社 清算 益 





































































































その 他 

特別 利益 合計 
特別 損失 

固定 資産 売却 損 
減損 損失 
投資 有価 証券 記 
子会社 整理 損 
の れん 一 括 償却 額 
特許 実施 許諾 解決 金 
業 再 編 損 
関係 会 社 清算 損 
その 他 
特別 損失 合計 
税金 等 調整 前 当期 純 利益 
法人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 
法人 税 等 調整 額 

法人 税 等 合計 



























































































































































少数 株 主 利益 
当期 純 利益 
少数 株 主 利益 





















































その 他 の 包括 利益 
右 










































































生年 金 基金 代行 返上 益 


少数 株 主 損益 調整 前 当期 純 利益 


少数 株 主 損 益 調整 前 当期 純 利益 























その 他 有 価 証券 評価 差額 金 
繰延 ヘッ ジ 損 益 
土地 再 評価 差額 金 
為替 換算 調整 勘定 
詩 分 法 適用 会 社 に 対す る 持分 相当 額 
その 他 の 包括 利益 合計 

包括 利益 

(内 訳 ) 





親会社 株 主 に 係る 包括 利益 
少数 株 主 に 係る 包括 利益 







































































We 
Ee 
回 
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前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 自 平成 23 年 4 月 1 日 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 

至 平成 24 年 3 月 31 晶 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 

※3 163 ※3 667 

173 呈 

9 1, 917 

1 

2, 152 

489 20 

一 6, 345 

346 il 

3, 382 10, 179 

※4 2 ※4 11 

※7 3,341 ※7 2.986 

189 6 

5 = 

3, 363 天 

3, 500 

※5 6,308 489 

到 ※6 1,795 

1, 866 172 

18, 577 5.461 

42, 969 25. 631 

13, 056 4.038 

7, 465 へ 12, 201 

200522 S68 

22, 446 33, 795 

626 334 

21, 820 33, 460 

626 334 

22, 446 33, 795 

7, 526 8, 512 

0 

112 ー 

へ 434 4, 325 

0 847 

※8 7, 210 ※8 13, 686 

29, 656 47 481 

29, 038 47, 053 

618 427 





③【 連 結 株 主 資本 等 変動 計算 書 】 



























































































































































































































































































































































































































































(単位 : 百 万 円 ) 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 自 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
主 資本 
資本 金 
当期 首 残高 29, 953 29, 953 
当期 変動 額 
当期 変動 額 合 計 本 
当期 末 残 高 29, 953 29, 953 
当期 首 残 高 119, 784 119, 397 
株 式 交換 に よる 増加 人 へ 394 一 
自己 株 式 の 処分 へ 0 人 へ 61 
連結 範囲 の 変動 8 ー 
当期 変動 額 合計 人 へ 386 人 へ 61 
当期 末 残 高 119, 397 119, 335 
利益 剩余 金 
当期 首 残高 164, 669 175, 173 
剰余 金 の 配当 人 10, 057 人 へ 9, 851 
当期 純 利益 21, 820 33, 460 
連結 範囲 の 変動 55 人 21 
土地 再 評価 差額 金 の 取 月 OA 163 
当期 変動 額 合計 10, 503 23, 751 
当期 末 残 高 有 WU 198, 924 
己 株 式 
当期 首 残 高 人 へ 25, 329 人 へ 26, 067 
当期 変動 額 
株 式 交換 に よる 増加 7, 724 一 
自己 株式 DD 取得 人 へ 8, 469 人 人 16, 220 
自己 株 式 の 処分 6 1, 747 
当期 変動 額 合計 人 へ 737 人 14, 472 
当期 末 残 高 人 へ 26, 067 人 へ 40, 540 
資本 合計 
当期 首 残 高 289, 077 298, 456 
当期 変動 額 
剰余 金 の 配当 人 へ 10, 057 人 へ 9, 851 
当期 純 利益 21, 820 33, 460 
株 式 交換 に よる 増加 7, 329 一 
自己 株 式 の 取得 人 へ 8, 469 人 16, 220 
自己 株 式 の 処分 6 1, 686 
連結 範囲 の 変動 63 人 21 
土地 再 評価 差額 金 の 取 月 人 1. 314 163 
当期 変動 額 合計 9, 378 9, 217 
当期 末 残 高 298, 456 307, 673 





上 地 再 如 


その 他 の 包括 利益 累計 額 
その 他 有 























ul 


E 券 評価 差額 金 
当期 首 残 高 
当期 変動 額 

株 主 資 本 以外 の 项 
当期 変動 額 合 計 
当期 末 残 高 






































の 当期 変動 額 





























繰延 ヘッ ジ 損 人 益 














当期 首 残 高 
当期 変動 額 

株 主 資 本 以外 の 項 
当期 変動 額 合 計 
当期 末 残 高 























の 当期 変動 額 
































為替 換算 調整 勘定 


新株 予約 権 
当期 首 残高 





当期 首 残高 

当期 変動 額 
土地 再 評価 差額 金 の 取 

株 主 資 本 以外 の 項目 の 当期 変動 額 

当期 変動 額 合計 

当期 末 残 高 












































HK 于 


















































当期 首 残 高 
当期 変動 額 

株 主 資本 以外 の 項目 
当期 変動 額 合 計 
当期 末 残 高 








の 当期 変動 額 


























その 他 の 包括 利益 累計 額 合計 














当期 首 残 
当期 変動 
土地 再 評価 差額 金 の 取 月 
株 主 資 本 以外 の 項目 の 当期 変動 額 
当期 変動 額 合計 


当期 末 残 高 











开 强 和 













































































当期 末 残 高 
少数 株 主 持分 
当期 首 残高 
当期 変動 額 


期 変動 額 











株 主 資本 以外 の 項目 の 当期 変動 額 % 























当期 変動 額 合計 




















株 主 資 本 以外 の 项 
当期 変動 額 合 計 
当期 末 残 高 
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( 純 額 ) 


( 純 額 ) 


( 純 額 ) 



























































Ex 
回 



























































_ 前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 自 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
11, 350 18, 872 
7, 522 8, 513 
7, 522 8, 513 
18, 872 27, 385 
人 へ 0 ー 
人 へ 5, 969 人 人 4, 541 
1 314 人 163 
112 ー 
7 人 163 
人 4, 541 人 4, 705 
人 19, 264 人 19, 681 
人 416 5, 079 
人 へ 416 5, 079 
人 へ 19, 681 人 14, 601 
人 人 13, 883 和 人 5, 350 
1, 314 人 163 
7, 218 13, 593 
8, 532 13, 429 
人 へ 5, 350 8, 078 
406 991 
585 155 
585 155 
991 1. 146 
9, 861 2, 279 
人 へ 7, 581 856 
人 7, 581 856 
2, 279 3, 136 





一 
Imz 
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ドド 
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トン 














































































































































































































前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 有 
( 自 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
純資産 合計 

当期 首 残高 285, 461 296, 376 
剰余 金 の 配当 人 へ 10, 057 人 へ 9, 851 
当期 純 利益 21, 820 33, 460 
株 式 交換 に よる 増加 7, 329 一 

己 株 式 の 取得 和 人 8, 469 人 へ 16, 220 
自己 株 式 の 処分 6 1, 686 
連結 範囲 の 変動 63 人 へ 21 
土地 再 評価 差額 金 の 取 月 全 一 
株 主 資 本 以外 の 項目 の 当期 変動 額 ( 純 額 ) 221 14, 604 
当期 変動 額 合計 10, 914 23, 658 
当期 末 残 高 296, 376 320, 034 








④【 連 結 キ ャ ッシュ ・ 





フロ ー 計 算 書 】 


営業 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー 
税金 等 調整 前 当期 純 利益 











減価 償却 費 
減損 損失 








アミ ュー ズ メ ント 施設 機器 振替 額 














定 資 産 除却 損 


贺 


会 社 整理 损 
関係 会 社 清算 損益 (へ 


中 亚 















































固定 資産 売却 損益 (へ 


投資 有価 証券 評価 損益 ( 


は 益 ) 


関係 会 社 株 式 売却 損益 (へ は 人 益 ) 


は 益 


は 益 ) 





























の れん 償却 額 
負 の の れん 発生 僧 





六 
























































回回 国民 














広 利 選 
為替 差損 益 (人 は 益 ) 



































売上 債権 の 増減 額 














) 
EO (へ は 益 ) 

( 

( 





投資 事業 組合 運用 損益 (へ は 益 ) 


倒 引 当 金 の 増減 額 (へ は 減少 ) 

員 賞 与 引 当 金 の 増減 額 (へ は 減少 ) 
イン ト 引 当 金 の 増減 額 (へ は 減少 ) 
有職 給付 引当 金 の 増減 額 (へ は 減少 ) 
員 退 職 慰労 引当 金 の 増減 額 (へ は 減少 ) 
与 引当 金 の 増減 額 (へ は 減少 ) 

取 利 息 及 び 受 取 配当 金 


持分 法 に よる 投資 損益 (へ は 益 ) 
へ は 増加 ) 


た な 卸 資 産 の 増減 額 (へ は 増加 ) 





仕 入 債務 の 増減 額 








へ は 減少 ) 


預り 保証 金 の 増減 額 (へ は 減少 ) 


その 他 


小計 
































利息 の 支払 額 
法人 税 等 の 支払 額 
法 人 税 等 四 还 付 额 











利息 及 从 配 当 金 D 受 取 贫 


営業 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー 



































人 910 


人 882 
676 
人 126 


人 16, 632 
2, 186 
22, 519 
176 

2, 001 
72, 423 


人 654 

人 40, 396 
5, 796 
38, 023 








]Imz 
志 
一 一 
区 
过 
二 


























少 |- 





ou 
= 
RT 

ul 
沁 




















1, 774 
ZA 


36 
2, 225 


人 420 
和 A267 


5 
人 169 

人 540 

人 へ 1, 259 
636 

人 2, 230 
人 15 

10, 819 
公休 成 用 
人 10, 197 
86 

人 ム へ 1. 513 
2 (29 
1, 274 

和 人 813 

人 16, 336 
6, 754 
18, 603 





投資 活動 に 











ROY ジン 


よる 収入 


























全 











まま による 支出 





























ピン だ の 取得 に 


に よる 支出 











受 
本 
回 











定 資 産 の 売却 に よる 収入 














中 











き 
< = 
SS 








E 資産 の 取 Pe 








よる 支出 








中 淀 洋 
閉路 
Rd 


ク 旦 
きま ( こ 
価 証 券 の 取得 に 
に 








同軸 











f 








よる 収入 





証券 の 売却 














投資 有価 証券 の 償 本 に よる 収入 
投資 事業 組合 へ の 出資 に よる 支 
投資 事業 組合 か ら の 分 配 に よる 
























































連結 の 範囲 の 変更 を 伴う 子会社 
支出 

連結 の 钊 

支出 

子会社 の 清算 に よる 収入 
関係 会 社 株 式 の 取得 に よる 支出 
貸付 け に よる 支出 

貸付 金 の 回 収 に よる 収入 
金銭 の 信託 の 取得 に よる 支出 


敷金 の 差 入 に よ a 














敷金 の 回 収 に よる 収入 


事業 
その 他 





譲渡 に よる 収入 


投資 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ 


. | 
定期 預金 の 預 人 に よる 支出 
定期 預金 の 払戻 に 
証券 の 取得 に よる 支出 
証券 の 償 生 に よる 収入 
信託 受益 権 の 取得 1 
託 受益 権 の 売却 に よる 収入 


HH 
HT 


収入 





株 式 の 取得 に よる 
呈 囲 の 変更 を 伴う 子会社 株 式 の 売却 に よる 


ロー 








前 連結 会 計 年 度 
成 23 年 
成 24 年 















































も 


人 24, 005 
988 

人 6, 469 
人 1, 961 
105 

1, 000 

人 へ 176 
631 


※2 人 7, 551 


A165 


2, 100 

人 306 

人 118 
135 

人 へ 1, 022 
680 

0 

人 577 
RU 




















一 
Imz 
tk 

一 ~ 

要 Er 





25 年 








上 5 














曲 亚 


人 21, 896 


3, 830 
人 8, 068 
5 見 002 

7, 274 

150 

人 162 

264 


人 3, 226 


16 
5139 
人 510 
164 

人 5, 800 
人 377 

1, 034 
184 

人 へ 180 
6, 396 


財務 活動 に に る キャ ッシュ ・ フ ロー 





画 























詳 族 当 筆 





期 借入 金 の 純増 減額 (へ は 減少 ) 
期 借入 れ に よる 収入 
期 借入 金 の 返済 に よる 支出 
走 の 発行 に よる 収入 
責 の 償 恒 に よる 支出 








スト ッ ク オ プシ ョ ン の 行使 に よる 収入 
少数 株 主 か ら の 払込 み に よ る 収入 


配当 金 の 支払 額 
少数 株 主 へ の 配当 金 の 支払 額 
































その 他 





現金 及び 現金 
現金 及び 現金 
現金 及び 現金 
新規 連結 に 伴 
現金 及び 現金 

















己 株 式 の 取得 に よる 支出 


財務 活動 に よる キャ ッシュ ・ 











ヲ 品 = 


























現金 及び 現金 同等 物 の 増加 額 





























司 等 物 に 係る 換算 差額 
同等 物 の 増減 額 (へ は 減少 ) 
司 等 物 の 期首 残高 

の 

同等 物 の 期末 残高 

































































Ex 
回 












































前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 自 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
人 1, 500 ー 
34, 430 33, 000 
人 へ 6, 157 人 へ 10, 472 
7, 474 23, 026 
人 13, 642 人 23, 515 
一 1, 365 
一 299 
人 10, 043 人 9, 839 
人 199 人 19 
人 へ 8, 430 人 へ 16, 220 
人 1, 017 1, 257 
914 人 へ 1, 116 
22 3, 599 
人 20, 052 27, 482 
165, 983 146, 599 
667 128 
※1 146, 599 ※1 174, 210 


【 注 記事 項 】 
(連結 財務 諸表 作成 の た め の 基 本 と な る 重要 な 
連結 の 範囲 に 関す る 事項 
(1) 連結 子会社 の 数 69 社 
主 な 連結 子会社 : 
サミ ー 株 式 会 社 、 株 式 会 社 セ ガ 、 株 式 会 社 ロ デオ 、 株 式 会 社 サ ミー デザ イン 、 タ イ ヨ ー エ レッ ク 株 式 会 社 、 株 式 
会 社 セ ガ ・ ロ ジス ティ クス サー ビス 、 株 式 会 社 ダ ー ツ ライ ブ 、 株 式 会 社 セ ガ エン タテ イン メン ト 、 株 式 会 社 セ ガ 











項 ) 
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1 






































ネッ トワ ー ク ス 、Sega Amusements Europe Ltd. 、Sega of America, Inc. 、Sega Publishing America, Inc. 、 


Sega Holdings Europe Ltd. 、Sega Europe Ltd. 、Sega Publishing Europe Ltd.、 株 式 会 社 サ ミー ネッ トワ ー ク 
ス 、 株 式 会 社 セ ガト イズ 、 株 式 会 社 ト ム ス ・ エ ンタ テイ ン メ ント 、 マ ー ザ ・ ア ニメーション プラ ネッ ト 株 式 会 



































社 、 日 本 マル チ メ デ ィ ア サー ビス 株 式 会 社 、 フ ェ ニ ックス リゾ ー ト 株 式 会 社 、 セ ガサ ミー リゾ ー ト 有限 責任 事業 
組合 
その 他 47 社 





























な お 、Relic Entertainment, Inc. 他 4 社 は 株 式 取得 に より 、DARTSLIVE INTERNATIONAL Ltd. 他 3 社 は 重要 性 が 
増し た こと に より 、 株 式 会 社 セ ガ ネ ッ トワ ー ク ス は 新規 設立 分 割 に より 、 当 連結 会 計 年 度 よ り 連 結子 会 社 と し て 
お り ま す 。 

また 、Sega Holdings U.S.A. ,Inc. 他 1 社 は 会 社 清算 に より 、 株 式 会 社 ス タ ジ オ さき まく ら は 株 式 会 社 ト ム 
ス ・ エ ンタ テイ ン メ ント と の 合併 に より 、 株 式 会 社 4《K ス クエ ア は 株 式 会 社 セ ガ ビー リン ク (株 式 会 社 セ ガ エン 
タテ イン メン ト に 商 与 変更 ) と の 合併 に より 、 当 連結 会 計 年 度 より 連結 の 範囲 か ら 除 外し て お り ま す 。 

(2) 非 連 結子 会 社 の 数 6 社 
主 な 非 連結 子会社 : 
Sega (Shanghai) Software Co.,Ltd. 他 






































































































































































































































































































































非 連結 子会社 に つき まし て は 総 資産 、 売 上 高 、 当 期 純 損益 の うち 持分 に 見 合う 額 及 び 利 益 剰 余 金 等 の うち 持分 
に 見 合う 額 の それ ぞ れ の 合計 額 が 連結 会 社 の 総 資産 、 売 上 高 、 当 期 純 損益 及び 利益 剰余 金 等 に 比 し て 、 い ずれ も 
要 性 が 乏しい た め 連 結 の 範囲 か ら 除外 し て お り ま す 。 
2 持分 法 の 適用 に 関す る 事項 
(1) 持分 法 を 適用 し た 非 連 結子 会 社 の 数 一 社 
な お 、DARTSLIVE INTERNATIONAL Ltd. 他 2 社 は 重要 性 が 増し た こと に より 連結 子会社 と し た た め 、 持 分 法 の 適 
用 範囲 か ら 除 外 し て お り ま す 。 
(②) 持分 法 を 適用 し た 関連 会 社 の 数 9 社 
主 な 持分 法 適用 関連 会 社 : 
ンタ ー ラ イフ ホー ルディ ング ス 株 式 会 社 、 株 式 会 社 CRI・ ミ ドル ウェ ア 、PARADISE SEGASAMMY Co., Ltd. 
その 他 6 社 
な お 、PARADISE SEGASAMMY Co., Ltd. 他 1 社 は 合弁 会 社 と し て 設立 し た こと に より 、 持 分 法 の 適用 範囲 に 含め 
て お り ま す 。 

















また 、Sega GameWorks Holding, Inc. 他 1 社 は 会 社 清算 に より 、 持 分 法 の 適用 範囲 か ら 除外 し て お り ま す 。 


























(3) 持分 法 を 適用 し な い 非 連結 子会社 及び 関連 会 社 の 数 9 社 
主 な 持分 法 を 適用 し な い 非 連結 子会社 及び 関連 会 社 : リバ プー ル 株 式 会 社 他 

持分 法 を 適用 し な い 非 連結 子会社 及び 関連 会 社 に つき まし て は 、 当 期 純 損益 の うち 持分 に 見 合う 額 及 び 利 益 剰 

余 金 等 の うち 持分 に 見 合う 額 の それ ぞ れ の 合計 額 が 連結 会 社 の 当期 純 損益 及び 利益 剰余 金 等 に 比 し て 、 い ずれ も 

重要 性 が 乏しい た め 持 分 法 を 適用 し て お り ま せん 。 

3 連結 子会社 の 事業 年 度 等 に 関す る 事項 

連結 子会社 の 決算 日 が 連結 決算 日 と 異な る 会 社 は 下記 の と お り で あり ます 。 
Sega Amusements Taiwan Ltd.、 上 海 新 世界 世 嘉 涯 芸 有限 公司 、 北 京 世 玄 無 線 妨 楽 科技 有限 公司 、 精 文世 嘉 (上 
海 ) 有限 公司 、 投 資 事業 組合 等 3 組合 は 12 月 末日 で あります 。 

な お 、 連 結 決算 日 と の 間 に 生じ た 重要 な 取引 に つい て は 、 連 結 上 必要 な 調整 を 行っ て お り ま す 。 

4 会 計 処 理 基準 に 関す る 事項 
(1) 重要 な 資産 の 評価 基準 及び 評価 方 法 
① 満 期 保有 目的 の 債券 

賞 却 原 価 法 (定額 法 ) 

② そ の 他 有 価 証券 

時 価 の ある も の 

決算 未 日 の 市 場 価格 等 に 基づく 時 価 : 

に より 算定 ) 

時 価 の な いも の 
移動 平均 法 に よる 原価 法 
な お 、 投 資 事業 有限 責任 組合 及び これ に 類する 組合 へ の 出資 (金融 商品 取引 法 第 2 条 第 2 項 に より 有価 証券 と 

みな され る も の ) に つい て は 、 組 合 契 約 に 規定 され る 決算 報告 日 に 応じ て 入手 可能 な 決算 書 を 基礎 と し て 持分 相 

当 額 を 純 額 で 取り 込む 方 法 に よっ て お り ま す 。 
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し 、 売却 原価 は 移動 平均 法 








純資産 直入 法 に より 処 








平価 差額 は 、 全 部 





证 
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一 、 
ul 




























































































⑧ デ リバ ティ ブ 
時 価 法 

④ た な 外資 産 

主として 総 平均 法 に よる 原価 法 (収益 性 の 低下 に よる 徳 価 切 下げ の 方法 ) 

な お 、 仕 掛 品 は 個別 法 に よる 原価 法 (収益 性 の 低下 に よる 冬 価 切 下 げ の 方 法 ) を 採用 し て お り ま す 。 
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大 型 


額 法 に 変更 








要 な 減価 償却 次 




















産 の 減価 
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E 資 産 ( リ ー ス 資産 
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主として 定額 法 
な お 、 主 な 耐用 人 
物 及 び 構 築 物 
機械 装置 及び 運搬 具 


Fi 




















アミ ュー ズ メ ント 
(会 計上 の 見 積 り の 変更 
当社 及び 国内 連結 子 会 # 









































三 改口 口 
也 双人 民有 人 














! の 設備 投資 を 計画 
し て お り ま す 。 


具体 的 に は 





















































、 遊 技 機 の 新 了 
アミ ュー ズ メ ント 施設 の 不 採算 
し て 稼動 する と 見 込ま れる こと な どか ら 、 





償却 の 方 法 
除く ) 


は 、 従 来 、 有 
し た こと を 契機 に 


E 数 は 次 の と お り で あり ます 。 
2 ~50 年 
2 ~16 年 
2 て 5 年 
と 区 別 す る こと が 困難 


な 会 計 方 針 




















NN 











固定 资产 D 減 






































[ 場 及 び 流 通 セ ンタ ー の 











店 舗 の 閉 








の 変更 ) 


倘 却 方法 二 主 と し て 定率 法 を 採 

















当 連 














、 あ ら た め て その 実態 を 見 直し た 結果 、 


設 が 安定 し た 製品 の 製造 と 供 
鎖 が 一 巡 し た こと で アミ ュー ズ メ ント 























1』 し て お り ま し た が 、 
会 計 年 度 よ り 主 と し て 定 























給 を 








的 と し て いる こと や 、 
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当 グ ルー プ の 有 
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公設 機器 が 概ね 耐 
定 資産 の 稼動 率 が 大 きく 変化 し な 














i 年 数 内 で 安定 
と まだ 




















































































































当 グ ルー プ に お いて は 修繕 費 等 の 設備 維持 費用 も 概ね 平準 化し て いる こと 等 を 総合 的 に 考慮 し て 決定 し た も の で 
あり ます 。 

この 結果 、 従 来 の 方 法 に よっ た 場合 と 比較 し 、 当 連結 会 計 年 度 の 売上 総 利益 が 5, 317 百 万 円 増加 し 、 営 業 利益 、 
経常 利益 及び 税金 等 調整 前 当期 純 利益 は それ ぞ れ 6, 624 百 万 円 増加 し て お り ま す 。 

な お 、 セ グ メ ント 情報 に 与え る 影響 は 、 当 該 箇 所 に 記載 し て お り ま す 。 

(会 計上 の 見 積 り の 変更 ) 

当社 及び 国内 連結 子会社 の 有形 固定 資産 の 耐用 年 数 は 、 従 来 、 主 と し て 法人 税法 に 規定 する 方 法 と 同一 の 基準 
に よっ て お り ま し た が 、 大 型 の 設備 投資 を 計画 し た こと を 契機 に 、 あ ら た め て その 実態 を 見 直し た 結果 、 当 連結 
会 計 年 度 より 耐用 年 数 を 変更 し て お り ま す 。 

具体 的 に は 、 遊 技 機 の 新 工場 及び 流通 セン ター の 建設 や 、 ア ミュ ー ズ メン ト 施 設 の 不 採算 店 舗 の 閉鎖 が 一 巡 し 
た こと で 、 今後 は 製造 設備 や アミ ュー ズ メ ント 施設 機器 等 の 有形 固定 資産 の 物理 的 な 利用 期間 、 並 びに 有形 固定 


次 


























産 の 利用 に 











て 決定 し た も の で あり ます 。 















































































































































































































































より 発生 する 収益 頁 献 期間 等 が より 安定 する と 考え られ る た め 、 経 済 的 耐 




















年 数 を 総合 的 に 考慮 し 



























































この 結果 、 従 来 の 方 法 に よっ た 場合 と 比較 し 、 当 連結 会 計 年 度 の 売上 総 利 益 が 889 百 万 
常 利益 及び 税金 等 調整 前 当期 純 利益 は それ ぞ れ 1, 308 百 万 円 減少 し て お り ま す 。 
② 和 無形 固定 資産 (リー ス 資 産 除 く ) 
定額 法 
な お 、 自 社 利用 の ツ フ トウェア に つい て は 社内 に お ける 利用 可能 期間 (5 年 以内 ) に 
り ま す 。 
③ リ ー ス 資産 
所 有 権 移転 ファ イナ ンス ・ リ ー ス 取引 に 係る リー ス 資 産 
自己 所 有 の 固定 資産 に 適用 する 減価 償却 方 法 と 同一 の 方 法 を 採用 し て お り ま す 。 
所 有 権 移転 外 フ ァ イ ナ ンス ・ リ ー ス 取引 に 係る リー ス 資 産 
リー ス 期 間 を 耐用 年 数 と し 、 残 存 価額 を 鶴 と し た 定額 法 に よっ て お り ま す 。 






























































減少 し 、 営 業 利 益 、 経 

















づく 定額 法 に よっ て お 


(3) 
① 創 立 費 

















出 時 に 全額 費用 処理 











② 株 式 交 付 費 








し て お り ま す 。 


支出 時 に 全額 費用 処理 し て お り ま す 。 





③ 社 債 発行 費 























支出 時 に 全額 費用 処 

















(3) 重要 な 引当 金 の 計上 























① 貸 倒 引 当 金 
































上 債権 
































期末 債権 の 貸倒れ に よる 損失 
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まし て お り ま す 。 























人 

















貸 倒 実 績 率 法 に よっ て お り ま す 。 








貸 倒 懸 念 債権 及び 破産 更生 債権 等 






































固 別に 債権 の 回 収 可 能 性 











② 賞 与 引当 金 











上 を 考慮 し た 所 要 額 を 計上 し て お り ま す 。 





備え る た め 、 以 下 の 基 準 に よっ て お り ま す 。 


従業 員 に 対す る 賞与 の 支給 に 充て る た め 、 支 給 見 込 額 を 計上 し て お り ま す 。 








③ 役 員 賞 与 引 当 金 





























④ 事 業 再編 引当 金 











事業 再編 に 伴い 将来 発 4 














し て お り ま す 。 
⑤ 退 職 給付 引当 金 






































役員 に 対す る 賞与 の 支給 に 充て る た め 、 支 給 見 込 額 を 計上 し て お り ま す 。 


















































E す る と 見 込ま れる 費用 の うち 、 当 連結 会 計 年 度 の 4 























担 に 属す る と 認め られ る 人 額 を 計上 


























従業 員 の 退職 給付 に 備 そ る た め 、 当 連結 会 計 年 度 未 に お ける 退職 給付 債務 及び 年 金 資産 の 見 込 額 に 基づき 計上 














し て お り ま す 。 















































な お 、 過 去 勤 務 債務 は 原則 と し て その 発生 時 に 一 括 費用 処理 する こと と し て お り ま す が 、 昌 セガ 他 4 社 に つい 











て は 、 発 生 時 の 従業 員 の 平均 残存 勤務 期間 以内 の 一 定 の 年 数 (主として 10 有 




















と し て お り ま す 。 






































E) に 























よる 接 分 額 を 費用 処理 する こと 





また 、 数 理 計算 上 の 差異 は 原則 と し て 翌 連 結 会 計 年 度 で 一 括 費 用 処理 する こと と し て お り ま す が 、( 帆 セガ 他 4 


社 に つき まし て は 、 各 連 
よる 接 分 額 を それ ぞ れ 発 4 


一 、 


追加 情報 ) 











結 会 計 年 度 の 発 』 










































































一 部 の 連結 子会社 は 、 確 定 給付 















































厚生 労働 大 臣 か ら 将 来 支給 義務 旬 


の 認可 に 伴い 、 当 連結 会 計 年 度 

















⑥ 役 員 退 職 慰 労 引当 金 









































E 時 の 従業 員 の 平均 残存 勤務 期間 以内 の 一 定 の 年 数 (主として 10 年 ) に 
E の 翌 連 結 会 計 年 度 か ら 定 額 法 に より 費用 処理 する こと と し て お り ま す 。 























企業 年 金 法 に 基づき 、 厚 生年 金 基金 の 代行 部 分 に つい て 、 平 成 24 年 5 月 1 日 に 


た 分 返上 の 認可 を 受け て お り ま す 。 こ 















































除 の 認可 を 受け 、 平 成 25 年 3 月 1 日 に 過 
こ お け る 損益 へ の 影響 額 6, 345 百 万 円 を 特別 














り ます 。 


国内 の 連結 子会社 の 


部 は 、 


員 の 退職 厩 労 金 の 支給 に 備え る た め 、 内 











利益 に 


規 に 





計上 し て お り ま す 。 























づく 期末 要 支 給 額 を 計上 し て お 








(5) 重要 な ヘッ ジ 会 計 の 方 法 
① ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 
結 延 ベッ ジ 処 理 を 採用 し て お り ま す 。 た だ し 、 特 例 処 理 の 要件 を 充 た す 金利 スワ ッ プ 取 引 に つい て は 特例 処理 



























































を 採用 し て お り ま す 。 
また 、 一 部 の 連結 子会社 に お いて 振 当 処理 が 認め られ る 為替 予約 に つい て は 振 当 処理 を 採用 し て お り ま す 。 






































② ヘ ッ ジ 手段 と ヘッ ジ 対 象 
ヘッ ジ 手 段 : 金利 スワップ 、 為 替 予 約 
ヘッ ジ 対 象 : 借入 金 の 金利 、 外 貨 建 金 銭 債権 債務 
③ ヘ ペッ ジ 方 針 
為替 及び 金利 等 の 相場 変動 に 伴う リス ク の 軽減 等 を 目的 と し て デリ バテ ィ ブ 取引 を 行っ て お り ま す 。 な お 、 原 
則 と し て 実需 に 基づく も の を 対象 に 行っ て お り 、 投 機 目 的 の デリ バテ ィ ブ 取引 は 行っ て お り ま せん 。 





































































































④ ヘ ッ ジ の 有効 性 評価 の 方 法 
ヘッ ジ 対 象 の 相場 変動 等 の 累計 と ヘッ ジ 手 段 の 相場 変動 等 の 累計 と を 比率 分 析 す る 方 法 に より 有効 性 の 評価 を 
を 採用 し て いる も の に つい て は ヘッ ジ の 有効 性 評価 は 





































































































行っ て お り ま す 。 た だ し 、 人 金利 スワ ッ プ の うち 特例 処 
略し て お り ま す 。 

(6) の れん の 償却 方 法 及 び 償却 期間 
の れん は 、 そ の 効果 の 発現 する 期間 を 合理 的 に 見 積もれ る 場合 に は その 見 積もり 年 数 に より 、 そ れ 以 外 の 場合 に 







































































は 5 年 間 の 定額 法 に より 償却 を 行っ て お り ま す 。 
(7) 連結 キネ ャ ッシュ ・ フ ロー 計算 書 に お ける 資金 の 範囲 

連結 キャ ッシュ ・ フ ロー 計算 書 に お ける 資金 (現金 及び 現金 同等 物 ) は 、 手 許 預金 、 要 求 払 預金 及び 容易 に 換金 
可能 で あり 、 か つ 、 価 値 変動 に つい て 僅少 な リス ク し か 負わ な い 取 得 日 か ら 3 ヶ月 以内 に 償 還 期限 の 到来 する 短期 
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投資 か ら な っ て お り ま す 。 
(8⑧) 消費 税 等 の 会 計 処 理 方 法 
消費 税 及 び 地 方 消費 税 の 会 計 処 理 方 法 は 税 抜 方 式 に よっ て お り 、 資 産 に 係る 控除 対象 外 消費 税 及 び 地 方 消費 税 は 

























































































中 














こ 当 連結 会 計 年 度 の 費用 と し て 処理 し て お り ま す 。 








主 
(9⑨) 連結 納税 制度 の 適用 
連結 納税 制度 を 適用 し て お り ま す 。 









































( 未 適用 の 会 計 基 準 等 
退職 給付 に 関す る 会 計 基 準 」 (企業 会 計 基準 委員 会 平成 24 年 5 月 17 日 企業 会 計 基 準 第 26 号 ) 
「 退 職 給 付 に 関す る 会 計 基 準 の 適用 指針 」 (企業 会 計 基 準 委 員 会 平成 24 年 5 月 17 日 企業 会 計 基準 適用 指針 
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第 25 号 ) 
(1) 概要 
本 会 計 基準 等 は 、 財 務 報 告 を 改善 する 観点 及び 国際 的 な 動向 を 踏ま ほえ 、 未 認識 数 理 計 算 上 の 差異 及び 未 認識 過去 







































































方 法 、 退 職 給 付 債務 及び 勤務 費用 の 計算 方 法 普 びに 開示 の 拡充 を 中 心 に 改正 され た も の で す 。 








勤務 費用 の 処 

(2) 適用 予定 
平成 26 年 3 月 期 の 期末 より 適用 予定 で す 。 た だ し 、 退 職 給付 債務 及び 勤務 費用 の 計算 方 法 の 改正 に つい て は 、 平 

成 27 年 3 月 期 の 期 弟 より 適用 予定 で す 。 

(3 当該 会 計 基準 等 の 適用 に よる 影響 

影響 額 は 、 当 連結 財務 諸表 の 作成 時 に お いて 評価 中 で す 。 














































































































































































































(表示 方 法 の 変更 ) 
(連結 貸借 対照 表 ) 




















(1) 前 連結 会 計 年 度 に お いて 有形 固定 資産 の 「 そ の 他 ( 純 額 ) 」 に 含め て 表示 し て お り ま し た 「 機 械 装置 及び 運搬 
具 」、「 減 価 償却 昧 計 額 」 及 び 「 機 械 装置 及び 運搬 具 ( 純 額 ) 」 は 、 総 資産 の 100 分 の 1 を 超え た た め 、 当 連結 会 計 
年 度 より 区 分 掲 記す る こと と いた し まし た 。 

この 結果 、 前 連結 会 計 年 度 に お ける 有形 固定 資産 の 「 そ の 他 」 に 含め て 表示 し て お り ま し た 11, 260 百 万 円 、「 減 
価 償却 累計 額 」 に 含め て 表示 し て お り ま し た 9, 422 百 万 円 、 及 び 「 そ の 他 ( 純 額 ) 」 に 含め て 表示 し て お り ま し た 
1, 838 百 万 円 は 、「 機 械 装置 及び 運搬 具 」、「 減 価 償 却 累 計 額 」 及 び 「 機 械 装置 及び 運搬 具 ( 純 額 ) 」 に 組み 替え て 
お り ま す 。 
(2) 前 連結 会 計 年 度 に お いて 流動 負債 の 「 未 払 費用 」 に 含め て 表示 し て お り ま し た 一 部 連結 子会社 の 賞与 支給 見 込 額 
は 、 連 結 財務 諸表 作成 時 まで に 賞与 支給 額 の 確定 が 困難 と な っ て き て いる 状況 を 踏ま え 、 流 動 負債 の 「 賞 与 引当 
金 」 に 含め て 区 分 提 記 する こと と いた し まし た 。 

この 結果 、 前 連結 会 計 年 度 に お ける 流動 負債 の 「 未 払 費 用 」 に 含め て 表示 し て お り ま し た 1, 659 百 万 円 は 、「 賞 与 
引当 金 」 に 組み 替え て お り ま す 。 
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(連結 損益 及び 包括 利益 計算 書 ) 

(1) 前 連結 会 計 年 度 に お いて 販売 費 及 び 一 般 管理 費 の 「 そ の 他 」 に 含め て 表示 し て お り ま し た 一 部 連結 子会社 の 賞与 
支給 見 込 額 は 、 連 結 財務 諸表 作成 時 まで に 賞与 支給 額 の 確定 が 困難 と な っ て き て いる 状況 を 踏ま え 、 販 売 費 及び 一 
股 管理 費 の 「 賞 与 引当 金 繰 入 額 」 に 含め て 区 分 掲 記 する こと と いた し まし た 。 

この 結果 、 前 連結 会 計 年 度 に お ける 販売 費 及 び 一 般 管理 費 の 「 そ の 他 」 に 含め て 表示 し て お り ま し た 543 百 万 円 
は 、「 賞 与 引当 金 繰 入 額 」 に 組み 替え て お り ま す 。 
(2) 前 連結 会 計 年 度 に お いて 営業 外 費 用 の 「 そ の 他 」 に 含め て 表示 し て お り ま し た 「 社 債 発行 費 」 は 、 営 業 外 費 
額 の 100 分 の 10 を 超え た た め 、 当 連結 会 計 年 度 よ り 区 分 揚 記す る こと と いた し まし た 。 
この 結果 、 前 連結 会 計 年 度 に お ける 営業 外 費 用 の 「 そ の 他 」 に 含め て 表示 し て お り ま し た 125 百 万 円 は 、「 社 債 発 
行 費 」 に 組み 替え て お り ま す 。 
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(連結 キャ ッシュ ・ フ ロー 計算 書 ) 
(1) 前 連結 会 計 年 度 に お いて 営業 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー の 「 そ の 他 」 に 含ま れ て お り ま し た 「 関 係 会 社 清算 
中 益 (へ は 益 ) 」 は 、 重 要 性 が 増し た た め 、 当 連結 会 計 年 度 よ り 区 分 掲 記 する こと と いた し まし た 。 

この 結果 、 前 連結 会 計 年 度 に お ける 営業 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー の 「 そ の 他 」 に 含め て 表示 し て お り ま し 
た へ 489 百 万 円 は 、「 関 係 会 社 清算 損益 (へ は 人 益 ) 」 に 組み 替え て お り ま す 。 
(②) 前 連結 会 計 年 度 に お いて 営業 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー の 「 そ の 他 」 に 含め て 表示 し て お り ま し た 一 部 連結 
子会社 の 賞与 支給 見 込 額 は 、 連 結 財 務 諸 表 作成 時 まで に 貸与 支給 額 の 確定 が 困難 と な っ て き て いる 状況 を 踏ま え 、 
営業 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー の 「 賞 与 引当 金 の 増減 額 」 に 含め て 区 分 掲 記 する こと と いた し まし た 。 

この 結果 、 前 連結 会 計 年 度 に お ける 営業 活動 に よる キャ ッシュ ・ フ ロー の 「 そ の 他 」 に 含め て 表示 し て お り ま し 
た 197 百 万 円 は 、「 賞 与 引当 金 の 増減 額 」 に 組み 替え て お り ま す 。 
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(連結 貸借 対照 表 関 係 ) 
担保 資産 及び 担保 付 債務 は 以下 の と お り で あり ます 。 
担保 に 供し て いる 資産 
















































































前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
建物 及び 構築 物 243 179 
土地 210 210 
合計 453 390 





































































































































































































担保 付 債務 
前 連結 会 計 年 度 当 連結 会 計 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
短期 借入 金 300 350 
合計 300 350 
非 連 結子 会 社 及 び 関 連 会 社 に 対す る も の は 次 の と お り で あり ます 。 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
投资 証券 (株 式 ) 1, 658 百 万 7, 451 百 万 F 
投 証券 (出資 金 ) 120 137 









































貸付 有価 証券 
前 連結 会 計 年 度 ( 平 成 24 年 3 月 31 日 ) 
投資 有価 証券 に は 、 貸 付 有 価 証券 295 百 万 







































































] が 含ま れ て お り ま す 。 









































当 連 結 会 計 年 度 (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
投資 有価 証券 に は 、 貸 付 有 価 証券 358 百 万 円 が 含ま れ て お り ま す 。 








































































































前 連結 会 計 年 度 (平成 24 年 3 月 31 日 ) 
被 保 証 者 金額 内 容 
オリ ックス ・ プ レミ アム 人 1 百 万 円 リー ス 債 務 





























Is 





連結 会 計 年 度 ( 平 成 25 年 3 月 31 日 ) 
該当 事項 は あり ませ ん 。 


















































※5 土地 再 評価 差額 金 

連結 子会社 で ある 株 式 会 社 セ ガ は 、「 土 地 の 再 評価 に 関す る 法律 」 (平成 10 年 3 月 31 日 公布 法律 第 34 号 ) 及び 
「 土 地 の 再 評価 に 関す る 法律 の 一 部 を 改正 する 法律 」 (平成 13 年 3 月 31 日 公布 法律 第 19 号 ) に 基づき 、 
i を 行い 、 当 該 評価 差額 金額 を 「 土 地 再 評価 差額 金 ) と し て 純資産 の 部 に 計上 し て お り ま す 。 
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再 評価 の 方 法 
「 土 地 の 再 評価 に 関す る 法律 施行 令 」 (平成 10 年 3 月 31 日 公布 政令 第 119 号 ) 第 2 条 第 3 号 に 定め る 固定 資産 
評価 額 に 合理 的 な 調整 を 行っ て 算定 する 方 法 及び 第 5 号 に 定め る 不動 産 鑑定 士 の 鑑定 評価 に よっ て 算出 し て お り 
ます 。 

評価 を 行っ た 年 朋 平成 14 年 3 月 31 晶 



























































了 由 

















































































































※6 当座 貸越 契約 及び コミ ッ ト メ ント ライ ン 契 約 
当社 及び 連結 子会社 に お いて は 、 運 転 資金 の 効率 的 な 調達 を 行う た め 取引 銀行 14 行 と 当座 貸越 契約 及び コミ ッ ト 
メン トラ イン 契約 を 締結 し て お り ま す 。 
これ ら 契 約 に 基づく 当 連 結 会 計 年 度 未 の 借入 未 実行 残高 等 は 次 の と お り で あり ます 。 
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前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
当座 貸越 限度 額 及び 
9 62, 825 百 万 FP 61, 425 百 万 F 
コミ ッ ト メ ント ライ ン 契 約 の 総額 
借入 実行 残高 500 500 
差引 未 実 行 残高 62, 325 60, 925 
































※7 連結 会 計 年 度 末 日 満期 手形 の 会 計 処 理 
連結 会 計 年 度 末 日 満期 手形 の 会 計 処 



































に つい て は 、 手 形 交換 日 を も っ て 決済 処理 し て お り ま す 。 







































































































































































































































































な お 、 当 連結 会 計 年 度 未 日 が 金融 機関 の 休日 で や っ た た め 、 次 の 期末 日 満期 手形 が 、 期 末 残 高 に 含ま れ て お り ま 
す 。 
前 連結 会 計 年 度 当 連結 会 計 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
受取 手形 4, 378 百 万 円 1, 640 百 万 
支払 手形 1, 954 百 万 561 百 万 PF 
設備 関係 支払 手形 30 百 万 円 99 百 万 F 





























(連結 損益 及び 包括 利益 計算 書 関係 ) 
※1 通常 の 販売 















































的 で 保有 する 棚卸 資産 の 収益 性 の 低下 に よる 冬 1 

















切 下 額 は 次 の と お り で あり ます 。 






















































































































































































前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
売上 原 1 14, 893 百 万 3, 320 百 万 円 
※2 一 般 管理 費 及 び 当 期 製造 費用 に 含ま れる 研究 開発 費 















































前 連結 会 計 年 度 









































































































































































































































































































































































































































































































































当 連 結 会 計 年 度 
( 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
32, 118 百 万 円 37, 046 百 万 円 
※3 固定 資産 売却 益 の 内 訳 は 次 の と お り で あり ます 。 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 自 平成 23 年 4 月 1 日 ( 自 平成 24 年 4 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
建物 及び 構築 物 87 百 万 289 百 万 円 
アミ ュー ズ メ ント 施設 機器 5 
土地 70 373 
その 他 有 形 固定 資産 0 4 
その 他 和 無形 固定 資産 0 
合計 163 667 
※4 固定 資産 売却 損 の 内 訳 は 次 の と お り で あり ます 。 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 自 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
物 及 び 構 築 物 万 7 百 万 円 
その 他 有 形 固定 資産 2 4 
合計 2 
※5 前 連結 会 計 年 度 ( 自 平成 23 年 4 月 1 至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 



























































業 再編 損 は 、 欧 米 地域 に お ける コン シュ 




























































に 要する 費用 等 の 見 積 額 で あり ます 。 
※6 当 連 結 会 計 年 度 ( 自 平成 24 年 4 月 1 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 















































関係 会 社 清算 損 は 、 





























部 米国 子会社 の 清算 | 























< 伴う 























半 い 計上 し た 、 た な 卸 資 産 の 処分 、 並 びに 人 員 削 減 
































為 准 換算 調整 勘定 の 取崩し に より 発生 し た 損失 で あり ます 。 








※7 減損 損失 の 内 訳 は 


次 の と お り で あり ます 。 
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































前 連結 会 計 年 度 ( 自 平成 23 年 4 月 1 至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 
(単位 : 百 万 円 ) 
H 途 場所 種類 金額 
資産 等 東京 都 大 田 区 建物 及び 構築 物 1, 814 
他 17 件 その 他 有 形 固定 資産 176 
その 他 無 形 固 定 資産 422 
土地 25 
賃貸 用 資産 大 阪 府 大 阪 市 中 央 区 土地 760 
アミ ュー ズ メ ント 施設 大 阪 府 大 阪 市 中 央 区 建物 及び 構築 物 33 
他 7 件 アミ ュー ズ メ ント 施設 機器 0 
その 他 無 形 固定 資産 9 
合計 3, 341 
当 グ ルー プ は 、 事 業 の セグ メン ト を 基礎 と し 、 独 立 し た キャ ッシュ ・ フ ロー を 個別 に 見 積もる こと が 可能 な 資産 
また は 資産 グル シー プ に つい て は 個別 に グル シー ビ ン グ し て お り ま す 。 こ の うち 、 市 場 価格 が 著しく 下落 し た 、 も し く 
は 営業 活動 か ら 生 じ る キャ ッシュ ・ フ ロー が 継続 し て マイ ナス と な る 見 込 で ある 資産 また は 資産 グル ー プ に つい て 
長 簿 価 額 を 回 収 可 能 価額 まで 減額 し 、 当 該 減少 額 を 減損 損失 と し て 特別 損失 に 計上 し て お り ま す 。 な お 、 回 収 可能 
価額 は 主 に 実勢 価格 に 基づく 正味 売却 価額 に より 算定 し て お り ま す 。 
当 連 結 会 計 年 度 ( 自 平成 24 年 4 月 1 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
(単位 : 百 万 円 ) 



























































アミ ュー ズ メ ント 施 










遊休 資産 
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物 及 び 構 築 物 
ベニ ドー ズ スズ シン クト 
その 他 有 形 固定 資産 
その 他 無 形 固定 資産 
物 及び 構築 物 
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その 他 








当 グ ルー プ は 、 




















の れん 








事業 の セグ メン ト を 
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その 他 無 
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1, 480 





2, 986 
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フロ ー を 





礎 と し 、 独 立 し た キャ ッシュ ・ 




















積もる こと が 可能 な 資産 








また は 資産 グル ー プ に つい て は 













































































本 






























































別に グル ー ピ ビング し て お り ま す 。 こ の うち 、 市 場 1 











格 が 著しく 下落 し た 、 も し く 








































































































































































































は 営業 活動 か ら 生じ し る キャ ッシュ ・ フ ロー が 継続 し て マイ ナス と な る 見 込 で ある 資産 また は 資産 グレ ルー プ に つい て 
帳 短 価 額 を 回 収 可能 価額 まで 減額 し 、 当 該 減少 額 を 減損 損失 と し て 特別 損失 に 計上 し て お り ま す 。 

避 収 可能 価額 は 、 事 業 用 資産 、 ア ミュ ー ズ メン ト 施 設 に つい て は 、 主 に 処分 予定 の た め 備 忘 価額 に より 、 遊 休 資 
産 に つい て は 、 不 動産 鑑定 評価 に より 算出 し て で お り ま す 。 な お 、 の れん に つい て は 、 米 国連 結子 会 社 が 保有 する の 
れん の 帳 筐 価額 を 第 三 者 機関 に よる 評価 結果 に 基づく 回 収 可 能 価 額 ま で 減額 し て お り 、 回 収 可 能 価額 は 使用 価値 に 
より 測定 し 、 割 引率 は 16.09% で あり ます 。 




















































































































































































































































































































































































































































































































※8 その 他 の 包括 利益 に 係る 組 替 調 整 額 及 び 税 効果 額 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 平成 23 年 4 月 1 ( 平成 24 年 4 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 至 平成 25 年 3 月 31 
その 他 有 価 証券 評価 差額 金 
当期 発生 額 10, 058 百 万 上 14, 830 百 万 円 
組 夫 調整 額 11 人 へ 1, 912 
税 効 果 調整 前 10, 070 12, 917 
税 効 果 額 人 へ 2, 544 A4, 404 
その 他 有 価 証券 評価 差額 金 7, 526 8, 512 
繰延 ヘッ ジ 損 益 
当期 発生 額 = = 
組 奉 調 整 額 0 
税 効 果 調整 前 0 一 
税 効 果 額 = 一 
繰延 ヘッ ジ 損 益 0 一 
土地 再 評価 差額 金 
税 効 果 額 112 一 
土地 再 評価 差額 金 112 一 
为 替换 自 調整 E 
当期 発生 額 人 へ 430 2, 597 
組 奉 調整 額 人 4 1, 728 
税 効 果 調整 前 人 へ 434 4, 325 
税 効 果 額 一 = 
為替 換算 調整 勘定 人 へ 434 4, 325 
持分 法 適用 会 社 に 対す る 
持分 相当 額 
当期 発生 額 5 847 
組 共 調整 額 = 一 
分 相当 8 847 
その 他 の 包括 利益 合計 7, 210 13, 686 































































































































































































(連結 株 主 資本 等 変動 計算 書 関係 ) 























前 連結 会 計 年 度 ( 平成 23 年 4 月 1 至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 




































































1 発行 済 株 式 に 関す る 事項 
(単位 : 株 ) 
株 式 の 種類 当 連 結 会 計 年 度 期首 増加 減少 当 連 結 会 計 年 度 末 
普通 株 式 266, 229, 476 一 一 266, 229, 476 





























2 己 株 式 に 関す る 事項 


























株 式 の 種類 当 連 結 会 計 和 
普通 株 式 14, 504, 662 5, 117, 582 4, 427, 408 15, 194, 836 





























(変動 事由 の 概要 ) 
























































増加 数 の 内 訳 は 、 次 の と お り で あり ます 。 
取締 役 会 決議 に 基づく 市 場 買 付け に よる 増加 5, 000, 000 株 
会 社 法 第 197 条 第 3 項 及 び 4 項 に 基づく 買取 請求 に よる 増加 24, 435 株 
単元 未満 株 式 の 買取 り に よる 増加 93, 147 株 
減少 数 の 内 訳 は 、 次 の と お り で あり ます 。 
株 式 交 換 に よる 減少 4, 423, 546 株 
単元 未満 株 式 の 買 増 請求 に よる 減少 3, 862 株 

















3 新株 予約 権 等 に 関す る 事項 










































































目的 と な る 株 式 の 数 (株 ) 
会 社名 内 訳 人 当 連 結 会 計 > 
式 の 種類 | 习 二 各 会 让 增加 減少 









































年 度 期 首 












































4 配当 に 関す る 事項 
1) 配当 金 支 払 額 




























































































(円 ) 

















































































































































































































































































































































(2) 划 に 属す る 配当 の うち 、 配 当 の 効力 発 生日 が 翌 連結 会 計 年 度 と な る も の 

_ 当 金 の 総和 当 た 2 了 

決議 | 配当 の 原資 | 本 次 Eh 誰 日 効力 発生 
平成 24 年 5 












































利益 剰余 金 5, 020 20 | 平成 24 年 3 月 31 日 | 平成 24 年 5 月 29 



























































取締 役 会 















































当 連 結 会 計 年 度 ( 平成 24 年 4 月 1 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
1 発行 済 株 式 に 関す る 事項 
































度 期 首 増加 減少 当 連 結 会 計 年 度 未 





Ep 


株 式 の 種類 当 連 結 会 計 年 














普通 株 式 266, 229, 476 == 266, 229, 476 














2 己 株 式 に 関す る 事項 







































































株 式 の 種類 当 連 結 会 計 年 度 期首 増加 減少 当 連 結 会 計 年 度 末 
普通 株 式 15, 194, 836 10, 016, 931 1, 042, 092 24, 169, 675 
(変動 事由 の 概要 ) 















































増加 数 の 内 訳 は 、 次 の と お り で あり ます 。 
取締 役 会 決議 に 基づく 市 場 買 付け に よる 増加 10, 000, 000 株 
単元 未満 株 式 の 買取 り に よる 増加 16, 931 株 
減少 数 の 内 訳 は 、 次 の と お り で あり ます 。 
スト ッ ク オ プシ ョ ン の 行使 に よる 減少 1, 040, 700 株 
単元 未満 株 式 の 買 増 請求 に よる 減少 1, 392 株 




















3 新株 予約 権 等 に 関す る 事項 







































的 と な る 株 式 の 数 (株 ) 











目的 と な る 
株 式 の 種類 




























































































スト ッ ク ・ オ プシ ョ 
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4 配当 に 関す る 事項 
(1) 配当 金 支払 額 

























































































(円 ) 


























































































































取締 役 会 



































































































































































































































E 成 25 有 
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F 成 25 年 3 月 31 








利益 剩余 












































(連結 キャ ッシュ ・ フ ロー 計 供 








関係 ) 


















































































































































































































































































































































※1 現金 及び 現金 同等 物 の 期末 残高 と 連結 貸借 対照 表 に 掲 記 され て いる 科目 と 金額 の 関係 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 

現金 及び 預金 勘定 127, 721 百 万 円 176, 540 百 万 円 
価 証券 66, 509 4, 260 
計 194, 231 180, 800 
預入 期間 が 3 ヶ月 を 超え る 定期 預金 人 へ 5, 229 人 へ 5, 834 
MK 有 まで の 期間 が 3 ヶ月 A42, 402 A755 
現金 及び 現金 同等 物 146, 599 174, 210 














※2 株 式 の 取得 に より 新た に 連結 子会社 と な っ た 会 社 の 資産 及び 負債 の 主 な 内 訳 
前 連結 会 計 年 度 ( 自 平成 23 年 4 月 1 至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 







































































株 式 の 取得 に より 新た に Three Rings Design, Inc.、 フ ェ ニ ックス リゾ ー ト 帆 を 連結 し た こと 【 























連 
の 資産 及び 負債 の 主 な 内 訳 、 並 びに Three Rings Desisgn, Inc.、 フ ェ ニ ックス リゾ ー ト 的 の 株 式 取得 価額 と 取得 に 
よる 支出 ( 純 額 ) と の 関係 は 次 の と お り で あり ます 。 


























(1)Three Rings Design, Inc. 




















































































































流動 資産 177 百 万 円 
固定 資産 501 
の れん 1, 594 
流動 負債 人 130 
天 定 負債 和 人 0 
株 式 の 取得 価額 2, 141 
現金 及び 現金 同等 物 人 70 
差引 : 取得 に よる 支出 人 へ 2, 071 











(2) フ ェ ニ ックス リゾ ー ト 人 幌 









































































































































流動 資産 1, 489 百 万 円 
司 定 资产 9, 562 
負 の の れん 人 1, 316 
流動 負債 人 7, 833 
本 定 负债 和 Al, 373 
株 式 の 取得 価額 527 
昔 人 金 の 返済 5, 414 
現金 及び 現金 同等 物 人 へ 462 
差引 : 取得 に よる 支出 人 へ 5, 479 













































































































































































































































































































































































































































































































































































urai、 則 バタ フラ イ 、Relic Entertainment, Inc. を 連結 し た こと 


結 開始 時 の 資産 及び 負債 の 主 な 内 訳 、 並 びに 帆 ア ネス ト 、 山 f4samurai、 則 バタ フラ イ 、Relic 





純 額 ) と の 関係 は 次 の と お り で あり ます 。 


当 連 結 会 計 年 度 ( 自 平成 24 年 4 月 1 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
株 式 の 取得 に より 新た に 帆 ア ネス ト 、 賜 f4sa 
に 伴う 連 
Entertainment, Inc. の 株 式 取得 価額 と 取得 に よる 支出 
(1) 由 アネスト 
流動 資産 272 百 万 円 
固定 資産 20 
の れん 135 
流動 負債 人 99 
司 定 负债 人 16 
株 式 の 取得 価額 312 
現金 及び 現金 同等 物 A137 
差引 : 取得 に よる 支出 A174 
(2) 貫 f4samurai 
流動 資産 47 百 万 円 
固定 資産 2 
の れん 74 
流動 負債 人 9 
少数 株 主 持 分 和 人 32 
株 式 の 取得 価額 83 
現金 及び 現金 同等 物 人 39 
差引 : 取得 に よる 支出 人 43 
(3) 山 バタ フラ イ 
流動 資産 790 百 万 円 
司 定 资产 58 
の れん 891 
流動 負債 人 132 
固定 負 信 人 へ 9 
少数 株 主 持分 Al71 
株 式 の 取得 価額 1, 427 
現金 及び 現金 同等 物 人 459 
差引 : 取得 に よる 支出 人 へ 968 
(4)Relic Entertainment, Inc. 
流動 資産 386 百 万 円 
同定 資産 258 
の れん 1, 556 
流動 負債 人 99 
司 定 负 债 人 へ 61 
株 式 の 取得 価額 2, 040 
現金 及び 現金 同等 物 一 
差引 : 取得 に よる 支出 人 2, 040 











※3 株 式 の 売却 に より 連結 子会社 





前 連結 会 計 年 度 ( 





自 平成 23 年 4 月 1 





上 で な く な っ た 会 社 
































至 平成 24 年 3 月 31 

















株 式 の 売却 に より 連結 子会社 で な く な っ た Sega GameWorks U 


























の 連結 除外 時 の 資 月 

















E 及 び 負 債 の 主 な 内 衣 





R は 次 の と お り で あり ま 3 


(1)Sega GameWorks U.S.A., Inc. 他 2 社 















































































































































































































































流動 資産 216 百 万 円 
司 定 资产 437 
資産 合計 654 
流動 負債 117 
固定 負債 116 
負債 合計 234 
(②) 帆 リア ラス 
流動 資産 209 百 万 円 
司 定 资产 18 
资产 合计 227 
流動 負債 279 
負債 合計 279 
(3) Breaktime, Inc. 
流動 資産 44 百 万 円 
画定 資産 26 
資産 合計 70 
流動 負債 162 
負債 合計 162 





























上 の 資産 及び 負債 の ヨ 
) 
.S.A., 


o 





E な 内 訳 


Inc. 他 2 視 





ト 、 則 リア ラス 、Breaktime, Inc. 


(リー ス 取 引 関係 ) 



















































































































































































































































































































































































リー ス 取 引 に 関す る 会 計 基 準 適用 初 年 度 開始 前 の 所 有 権 移転 外 フ ァ イ ナ ンス ・ リ ー ス 取引 
(1) リース 物件 の 取得 価額 相当 額 、 減 価 償却 累計 額 相当 額 及 び 期 末 残 高 相当 額 
前 連結 会 計 年 度 ( 平 成 24 年 3 月 31 日 ) 
尾 設備 ラマ ヽ 器具 機械 置 アミ ュー ズ メ 和 、 ミ 
物 附属 設 1 及び 備品 NG ント 施設 機器 合計 
取得 価額 相当 額 255 百 万 円 8 百 万 円 百 万 円 419 百 万 円 
減価 償却 累計 額 相当 額 255 8 一 418 
期末 残高 相当 額 0 0 一 0 
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mt 








当 連 結 会 計 年 度 (平成 25 笑 

















E 3 月 31 日 ) 
順 は あり ませ ん 。 




































































































































































(2) 未 経 過 リ ー ス 料 期末 残高 相当 人 額 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
1 年 内 0 百 万 F 一 百 万 円 
1 年 超 に 
合 計 0 二 
(3) 支払 リー ス 料 、 リ ー ス 資産 減損 勘定 の 取 崩 額 、 減 価 償 却 費 相当 額 及 び 支 払 利息 相当 額 
























































































































































前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 自 平成 23 年 4 月 1 日 ( 自 平成 24 年 4 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
支払 リー ス 参 77 百 万 円 0 百 万 円 
リー ス 資 産 減損 勘定 の 取 崩 額 一 一 
減価 償却 費 相 当 額 73 0 
支払 利息 相当 額 0 0 





























(4) 減 f 











償却 費 相当 額 の 算定 方 法 














リー ス 期 間 を 耐 
































年 数 と し 、 残 存 1 





























(5) 利息 相当 額 の 算定 方 法 











リー ス 料 総額 と リー ス 物 件 の 取得 1 

















よっ て お り ま す 。 

















額 を 鶴 と する 定額 法 に よっ て お り ま す 。 




















額 相当 額 と の 差額 を 利息 相当 額 と し 、 各 』 

















へ の 配分 方 法 に つい て は 利息 法 に 








Tu 


1 ファ イナ ンス ・ リ ー ス 取引 


(1) リー ス 人 資産 の 内 容 
物 及 び 構 築 物 、 ア ミュ ー ズ メン ト 施 設 機器 ) 











主として 、 ア ミュ ー ズ メン ト 施 設 
で あり ます 。 











(2) リー ス 資 産 の 減価 償却 の 方 法 
・ 所 有 権 移 転 フ ァ イ ナ ンス ・ リ ー ス 取引 に 係る リー ス 資 産 
自己 所 有 の 固定 資産 に 適用 する 減価 償却 方 法 と 同一 の 方 法 を 採用 し て お り ま す 。 




















































































































・ 所 有 権 移転 外 フ ァ イ ナ ンス ・ リ ー ス 取引 に 係る リー ス 資 産 
リー ス 期 間 を 耐用 年 数 と し 、 残 存 価額 を 零 と し た 定額 法 に よっ て お り ま す 。 
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2 オペ レー ティ ング ・ リ ー ス 取引 
オペ レー ティ ング ・ リ ー ス 取引 の うち 解約 不能 の も の に 係る 未 経 過 リー ス 料 































































































前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
1 年 内 1, 922 百 万 円 760 百 万 円 
1 年 超 2, 173 2, 227 
合 計 4, 095 2, 987 


1 


(金融 商品 関係 ) 

金融 商品 の 状況 に 関す る 事項 
1) 金融 商品 に 対す る 取組 方 針 
当 グ ルー プ は 、 持 株 会 社 
的 に シン ジ ケ ー ト 方 
、 グ ルー プ 内 資金 の 有 
し て 必要 な 分 を 銀行 借 
1H し て お り ま す 。 デ 
な い 方 針 で あり ます 。 











日 





口 
HH 






























































人 金 


(2) 





営業 債権 で ある 受 』 
為替 の 変動 リス ク に 


手形 
され 


















































で ある 当社 に 








て 中 長期 の \ 














金 流動 性 








の 確保 な ど 、 グ ルー 


全体 の セー 











式 に よる コミ ッ 
効 活 用 を 目的 と し た キャ ッシュ 
入 及 可 入 こよ り 調 
リバ ティ ブ は 、 












































上 債 の 発 2 











後述 する リス ク を 


メン トラ イン を 契約 し て お り ま す 。 また 、 


達し て お り ま す 。 
避 す る た め に 





日 











金融 商品 の 内 容 及び その リス ク 











及び 売掛金 
て お り ま す 


は 、 顧 客 の 信 












































価 証券 及び 投資 有価 


ul 


EF 券 は 、 








に 満期 保有 





的 の 債券 及び 
































場 価格 の 変動 リス ク に 


全 > 























され て お り ま す 。 














営業 債務 で ある 支払 手 
その 一 部 に つい て は 先物 為 
必要 な 資金 の 調達 を 目的 と 

デリ バテ ィ ブ 取引 は 、 外 
を 目的 と し た 先物 為替 予約 
ワッ プ 取 引 で あり ます 。 な 
価 方 法 等 に 
る 





乡 







































































つい て は 、 前 述 





(3) 金 
① 信 


党 


中 























業 債権 に つい て は 、 各 
取引 相手 ご と に 期日 及 
っ て お り ま す 。 
満期 保有 目的 の 債券 は 、 
少 で あり ます 。 
デリ バテ ィ ブ 取引 の ] 
当 連 結 会 計 年 度 未 現在 ( 
より 表わさ れ て いま す 。 

















し 、 

















区 



























































当 連 











及び 買掛 金 の うち 、 外 貨 


項 」 の 「(5) 重要 な ヘッ ジ 会 計 の 方 法 」 




















替 予約 を 利 
し た も の で あり 、 
貨 建て の 営業 債権 債務 及び 外貨 
取引 、 並 びに 借入 金 に 





1 し て ヘッ ジ し て お り 





















































リスク に H 
が 、 そ の 一 部 に つい て は 
芭 引 | 


て の 営 

















の 「 連 結 財務 諸表 作成 の た め の 


融 商品 に 係る リス ク 管 理 体制 
1』 リ スク (取引 先 の 契約 








管 
中 


不履行 等 に 係る リス ク ) の 
































業 債務 
ます 








本 と な る 


に 記載 の と お り で す 。 


され て お り ま す 。 ま た 、 
先物 為 准 予約 を 利用 し て ヘッ ジ し て お り ま す 。 


E 企 業 と の 業務 


は 為替 の 変動 
借入 金 
一 部 は 変動 金利 で ある た め 、 金 利 変動 リス ク に 
て の 貸付 金 
係る 支払 金利 の 変 
お 、 ヘ ッ ジ 会 計 に 関す る ヘッ ジ 手 段 と ヘッ ジ 対 象 、 ヘ ッ ジ 方 針 、 ヘ ッ ジ の 有効 性 の 
「4 会 計 


助 リ スク に 





・ マ ネジ メン ト ・ シ ステ ム を 運用 し つつ 、 








資金 運用 に つい て は 安全 











各 事 業 の 事業 資金 に 


フ テ ィ ネッ ト 機 


つい 





資金 計画 に 
融資 





性 の 高い 金 























利 





外貨 


リス ク に 


建て の 営業 債権 は 


坦 携 等 に 関連 する 株 式 で あり 、 


1 し て お り 、 投 機 的 な 取引 は 行わ 





浴 











晒さ れ て お り ま す が 、 











及 只 种 





上 債 ( 














ょ 、 運 転 資金 及び 設備 投資 に 
晒さ れ て お り ま す 。 
に 係る 為替 の 変動 リス ク に 対す る ヘッ ジ 














対す る ヘッ ジ を 





的 と し た 金利 ス 








内 


计 




















淮 








要 な 事項 」、 








和 
び 残 高 を 


上 の 債権 管理 規程 等 に 従い 、 
する と と も 




















MM 





所 
已 





資金 

















規程 に 従い 、 











取引 相手 は 、 原 則 と し て 取引 金融 機関 の み 








に 、 財 務 状 況 等 の : 





























に お ける 最大 信用 





リス ク 額 は 、 信 











1H リ スク に 





E 管 部 門 が 主要 な 取引 先 の 状況 を 人 





処理 に 関す 




















期 的 区 


モニ タリ ング 





ビデ 



































量化 等 に 














よる 


时 





収 懸 念 の 








に 限定 





! 期 把握 や 軽減 を 


[日 








格付 の 高い 債券 の み を 対象 と し て いる た め 、 信 


し て お り ま す 。 






































1』 リ スク は 

















され る 金融 資産 の 連結 貸借 対照 

















强 























② 市 場 リ スク (為替 や 金利 等 の 変動 リス ク ) の 管 
一 部 の 連結 子会社 は 、 外 貨 建て の 営業 債権 債務 及び 貸付 金 、 並 びに 輸出 入 等 に より 確実 に 発生 する と 見 込ま れ 
る 外貨 建 営業 債権 債務 (いわ ゆる 予定 取引 ) の うち その 一 部 に つい て 、 通 貨 別 月 別に 把握 され た 為 准 の 変動 リス 
ク を ヘッ ジ す る た め に 、 先 物 為 夫 予 約 を 利用 し て お り ま す 。 ま た 、 一 部 の 連結 子会社 は 変動 金利 に よる 借入 金 の 
一 部 に つい て 、 支 払 利息 の 変動 リス ク を 抑制 する た め に 、 金 利 ス ワッ プ 取 引 を 利用 し て お り ま す 。 
有価 証券 及び 投資 有価 証券 に つい て は 、 定 期 的 に 時 価 や 発行 体 (取引 先 企業 ) の 財務 状況 等 を 把握 し 、 各 社 取 
締 役 会 等 に 報告 され て お り ま す 。 ま た 、 満 期 保有 目的 の 債券 以外 の も の に つい て は 、 取 引 先 企業 と の 関係 を 勘案 
し て 保有 状況 を 継続 的 に 見 直し て お り ま す 。 
デリ バテ ィ ブ 取引 に つい て は 、 各 社 の 取締 役 会 で 承認 され た 規定 に 基づき 、 和 社内 決裁 を 受け た うえ で 、 主 に 財 
務 部 門 ま た は 経理 部 門 が その 実行 ・ 管 理 を 行っ て お り ま す 。 そ の うえ で 適宜 、 各 社 の 取締 役 会 に 状況 報告 が 行わ 
れ て お り ま す 。 
③ 資金 調達 に 係る 流動 性 リス ク (支払 期日 に 支払 い を 実行 で き な く な る リス ク ) の 管 
業 債務 及び 借入 金 は 、 流 動 性 リス ク に 晒さ れ て お り ま す が 、 当 グル ー プ で は 、 事 業 会 社 ご と に 適正 資金 残高 
し 、 各 社 が 常に これ を 上 回 る 資金 残高 を 維持 する よう に 月 次 で 資金 計画 を 更新 し 、 当 社 が グル レー プ 各 社 の 
資金 繰 の 確認 を 行う こと な ど に より 、 流 動 性 リス ク を 管理 し て お り ま す 。 
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uh 
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Rr 
中 
本 





























ES 

















(4) 金融 商品 の 時 価 等 に 関す る 事項 に つい て の 補足 説明 
金融 商品 の 時 価 に は 、 市 場 価格 に 基づく 価額 の ほか 、 市 場 価格 が な い 場 合 に は 合理 的 に 算定 され た 価額 が 含ま 
れ て お り ま す 。 当該 価額 の 算定 に お いて は 変動 要因 を 織り 込ん で いる た め 、 異 な る 前 提 条 件 等 を 採用 する こと に 
より 、 当 該 価額 が 変動 する こと も あり ます 。 ま た 、「 デ リバ ティ ブ 取 引 関 係 」 注 記 に お ける デリ バテ ィ ブ 取引 に 
関す る 契約 額 等 に つい て は 、 そ の 金額 自体 が デリ バテ ィ プ 取引 に 係る 市 場 リ スク を 示す も の で は あり ませ ん 。 





































































































































































































































































































2 金融 商品 の 時 価 等 に 関す る 事項 
連結 貸借 対照 表 計 上 額 、 時 価 及 び こ れ ら の 差額 に つい て は 、 次 の と お り で あり ます 。 な お 、 時 価 を 把握 する こと が 
極め て 困難 と 認め られ る も の は 、 ( 注 2) に 記載 の と お り で あり 、 次 表 に は 含め て お り ま せん 。 
前 連結 会 計 年 度 (平成 24 年 3 月 31 日 ) 
連結 貸借 対照 表 計上 額 差額 
( 百 万 円 ) 万 





現金 
(2) 受 


及び 預金 
受取 手形 及び 売掛金 

(3) 有価 証券 及び 投資 有価 証券 

① 満期 保有 目的 の 債券 

② その 他 有 価 証券 (※1) 

③ 関連 会 社 株 式 





































































































































































127, 721 
73, 554 


1, 620 
112, 619 
516 













































































127, 721 
73, 531 


1, 615 
112, 619 
385 








































負債 計 
取引 (※2) 




















デリ バテ ィ ブ 





























































130, 622 130, 805 


人 1 





资产 计 316, 032 315, 873 
(1) 支払 手形 及び 買掛 金 59, 917 59, 917 一 
(2) 短期 借 人 金 10, 194 10, 194 一 
(3) 长 期 借 人 金 25, 052 25, 093 人 へ 41 
(4) 1 年 内 償 層 予定 の 社債 23, 515 23, 515 一 
(5) 社債 11, 943 12, 085 人 へ 141 






























































① ヘッ ジ 会 計 が 適用 され て いな いも の 
② ヘッ ジ 会 計 が 適用 され て いる も の 
デリ バテ ィ ブ 取引 計 
(※1) 組 込 デ リバ ティ ブ は 、 時 人 1 

有価 証券 に 含め て お り ま す 。 
(※2) デリ バテ ィ ブ 取引 




















当 連 結 会 計 年 度 (平成 25 年 3 月 31 日 ) 























区 分 し て 測定 で き な い た め 














中 
了 y 
al 
と 
型 
Bn 
t 











全 体 丰 时 便宜 











ul 
长 
—~ 




















に よっ て 生じ た 正味 の 債権 ・ 

















債務 は 純 額 で 表示 し て お り ま す 。 








受取 手形 及び 売掛金 

有価 証券 及び 投資 有価 証券 
① 満期 保 的 の 債券 

② その 他 有 価 証券 (※1) 
③ 関連 会 社 株 式 
資産 計 




















(2) 
(3) 




































































































































計上 額 





入 借 对 昭 表 
( 百 万 円 ) 

















307, 718 












































































307, 847 





















(1) 
(2) 
(3) 長期 
(4) 0 
(5) 社 


上 債 


Ne 











于 














































デリ バテ ィ ブ 取引 (※2) 
① ヘッ ジ 会 計 が 適用 され て いな いも の 
② ヘッ ジ 会 計 が 適用 され て いる も の 
デリ バテ ィ ブ 取引 計 






























































50, 142 
12, 867 
44, 926 
5, 843 
29, 500 


50, 142 
12, 867 
44, 819 
5, 843 
29, 655 

















(※1) 





組 込 デ リバ ティ ブ は 、 時 1 
有休 証券 に 含め て お り ま す 。 
(※2) デリ バテ ィ ブ 取引 
























































に よっ て 生じ た 正味 の 債権 ・ 債 務 


区 分 し て 測定 で き な 


























た め 、 複 合金 融 商 品 全体 を 時 1 























et 

















は 純 額 で 表示 し て お り ま す 。 


























( 注 1) 金融 商品 の 時 価 の 算定 方 法 並 びに 有価 証券 及び デリ バテ ィ ブ 取引 に 関す る 
(1) 現金 及び 預金 、 並 びに (②) 受 取手 形 及 び 売 掛金 
これ ら の うち 、 短 期間 (1 年 以内 ) で 決済 され る も の は 、 時 価 が 帳 稚 価額 と 近似 し て いる こと か ら 、 当 該 帳 短 価 
額 に よっ て お り ま す 。 ま た 、 受 取手 形 及び 売掛金 の うち 、 当 連結 会 計 年 度 未 か ら 決 済 日 まで の 期間 が 1 年 を 超え る 
も の に つい て は 、 債 権 ご と に 債権 額 を 決済 日 まで の 期間 及び 信用 リス ク を 加味 し た 利率 に より 割り 引い た 現在 価値 
に よっ て お り ま す 。 
(3) 有価 証券 及び 投資 有価 証券 
これ ら の 時 価 に つい て 、 株 式 は 取引 所 の 価格 に よっ て お り 、 債 券 は 取引 所 の 価格 又は 取引 金融 機関 か ら 提 示さ れ 
た 価格 に よっ て お り ま す 。 ま た 、 そ の 他 有 価 証券 に 含ま れる 譲渡 性 預金 は 、 短 期間 (1 年 以内 ) で 決済 され る た 
は 帳 邊 価額 と 近似 し て いる こと か ら 、 当 該 帳 仁 価額 に よっ て お り ま す 。 
な お 、 保 有 目 的 ご と の 有価 証券 に 関す る 注記 事項 に つい て は 、「 有 価 証 券 関 係 」 に 記載 の と お り で す 。 
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1) 支払 手形 及び 買掛 金 、 (2) 短期 借入 金 、 並 びに (④ 1 年 内 償 層 予定 の 社債 
これ ら の うち 、 短 期間 (1 年 以内 ) で 決済 され る も の は 、 時 価 が 帳簿 価額 と 近似 し て いる こと か ら 、 当 該 帳 答 価 
額 に よっ て お り ま す 。 な お 、 短 期 借入 金 の うち 、 金 利 ス ワッ プ の 特例 処理 が 適用 され る も の に つい て は 、 当 該 金利 
スワ ッ プ と 一 体 と し て 時 価 を 算定 し て お り ま す 。 
(3) 長期 借入 金 及 び (5) 社債 
これ ら の 時 価 に つい て は 、 元 利 金 の 合計 額 を 、 新 規 に 借入 を 行っ た 場合 に 想定 され る 利率 で 割り 引い た 現在 価 1 
に より 算定 し て お り ま す 。 な お 、 長 期 借入 金 の うち 、 金 利 ス ワッ プ の 特例 処理 が 適用 され る も の に つい て は 、 当 
金利 スワ ッ プ と 一 体 と し て 時 価 を 算定 し て お り ま す 。 
デリ バテ ィ ブ 取引 


デリ バテ ィ ブ に 関す る 注記 




















































































































































































































肝 


















































項 に つい て は 、 「 デ リバ ティ ブ 取 引 関 係 」 に 記載 の と お り で す 。 





























































































































( 注 2) 時 価 を 把握 する こと が 極め て 困難 と 認め られ る 金融 商品 の 連結 貸借 対照 表 計 上 額 
(単位 : 百 万 円 ) 
区 分 前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
和 (平成 24 年 3 月 31 日 ) | (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
非 上 場 株 式 等 2, 007 1, 535 
投資 事業 有限 責任 組合 等 出資 1, 208 1, 255 
非 連 結子 会 社 株 式 299 318 
関連 会 社 株 式 842 6, 520 
関連 会 社 出 資金 120 137 















































上 記 に つい て は 、 市 場 価格 が な く 、 か つ 、 将 来 キ ャ ッシュ ・ フ ロー を 見 積 る こと な ど が で きず 、 時 価 を 把握 する こ 
と が 極め て 困難 と 認め られ る た め 、「(③) 有価 証券 及び 投資 有価 証券 」 に は 含め て お り ま せん 。 
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Eu 


























































































































( 注 3) 滴 期 が ある 人 金銭 債権 及び 有価 証券 の 連結 決算 日 後 の 償 選 予 定額 

前 連結 会 計 年 度 (平成 24 年 3 月 31 日 ) 
1 年 以内 10 年 超 
( 百 万 円 ) 百 万 円 















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































金 及び 預金 127, 721 
受取 手形 及び 売掛金 73, 064 一 
有価 証券 及び 投資 有価 証券 
満期 保有 目的 の 債券 (社債 400 ーー 
その 他 有 価 証券 の うち 満 期 が ある も の 8 
| 貢 ) ※ 
証券 の うち 満期 が ある も の 二 最 
预 金 ) > 
0 15.306 1.800 
合計 267, 293 2, 800 
(※) 1 期 償還 条項 等 が 付 さ れ た 債券 に つき まし て は 、 早 期 償 違 条項 填 に 該当 せ ず 、 満期 まで 保有 し た 場合 に お け 
る 償 二 予定 額 を 記載 し て お り ま す 。 
当 連 結 会 計 年 度 (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
1 年 以内 1 年 超 5 年 以内 | 5 年 超 10 年 以内 10 年 超 
( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 
現金 及び 預金 176, 540 一 = = 
受取 手形 及び 売掛金 63, 639 247 一 一 
有価 証券 及び 投資 有価 証券 
満期 保有 的 の 債券 (社債 655 900 750 ーー 
人 E 券 の うち 満期 が ある も の ーー 3 000 Es 1 000 
その 証券 の うち 満期 が ある も の i 加 加 _ 
譲渡 性 預金 ) 
その 証券 の うち 満期 が ある も の 
その 他 ) (※) 3, 505 200 1, 800 
合計 244, 439 4, 147 950 2, 800 
(※) ! 期 償 本 条項 等 が 付 さ れ た 債券 に つき まし て は 、 早 期 償 本 条項 等 に 該当 せ ず 、 満 期 ま で 保有 し た 場合 に お け 
る 償 本 予定 額 を 記載 し て お り ま す 。 
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寺 債 、 長 期 借 入金 、 リ ー ス 債務 及び その 他 の 有利 子 負債 の 連結 決算 日 後 の 返 済 予 定額 
(平成 24 年 3 月 31 
1 年 以内 1 年 超 2 年 超 3 年 超 4 年 超 5 年 超 
区 分 (下方 円 ) 2 年 以内 | 3 年 以内 | 4 年 以内 | 5 年 以内 | ( 百 万 ロ ) 
5 ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 5 
短期 借入 金 10, 194 = = = = = 
長期 借入 金 一 7, 035 7, 035 7, 028 3, 953 一 
社債 23, 515 4, 243 100 一 7, 600 一 
1 一 又 债 务 770 612 370 89 16 1 
その 他 有 利子 負債 592 本 ーー ーー 
設備 未払金 
計 年 度 (平成 25 年 3 月 31 
1 年 以内 1 年 超 2 年 超 3 年 超 4 年 超 5 年 起 
区 分 ( 百 万 办) | 2 年 以 内 | 3 年 以 内 | 4 年 以 内 | 5 年 以 内 | ( 百 万 四) 
( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 2 
短期 借入 金 12, 867 一 一 一 一 一 
長期 借入 金 一 12, 367 13, 281 13, 953 5, 325 一 
社債 5, 843 1, 700 1, 600 9, 200 17, 000 一 
リー ス 債務 924 636 233 80 28 11 
その 他 有 利子 負債 
設備 未払金 J = 本 时 和 a 


















































(有価 証券 関係) 
1 満期 保有 目的 の 債券 
前 連結 会 計 年 度 (平成 24 年 3 月 31 日 ) 


(1) 時 価 が 連結 貸借 対照 表 計 上 額 を 超え る も の 























































































































































































































区 分 連結 貸借 対照 表 計上 額 | 連結 決算 日 に お ける 時 人 差額 

( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 
① 国 債 ・ 地 方 債 等 一 和 一 
② 社 債 607 611 4 
③ そ の 他 一 一 一 












































(2) 時 価 が 連結 貸借 対 肉 表 計上 額 を 超え な いも の 


連結 貸借 対照 表 計 上 額 
( 百 万 円 ) 



































差額 
( 百 万 円 ) 





















MI 























































































国債 ・ 地 方 債 等 
上 債 











合計 




















当 連 結 会 計 年 度 (平成 25 年 3 月 31 日 ) 

































































































































































































































































































































































(1) 時 価 が 連結 貸借 対照 表 計 上 額 を 超え る も の 

区 分 連結 貸借 対照 表 計上 額 | 連結 決算 日 に お ける 時 人 差額 

人 人 ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 
① 国 債 ・ 地 方 債 等 一 ーー 一 
② 社 債 1, 010 1, 012 2 
③ そ の 他 一 一 = 

合計 1, 010 1, 012 2 
(2) 時 価 が 連結 貸借 対照 表 計 上 額 を 超え な いも の 

区 分 連結 貸借 対照 表 計上 額 | 連結 決算 日 に お ける 時 人 差額 

人 ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 
① 国 債 ・ 地 方 債 等 一 a 
② 社 債 1, 316 1, 308 A7 
































2 その 他 有 価 証券 
前 連結 会 計 年 度 (平成 24 年 3 月 31 日 ) 
























































































































































(1) 連結 貸借 対照 表 計 上 額 が 取得 原価 を 超え る も の 
区 分 連結 貸借 対照 表 計 上 人 額 取得 原価 差額 
( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 
① 株 式 41, 985 11, 581 30, 403 
② 債 券 一 一 一 
③ そ の 他 一 一 = 
合計 41, 985 11, 581 30, 403 












































































































































































































































(2②) 連結 貸借 対照 表 計 上 額 が 取得 原価 を 超え な いも の 
区 分 連結 貸借 対照 表 計 上 人 額 取得 原 人 差額 
( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 
① 株 式 1, 267 1, 628 人 へ 361 
② 債 券 5, 259 5, 773 人 514 
③ そ の 他 64, 106 64, 106 一 
合计 70, 633 71, 509 A875 
( 注 ) 「 連 結 貸借 対照 表 計 上 和 額 が 取得 原価 を 超え な いも の 」 の 「 債 券 」 の 中 に は 、 複 合金 融 商品 が 含ま れ て お り 、 
の 評価 差額 122 百 万 円 を 営業 外 収 益 に 計上 し て お り ま す 。 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































当 連 結 会 計 年 度 (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
(1) 連結 貸借 対照 表 計 上 額 が 取得 原価 を 超え る も の 
デム 連結 貸借 対照 表 計 上 額 取得 原価 差額 
多分 
( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 
① 株 式 55, 779 13, 142 42, 637 
② 債 券 一 一 一 
③ そ の 他 一 一 一 
合計 55, 779 13, 142 42, 637 
(2) 連結 貸借 対照 表 計 上 額 が 取得 原価 を 超え ん な いも の 
区 人 連結 貸借 対照 表 計 上 額 取得 原価 差額 
a ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 
① 株 式 291 367 人 76 
② 債 券 4, 676 5, 000 人 323 
③ そ の 他 3, 605 3, 605 = 
合計 8, 572 8, 972 A400 
3 連結 会 計 年 度 中 に 売却 し た その 他 有 価 証券 
前 連結 会 計 年 度 ( 平成 23 年 4 月 1 至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 
区 分 売却 額 ( 百 万 円 ) 売却 益 の 合計 額 ( 百 万 円 ) | 売却 損 の 合計 額 ( 百 万 円 ) 
① 株 式 105 56 人 2 
② 債 券 0 一 人 3 
③ そ の 他 一 = 
合計 105 56 人 へ 6 
当 連 結 会 計 年 度 ( 平成 24 年 4 月 1 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
区 分 売却 額 ( 百 万 円 ) 売却 益 の 合計 額 ( 百 万 円 ) | 売却 損 の 合計 額 ( 百 万 円 ) 
① 株 式 3, 708 1, 917 人 へ 0 
② 債 券 4, 000 一 = 
③ そ の 他 一 二 
合计 7, 708 1, 917 人 0 


















































減損 処理 を 行っ た 有価 証券 























































































































前 連結 会 計 年 度 ( 自 平成 23 年 4 月 1 日 至 平成 24 年 3 月 31 
その 他 有 価 証券 で 189 百 万 円 の 減損 処理 を 行っ て お り ま す 。 

当 連 結 会 計 年 度 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 至 平成 25 年 3 月 31 
その 他 有 価 証券 で 6 百 万 円 の 減損 処理 を 行っ て お り ま す 。 









































一 100 一 








(デリ バテ ィ ブ 取引 関係 ) 




















1 ヘッ ジ 会 計 が 適 


1) 通貨 関連 





























前 連結 会 計 年 度 (平成 24 年 3 月 31 

















ペン 





H さ れ て いな い デ リバ ティ ブ 取 引 

































































































































































菇 交大 二。 | 人 晴 当 25 人 評価 損益 
ed ( 百 万 四 ) a ( 百 万 四 ) ( 百 万 站) 
為替 予約 取引 
売 
市 場 取 英ポンド 320 二 二 5 人 5 
引 以 外 米ドル 117 = へ 6 人 へ 6 
の 取引 ユーロ 953 3 6 6 







































































































































































































































































合计 1, 431 = Al Al 
( 注 ) 時 価 の 算定 方 法 取引 先 金融 機関 か ら 提 示さ れ た 価格 等 に 基づき 算定 し て お り ま す 。 
当 連 結 会 計 年 度 ( 平 成 25 年 3 月 31 日 ) 
本 本 人 | 和 閣 符 の うち 評価 損益 
( 百 万 四 ) 人 ( 百 万 站) ( 百 万 问 ) 
和 人 10 和 人 10 
人 2 和 人 2 
人 7 和 人 7 
和 人 19 人 19 
( 注 ) 時 価 の 算定 方 法 取引 先 金融 機関 か ら 提示 され た 価格 等 に 基づき 算定 し て お り ま す 。 











(2) 複合 金融 商品 関連 

















組 込 デ リバ ティ ブ の 時 1 
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[有 人 








Dl 



















































































区 分 し て 測定 で き な い 複合 金融 商品 は 、 複 合金 融 商品 全体 を 時 1 
正 券 関係 ]」 の 「2 その 他 有 人 1 









































了 由 











、 注 记事 项 





証券 」 に 含め て 記載 し て お り ま す 。 





一 101 一 


2 ヘッ ジ 会 計 が 敵 

























































































1 され て いる デリ バテ ィ ブ 取 





























































































































































































































































































































































































































(1) 通貨 関連 
前 連結 会 計 年 度 (平成 24 年 3 月 31 日 ) 
該当 事項 は あり ませ ん 。 
当 連 結 会 計 年 度 ( 平 成 25 年 3 月 31 日 ) 
該当 事項 は あり ませ ん 。 
(2) 金利 関連 
前 連結 会 計 年 度 ( 平 成 24 年 3 月 31 日 ) 
a rr 站 契約 額 の うち | 
ヘッ ジ 会 計 デリ バテ ィ ブ A 契約 額 等 寺 価 
の 方 法 取引 の 種類 等 主 な ヘッ ジ 対 象 | 《 百 万 站) i ( 百 万 円 ) 
金利 スワ ッ プ | 金利 スワ ッ プ 取引 
の 特例 処 支払 固定 ・ 受 取 変 動 長期 借入 金 5, 900 2, 619 ( 注 ) 
合計 5, 900 2, 619 一 
( 注 ) 金利 スワ ッ プ の 特例 処理 に よる も の は 、 ヘ ッ ジ 対象 と され て いる 長期 借入 金 と 一 体 と し て 処理 され て いる た 
め 、 そ の 時 価 は 、 当 該 長期 借入 金 の 時 価 に 含め て 記載 し て お り ま す 。 
当 連 結 会 計 年 度 ( 平 成 25 年 3 月 31 日 ) 
ヘッジ 会 計 デリ バテ ィ ブ | 二 全 
の 方 法 取引 の 種類 等 ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 
金利 スワ ッ プ | 金利 スワ ッ プ 取引 
の 特例 処 支払 固定 ・ 受 取 変 動 長期 借入 金 9, 730 7, 707 ( 注 ) 
金利 通货 又 了 | 金利 通 售 又 0 wv 了 本 
ジグ 6 金利 通貨 ッ プ 取引 に _- 
長期 借入 金 ( 注 ) 
















































































支払 固定 ・ 受 取 変 動 
合 














( 注 ) 








金利 スワ ッ プ の 特例 処 
と 一 体 と し て 処 



































され て いる た め 、 そ の 時 人 1 
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は 、 当 該 長期 








借入 金 の 時 1 














に 含め て 記 

















及び 金利 通貨 ステ ワッ プ の 一 体 処 理 に よる も の は 、 ヘ ッ ジ 対象 と され て いる 長期 借入 
湾 し て お り ま す 。 











ンー 


退職 給付 関係 ) 

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1 採用 し て いる 退職 給付 制度 の 概要 
当社 及び 国内 連結 子会社 は 、 退 職 金 規 程 に 基づく 厚生 年 金 制度 、 退 職 一 時 金 制度 を 採用 し て お り ま す 。 一 部 の 国 
内 連結 子会社 及び 海外 連結 子会社 は 、 確 定 拠出 年 金 制度 を 採用 し て お り ま す 。 
一 部 の 国内 連結 子会社 は 、 確 定 給 付 企業 年 金 法 に 基づき 、 厚 生年 金 基金 の 代行 部 分 に つい て 、 平 成 24 年 5 月 1 日 
に 厚生 労働 大 臣 か ら 将 来 支 給 義務 免除 の 認可 を 受け 、 平 成 25 年 3 月 1 日 に 過去 分 返上 の 認可 を 受け て お り ま す 。 ま 
た 、 一 部 の 国内 連結 子会社 は 、 厚 生年 金 基金 を 平成 25 年 2 月 27 日 に 脱退 し て お り ま す 。 
2 退職 給付 債務 に 関す る 事項 
(単位 : 百 万 円 ) 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
(1) 退職 給付 債務 人 33, 448 人 19, 096 
(2) 年 金 資産 15, 237 0, 848 
(3) 未 認識 退職 給付 債務 (1) 十 (2) 人 18, 210 人 へ 8, 247 
(4) 未 認識 数 理 計算 上 の 差異 3, 778 人 1, 086 
(5) 未 認識 過去 勤務 債務 一 135 
(6) 前 払 年 金 費用 95 78 
(7) 退職 給付 引当 金 3③ 十 ④ 十 ⑮) 一 (6) へ 14, 527 へ 9, 277 
( 注 ) 一 部 の 連結 子会社 は 退職 給付 債務 の 算定 に あたり 、 簡 便 法 を 採用 し て お り ま す 。 
3 退職 給付 費用 に 関す る 
(単位 : 百 万 円 ) 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 平成 23 年 4 月 1 日 ( 平成 24 年 4 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) | 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
(1) 勤務 費用 2, 205 1, 810 
(2) 利息 費用 524 506 
収益 人 307 人 351 
計算 上 の 差異 の 費 284 565 
(5) 臨時 に 支払 っ た 割増 退職 金 等 一 0 
(6) その 他 414 
(7) 退職 給付 費用 (1) 十 (2②) 十 3) 十 (4) 十 (5) 十 (6) 2, 945 
(8) 厚生 年 金 基金 の 代行 部 分 返上 に 伴 う 損 益 人 へ 6, 345 
计 人 3, 399 
( 注 ) 1 簡便 法 を 採用 し て いる 連結 子会社 の 退職 給付 費用 は 、「(1) 勤務 費用 」 に 計上 し て お り ま す 。 
2  「(6⑥) そ の 他 」 は 、 確 定 拠出 年 金 へ の 掛金 支払 額 、 ま た 、 一 部 の 連結 子会社 の 厚生 年 金 基金 脱退 の 際 の 胸 退 
拠出 金 等 を 特別 損失 に 計上 し た も の が 含ま れ て お り ま す 。 
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4 退職 給付 債務 等 の 計算 の 基礎 に 関す る 事項 
(1) 退職 給付 見 込 額 の 期間 配分 方 法 
期間 定額 基準 
(2) 割引 率 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 






















































































































































































1. 5 一 2. 09%6 0.5~2.0% 
(3) 期待 運用 収益 率 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
1. 0~2. 5% 1. 0~2. 5% 
(4) 過去 勤務 債務 の 額 の 処理 年 数 
1 年 (た だ し 、 株 式 会 社 セ ガ 他 4 社 に つい て は 、 発 生 上 
て 10 年 ) に よる 接 分 額 を 費用 処理 する 方 法 ) 
(5) 数 理 計算 上 の 差異 の 処理 年 数 




















1 年 

















(た だ し 、 株 式 会 社 セ ガ 他 4 社 に つい て は 、 
の 年 数 (主として 10 年 ) に よる 拉 分 額 を それ ぞ れ 発 4 








1 





: 击 妇 


結 会 計 年 度 の 発生 時 








の 従業 員 の 

















F 均 残存 勤務 期間 以内 の 一 
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処理 する 方 法 ) 


Ek 





の 年 数 


E と し 





の 従業 員 の 平均 残存 勤務 期間 以内 の 一 定 
E の 翌 連 結 会 計 年 度 か ら 費 


(スト ッ ク ・ オ プシ ョ ン 等 関係 ) 
1 費用 計上 額 及 び 科 目 名 









































































































































前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
( 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 月 1 
A CED 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 








の の 般 管 理 費 の 585 百 万 円 476 百 万 F 

































































2 権利 不 行 使 に よる 失効 に より 利益 と し て 計上 し た 金額 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































前 連結 会 計 年 度 連結 会 計 年 度 
平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
特別 利益 百 万 円 2 百 万 F 
3 スト ッ ク ・ オ プシ ョ ン の 内 容 、 規 模 及び 変動 状況 
前 連結 会 計 年 度 ( 自 平成 23 年 4 月 1 至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 
1) スト ッ ク ・ オ プシ ョ ン の 内 容 
会 社名 提出 会 社 十 
決議 年 月 平成 22 年 6 月 30 E12 月 24 
十 DOD 子 会 社 の 12 
付与 対象 者 の 区 分 及び | A と 上 の 子会社 の 
人 数 (各 2 提出 会 社 の 』 締 役 4 員 6 
の 子会社 の 1g 
0 種類 及び 付 全 数 普通 株 式 172, 000 普通 株 式 3,417, 普通 株 式 464, 000 
付与 平成 22 年 7 月 31 E2 月 1 
付与 日 (平成 22 年 7 月 31 日 ) 上 (平成 23 年 2 月 1 日 ) 
レニ ーー ルト か ら 権 利 確定 日 Te E 利 确 か ら 権 利 確定 日 (平成 25 年 2 
椎 利 确定 条 人 月 31 日 ) まで 継続 し て 勤務 ) まで 継続 し て 勤務 し 
て いる こと 。 の ご と 。 
TZ 熏 下 成 年 じ レル 成 年 日 一 平成 年 
対象 勤務 期間 a 2 成 23 年 2 月 了 日 へ 平成 25 
権利 行使 期間 A 万 IED: 
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(2) スト ッ ク ・ オ プシ ョ ン の 規模 及び その 変動 状況 


① ス トッ ク ・ オ プシ ョ ン の 数 









































平成 22 人 














平成 22 年 6 月 30 




















平成 22 年 12 月 24 


















































172, 000 


3, 379, 000 


460, 800 











失効 (株 ) 


39, 100 


67, 700 








権利 確定 (株 ) 














未 確 定 残 (株 ) 


172, 000 


3, 339, 900 


393, 100 








権利 確定 後 




















期首 (株 ) 














権利 確定 (株 ) 














権利 行使 (株 ) 














失効 (株 ) 











未 行使 残 (株 ) 

















② 単 価 情報 
























































平成 22 年 














成 22 年 6 月 30 


























平成 22 年 12 月 24 





















































1, 312 



















































































3 つ 
| 
































306 





306 


386 
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当 連 結 会 計 年 度 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
1) スト ッ ク ・ オ プシ ョ ン の 内 容 
会 社名 提出 会 社 提出 会 社 提出 会 社 
決議 年 月 平成 22 年 6 月 30 平成 22 年 6 月 30 平成 22 年 12 月 24 
上 の 子 会 社 の 12 
< 对 象 者 四 区 分 ド ee Ln 
け す 対 祭 者 の 区 分 及び | 提出 会 社 の 取締 役 4 
i 
2 種類 及び 付 全 数 普通 株 式 172, 000 普通 株 式 464, 000 
付与 日 平成 22 年 7 月 31 平成 23 年 2 月 1 
付与 日 (平成 22 年 7 月 31 日 ) F 7 月 31 日 ) | 付与 日 (平成 23 年 2 月 1 日 ) 
権利 確定 条件 か ら 権 利 確定 日 (平成 24 年 (平成 24 年 7 | か ら 権利 確定 日 (平成 25 年 2 
和 9 月 31 日 ) まで 継続 し て 勤務 て 勤務 し | 月 1 日 ) まで 継続 し て 勤務 し 
て いる こと 。 \ る こと 。 
対象 勤務 期間 平成 22 年 7 月 31 日 て 平成 24 年 成 23 年 2 月 1 日 へ 平成 25 年 
2 7 月 31 2 月 1 
ンー ニム 平成 24 年 8 月 1 日 へ 平成 26 年 | 平成 24 年 8 月 1 日 一 平成 26 年 | 平成 25 年 2 月 2 日 て 平成 27 年 
会 社名 提出 会 社 提出 会 社 由 バ タフ ライ 
決議 年 月 日 平成 24 年 7 月 31 平成 24 年 7 月 31 平成 22 年 10 月 29 
会 社 の 執行 役員 
会 社 の 従業 員 帆 バ タフ ライ の 3 
上 の 子会社 取締 役 _ 
な 対象 者 の 区 分 及び | 提出 会 社 の 取締 役 5 0 1 
移 バ タフ ライ の EE 
従業 員 
we 種類 及び 付 全 数 普通 株 式 250,000 普通 株 式 49,000 
付与 日 平成 24 年 9 月 1 E9 月 1 平成 22 年 11 月 1 
付与 日 (平成 24 年 9 月 1 日 ) FF 成 244 付与 日 (平成 22 年 11 月 1 日 ) 
権利 確定 条件 か ら 権利 確定 日 (平成 26 年 9 E か ら 権 利 確定 日 (平成 24 年 10 
个 月 1 日 ) まで 継続 し て 勤務 し 月 29 日 ) まで 継続 し て 勤務 し 
て いる こと 。 て いる こと 。 
対象 勤務 期間 平成 24 年 9 月 1 日 へ 平成 26 年 有 月 1 日 ~ 平 成 24 年 
这 月 1 10 月 29 
pe 平成 26 年 9 月 2 日 ~~ 平 成 28 年 | 平成 26 年 9 月 2 日 ~~ 平 成 28 年 | 平成 24 年 10 月 30 日 へ 平成 32 年 
権利 行使 期間 9 月 1 9 月 1 10 月 28 
会 社名 山 バ タフ ライ 
決議 年 月 平成 23 年 1 月 19 
付与 対象 者 の 区 分 及び Me 
人 数 (名 ) 邊 バタ フラ イ の 従業 員 10 
NM 普通 株式 1 000 
付与 平成 23 年 2 月 1 
付与 日 史明 2 1 日 ) 
て いる こ 
亚 成 年 一 平成 年 
対象 勤務 期間 AD 
YZ ED 年 一 亚 戊 に 
権利 行使 期間 a NE 
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(2) スト ッ ク ・ オ プシ ョ ン の 規模 及び その 変動 状況 
① ス トッ ク ・ オ プシ ョ ン の 数 









































































































































































































































社名 提出 会 社 提出 会 社 提出 会 社 
決議 年 月 平成 22 年 6 月 30 平成 22 年 6 月 30 平成 22 年 12 月 24 

権利 確定 前 
期 背 (株 ) 172, 000 3, 339, 900 393, 100 
け 与 (株 ) 一 = 一 
失効 (株 ) = 24, 100 6, 700 
権利 確定 (株 ) 172, 000 3, 315, 800 386, 400 
未 確 定 残 (株 ) = 

権利 確定 後 
期首 (株 ) 一 
権利 確定 (株 ) 172, 000 3, 315, 800 386, 400 
権利 行使 (株 ) 39, 100 1, 000, 600 1, 000 
失効 (株 ) 一 6, 400 1, 800 
未 行使 残 (株 ) 132, 900 2, 308, 800 383, 600 














士 名 提出 会 社 提出 会 社 帆 バ タフ ライ 














決議 年 月 平成 24 年 7 月 31 






























































成 24 年 7 月 31 平成 22 年 10 月 29 






























































け 与 (株 ) 250, 000 3, 483, 000 ーー 











権利 確定 (株 ) 一 = 一 一 














未 確 定 残 (株 ) 250, 000 3, 475, 800 一 








権利 確定 後 
































期 音 (株 ) = 一 40, 100 














権利 確定 (株 ) = = 一 

















権利 行使 (株 ) 二 ae 











失効 (株 ) 一 一 300 




















未 行使 残 〈 株 ) 一 一 39, 800 
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会 社名 則 バ タフ ライ 














決議 年 月 日 平成 23 年 1 月 19 日 
































ー 
Es 
发 
也 


定 前 


























期 首 ( 株 ) 一 

















は 与 (株 ) ー 





株 ) 

















9 
権利 確定 (株 ) 











未 確 定 残 (株 ) 后 








権利 確定 後 























期首 (株 ) 1, 000 














権利 確定 (株 ) 和 























権利 行使 (株 ) 














失効 (株 ) 200 

















未 行 使 残 (株 ) 800 


























( 注 ) 内 バ タフ ライ の 期首 に 記載 され て いる 数 字 は 、 当 連結 会 計 年 度 中 に 帳 バ タフ ライ を 新規 連結 子会社 と し た こと 
に よる も の で あり ます 。 
② 単 人 情報 
























































会 社名 提出 会 社 提出 会 社 提出 会 社 





















































決議 年 月 平成 22 年 6 月 30 平成 22 年 6 月 30 平成 22 年 12 月 24 



























































権利 行使 価格 (円 ) 1, 312 1, 312 1, 753 









































了 使 時 平均 株 1 9) 1, 526 1, 660 1, 794 


















































双人 | や 
和 


人 0 > 公正 な 306 306 386 
































会 社名 提出 会 社 提出 会 社 由 バ タフ ライ 
決議 年 月 平成 24 年 7 月 31 平成 24 年 7 月 31 平成 22 年 10 月 29 
権利 行使 価格 (円 ) 1, 686 1, 686 2, 000 


更 時 平均 株 1 H) 到 2 Ei 
に おけ る 公正 な ge 5 諾 



























































































































































| ~ 

Sr 二 
| 洒 

レ TD 
去 | 卡 
























































至 二 











会 社 名 千 バ タフ ライ 





























決議 年 月 平成 23 年 1 月 19 
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4 スト ッ ク ・ オ プシ ョ ン の 公正 な 評価 単 人 





































































































































































































の 見 積 方 法 























































































































































































































前 連結 会 計 年 度 ( 自 平成 23 年 4 月 1 日 至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 
該当 事項 は あり ませ ん 。 
当 連 結 会 計 年 度 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 至 平成 25 年 3 月 31 
提出 会 社 よ り 付 与 さ も れ た スト ッ ク ・ オ プシ ョ ン の 公正 な 評価 単価 の 見 積 方 法 
(1) 使用 し た 算定 技法 
プ ブラッ ク ・ シ ョ ー ル ズ 式 
(2) 使用 し た 主 な 基礎 数 値 及び その 見 積 方 法 
① 株 価 変動 性 平成 24 年 9 月 1 日 付与 分 (当社 取締 役 分 ) 28.765% 
平成 24 年 9 月 1 日 付与 分 (当社 取締 役 分 以外 ) 28.765% 
② 予 想 残存 期間 3 年 
十分 な デー タ の 鞭 積 が な く 、 合 理 的 な 見 積 が 困難 で ある た め 権 利行 使 期間 の 
の と 推定 し て 見 積 を 行っ て お り ま す 。 
⑧ 予 想 配当 平成 24 年 9 月 1 日 付与 分 (当社 取締 役 分 ) 40 円 プ 株 
平成 24 年 9 月 1 日 付与 分 (当社 取締 役 分 以外 ) 40 円 株 
④ 無 リス ク 利 子 率 平成 24 年 9 月 1 日 付与 分 (当社 取締 役 分 ) 0.100% 
平成 24 年 9 月 1 日 付与 分 (当社 取締 役 分 以外 ) 0.100% 





























予想 残存 期間 に 対応 する 国債 利回り で あり ます 。 























5 スト ッ ク ・ オ プシ ョ ン の 権利 確定 数 の 見 積 方 法 


将来 の 失効 数 の 合理 的 な 















































積もり は 困難 で ある た め 


、 実 績 の 
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失効 数 の み 反 映 さ せる 方 法 を 採 

















間 点 に お いて 行使 され る も 


すし て お り ま す 。 


( 税 効果 会 計 関係 ) 














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1 繰延 税金 資産 及び 繰延 税金 負債 の 発生 の 主 な 原因 別 の 内 訳 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
繰延 税金 資産 
回 金 損金 繰 入 限度 879 百 万 円 1, 544 百 万 円 
| 损 损 金 2, 475 2. 615 
賞与 引当 金 損金 不 算入 額 1, 833 1, 613 
評 人 る 人 信人 戸 | 必 中 
i 5, 165 3, 320 
減価 償却 限度 超過 額 14, 343 13, 197 
0 E 券 評価 損 損金 951 Be 
減損 損失 3, 039 3, 155 
その 他 12, 010 19, 399 
繰越 欠損 金 46, 781 61, 095 
繰延 税金 資産 小計 87, 480 106, 616 
評価 性 引当 額 人 へ 72, 428 人 へ 79, 155 
繰延 税金 負債 と の 相殺 人 へ 8, 347 人 11, 321 
繰延 税金 資産 合計 6, 704 16, 138 
繰延 税金 負債 
その 他 有 価 証券 評価 差額 金 10, 966 百 万 円 15, 373 百 万 円 
その 他 人 へ 1, 725 人 1, 819 
繰延 税金 負債 小計 人 へ 12, 692 人 へ 17, 192 
繰延 税金 資産 と の 相殺 8, 347 11, 321 
繰延 税金 負債 合計 人 へ 4, 344 人 5, 870 
繰延 税金 資産 の 純 額 2, 359 10, 267 
2 法定 実効 税率 と 税 効果 会 計 適用 後 の 法 人 税 等 の 負担 率 と の 間 に 重 要 な 差異 が ある と き の 、 当 該 差 異 の 原因 と な っ た 主 
要 な 項目 別 の 内 訳 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
法定 実効 税率 40.7% 38.0% 
(調整 
試験 研究 費 の 税額 控除 人 へ 3.2 一 
評価 性 引当 額 の 増減 1.0 人 へ 65. 1 
交際 費 等 永久 に 損金 に 算入 され な い 項 目 2.4 3.4 
の れん 償却 額 3.5 2.5 
税率 変更 に よる 期末 繰延 税金 資産 の 減額 修正 2.0 一 
連結 子会社 と の 税率 差異 一 人 へ 3.9 
税務 上 の 繰越 欠損 金 = 人 へ 1.1 
連結 修正 に よる 影響 額 一 人 3.2 
その 他 1.3 人 へ 2.5 
税 効 果 会 計 適 用 後 の 法 人 税 等 の 負担 率 47.8 人 へ 31.9 
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(資産 除去 債務 関係 ) 
前 連結 会 計 年 度 (平成 24 年 3 月 31 日 ) 
資産 除去 債務 の 総額 に 重要 性 が 乏しい た め 、 


























を 省略 し て お り ま す 。 




















当 連 結 会 計 年 度 (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
資産 除去 債務 の 総額 に 重要 性 が 乏しい た め 、 

















RS 





を 省略 し て お り ま す 。 





(賃貸 等 不動 産 関係 
前 連結 会 計 年 度 (平成 24 年 3 月 31 日 ) 
賃貸 等 不動 産 の 総額 に 重要 性 が 乏しい た め 、 




















を 省略 し て お り ま す 。 


























当 連 結 会 計 年 度 (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
賃貸 等 不動 産 の 総額 に 重要 性 が 称し いた め 、 千 






































を 省略 し て お り ま す 。 
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(セグ メン ト 情 報 等 ) 





























































































































【 セ グ メ ント 情報 】 

1 報告 セグ メン ト の 概要 

当 グ ルー プ の 報告 セグ メン ト は 、 当 グル ー プ の 構成 単位 の うち 分 離さ れ た 財務 情報 が 入手 可能 で あり 、 取 締 役 会 が 
経営 資源 の 配分 の 決定 や 、 業 績 を 評価 する た め に 定期 的 に 点検 を 行う 対象 と な っ て いる も の で あり ます 。 

当 グ ルー プ の 事業 に つい て は 、 グ ルー プ の 各 事 業 会 社 が 取り 扱う 製品 ・ サ ービス に つい て の 事業 展開 ・ 戦 略 を 立案 
し 、 事 業 活動 を 行っ て お り ま す 。 

従っ て 、 当 グル ー プ は 各 事 業 会 社 の 関連 する 事業 を 基礎 と し て 集約 し た 製品 ・ サ ービス 別 モ セグ メン ト か ら 構 成 さ れ 
て お り 、「 遊 技 機 事業 」、「 ア ミュ ー ズ メン ト 機 器 事業 」、「 ア ミュ ー ズ メン ト 施 設 事業 」、「 コ ユ コンシューマ 事業 


を 報告 セグ メン ト と し て お り ま す 。 
各 報 告 セ グ メ ント の 事業 内 容 は 次 の と お り で あり ます 。 




















分 





業 区 


ユ 


主要 製品 及び 








クマ 


容 





遊技 機 事 業 


パチ スロ 遊技 機 及 び パ チン = 遊 技 機 の 開発 ・ 





2 


製造 


・ 販 売 、 遊 技 場 の 店 舗 設計 等 





河 


アミ ュー ズ メ ント 機 中 





WN 


メン ト 施 設 


ゲー ム 機 の 開発 ・ 製 造 ・ 販 


声 
I 











アミ ュー ズ メ ン 


如 


アデ アミューズメント 施設 の 開発 ・ 





: 雷 堂 


営 ・ 








レン タル ・ 保 守 業 務 














ゲー ム ソ フ トウ ェ ア の 開発 ・ 販 売 、 玩 具 等 の 開発 ・ 製 造 ・ 販 売 、 携 
じ た エ ンタ テイ ン メ ント コン テン ツ の 企画 販売 、 ア ニメーション 映画 の 企画 ・ 






































『 電話 等 


を 通 














DJ 


H 








































































































































































































































































































































































































作 ・ 販 売 
2 報告 セグ メン ト ご と の 売上 高 、 利 益 又は 損失 、 資 産 そ の 他 の 項目 の 金額 の 算定 方 法 

報告 され て いる 事業 セグ メン ト の 会 計 処 理 の 方 法 は 、「 連 結 財務 諸表 作成 の た め の 基 本 と な る 重要 な 事項 」 に お け 
る 記載 と 概ね 同一 で あり ます 。 

「 会 計上 の 見 積 り の 変更 と 区 別 す る こと が 困難 な 会 計 方 針 の 変更 」 に 記載 の と お り 、 当 社 及 び 国 内 連結 子会社 は 、 
従来 、 固定 資産 の 減価 償却 方 法 は 主として 定率 法 を 採用 し て お り ま し た が 、 当 連結 会 計 年 度 よ り 主 と し て 定額 法 
に 変更 し て お り ま す 。 

また 、「 会 計上 の 見 積 り の 変更 」 に 記載 の と お り 、 当 社 及 び 国 内 連結 子会社 の 有形 固定 資産 の 耐用 年 数 は 、 従 来 、 
主として 法人 税法 に 規定 する 方 法 と 同一 の 基準 に よっ て お り ま し た が 、 当 連結 会 計 年 度 よ り 耐 用 年 数 を 変更 し て お り 
法司 二 

セグ メン ト 利 益 に 与え る 影響 は 次 の と お り で あり ます 。 

(単位 : 百 万 円 ) 
遊技 機 事業 イド ュー ダイ ント | コン シュ ー マ 事 業 その 他 




















償 末 方 法 の 変更 





2, 110 








施設 
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3, 644 








212 


























仔 











人 1 138 





人 101 


人 61 
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3 報告 セグ メン ト ご と の 売上 高 、 利 益 又 は 損失 、 





前 連結 会 計 年 度 (E 























平成 234 

















資産 その 他 の 項 


























E4 月 1 日 至 平成 24 年 3 月 31 





























1 人 7 





























业 


外部 顧客 へ の 売上 高 


セグ メン ト 間 の 内 部 
売上 高 又 は 振替 高 


計 





212, 189 





144 





212, 334 











49, 929 44, 608 





3, 071 0 


53, 000 








392, 415 


3, 960 


3, 087 








4, 006 







395, 502 
4, 879 


400, 382 








セグ メン ト 資 産 







































































セグ メン ト 利 益 又は 損失 (へ ) 


71, 040 


172, 244 











7, 415 





















234 











その 1 
減価 償却 費 4, 249 1, 620 6, 184 4, 079 16, 134 115 16, 250 
有形 固定 資産 及び 
無形 固定 資産 の 増加 額 12, 726 1, 388 8, 328 10, 763 33, 207 181 33, 389 


63, 862 








lz 





( 注 ) 「 そ の 他 」 の 


連結 会 計 年 度 (E 





区 分 は 報告 セグ メン 
で お り ま す 。 な お 、 セ グ メ ント 資産 「 そ の 他 」 に は 、 リ ゾー ト 

















平成 24 














に 含ま れ て いな い 





FE 4 月 1 日 











時 


平成 25 年 3 月 31 日 ) 



































業 の 資産 を 含ん で お り ま す 。 














業 セ グ メ ント で あり 、 情 報 提供 サー ビス 業 な ど を 含ん 





























上 


外部 顧客 へ の 売上 高 


セグ メン ト 間 の 内 部 
売上 高 又は 振替 高 


計 


142, 281 
515 


142, 796 


39, 134 
3, 485 


42, 620 





307, 997 







4, 887 











312, 885 












セグ メン ト 資 産 





























司 定 资产 及 伏 























資産 の 増加 額 





セグ メン ト 利 益 又は 損失 (へ ) 





23, 534 


138, 014 


5, 416 





11, 914 








1, 902 


1, 570 4, 671 





2, 308 7, 923 








103, 703 






25, 899 


17, 699 





6, 040 


8, 393 30, 539 








1, 559 
























IR 




















「 そ の 他 」 の 区 分 
提供 サー ビス 業 な 





は 報告 セグ メン 


ど を 含ん で お 


ト に 含ま れ て いな い 
ます 。 
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業 セ グ メ ント で あり 、 複 合 型 リ ゾー ト 施 設 





























































































































































































































4 報告 セグ メン ト 合 計 額 と 連結 財務 諸表 計上 額 と の 差額 及び 当該 差額 の 主 な 内 容 
(単位 : 百 万 円 ) 
売上 高 前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
報告 セグ メン ト 計 396, 376 312, 885 
「 そ の 他 」 の 区 分 の 売上 高 4, 006 14, 288 
セグ メン ト 間 取引 消去 A4, 879 人 5, 766 
連結 財務 諸表 の 売上 高 395, 502 321, 407 
(単位 : 百 万 円 ) 
利益 又は 損失 (へ ) 前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
報告 セグ メン ト 計 63, 628 25, 899 
「 そ の 他 」 の 区 分 の 利益 又は 損失 (へ ) 234 人 へ 484 
セグ メン ト 間 取引 消去 人 へ 215 人 へ 61 
全社 費用 ( 注 ) 人 ム 5, 263 人 へ 6, 280 
連結 財務 諸表 の 営業 利益 58, 384 19, 073 
( 注 ) 全社 費用 は 、 主 に 提出 会 社 に お ける グル ー プ 管 作る 費用 で あり ます 。 





























































































































(単位 : 百 万 円 ) 
資産 前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
報告 セグ メン ト 計 323, 093 315, 476 
「 そ の 他 」 の 区 分 の 資産 13, 878 14, 338 
全社 資産 ( 注 ) 166, 372 201, 720 
その 他 の 調整 額 人 ム 5, 893 人 へ 3, 031 
連結 財務 諸表 の 資産 合計 497, 451 528, 504 





























( 注 ) 全社 資産 は 、 主 に 提出 会 社 等 で の 余剰 資金 、 そ の 他 提 出 会 社 の 資産 等 で あり ます 。 






























































































































































































































































(単位 : 百 万 円 ) 

報告 セグ メン ト 計 その 他 調整 額 連結 財務 諸表 計上 額 

その 他 の 項 前 連結 | 当 連 結 | 前 連結 | 当 連 結 | 前 連結 | 当 連 結 | 前 連結 | 当 連 結 

会 計 年 度 | 会 計 年 度 | 会 計 年 度 | 会 計 年 度 | 会 計 年 度 | 会 計 年 度 | 会 計 年 度 | 会 計 年 度 

減価 償却 費 16, 134 17, 699 115 478 人 へ 91 3 16, 158 18, 181 

有 2 固定 \ 産 及 び 

無形 固定 資産 の 増加 額 33, 207 30, 539 181 1, 559 2, 752 772 36, 141 32, 871 

( 注 ) 調整 額 は 、 全 社 及 び セ グ メ ント 間 取 引 消去 で あり ます 。 
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【 関 連 情報 】 
前 連結 会 計 年 度 ( 平成 23 年 4 月 1 至 平成 24 年 3 月 31 


1 製品 及び サー ビス ご と の 情報 
セグ メン ま の 情報 を 開示 し て いる た め 、 



































了 骸 を 省略 し て お り ま す 。 


記 














情報 に 同相 























2 地域 ご と の 情報 
1) 売上 高 
その 他 



































































































































































































































































































































































































































































































































本 北米 ヨー ロッ パ 
355, 414 13, 802 18, 392 7, 892 395, 502 
( 注 ) 売上 高 は 顧客 の 所 在 地 を 基礎 と し 、 国 又は 地域 に 分 類 し て お り ま す 。 
(2) 乡 固定 资产 
本 邦 に 所 在 し て いる 有形 固定 資産 の 金額 が 連結 貸借 対照 表 の 有形 固定 資産 の 金額 の 909% を 超え る た め 、 記 載 を 省 
略し て お り ま す 。 
3 主要 な 顧客 ご と の 情報 
外部 顧客 へ の 売上 高 の う ち 、 連 結 損益 及び 包括 利益 計算 書 の 売上 高 の 10% 以 上 を 占め る 相手 先 が な いた め 、 衣 
は あり ませ ん 。 
当 連 結 会 計 年 度 ( 平成 24 年 4 月 1 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
1 製品 及び サー ビス ご と の 情報 
セグ メン ト 情 報 に 同様 の 情報 を 開示 し て いる た め 、 記 載 を 省略 し て お り ま す 。 
2 地域 ご と の 情報 
(1) 売上 高 
(単位 : 百 万 円 ) 
日 本 北米 ヨー ロッ パ その 他 合計 
293, 047 11, 954 10, 570 5, 834 321, 407 
( 注 ) 売上 高 は 顧客 の 所 在 地 を 基礎 と し 、 国 又は 地域 に 分 類 し て お り ま す 。 
(2) 乡 固 定 资 产 
本 邦 に 所 在 し て いる 有形 固定 資産 の 金額 が 連結 貸借 対照 表 の 有形 固定 資産 の 金額 の 909%% を 超え る た め 、 記 載 を 省 
略し て お り ま す 。 
3 主要 な 顧客 ご と の 情報 
舌 利 益 計算 書 の 売上 高 の 10% 以 上 を 占め る 相手 先 が な いた め 、 計 








外部 顧客 へ の 売上 高 の う ち 、 連 結 損益 及び 包 


は あり ませ ん 。 


ON 


【 報 告 セ ゲ グ メ ント ご と の 舌 定 資産 の 減損 損失 に 関す る 情報 】 












































前 連結 会 計 年 度 ( 平成 23 年 4 月 1 














































































































至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 
(単位 万 円 ) 
遊技 機 事業 合計 
減損 損失 919 319 496 1, 605 一 3, 341 
( 注 ) 「 そ の 他 」 の 区 分 は 報告 セグ メン ト に 含ま れ て いな い 
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お り ま す 。 


























連結 会 計 年 度 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 

















至 平成 25 年 3 月 31 














ュ ン 




















業 セ グ メ ント で あり 、 情 報 提供 サー ビス 業 な ど を 含ん で 

















遊技 機 








下 











wy アミ ュー ズ メ ント | アミ ュー ズ メ ント 



































その 他 本 
機器 施 设 事 业 | 了 7 了 事业 GE) 合计 
減損 損失 18 3 651 2.312 = 2.986 
( 注 ) 「 そ の 他 」 の 区 分 は 報告 セグ メン ト に 含ま れ て いな い 事 業 セ グ メ ント で あり 、 複 合 型 リ ゾー ト 施 設 

供 サー 








ビス 業 な ど を 含ん で お り ま す 。 











【 報 告 セ グ メ ント ご と の の れん の 償却 額 及 び 未 償却 残高 に 関す る 情報 】 



























































業 、 情 報 提 






















































































前 連結 会 計 年 度 ( 自 平成 23 年 4 月 1 日 至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 
(単位 万 円 ) 
遊技 機 事業 合計 
当期 俩 却 领 283 31 6, 038 9 6, 363 
当期 末 残 高 778 = = 10, 011 = 10, 790 
( 注 ) 1 「 そ の 他 」 の 区 分 は 報告 セグ メン ト に 含ま れ て いな い 事 業 セ グ メ ント で あり 、 情 報 提供 サー ビス 業 な ど を 含 
ん で お り ま す 。 
2 当期 償却 額 に は 、 特 別 損 2 


人 


| 





連結 会 計 年 度 ( 自 平成 24 年 4 月 1 



















































































順 失 の 「 の れん 一 括 償却 額 」 を 含ん で お り ま す 。 








































































































至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
単位 : 百 万 円 ) 
遊技 機 事業 , 0 合計 
当期 償却 額 2, 225 
当期 未 残 高 495 一 9, 591 119 10, 206 
( 注 ) 「 そ の 他 」 の 区 分 は 報告 セグ メン ト に 含ま れ て いな い 事 業 セ グ メ ント で あり 、 複 合 型 リ ゾー ト 施 設 
供 サ ー 








ビス 業 な ど を 含ん で お り ま す 。 








i 








业 、 情 报 提 





【 報 告 セ グ メ ント ご と の 負 の の れん 発生 益 に 関す る 情報 】 
前 連結 会 計 年 度 ( 平成 23 年 4 月 1 至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 
業 」 に お いて 、 平 成 23 年 8 月 1 日 付け で タイ ヨー エレ ッ ク 株 式 会 社 を 株 式 交換 に より 完全 子会社 と い 


「 遊 技 機 
た し まし た 。 これ に 伴い 当 連 結 会 計 年 度 に お いて 、836 百 万 円 の 負 の の れん 発生 益 を 計上 し て お り ま す 。 
に お いて 、 平 成 24 年 3 月 26 日 付け で RHJ International S.A. が 保有 する フェ ニッ クス リゾ ー ト 株 式 会 
得 し 、 完 全 子 会 社 と いた し まし た 。 こ れ に 伴い 当 連 結 会 計 年 度 に お いて 、1, 316 


フロ 






























































































































































「 そ の 他 」 
社 の 発行 済 全 株 式 を 
の れん 発生 益 を 計上 し て お り ま す 。 
































方 円 の 負 の 

































































連結 会 計 年 度 ( 平成 24 年 4 月 1 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 























出 





項 は あり ませ ん 。 
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次 当 


nr 


于 二 





了 Tt 
-HH 
yd 
aa 


【 関 連 当事者 1 

1 関連 当事者 と の 取 
(1) 連結 財務 諸表 提出 会 社 と 関連 当事者 の 取引 

連結 財務 諸表 提出 会 社 の 役員 及び 主要 株 主 (個人 の 場合 に 限る ) 等 
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前 連結 会 計 年 度 平成 23 年 4 月 1 至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 
社 等 の 名 资本 多 又 | 事业 内容 | “2 所有 ”| 因 吉 当事者 取引 金額 未 残 
に 会 社 等 の 名 称 | 。 资本 人 金 又 | 事业 四 内 容 | の j 関連 当 事 金額 | 。 残高 
人 又は 氏名 | 所 在 地 | 注册 的 金 | 又 全 职业 | (被 所 有 ) 割 | 上 四 9 并 保 | 取 引 人 2 内容 | ( 百 万 站) | 。 科 月 。 | 《 百 万 四 ) 
合 (%) 
役 虽 及 人 所 中 | 网 工 了 工 入 六 一 | 东京 5 | 損害 保険 の | ( 被 所 有 ) | 保険 業務 | 保険 料 の 6 | 前 払 費 3 
近親 者 が 議決 | 注 ) 1 板橋 区 代理 出 代行 支払 ( 注 ) 2 
権 の 過半 数 を 直接 5. 69% 
権 の 人 保険 金 入金 0 三 三 
所 有 し て いる 
会 社 等 (当該 
a 業務 委託 | 業務 委託 料 の 10 | 一 = 
社 を 含む ) 支払 ( 注 ) 2 
役員 及び その 治 ー 一 “| 当 社 代表 取 | (被 所 有 ) ー | セラ ネス ジェ Ii70 | 一 = 
近親 者 締 役 会 長 | ッ ト 機 の 使 
社長 直接 17. 52% 料 の 支払 
( 注 ) 3 
( 注 ) 1 当社 代表 取締 役 会 長 兼 社長 で ある 里見 治 が 億 エフ エス シー の 日 数 を 53% 直 接 保有 し て お り ま す 。 
2 取引 価格 の 算定 は 市 場 価格 を 勘案 し て 一 般 的 取引 条件 と 同様 に 決定 し て お り ま す 。 
3 当社 は 、 当 社 代表 取締 役 会 長 兼 社長 で ある 里見 治 に 対し て 、 同 氏 が 所 有する ビジ ネス ジェ ッ ト 機 の 使用 料 
を 支払 っ て お り ま す 。 ま た 、 取 引 価格 の 算定 は 実勢 価格 に 基づい て 算出 し て お り ま す 。 

































































4 取引 金額 は 消費 税 等 抜き の 金額 で 掲載 し て お り ま す 。 




































































































































































































































































































































































































































































当 連 結 会 計 年 度 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 至 ， 平 成 25 年 3 月 31 日) 
社 等 の 名 称 资本 多 又 | 事业 内 容 | 计生 ”| 者 取引 金額 未 残 
a 会 社 等 の 名 称 | 資本 金 駐 | 事業 の 内 容 | の 』 関連 当 事 | 取引 金額 | 高 
| (本 有司 | 上 图 人 取 引 PD 由 容 | ( 百 万 由) | 。 科目。 | 《 百 万 由) 
役員 及び その | 向 エ フェ スシ ー 損害 保険 の | ( 被 所 有 ) | 保険 業務 | 保険 料 の 6 | 前 払 費 3 
近親 者 が 議決 | ( 注 ) 1 代理 i 代行 支払 ( 注 ) 2 
権 の 過半 数 を 直接 5.90% 
RC 業務 委託 | 業務 委託 料 の 0 | 一 = 
8 x 支払 ( 注 ) 2 
会 社 等 の 子 会 
社 を 含む ) 
役員 及び その 治 一 一 “| 当 社 代表 取 | (被 所 有 ) 一 ビジ ネス ジェ 140 一 一 
近親 者 締 役 会 長 染 | ッ ト 機 の 使用 
社長 直接 13.99% 料 の 支払 
( 注 ) 3 
( 注 ) 1 当社 代表 取締 役 会 長 兼 社長 で ある 里見 治 が 向 テ フェス シー の 口数 を 53% 直 接 保有 し て お り ま す 。 
2 取引 価格 の 算定 は 市 場 価格 を 勘案 し て 一 般 的 取引 条件 と 同様 に 決定 し て お り ま す 。 
3 当社 は 、 当 社 代 表 取 締 役 会 長 兼 社長 で ある 里見 治 に 対し て 、 同 氏 が 所 有する ビジ ネス ジェ ッ ト 機 の 使用 料 
を 支払 っ て お り ま す 。 ま た 、 取 引 価格 の 算定 は 実勢 価格 に 基づい て 算出 し て お り ま す 。 













































































4 取引 金額 は 消費 税 等 抜き の 金額 で 掲載 し て お り ま す 。 











49 一 

















(2) 連結 財務 諸表 提出 会 社 の 連結 子会社 と 関連 当事者 と の 取引 





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































連結 財務 族 表 提出 会 社 の 役員 及び 主要 株 主 (個人 の 場合 に 限る ) 等 
前 連結 会 計 年 度 平成 23 年 4 月 1 至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 
社 等 の 名 tn ee 取引 金額 残高 
会 社 人 際 | ュ 1 事 容 月 関連 当 事 5 金額 、 末 残 高 
人 又は 氏名 | 特電 | は 自生 又 信 职 业 | (被 所 有 ) 割 | と の 関係 | 事 引 人 2 站 容 | ( 百 万 由 ) | 和 是 | 人 万 由) 
合 (%) 
役員 及び その | 人 エフ エス シー| 東 京都 5 | 損害 保険 の | ( 被 所 有 ) | 保険 業務 | 保険 料 の 41 | 前 払 費用 17 
近親 者 が 議決 | ( 注 ) 1 板橋 区 代理 i 代行 支払 ( 注 ) 2 
権 の 過半 数 を 直接 5.69% 
所 有 し て いる の 8 
会 社 等 (当該 
会 社 等 の 子 会 保険 料 確定 6 ー 
社 を 含む ) 精算 ( 注 ) 2 
福利 厚生 施 | 福利 厚生 費 の 2 一 一 
設 の 管理 | 支払 ( 注 ) 2 
( 注 ) 1 当社 代表 取締 役 会 長 兼 社長 で ある 里見 治 が 倍 エ フエ スシ ー の 口数 を 53% 直 接 保有 し て お り ま す 。 
2 取引 価格 の 算定 は 市 場 価格 を 勘案 し て 一 般 的 取引 条件 と 同様 に 決定 し て お り ま す 。 
3 取引 金額 は 消費 税 等 抜き の 金額 で 掲載 し て お り ま す 。 
当 連結 会 計 年 度 ( 自 平成 24 年 4 月 1 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
会 社 等 の 名 称 a | 疫 連 当 事 才 取引 金額 残高 
= 会 社 了 | = i 事業 の 内 容 月 関連 当 事 5 金額 y 未 残 高 
种 类 又は 氏名 | 二 在 地 | 导出 次 金 | 又 注 职业 | (第 所 有 ) 割 | と の 関係 | 双 引 の 内 容 | ( 百 万 内) | 。 科目。 | 便 万 四 ) 
合 (%) 
役員 及び そ | 個 エ フェ スシ ー | 東京 都 5 | 損害 保険 の | ( 被 所 有 ) | 保険 業務 | 保険 料 の 55 | 前 払 費 19 
の 近親 者 が | ( 注 ) 1 板橋 区 代理 i 代行 支払 ( 注 ) 2 
議決 権 の 過 直接 5.90% 
半数 を 所 有 保険 金 入金 1 一 ー 
し て いる 会 
社 等 (当該 
会 社 等 の 子 福利 厚生 施 | 福利 厚生 費 の 2 ー ー 
会 社 を 含 設 の 管理 | 支払 ( 注 ) 2 
お ) 
治 ー ー | 当社 代表 取 | (第 所 有 ) = 住宅 改築 工事 55 一 = 
締 役 会 長 兼 | の 請負 等 
社長 直接 13. 99% ( 注 ) 2 








































































































1 当社 代表 取締 役 会 長 兼 社長 で ある 里見 治 が 便 エ フエ スシ ー の 口数 を 53% 直 接 保有 し て お り ま す 。 
2 取引 価格 の 算定 は 市 場 価格 を 勘案 し て 一 般 的 取引 条件 と 同様 に 決定 し て お り ま す 。 
3 取引 金額 は 消費 税 等 抜き の 金額 で 掲載 し て お り ま す 。 








































































































2 親会社 又は 重要 な 関連 会 社 に 関す る 注記 
) 親会社 情報 
当 





a 
Xt 





項 は あり ませ ん 。 


要 な 関連 会 社 の 要約 財務 情報 
該当 事項 は あり ませ ん 。 








一 120 一 





(企業 結合 等 関係 ) 
(THQ Canada Inc. ( 現 Relic Entertainment, Inc.) の 株 式 取得 に よる 連結 子会社 化 ) 
1 企業 結合 の 概要 
1) 被 取 得 企業 の 名 称 及 びそ の 事業 の 内 容 
名 称 




















業 の 内 容 

















THQ Canada Inc. パソ コン 向け ゲー ムタ イト ル の 開発 ・ 供 給 


























(2) 企業 結合 を 行っ た 主 な 理由 
当社 連結 子会社 の 株 式 会 社 セ ガ は 、 ス マー ト フ ォ ン 向け ゲー ム や ソー シャ ル ゲ ー ム 等 、 急 
ライ ン ゲ ー ム 市 場 へ の 対応 を 進め て お り 、THQ Canada Inc. を 子会社 化す る こと に より 同社 が 
発 力 や 蓄積 され た 開発 ノウ ハウ を 活か し て 、 パ ソコ ン オ ン ラ イン 向け ゲー ム 市 場 で の 存在 感 を 高め 、 魅 力 的 な エン 
タテ イン メン トコ ン テ ン ツ の 提供 を より 一 層 進 め る た めで あり ます 。 

(3) 企業 結合 
平成 25 年 1 月 24 
(4) 企業 結合 の 法 的 形式 
現金 を 対価 と する 株 式 取得 
(5) 結合 後 企 業 の 名 称 

Relic Entertainment, Inc. 
(6) 取得 し た 議決 権 比率 

100% 

(7) 取得 企業 を 決定 する に 至っ た 主 な 根拠 

当社 連結 子会社 の 株 式 会 社 セ ガ が 、 現 金 を 対価 と し て THQ Canada Inc. の 発行 済 全 株 式 を 取得 し た た めで あり ま 











に 拡大 し て いる オン 


寺 つ 高い コン テン ツ 開 


Es 
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結 財務 諸表 に 含ま れる 被 取 得 企業 の 業績 の 期間 
平成 25 年 1 月 25 日 か ら 平成 25 年 3 月 31 日 まで 






































































































































3 取得 原価 及び その 内 訳 
取得 の 対 1 現金 2, 001 百 万 P 
取得 に 直接 要 し た 費用 アド バイ ザ リ ー 費 用 等 39 
取得 原価 合計 MS 
































4 発生 し た の れん の 人 金額 、 発 生 原因 、 償 却 方 法 及び 償却 期間 
(1) 発生 し た の れん の 金額 
1, 556 百 万 円 
(2) 発生 原 
取得 価額 が 企業 結合 時 の 時 価 純資産 額 を 上 回 っ た た めで あり ます 。 
⑬ 償却 の 方 法 及び 償却 期間 
7 年 間 に わ た る 均等 償却 
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5 企業 結合 日 に 受け 入れ た 資産 及び 引き 受け た 負債 の 額 並 びに その 内 訳 





















































































































































(1) 資産 の 額 
流動 資産 386 百 万 F 
固定 資産 258 
合計 644 

(②) 負債 の 額 
流動 負債 99 百 万 PF 
司 定 负债 61 
合计 160 



































E 度 の 開始 の 日 に 完了 し た と 仮定 し た 場合 の 当 連 結 会 計 年 度 の 連結 損益 計 









































当該 影響 額 は 軽 徴 で ちや る た め 、 記 載 を 省略 し て お り ま す 。 

















(株 式 会 社 バ タフ ライ の 株 式 取得 に よる 連結 子会社 化 ) 
1 企業 結合 の 概要 


(1) 被 取 得 企 業 の 名 称 及 びそ の 事業 の 内 容 
































名 称 事業 の 内 容 
株 式 会 社 バ タフ ライ 携帯 電話 、 パ ソコ ン 、 ス マー ト デ バ イス 向け ゲー ム 関 連 コ ン テ ン ツ の 企画 ・ 
la 開発 ・ 運 営 ・ 受 旗 














(2) 企業 結合 を 行っ た 主 な 
株 式 会 社 バ タフ ライ は 、 パ チン コ ・ パ チ ス ロホ ー ル 型 モ バイ ルオ ン ラ イン ゲー ム や その 他 ソ ー シ ャ ル ゲ ー ム な ど 
を 多数 展開 し て お り 、 同 社 を 子会社 化す る こと に より 、 当 社 連 結子 会 社 の 株 式 会 社 サ ミー ネッ トワ ー ク ス の 強み で 
ある 月 額 課金 型 サ ービス と 同社 の 強み で ある アイ テム 課金 型 サ ービス 提供 の 両立 ・ 連 携 を 進め る た めで あり ます 。 
(3) 企業 結合 
平成 25 年 1 月 25 
(4) 企業 結合 の 法 的 形式 
現金 を 対価 と する 株 式 取得 
(5) 結合 後 企 業 の 名 称 
変更 は あり ませ ん 。 
(6) 取得 し た 議決 権 比率 
企業 結合 日 に 取得 し た 議決 権 比率 75.8% 
(?⑦ 取得 企業 を 決定 する に 至っ た 主 な 根拠 
当社 連結 子会社 の 株 式 会 社 サ ミー ネッ トワ ー ク ス が 、 現 金 を 対価 と し て 株 式 会 社 バ タフ ライ の 発行 済 株 式 の 
75.8% を 取得 し た た めで あり ます 。 
2 連結 財務 諸表 に 含ま れる 被 取 得 企業 の 業績 の 期間 
平成 25 年 1 月 1 日 か ら 平 成 25 年 3 月 31 日 まで 








































































































































































































































































































2 グ 一 




















3 取得 原価 及び その 内 訳 














取得 の 対 1 現金 

















1, 427 百 万 ド 






































取得 原価 合計 1, 427 











4 発生 し た の れん の 人 金額 、 発 生 原 因 、 償 却 方 法 及 び 償却 期間 
































1) 発生 し た の れん の 人 金額 
891 百 万 円 
(2) 発生 原 医 












































取得 価額 が 企業 結合 時 の 時 価 
(3) 償却 の 方 法 及 び 償 却 期 間 
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北 額 を 上 回 っ た た めで あり ます 。 








5 年 間 に わ た る 均等 償却 




















業 結合 日 に 受け 入れ た 資産 及び 引き 受け た 6 



























































































































































債 の 額 並び に その 内 訳 
(1) 資産 の 額 
流動 資産 790 百 万 F 
司 定 资产 58 
合计 849 
(2) 負債 の 額 
流動 負債 132 百 万 F 
司 定 负债 9 
合計 141 
6 E 度 の 開始 の 























に 完了 し た と 仮定 し た 場合 の 当 連 結 会 計 有 
の 概算 額 
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当該 影響 額 は 軽微 で ちる る た め 、 記 載 を 省略 し て お り ま す 。 
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(1 株 当たり 情報 ) 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
項 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
1 株 当たり 純資産 額 1, 167 円 59 钱 1, 304 円 44 銭 
1 株 当たり 当期 純 利益 金額 86 円 73 钱 137 円 14 銭 
潜在 株式 调整 后 , ; . 
1 株 当たり 当期 純 利益 金額 0 NB 
( 注 ) 算定 上 の 基礎 
1 1 株 当たり 純資産 額 
十 前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
入 (平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
純資産 の 部 の 合計 額 ( 百 万 円 ) 296, 376 320, 034 
純資産 の 部 か ら 控 除 する 金額 ( 百 万 円 ) 3, 270 4, 282 
(うち 新株 予約 権 ( 百 万 円 )) 1, 146 
a ち 少 数 株 主 持分 ( 百 万 円 )) 2, 279 3, 136 
通 株 式 に 係る 純資産 額 ( 百 万 円 ) 293, 105 315, 752 
人 E に 用 いら れ た 
普通 株式 力 数 ( 千 株 ) 251, 034 242, 059 
2 1 株 当たり 当期 純 利 益金 額 及 び 浴 在 株 式 調整 後 1 株 当たり 当期 純 利益 金額 
前 連結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
項 ( 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 















































1 株 当たり 当期 純 





























] 
当期 純 利益 (g 
















































































































































































































































































万 33, 460 
普通 株 主 に 帰属 し な い 金 額 ( 百 万 円 ) 
普通 株 式 に 係る 当期 純 利益 ( 百 万 円 ) 21, 820 33, 460 
普通 株式 期中 平均 株 式 数 ( 千 株 ) 251, 577 243, 981 
潜在 株 式 調整 後 1 株 当たり 当期 純 利益 金額 
当期 純 利益 調整 額 ( 百 万 円 ) 
普通 株 式 増加 数 ( 千 株 ) 522 
うち 新株 予約 権 ( 千 株 ) ) 522 
新株 予約 権 
新株 予約 権 (平成 22 年 12 月 24 日 取締 役 会 
希薄 化 効果 を 有 し な いた め 、 浴 在 株 式 (平成 22 年 12 月 24 日 取締 役 会 決 | 決議 
調整 後 1 株 当たり 当期 純 利益 の 算定 に 議 ) 潜在 株 式 の 数 383 千 株 
含め な か っ た 潜在 株 式 数 の 概要 潜在 株 式 の 数 393 千 株 (平成 24 年 7 月 31 日 取締 役 会 
潜在 株 式 の 数 3,725 千 株 





一 124 一 








(重要 な 後発 事象 ) 
当社 は 平成 25 年 4 月 16 日 の 取締 役 会 に お いて 、 大 韓 民 国 釜 山 広域 市 に 子会社 を 設立 する こと を 決議 する と と も 
に 、 当 該 子会社 に て 土地 取得 の た め の 市 有 財 産 売買 契約 を 締結 する こと を 決議 いた し まし た 。 
1 子会社 設立 及び 市 有 財 産 売 買 契約 締結 の 目的 
当社 は 、 大 韓 民国 釜山 広域 市 セン タム シテ ィ に お ける 複合 施設 開発 を 目的 と し て 、 以 下 の と お り 子 会 社 設立 と 


市 有 財 





















































































































































3 


売買 契約 の 締結 を 行い ま し た 。 





2 設立 する 子会社 の 概要 


























商号 株 式 会 社 セ ガサ ミー 金山 
代表 者 里見 治 
住所 釜山 広域 市 海雲 台 区 セン タム 中 央 路 48 ( 佑 洞 ) 


























平成 25 年 4 月 18 日 

ホテ ル 、 エ ンタ テイ ン メ ント 、 商 業 施設 等 か ら な る 複合 施設 の 開発 ・ 運 党 
1, 240 億 ウォ ン ( 約 109 億 円 ) 
100%% (うち 間接 所 有 : 25%) 









































3 市 有 財 産 売買 契約 締結 の 概要 

契約 会 社名 株 式 会 社 セ ガサ ミー 金山 
契約 相手 先 釜山 広域 市 
契約 締結 F 成 25 年 4 月 26 日 

約 の 内 容 株 式 会 社 セ ガサ ミー 釜山 に よる 移 山 広域 市 有 財 産 (敷地 ) の 取得 
代金 1, 136 億 ウォ ン 
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⑤ 【 連 結 附属 明細 表 】 
【 社 債 明細 表 】 
の 当期 首 残 高 | 当期 末 残 高 | 利率 ra 
を 上 金 3 年 日 
会 社名 銘柄 発 イ 月 可 万 ) 万 ) (%) 昌 保 償 層 期限 
七 へ ミ 本 の < 4 | A 平成 25 年 上 レル 30 年 
有 AA 寺 990 9 保 | 3 月 29 日 
Se ee A 平成 25 年 8, 000 中 平成 30 年 
(提出 会 社 ) 第 2 回 無 揚 保 仕 債 」 3 月 29 (600)| "イマ a 保 | 3 月 29 
ES 平成 20 年 1, 875 se ns 平成 25 年 
第 3 回 無 担保 社債 | 日 57 5, 625 (1. 875) ( 注 ) 2 | 無 担保 8 月 27 
SM 平成 20 有 1, 650 成 25 
に 4 人 は 4 ly Jy 電 コレ EE 
第 人 回 栖 担 保 儲 債 | 9 月 25 90 eso)| いき) 3 人 保 | 9 月 25 晶 
A 钰 其 但 奸 平成 19 年 E 二 平成 24 年 
第 8 回 無 担保 社債 | 」。 下 2s 10, 000 1.22 昌 保 12 月 28 日 
人 租 担 促 寺 平成 19 年 を 平成 24 年 
第 9 回 無 担保 社債 | 」。 下 2。 2, 000 1. 34 目 保 12 月 28 日 
平 成 20 年 65 平成 25 年 
ん EH ロト 平成 20 年 500 | 平成 25 年 
| 第 11 回 無 担保 社債 | 9 月 30 昌 1, 500 800) 1.21 昌 保 9 月 30 日 
0 平成 23 有 成 284 
hs 4 = と た 二 成 23 年 和 ュ レ ルレ 28 年 
第 13 回 無 担保 社債 | 6 月 30 5, 000 5, 000 0.72 理保 6 月 30 日 
A rr 厨 | 平成 23 年 fp 平成 28 年 
第 14 回 無 担保 社債 | 」2 引 2 2, 600 2, 600 0.66 昌 保 12 月 20 日 
TE 7 平成 24 年 本 平成 29 年 
第 15 回 無 担保 社債 | 6 月 29 5, 000 0.58 目 保 8 月 30 日 
に っ 和 口 テヒ 平成 24 年 ーー 六 平成 29 年 
第 16 回 環 日 保 内 9 月 28 2, 400 0. 51 昌 保 9 月 29 日 
第 向 租 拍 但 守 平成 20 年 62 0.54 所 平成 25 年 
第 5 回 栓 担保 住 債 | o 月 25 日 0 (62)| ( 注 ) 4 1 休 | 9 月 25 日 
A 饶 扯 2 平成 20 年 56 a 平成 25 年 
| | 第 6 回 無 担保 社債 | 。 下 3o 168 (56) 1.36 目 保 9 月 30 日 
I 平成 21 朋 成 24 
A 租 寺 ゴ 半 成 21 年 に 3 平 4 
第 7 回 無 担保 社債 | 。 日 30 87 0. 83 目 保 6 月 29 日 
ee 平成 22 年 200 本 平成 27 年 
第 8 回 無 担保 社債 | 3 月 31 90 doo| "の 作 | 3 月 31 日 
pe 本 35, 343 
合計 35, 458 (5 843) 
( 注 ) 1 「 当 期末 残高 」 欄 の (内 書 ) は 、1 年 以内 償 本 予定 の 金額 で や り ま す 。 
2 サミ ー 幌 第 3 回 無 担 保 社 債 の 利率 は 、 6 ヶ月 円 TIBOR を 使用 し た 変動 利率 で あり ます 。 
3 サミ ー 條 第 4 回 無 担保 社債 の 利率 は 、 6 ヶ月 円 TIBOR に 0.10% を 加え た 変動 利率 で あり ます 。 
4 貫 セ ガト イズ 第 5 回 無 担 保 社債 の 利率 は 、 各 利息 期間 に つい て 決定 され る 基準 金利 に 年 利 0.95% を 差引 いた 
変動 利率 で あり ます 。 な お 、 上 記 利 率 は 当期 末 の 利率 で あり ます 。 
5 連結 決算 日 後 5 年 内 に お ける 1 年 ご と の 償還 予定 額 の 総額 
1 年 以内 1 年 超 2 年 以内 2 年 超 3 年 以内 3 年 超 4 年 以内 4 年 超 5 年 以内 
( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 
5, 843 1, 700 1, 600 9, 200 17, 000 
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En 三 = 






































【 借 入金 等 明細 表 】 
多 当期 首 残 高 当期 末 残 高 平均 利率 Ma 
( 百 万 月) 万 月 ) %) ls 
下期 借入 金 500 500 0.7 一 
1 年 以内 に 返済 予定 の 長期 借入 金 9, 694 12, 367 0.9 一 
Dan | | | 四  - 
リー ス 偵 務 1 年 以内 ( 返 返済 予定 注 26 年 一 平成 31 年 
の も の を 除く ) 1, 090 989 ( 注 ) 2 | 平成 26 平成 31 
その 他 有 利子 負債 
設備 未払金 592 590 一 一 
設備 未払金 (1 年 以内 に 返済 予 ーー ーー 
定 の も の を 除く ) 
合計 37, 699 60, 300 一 一 
( 注 ) 1 「 平 均 利 率 」 に つい て 全 借入 金 等 の 期末 残高 に 対す る 加重 平均 利率 を 記載 し て お り ま す 。 
リー ス 債 務 の 平均 利率 に つい て は 、 主 に リー ス 料 総額 に 含ま れる 利息 相当 額 を 控除 する 前 の 金額 で リー ス 債 
務 を 連結 貸借 対照 表 に 計上 し て いる た め 、 記 載 し て お り ま せん 。 
3 長期 借入 金 、 リ ー ス 債務 及び その 他 有 利子 負債 (1 年 以内 に 返済 予定 の も の を 除く ) の 連結 決算 日 後に お ける 
返済 予定 額 は 以下 の と お り で あり ます 。 
区 人 1 年 超 2 年 以内 | 2 年 超 3 年 以内 | 3 年 超 4 年 以内 | 4 年 超 5 年 以内 5 年 超 
人 ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 
長期 借入 金 12, 367 13, 281 13, 953 5, 325 一 
リー ス 債 務 636 233 80 28 10 
【 資 産 除 去 債務 明細 表 】 
当 連 結 会 計 年 度 期首 及び 当 連 結 会 計 年 度 示 に お ける 資産 除去 債務 の 金額 が 当 連 結 会 計 年 度 期 弟 及 び 当 連結 会 計 年 度 未 
に お ける 負債 及び 純資産 の 合計 額 の 100 分 の 1 以下 で ある た め 、 記 載 を 省略 し て お り ま す 。 








(2) 【 そ の 他 】 











































































































































































































































































































































































































当 連 結 会 計 年 度 に お ける 四半 期 情報 筆 
(累计 期 间 ) 第 1 四半 期 第 2 四半 期 第 3 四 半期 当 連 結 会 計 年 度 
売上 高 ( 百 万 円 ) 69, 980 136, 583 207, 004 321, 407 
税金 等 調整 前 
四半 期 (当期) 純 利益 ( 百 万 円 ) 4, 983 7, 351 6, 830 25, 631 
四 半期 (当期 ) 纯利 益 ( 百 万 円 ) 2, 544 3, 874 3, 067 33, 460 
1 株 当 た 
四半 期 ( 当 期 ) 純 利益 (円 10.17 15. 74 12. 54 137. 14 
(会 計 期 間 ) 第 1 四半 期 第 2 四半 期 第 3 四半 期 第 4 四半 期 
1 株 当たり 
四半 期 純 利益 又は 
1 株 当たり (円 ) 10.17 5.49 人 へ 3.34 125. 72 
四半 期 純 損失 (へ ) 
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2 【财务 诸 表 等 】 
(1) 【财务 诸 表 】 

①【 貸 借 対 照 表 】 

: 百 万 円 ) 
前 事業 年 度 FE 度 
(平成 24 年 3 月 31 (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
資産 の 音 
流動 資産 
現金 及び 預金 12, 967 52, 783 
売掛金 399 424 
有価 証券 13, 306 3, 505 
前 払 費 用 214 179 
関係 会 社 短期 貸付 金 8, 978 ー 
未収 入金 ※2 8,809 ※2 4,521 
未 收 还 付 法 人 税 等 6, 274 6, 852 
繰延 税金 資産 41 42 
その 他 57 54 
流動 資産 合計 51, 048 68, 361 
司 定 资产 

有形 固定 資産 
物 1 2 1, 172 
減価 償却 黒 計 額 人 261 人 296 
建物 ( 純 額 ) 911 876 
構築 物 1, 066 1, 066 
減価 償却 黒 計 人 額 人 306 人 340 
構築 物 ( 純 額 ) 760 725 
機械 及び 装置 9 9 
減価 償却 累計 額 A5 人 6 
機械 及び 装置 ( 純 額 ) 4 3 
航空 机 一 4, 050 
減価 償却 累計 額 = 人 へ 253 
航空 機 ( 純 額 ) ー 3, 797 
両 運 搬 具 88 88 
減価 償却 黒 計 額 人 59 人 67 
車両 運搬 具 ( 純 額 ) 28 21 
工具 、 問 具 及 び 備 品 568 576 
減価 償却 累計 額 人 へ 161 人 へ 170 
工具 、 問 具 及 び 備 品 ( 純 額 ) 407 406 
土地 1, 418 1, 418 
i 3, 121 1 
6, 651 7, 250 

無形 四 E 資 産 
商標 権 5 3 
ソフ トウ エア 5 29 
その 他 2 2 
無形 固定 資産 合計 13 34 














ーー 29) = ニ 
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立 : 百 万 円 ) 
業 年 度 F 度 
了 E 3 月 31 a 月 31 日 ) 

投資 その 他 の 資産 
投資 有価 証券 42, 818 53, 719 
関係 会 社 株 式 300, 796 306, 278 
その 他 の 関係 会 社 有 価 証券 296 5, 078 
関係 会 社長 期 貸付 金 613 4, 888 
長期 前 払 費 用 43 29 
その 他 793 795 
投資 その 他 の 資産 合計 345, 361 370, 789 
固定 資産 合計 352, 026 378, 074 
資産 合計 403, 075 446, 436 

債 の 部 
流動 負債 
短期 借入 金 ※2 10,000 ※2 10,000 
1 年 内 返済 予定 の 长 其 6, 400 10, 600 
1 年 内 仅 逮 予定 社 = 1, 600 
未払金 ※2 7,224 ※2 5, 749 
未 执法 人 税 等 6 20 
未 扒 费 用 332 369 
吊り 金 ※2 8,913 ※2 7,254 
前 受 収益 19 1 
賞与 引当 金 140 108 
役員 賞与 引当 金 153 131 
その 他 82 256 
流動 負債 合計 33, 271 36, 092 
司 定 负债 

社債 二 14, 400 
長期 借入 金 22, 400 32, 200 
繰延 税金 負債 10, 546 14, 726 
退職 給付 引当 金 62 70 
その 他 315 315 
同定 負債 合計 33, 324 61, 712 
負債 合計 66, 595 97, 804 








过 





(単位 











































































































































































































前 事業 年 度 当 事 業 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
純資産 の 部 
株 主 資本 
資本 金 29, 953 29, 953 
資本 剰余 金 
資本 準備 金 29, 945 29, 945 
その 他 資 本 剰余 金 162, 435 162, 360 
資本 剰余 金 合計 192, 380 192, 305 
利益 剰余 金 
その 他 利 益 剰余 金 
繰越 利益 剰余 金 121, 307 139, 811 
利益 剰余 金 合計 121, 307 139, 811 
目 己 株 式 人 へ 26, 397 人 へ 40, 855 
株 主 資本 合計 317, 243 ODS 
評価 ・ 換 算 差額 等 
の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 18, 245 26, 271 
評価 ・ 換 算 差額 等 谷 計 18, 245 26, 271 
新株 予約 権 991 1, 146 
純資産 合計 336, 480 348, 631 
負債 純資産 合計 403, 075 446, 436 


== 3 一 


②【 損 益 計算 書 】 











(単位 : 百 万 円 ) 
前 事業 年 度 当 事 業 年 度 
( 自 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 
至 平成 24 年 3 月 31 日 日 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 



























経営 指導 料 ※1 4,560 ※1 4.852 


営業 収益 合計 8, 192 33, 131 


広告 宣伝 費 1, 343 1, 537 


給料 及び 手当 463 434 


賞与 引当 金 繰 入 額 111 60 


株 式 報酬 費用 585 476 


賃借 料 261 262 


減価 償却 費 217 340 


その 他 654 842 


営業 利益 2, 395 26, 565 


受取 利息 76 315 


受取 配当 金 399 584 


リー ス 資 産 運 用 収入 88 67 





その 他 38 232 


営業 外 費 用 


社債 利息 


支払 手数 料 400 45 


為替 差損 149 一 
dl 
営業 外 費用 合計 789 1, 038 
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前 事業 年 度 
( 自 平成 2 年 4 月 1 ( 自 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 
特別 利益 
回 定 資産 売 元 益 ※2 0 ー 
投資 有価 証券 売却 益 25 11 
新株 予約 権 戻入 益 ー 2 
特別 利益 合計 25 13 
特別 損失 ーー 
関係 会 社 株 式 評価 損 5, 648 ー 
投資 有価 証券 評価 損 138 一 
災害 に よる 損失 1 ー 
特別 損失 合計 5, 788 三 
税 引 前 当期 純 利益 又は 税 引 前 当期 純 損 失 (人 へ) 人 へ 3, 428 28, 475 
法人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 人 へ 7, 006 118 
法人 税 等 調整 額 5, 961 1 
法人 税 等 合計 人 へ 1, 044 119 
当期 純 利 益 又 は 当期 純 損 失 (へ ) 人 へ 2, 384 28, 355 
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③【 株 主 資本 等 変動 計算 書 】 































































































































































































































































































































































































: 百 万 円 ) 
前 事業 年 度 当 度 
( 自 平成 23 年 4 月 1 (是 平 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平 月 31 日 ) 
株 主 資本 
資本 金 
当期 首 残高 29, 953 29, 953 
当期 変動 額 
当期 変動 額 合 計 = ー 
当期 末 残 高 29, 953 29, 953 
資本 剰余 金 
資本 準備 金 
当期 首 残高 29, 945 29, 945 
当期 変動 額 
当期 変動 額 合計 = = 
当期 末 残 高 29, 945 29, 945 
その 他 資 本 剰余 金 
当期 首 残高 163, 302 162, 435 
自己 株 式 第 三 者 割当 人 へ 866 ー 
己 株 式 の 処分 人 0 人 A74 
当期 変動 額 合 計 人 へ 867 人 74 
当期 末 残 高 162, 435 162, 360 
資本 剰余 金 合計 
当期 首 残高 193, 247 192, 380 
当期 変動 額 
己 株 式 第 三 者 割当 人 へ 866 ー 
自己 株 式 の 処分 人 へ 0 人 74 
当期 変動 額 合計 人 へ 867 人 74 
当期 末 残 高 192, 380 192, 305 
利益 剩余 金 
その 他 利 益 剰余 金 
繰越 利益 剰余 金 
当期 首 残 高 133, 748 121, 307 
剰余 金 の 配当 人 へ 10, 057 人 へ 9, 851 
当期 純 利益 又は 当期 純 損失 (へ) 人 へ 2, 384 28, 355 
当期 変動 額 合計 人 へ 12, 441 18, 504 
当期 末 残 高 121, 307 139, 811 
利益 剰余 金 合計 
当期 首 残高 133, 748 121, 307 
当期 変動 額 
剰余 金 の 配当 人 へ 10, 057 人 9, 851 
当期 純 利益 叉 は 当期 純 損失 (人 へ) 人 へ 2, 384 28, 355 
当期 変動 額 合計 人 へ 12, 441 18, 504 
当期 末 残 高 121, 307 139, 811 
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己 株 式 








当 ) 
} 





有 首 残高 





当期 変動 額 














己 株式 第 三 者 割 当 
己 株 式 の 取得 
己 株 式 の 処分 
当期 変動 額 合計 















































当 其 
株 主 資本 合計 





| 末 残 高 








当 ) 
} 











有 首 残 高 





当期 変動 額 


剰余 金 の 配当 
当期 純 利益 又は 当 』 
己 株 式 第 三 者 割当 
ヨ 己 株 式 の 取得 
己 株 式 の 処分 
当期 変動 額 合計 



















































































当 其 
ド 価 ・ 換 算 差 額 等 





Du 


その 





| 末 残 高 








有価 証券 評価 





























当期 首 残高 

















当期 変動 額 





株 主 資本 以外 の 項 


当期 末 残 高 




















の 当期 

















当期 変動 額 合 計 














平 人 . 

















Wh 


換算 差額 等 合計 





当期 首 残高 








当 


期 変 動 額 








株 主 % 


当期 未 残 高 
新株 予約 権 




















本 以 外 中 项 
期 変 動 額 合計 











AI 

















当期 首 残 高 











当 





期 变动 额 
株 主 資本 以外 の 項 


























AI 








期 変 動 額 合計 











当期 末 残 高 









































































































































上 純 損失 (人 へ) 


変動 額 ( 純 額 ) 








前 ~ 当 
( 自 平成 23 年 4 月 1 平成 24 年 4 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
人 25, 804 人 26, 397 
7, 869 ー 
人 8, 469 人 ム へ 16, 220 
6 1, 761 
人 ム 593 人 14, 458 
人 26, 397 人 40, 855 
331, 145 317, 243 
人 10, 057 人 9, 851 
人 2, 384 28, 355 
7, 002 
人 8, 469 0 
6 1, 686 
人 ム へ 13, 902 3, 970 
317, 243 321, 213 
10, 902 18, 245 
7, 342 8, 026 
7, 942 8, 026 
18, 245 26, 271 
10, 902 18, 245 
7, 342 8, 026 
7, 342 8, 026 
18, 245 26, 271 
406 991 
585 155 
585 155 
991 1, 146 


= 一 


純資産 合計 
当期 首 残高 
当期 変動 額 

剰余 金 の 配当 


ei 


























当期 純 利益 又は 当期 純 損失 (人 へ) 


























己 株 式 第 三 者 割当 
己 株 式 の 取得 
自己 株 式 の 処分 
株 主 資本 以外 の 項 












































の 当期 変動 額 ( 純 額 ) 























当期 変動 額 合計 
当期 末 残 高 
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342, 454 


人 10, 057 
人 2, 384 
7, 002 

人 8, 469 
6 

7, 928 

人 5, 974 


336, 480 


0 
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成 24 稀 
成 25 稀 






































册 
局 卡 





336, 480 


人 9, 851 
28, 355 


2 
1, 686 
8, 181 
12, 151 


348, 631 


【 注 記事 項 】 
(重要 な 会 計 方 針 ) 


1 有価 証券 の 評 人 





















































準 及び 評価 方法 























1) 子会社 株 式 及 び 関 連 会 社 株 式 
移動 平均 法 に よる 原価 法 を 採用 し て お り ま す 。 















































































































































(2) そ の 他 有 価 証券 
時 価 の ある も の 
決算 末日 の 市 場 価格 等 に 基づく 時 価 法 を 採用 し て お り ま す 。 (評価 差額 は 全部 純資産 直入 法 に より 処理 し 、 売 却 
原価 は 移動 平均 法 に より 算定 ) 



































時 価 の な いも の 

















移動 平均 法 に よる 原価 法 を 採用 し て お り ま す 。 


た だ し 、 投 資 
と みな され る も の ) に つい て は 、 組 合 契 約 に 規定 され る 決算 報告 









































次 





業 有限 責任 組合 及び これ に 類する 組合 へ の 出資 (金融 商品 取引 法 第 2 条 第 2 項 に より 有価 証券 
こ 応じ て 入手 可能 な 決算 書 を 基礎 と し て 持分 















































































































































































































































































































































相当 額 を 純 額 で 取り 込む 方 法 に よっ て お り ま す 。 
2 固定 資産 の 減価 償却 の 方 法 
1) 有形 固定 資産 
定額 法 を 採用 し て お り ま す 。 
な お 、 主 な 耐用 年 数 は 次 の と お り で あり ます 。 
建物 2 ~50 年 
構築 物 2 ~47 年 
航空 機 8 年 
工具 、 狼 具 及 び 備 品 2 て 13 年 
(会 計 方 針 の 変更 ) 
当社 は 、 従 来 、 有 形 固定 資産 の 減価 償却 方 法 と し て は 主として 定率 法 を 採用 し て お り ま し た が 、 当 社 及 び 子 
会 社 が 採用 する 会 計 処理 と の 統一 を 図る べく 、 当 社 に お いて も 当 事 業 年 度 よ り 定 額 法 に 変更 し て お り ま す 。 


(2) 无 
































この 結果 、 従 来 の 方 式 に よっ た 場合 と 比較 し 、 当 事業 年 度 の 営業 利益 、 経 常 利益 及び 税 引 前 当期 純 利 益 は そ 






































れ ぞ れ 431 百 万 円 増加 し て お り ま す 。 


会 計上 の 見 積 り の 変更 ) 






























































当社 の 有形 固定 資産 の 耐用 年 数 は 、 従 来 、 法 人 税法 に 規定 する 方 法 と 同一 の 基準 に よっ て お り ま し た が 当社 




















及び 子会社 が 採用 する 会 計 処 理 と の 統一 を 図る べく 、 当 社 に お いて も 当 















































業 年 度 よ り 経 済 的 耐用 年 数 を 総合 認 


























に 考慮 し て 決定 し た 耐用 年 数 に 変更 し て お り ま す 。 

















この 変更 に よる 当 事 業 年 度 の 損益 に 与え る 影響 は あり ませ ん 。 
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ン 交 で だ 
乡 邮 | E 資産 









































定額 法 を 採 








1 し て お り ま す 。 




















な お 、 自 社 利用 の ソフ トウ ェ ア に つい て は 社内 に お ける 利用 可能 期間 (5 年 









































ず すず 。 
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に 基づく 定額 法 に よっ て お り ま 














"3 一 




















3 引当 金 の 計上 基準 
(1) 賞与 引当 金 
従業 員 に 対す る 賞与 の 支給 に 充て る た め 、 支 給 見 込 額 を 計上 し て お り ま す 。 



































役員 に 対す る 賞与 の 支給 に 充て る た め 、 支 給 見 込 額 を 計上 し て お り ま す 。 


















































業 年 度 未 に お ける 退職 給付 債務 の 見 込 額 に 基づき 計上 し て お り ま す 。 








走 業 員 の 退職 給付 に 備 そ る た め 、 当 
4 消費 税 等 の 会 計 処 





人 

































































肖 費 税 及び 地方 消費 税 の 会 計 処 理 方 法 は 、 税 抜 方 式 に よっ て お り 、 資 産 に 係る 控除 対象 外 消費 税 及 び 地 方 消費 
































ー ン 























税 は 当 事 業 年 度 の 費用 と し て 処理 し て お り ま す 。 



































5 連結 納税 制度 の 適用 
連結 納税 制度 を 適用 し て お り ま す 。 
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(貸借 対照 表 関係 ) 
1 当座 貸越 契約 及び コミ ッ ト メ ント ライ ン 超 約 


| 


圭 及 び グ ルー ププ 企業 の 運転 資金 の 効率 的 な 
イン 契約 を 締結 し て お り ま す 。 























I 

















同 達 を 行う た め 取 引 銀行 5 行 と 当座 貸越 契約 及び コミ ッ ト メ ント ラ 























これ ら 契 約 に 基づく 当 事 業 年 度 末 の 借入 未 実 行 残高 は 次 の と お り で あり ます 。 








翌年 許 
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二 当 事 業 年 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 
当 座 售 专 
上 きじ の の 総和 94 000 白 カ 952000 四 5 
借入 実行 残高 一 
差引 未 実 行 残高 54, 000 52, 000 
※2 関係 会 社 に 対す る 資産 及び 負債 
区 分 掲 記 され た も の 以外 で 各 科 目 に 含ま れ て いる も の は 、 次 の と お り で あり ます 。 
前 事業 年 度 当 事 業 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
未収 入金 8, 808 百 万 F 4, 479 百 万 円 
下期 借入 金 10, 000 10, 000 
未払金 7, 192 5, 719 
預り 人 金 8, 892 7, 228 
(損益 計算 書 関 係 ) 
※1 各 科 目 に 含ま れ て いる 関係 会 社 に 対す る も の は 、 次 の と お り で あり ます 。 
前 事業 年 度 当 事 業 年 度 
( 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
4, 560 百 万 F 4, 852 百 万 円 
』 金 (営業 収益 ) 3, 632 28, 279 
を 組合 運用 益 112 一 
上 合 運 用 損 264 
※2 固定 資産 売却 益 の 内 容 は 、 次 の と お り で あり ます 。 
前 事業 年 度 当 事 業 年 度 
( 平成 23 年 4 月 1 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
両 運 搬 具 0 百 万 F 百 万 P 
合计 0 
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(株 主 資本 等 変 





























動 計 算 書 関係 ) 



































































































































































































































































































































前 事業 年 度 ( 自 平成 23 年 4 月 1 至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 
己 株 式 に 関す る 事項 (単位 : 株 ) 
株 式 の 種類 当 事 业 年 度 期 增加 減少 業 年 度 末 
普通 株 式 14, 504, 662 5, 117, 696 4, 427, 522 15, 194, 836 
(変動 事由 の 概要 ) 
増加 数 の 内 訳 は 、 次 の と お り で あり ます 。 
取締 役 会 決議 に 基づく 市 場 買 付け に よる 増加 5, 000, 000 株 
会 社 法 第 197 条 第 3 項 及 び 第 4 項 に 基づく 買取 に よる 増加 24, 435 株 
単元 未満 株 式 の 買取 り に よる 増加 93, 147 株 
子会社 か ら の 買取 り に よる 増加 114 株 
減少 数 の 内 訳 は 、 次 の と お り で あり ます 。 
第 三 者 割当 に よる 減少 4, 423, 660 株 
単元 未満 株 式 の 買 増 請求 に よる 減少 3, 862 株 
業 年 度 ( 自 平成 24 年 4 月 1 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
己 株 式 に 関す る 事項 (単位 : 株 ) 
株 式 の 種類 当 事 业 年 度 期 增加 減少 F 度 未 
普通 株式 15, 194, 836 10, 016, 931 1, 042, 092 24, 169, 675 
(変動 事由 の 概要 ) 
増加 数 の 内 訳 は 、 次 の と お り で あり ます 。 
取締 役 会 決議 に 基づく 市 場 買付け に よる 増加 10, 000, 000 株 
単元 未満 株 式 の 買取 り に よる 増加 16, 931 株 
減少 数 の 内 訳 は 、 次 の と お り で あり ます 。 
スト ッ ク オ プシ ョ ン の 行使 に よる 減少 1, 040, 700 株 
単元 未満 株 式 の 買 増 請求 に よる 減少 1, 392 株 





(リー ス 取 引 関係 ) 


























































































































オペ レー ティ ング ・ リ ー ス 取引 
オペ レー ティ ング ・ リ ー ス 取引 の うち 解約 不能 の も の に 係る 未 経 過 リー ス 料 
前 事業 年 度 当 事 業 年 度 
(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
1 年 以内 1 百 万 F 1 百 万 円 
1 年 超 1 0 
合計 2 1 
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(有価 証券 関係 ) 
会 社 株 式 及び 関連 会 社 株 式 
前 事業 年 度 (平成 24 年 3 月 31 日 
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zs 貸借 対照 表 計 上 额 時 1 差額 
区 分 
ee ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 
関連 会 社 株 式 105 385 | 280 
計 105 385 | 280 
2 成 25 年 3 月 31 日 ) 
SN 貸借 対照 表 計 上 和 額 時 1 差額 
义 分 
ss ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 
関連 会 社 株 式 105 765 660 
計 105 765 660 
( 注 ) 時 価 を 把握 する こと が 極め て 困難 と 認め られ る 子会社 株 式 の 貸借 対 賠 表 計上 額 
(単位 : 百 万 円 ) 
区 公 前 事業 年 度 当 事 業 年 度 
クィ (平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
子会社 株 式 300, 690 306, 172 
評 300, 690 306, 172 
上 記 に つい て は 、 市場 価格 が な く 、 か つ 、 将 来 キ ャ ッシュ ・ フ ロー を 見 積 る こと な ど が で きず 、 時 価 を 把握 す 
















































































る こと が 極め て 困難 と 認め られ る た め 、「 子 会 社 株 式 及び 関連 会 社 株 式 」 に は 含め て で おり ま せん 。 
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( 税 効果 会 計 関係 ) 
1 繰延 税金 資産 及び 繰延 税金 負債 の 発生 の 主 な 原因 の 内 訳 
前 
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業 年 度 当 事 業 年 度 




































































































































































































































































































































































(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 

繰延 税金 資産 

繰越 欠損 金 2, 991 百 万 円 2, 952 百 万 F 
賞与 引当 金 損金 不 算入 額 53 47 

投資 有価 証券 評価 損 損金 

不 算入 額 5, 265 5, 173 

投資 事業 組 損 否認 額 627 646 

その 他 有 価 証券 評価 差額 金 286 115 

その 他 150 108 
繰延 税金 資産 小計 9, 375 9, 043 

評価 性 引当 額 人 へ 9, 331 人 へ 9, 000 

繰延 税金 資産 合計 44 43 
繰延 税金 負債 

その 他 有 価 証券 評価 差額 金 人 へ 10, 548 百 万 円 人 14, 727 百 万 
繰延 税金 負債 合計 人 へ 10, 548 人 14, 727 
繰延 税金 負債 の 純 額 人 10, 504 人 14, 684 



































to 
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ま 定 実効 税率 と 税 効 果 会 計 適用 後 の 法 人 税 等 の 負担 率 と の 間 に 
主要 な 項目 別 の 内 訳 








要 な 差異 が ある と き の 、 当 該 差異 の 原因 と な っ た 











































































































































































































前 事業 年 度 当 事 業 年 度 

(平成 24 年 3 月 31 日 ) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 

法定 実効 税率 40.7% 38.0% 
(調整 ) 

交際 費 等 永久 に 損金 に 算入 され な い 項 人 へ 10.8 0.3 
評価 性 引当 額 の 増減 人 へ 58.8 人 へ 0.6 
受取 配当 金 等 の 益金 不 算入 額 45. 4 人 へ 38. 1 
税率 変更 に よる 期末 繰延 税金 資産 の RW ーー 
減額 修正 
法人 税 、 住 民 税 、 事 業 税 の 欠損 金 等 14.4 ーー 
に よる 差異 
その 他 人 へ 0.4 0.8 
税 効 果 会 計 適用 後 の 法 人 税 等 の 負担 率 30.4 0.4 











后 合 等 関係 ) 
項 は あり ませ ん 。 








(資産 除去 債務 関係 ) 
該当 事項 は あり ませ ん 。 
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(1 株 当たり 情報 ) 


























ト 
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































前 事業 年 度 業 年 度 
項 ( 平成 23 年 4 月 1 ( 平成 24 年 4 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
1 株 当たり 純資産 額 1, 336 円 42 钱 1, 435 円 54 钱 
7 当期 純 利益 金額 又は 当期 純 損失 人 9 円 45 銭 116 円 22 钱 
潜在 株 式 調整 後 1 株 当たり = AE 
利多 a 
な お 、 潜 在 株 式 調 整 後 1 株 当 
た り 当 期 純 利 益 に つい て は 、 1 
株 当たり 当期 純 損 失 で あり 、 希 
薄 化 効果 を 有 し て いる 潜在 株 式 
が 存在 し な いた め 記 載 し て お り 
ませ ん 。 
( 注 ) 算定 上 の 基礎 
1 1 株 当たり 純資産 額 
前 事業 年 度 当 事 業 年 度 
人 (平成 24 年 3 月 31 日) (平成 25 年 3 月 31 日 ) 
純資産 の 部 の 合計 額 ( 百 万 円 ) 348, 631 
純資産 の 部 か ら 控 除 す る 金額 ( 百 万 円 ) 991 1, 146 
(うち 新株 予約 権 ( 百 万 円 ) 991 1, 146 
普通 株 式 に 係る 純資産 額 ( 百 万 円 ) 335, 488 347, 485 
1 株 当たり 純資産 額 の 算定 に 用 いら れ た 
普通 株 实 太 数 ( 千 株 ) 251, 034 242, 059 
2 1 株 当たり 当期 純 利益 金額 又は 当期 純 損失 金額 (へ ) 及 从 潜在 株式 调整 后 1 株 当たり 当期 純 利益 金額 
前 事業 年 度 当 事 業 年 度 
項 ( 平成 23 年 4 月 1 ( 平成 24 年 4 月 1 
至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 至 平成 25 年 3 月 31 日 ) 
1 株 当たり 当期 純 利益 金額 又は 当期 純 損失 | 
金額 
当期 純 利益 
又は 当期 純 損失 (へ ) ( 百 万 円 rt ND 
普通 株 主 に 帰属 し な い 金 額 二 
百 万 円 ) 
普通 株 式 に 係る 当期 純 利益 
普通 株式 期中 平均 株 式 数 ( 千 株 ) 252, 368 243, 981 
潜在 株 式 調整 後 1 株 当たり 当期 純 利益 金額 
当期 純 利益 調整 額 ( 百 万 円 ) 本 一 
普通 株 式 増加 数 ( 千 株 ) se 宮寺 eee 522 
うち 新株 予約 権 ( 千 株 ) ) ーー 522 
hs 
a 平成 22 年 12 月 24 日 取締 役 会 
希薄 化 効果 を 有 し な いた め 、 潜在 株 式 | 導 休 9 老 ooorooAA | 決議) 
调整 后 1 株 当たり 当期 純 利益 の 算定 に 決議 ) 0 潜在 株 式 の 数 383 千 株 
含め な が かつ た 洪 在 株 式 数 の 概要 洪 在 株 式 の 数 393 千 株 i (平成 24 年 7 月 31 取締 役 会 








決議 ) 





潜在 株 式 の 数 3, 725 千 株 








当社 は 平成 25 年 4 月 16 日 の 取締 役 会 に お いて 、 大 韓 
細 に つき まし て は 、「 第 5 経理 の 状況 
記載 の と お り で あり ます 。 


(重要 な 後発 





象 ) 









































1 連結 財務 諸表 等 











釜山 広域 市 に 子会社 を 











民国 
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1) 連結 財務 諸表 注記 


SI 


設立 する こと を 決議 いた し まし た 。 





項 





(重要 な 後発 事象 ) 」 





DW 
「 





④ 【 附 属 明細 表 】 





【 有 価 証券 明細 


【 株 式 】 





AI 
ョ ーー 

































株 式 数 (株 ) 































































































壮 博 集 園 有 限 公司 





貫 サ ン リ オ 12, 326, 800 51, 710 
| KLab 傅 675, 000 332 

価 証券 - ーー 
Art Port Holdings Limited 1. 142 0 





小計 





13, 002, 942 


13, 002, 942 








【债券 】 





























銘柄 





对 盟 
ロン 
二 强 




















































































































































































































































































































































































































a 
マル チコ ー ラ ブル ・ 円 / 米 
ドル ・ パ ワー リバ ー ス デュ 500 437 
アル 債 
三菱 UFJ モル ガン ・ ス タン レ 
ーー 証券 帆 500 387 
ユー ロ 円 建 株 価 指数 連動 債 
三菱 UFJ モル ガン ・ ス タン レ 
ーー 証券 帆 400 340 
投資 有価 証券 | その 他 有 価 証券 | ユー ロ 円 建 為 替 リ ンク 債 
大 和 証 券 帆 本 
マル チコ ー ラ ブル ・ 円 元 
確保 型 ・ ク ター ポン 日 経 平 攻 400 320 
ンク 債 
メリ ルリ ンチ 日 本 証券 帆 
早期 償 居 条項 付 日 経 平均 株 200 190 
連動 利付 ユー ロ 円 建 社債 
小計 2, 000 1, 676 
計 2, 000 1, 676 
【 そ の 他 】 
投资 口 数 等 贷 借 对 照 表 计 上 額 
銘柄 (9) ( 百 万 
0 3, 505, 094, 771 3, 505 
有価 証券 その 他 有 価 証券 
小計 3, 505, 094, 771 3, 505 
計 3, 505, 094, 771 3, 505 
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【 





[有 形 国定 资产 








等 明細 表 】 















































































































































































































































































































































当 未 減価 re 
i 当期 首 残 高 | 当期 增加 额 | 当 期 波 少 额 | 当期 末 残 高 | 全 下 染 呈 入 | 期 供 却 额 | 于 中 划 林 
万 円 ) | ( 百 万 円 ) 万 円 ) | ( 百 万 円 ) 思 計 額 万 円 ) ( 百 万 円 ) 
( 百 万 円 ) 
有 乡 国 E 资 产 

物 1, 172 0 一 1, 172 296 35 876 
構築 物 1 066 一 一 1, 066 340 34 725 
機械 及び 装置 9 一 一 9 6 0 3 
航空 机 一 4, 050 一 4, 050 253 253 3, 797 
88 一 一 88 67 7 21 

568 8 一 576 170 9 406 

土地 1, 418 一 一 1, 418 一 一 1, 418 

















93 











4 
4, 993 





























1 ーー 
7, 445 4, 055 8, 384 1, 134 




























































































































































































































































































































































































































































































( 注 ) 無形 固定 資産 の 金額 は 資産 総額 の 1 % 以 下 で も ある た め 、「 当 期首 残高 」、「 当 期 増 加 額 」 及 び 「 当 期 減少 額 
の 記載 を 省略 し て お り ま す 。 
【 引 当 金 明細 表 】 
当期 减少 当期 减少 
当期 首 残 高 “| ”当期 增加 额 ”| “ 絡 | 当期 末 残 高 
a ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) (eS as ( 百 万 円 ) 
i ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 

賞与 引当 金 140 108 140 一 108 
役員 賞与 引当 金 153 131 153 一 131 
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(2) 【 主 な 資産 及び 負債 の 内 容 】 
① 預金 
区 分 金額 ( 百 万 円 ) 
当座 預金 388 
普通 預金 51, 129 
別段 預金 45 
定期 預金 1, 219 
合計 52, 783 
② 売掛金 
相手 先 別 内 訳 
相手 先 金額 ( 百 万 円 ) 
サミ ー 帆 275 
貫 セ ガ 148 
合計 424 
売掛金 の 発生 及び 回 収 並び に 滞留 状況 
3 上 EBT 
当期 首 残 高 当期 発生 高 当期 回收 高 当期 末 残 高 避 収 率 (%) OF 
万 円 ) ( 百 万 円 ) ( 百 万 円 ) 万 円 ) 6 5 
C 
(A) ①) の VEGA ーー 
399 5, 094 5, 069 424 92.3 29.5 
( 注 ) 消費 税 等 の 会 計 処理 は 、 税 抜 方 式 を 採用 し て お り ま す が 、 上 記 人 金額 に は 消費 税 等 が 含ま れ て お り ま す 。 
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③ 関係 会 社 株 式 












































































































































銘柄 金額 ( 百 万 
(子会社 株 式 ) 
サミ ー 幌 153, 860 
貫 セ ガ 116, 704 
和則 サミ ーネット ワー クス 12, 065 
柳下 トム ス ・ エ ンタ テイ ン メ ント 12, 011 
フェ ニッ クス リゾ ー ト 人 帆 5, 942 
マー ザ ・ ア ニメーション プラ ネッ ト 晶 2, 298 
セガ サミ ー ゴ ルフ ェ エン タテ イン メン ト 悠 1, 260 
本 マル チ メ デ ィ ア サー ビス 幌 1, 112 
衝 セ ガト イズ 739 
山 ウ ェ ー ブ マス ター 170 
和則 ディ ー・ バ イ ・ エ ル ・ ク リエ イシ ョ ン 10 
(関連 会 社 株 式 ) 105 
イン ター ライ フ ホ ー ル ディ ング ス 帆 
合計 306, 278 
④ 短期 借入 金 
相手 先 別 内 訳 
相手 先 | 金額 ( 百 万 
サミ ー 帆 | 10, 000 
合計 | 10, 000 
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⑤ 1 年 以内 返済 予定 の 長期 借入 金 










































































































































































































































































相手 先 別 内 記 
相手 先 金額 ( 百 万 円 
則 あ お ぞ ら 銀行 2, 200 
帆 三 井 住友 銀行 1, 850 
帆 三 菱 東京 UFJ 銀行 1, 450 
三菱 UFJ 信託 銀行 帆 1, 400 
帆 北 陸 銀 行 1, 000 
内 みず ほ コ ー ポ レー ト 銀 行 800 
帆 り そ な 銀 行 500 
内 新生 銀行 500 
三井 住友 信託 銀行 帆 500 
帆 横 浜 銀行 300 
帆 第 三 银行 100 
合计 10, 600 
⑥ 1 年 以内 償 居 予定 の 社債 
相手 先 別 内 訳 
相手 先 金額 ( 百 万 円 
第 2 回 無 担保 社債 1, 600 
合計 1, 600 
⑦ 社債 
相手 先 別 内 訳 
相手 先 | 金額 ( 百 万 円 
第 1 回 無 担保 社債 8, 000 





























第 2 回 無 担保 社債 











, 400 








, 400 
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長期 借入 金 
相手 先 別 内 訳 
相手 先 金额 (E 
帆 あ お ぞ ら 銀行 6, 900 
帆 三 井 住友 銀行 4, 825 
三菱 UFJ 信託 銀行 帆 4, 100 
帆 三 菱 東京 UFJ 銀行 3, 825 
柳 み ず ほ コー ポレ ー ト 銀行 3, 200 
帽 北 陸 銀 行 2, 800 
帆 り そ な 銀 行 1, 850 
内 新生 銀行 1, 850 
三井 住友 信託 銀行 帆 1, 850 
帽 横浜 銀行 750 
帆 第 三 银行 250 
合计 32, 200 
(3) 【 そ の 他 】 
該当 事項 は あり ませ ん 。 
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第 6 【 提 出 会 社 の 株 式 事務 の 概要 】 

































か ら 3 月 31 















































































































剰余 金 の 配当 の 基準 














9 月 30 日 、 




















1 単元 の 株 式 数 100 株 




























































































































































































単元 未満 株 式 の 買取 
また は 買 増 
(特別 口座 
坦 
取扱 場所 東京 都 千代 田 区 丸の内 一 丁目 4 番 5 号 三菱 UFJ」 信 託 銀 行 株 式 会 社 証券 代行 部 
8 (特別 口座 
短 管 
人 東京 都 千代 田 区 丸の内 一 丁目 4 番号 三菱 UF J 信託 銀行 株 式 会 社 
取次 所 ー 
買取 また は 買 増 ER 
当社 の 公告 方 法 は 、 電 子 公 告 と いた し ます 。 た だ し 、 事 敵 そ の 他 や む を 得 な い に 
よっ て 電子 公告 に よる 公告 を する こと が で き な い 場合 は 、 日 本 経済 新聞 に て 掲載 し て 
公告 掲載 方 法 行い ます 。 な お 、 電 子 公告 は 当社 の ホー ムペ ー ジ に 記載 し て お り 、 そ の アド レス は 次 














の と お り で す 。 


Ltp://www. segasammy. co. Jp 


























項 は あり ませ ん 。 




















( 注 ) 当社 の 株 主 は 、 そ の 有する 単元 未満 株 式 に つい て 、 次 に 掲げ る 権利 以外 の 権利 を 行使 する こと が で きま せん 。 
会 社 法 第 189 条 第 2 項 各 号 に 掲げ る 権利 

剰余 金 の 配当 を 受け る 権利 

取得 請求 権 付 株 式 の 取得 を 請求 する 権利 

募集 株 式 ま た は 募集 新株 予約 権 の 割当 を 受け る 権利 

株 主 の 有する 単元 未満 株 式 の 数 と 併せ て 単元 株 式 数 と な る 数 の 株 式 を 売り 渡す こと を 請求 する 権利 
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第 7 【 提 出 会 社 の 参考 情報 】 


1 【 提 出 会 社 の 親会社 等 の 情報 】 
当社 に は 、 親 会 社 等 は あり ませ ん 。 











2【 そ の 他 の 参考 情報 】 
当 事 業 年 度 の 開始 日 か ら 有 価 証券 報告 
(1) 有価 証券 報告 書 及 びそ の 添付 書類 並び に 確認 書 





提出 日 まで の 間 に 次 の 書類 を 提出 し て お り ま す 。 
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告 
事业 年 度 第 8 期 ( 自 平成 23 年 4 月 1 日 至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 平成 24 年 6 月 20 日 関東 財務 局長 に 提出 
(2) 内 部 統制 報告 書 及 びそ の 添付 書類 
事業 年 度 第 8 期 ( 自 平成 23 年 4 月 1 日 至 平成 24 年 3 月 31 日 ) 平成 24 年 6 月 20 日 関東 財務 局長 に 提出 
(3) 四半 期 報 告 書 及び 確認 書 
第 9 期 第 1 四 半期 ( 自 平成 24 年 4 月 1 日 至 平成 24 年 6 月 30 日 ) 平成 24 年 8 月 9 日 関東 財務 局長 に 提出 
第 9 期 第 2 四 半期 ( 自 平成 24 年 7 月 1 日 至 平成 24 年 9 月 30 日 ) 平成 24 年 11 月 12 日 関東 財務 局長 に 提出 
第 9 期 第 3 四半 期 ( 自 平成 24 年 10 月 1 日 至 平成 24 年 12 月 31 日 ) 平成 25 年 2 月 13 日 関東 財務 局長 に 提出 












































(4) 臨時 報告 書 

平成 24 年 6 月 22 日 関東 財務 局長 に 提出 
企業 内 容 等 の 開示 に 関す る 内 閣府 信 第 19 条 第 2 项 

基づく 臨時 報告 書 で あり ます 。 

平成 24 年 7 月 31 日 関東 財務 局長 に 提出 

企業 内 容 等 の 開示 に 関す る 内 開府 令 第 19 条 第 2 項 第 2 号 の 2 (スト ッ ク ・ オ プシ ョ ン 制 度 に 伴う 新株 予約 権 発 

行 ) の 規定 に 基づく 臨時 報告 書 で あり ます 。 
































(株 主 総会 に お ける 議決 権 行使 の 結果 ) の 規定 に 
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平成 24 年 7 月 31 日 関東 財務 局長 に 提出 
企業 内 容 等 の 開示 に 関す る 内 閣府 信 第 19 条 第 2 項 第 2 号 の 2 (スト ッ ク ・ オ プシ ョ ン 制 度 に 伴う 新株 予約 権 発 
行 ) の 規定 に 基づく 了 臨時 報告 書 で あり ます 。 
































平成 25 年 4 月 23 日 関東 財務 局長 に 提出 
企業 内 容 等 の 開示 に 関す る 内 閣府 令 第 19 条 第 2 项 
り ま す 。 

平成 25 年 4 月 26 日 関東 財務 局長 に 提出 
企業 内 容 等 の 開示 に 関す る 内 閣府 令 第 19 条 第 2 項 第 19 号 (連結 会 社 の 財政 状態 、 経 営 成績 及び キャ ッシュ ・ フ 
ロー の 状況 に 著しい 影響 を 与え る 事象 ) の 規定 に 基づく 臨時 報告 書 で あり ます 。 

(5) 臨時 報告 書 の 訂正 報告 書 

月 22 日 関東 財務 局長 に 提出 

平成 24 年 6 月 22 日 提出 の 臨時 報告 書 に 係る 訂正 報告 書 で あり ます 。 

月 31 日 関東 財務 

平成 24 年 7 月 31 日 提出 の 

平成 24 年 8 月 31 日 関東 財務 局長 に 提出 

平成 24 年 7 月 31 日 提出 の 臨時 報告 書 に 係る 訂正 報告 書 で あり ます 。 


























(特定 子会社 の 異動 ) の 規定 に 基づく 了 臨時 報 人 
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E 報 告 書 で あり ます 。 
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己 株 券 買 付 状況 報告 書 
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成 24 年 7 月 10 日 関東 財務 局 ] 
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成 24 年 8 月 8 日 関東 財務 局 ] 
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成 24 年 9 月 13 日 関東 財務 局 ] 








地 
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成 24 年 10 月 15 日 関東 財務 局 ] 
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己 株 券 買 付 状況 報告 書 の 訂 
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Mm 
































成 24 年 9 月 12 日 関東 財務 局長 に 提出 
平成 24 年 8 月 8 日 提出 の 自己 株 券 買 付 状況 報告 書 に 係る 訂正 報 
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中 


で あり ます 。 
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第 二 部 【 提 出 会 社 の 保証 会 社 等 の 情報 】 


AI 





項 は あり ませ ん 。 


該 
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独立 監査 人 の 監査 報告 書 及 び 内 部 統制 監査 報告 書 








| 
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F 成 25 年 6 月 19 日 











取締 役 会 御 ! 





























有限 責任 あず さ 監 査 法 人 
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Be 宮木 直哉 で 
i 村 宏 之 图 

















く 財 務 諸 表 監 査 > 

当 監 査 法人 は 、 金 融 商品 取引 法 第 193 条 の 2 第 1 項 の 規定 に 基づく 監査 証明 を 行う た め 、 「 経 理 の 状況 」 
に 掲げ られ て いる セガ サミ ー ホ ー ル ディ ング ス 株 式 会 社 の 平成 24 年 4 月 1 a 
CR 連結 損益 及び 包括 利益 計算 書 、 連 結 株 主 資本 等 
動 計算 書 、 連 結 キ ャ ッシュ ・ フ ロー 計算 書 、 連 結 財務 諸表 作成 の た め の 基 本 と な る 重要 な 事項 、 5 
記 及 び 連 結 附属 明細 表 に つい て 監査 を 行っ た 。 


連結 財務 諸表 に 対す る 経営 者 の 責任 

経営 者 の 責任 は 、 我 が 国 に お いて 一 般 に 公正 妥当 と 認め られ る 企業 会 計 の 基準 に 準拠 し て 連結 財務 諸表 を 
作成 し 適正 に 表示 する こと に ある 。 これ に は 、 不 正 又は 誤診 に よる 重要 な 虚 代表 示 の な い 連 結 財務 諸表 を 作 
成 し 適正 に 表示 する た め に 経営 者 が 必要 と 判断 し た 内 部 統制 を 整備 及び 運用 する こと が 含ま れる 。 


監査 人 の 責任 
当 監 査 法人 の 責任 は 、 当 監査 法人 が 実施 し た 監査 に 基づい て 、 独 立 の 立場 か ら 連 結 財務 諾 表 に 対す る 意見 
を 表明 する こと に ある 。 当 監査 法人 は 、 我 が 国 に お いて 一 般 に 公正 妥当 と 認め られ る 監査 の 基準 に 準拠 し て 
監査 を 行っ た 。 監 査 の 基準 は 、 当 監査 法人 に 連結 財務 諸表 に 重要 な 虚偽 表示 が な いか どう か に つい て 合理 的 
な 保証 を 得る た め に 、 監 査 計画 を 策定 し 、 こ れ に 基づき 監査 を 実施 する こと を 求め て いる 

監査 に お いて は 、 連 結 財務 諸表 の 金額 及び 開示 に つい て 監査 証拠 を 入手 する た め の 手 続 が 実施 され る 。 監 
査 手続 は 、 当 監査 法人 の 判断 に より 、 不 正 又 は 誤診 に よる 連結 財務 諸表 の 重要 な 虚偽 表示 の リス ク の 評価 に 
誠 づ いて 選択 及び 適用 され る 。 財 務 諸 表 監 査 の 目的 は 、 内 部 統制 の 有効 性 に つい て 意見 表明 する た め の も の 

で は な い が 、 当 監査 法人 は 、 リ スク 評価 の 実施 に 際 し て 、 状 況 に 応じ た 適切 な 監査 手続 を 立案 する た め に 、 
re こ 関 連 す る 内 部 統制 を 検討 する 。 ま た 、 監 査 に は 、 経 営 者 が 採用 し た 会 計 
方 針 及 びそ の 適用 方 法 並び に 経営 者 に よっ て 行わ れ た 見 積 り の 評価 も 含め 全体 と し て の 連結 財務 諸表 の 表示 
を 検討 する こと が 含 半生 
当 監査 法人 は 、 意 見 表明 の 基礎 と な る 十分 か つ 適切 な 監査 証拠 を 入手 し た と 判断 し て いる 


監査 
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ハフ ブロ 
当 監 査 法人 は 、 上 記 の 連結 財務 諸表 が 、 我 が 国 に お いて 一 般 に 公正 妥当 と 認め られ る 企業 会 計 の 基準 に 
拠 し て 、 セ ガサ ミー ホー ルディ ング スス 株式 会 社 及 び 連 結子 会 社 の 平成 25 年 3 月 31 日 RNN びに 
日 を も っ て 終了 する 連結 会 計 年 度 の 経営 成績 及び キャ ッシュ ・ フ ロー の 状況 を すべ て の 重要 な 点 に お いて 
E に 表示 し て いる も の と 認め る 。 


強調 











\ 


淮 
同 
敵 

























































































| 





項 
連結 財務 諸表 作成 の た め の 基 本 と な る 重要 な 事項 の 重要 な 減価 償却 資産 の 減価 償却 の 方 法 に 記載 され て い 
る と お り 、 会 社 及 び 国 内 連結 子会社 は 、 有 形 固定 資産 の 減価 償却 の 方 法 及 び 耐用 年 数 の 変更 を 行っ て いる 。 
当該 事項 は 、 当 監査 法人 の 意見 ( 影響 を 及 1 ぼ す も の で は な い 、。 
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統制 監査 > 
査 法人 は 、 金 而 


ング ス 株 式 会 社 の 
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F 成 25 年 3 月 31 

















内 部 統制 報告 書 に 対す る 経営 者 の 責任 
経営 者 の 責任 は 、 財 務 報 告 ( 
る 財務 報告 に 係 る 内 部 統 第 


| の 评 1 
な お 、 有 財務 報告 に 係る 内 部 統 事 
可能 性 が ある 。 


























淮 | 














j の 基 
に 



































監査 人 の 責任 
当 監査 法人 の 責任 
対す る 意見 を 表明 する こと に ある 。 
係る 内 部 統制 の 監査 の 基準 に 準拠 し て 内 


監査 法人 に 内 部 統制 報告 
を 策定 し 、 こ れ に 基づき 内 部 統制 監査 を 実 
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は 、 当 監査 法人 が 実施 し た 
当 監 査 法人 
部 統制 
要 な 虚偽 表示 が な いか どう か に つい て 合理 的 な 信 
施す る こ 





商品 取引 法 第 193 条 の 2 第 2 項 の 規定 に 基づく 
日 現在 の 内 部 統制 報告 書 に つ 


に 係る 内 部 統制 を 整備 及び 運用 し 、 我 が 国 
こ < 準 拠 し て 内 部 統 

















内 部 統制 監査 に 
は 、 我 が 


監査 を 行っ た 。 貞 
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と を 求め て いる 
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内 部 統制 監査 に お いて は 、 内 部 統 第 
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用 で 別途 保管 し て お り ま す 。 
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全社 員 信朗 会 計 二 泉 敏 で 
在 = _ ミ 
人 宮木 直哉 加 
定 有 上 ey 
La 公認 会 計 十 村 宏之 人 
































当 監 査 法人 は 、 金 融 商品 取引 法 第 193 条 の 2 第 1 項 の 規定 に 基づく 監査 証明 を 行う た め 、 「 経 理 の 状況 」 
に 掲げ られ て いる セガ サミ ー ホ ー ル ディ ング ス 株 式 会 社 の 平成 24 年 4 月 1 日 か ら 平 成 25 年 3 月 31 日 まで の 第 
9 期 事業 年 度 の 財務 諸表 、 す な わ ち 、 貸 借 対照 表 、 損 益 計算 書 、 株 主 資本 等 変動 計算 書 、 重 要 な 会 計 方 針 、 
その 他 の 注記 及び 附属 明細 表 に つい て 監査 を 行っ た 。 


















































































































































財務 諸表 に 対す る 経営 者 の 責任 
経営 者 の 責任 は 、 我 が 国 に お いて 一 に 公正 妥当 と 認め られ る 企業 会 計 の 基準 に 準拠 し て 財務 諸表 を 作成 
し 適正 に 表示 する こと に ある 。 これ に 不正 又は 誤認 に よる 重要 な 虚偽 表示 の な い 財 務 諸 表 を 作成 し 適正 
A OT NE TR こつ は 


















































































































































































































































監査 人 の 責任 

RN 当 監 査 法 人 が 実施 し た 監査 に 基づい て 、 独 立 の 立場 か ら 財 務 諸 表 に 対す る 意見 を 表 
明 す る に ある 。 当 監 査 法人 は 、 我 が 国 に お いて 一 般 に 公正 妥当 と 認め られ る 監査 の 基準 に 準拠 し て 監査 
を 行っ た 。 0 要 な 虚偽 表示 が な いか どう か に つい て 合理 的 な 保証 を 

















































































































得る た め に 、 監 査 計画 を 策定 し 、 こ れ に 基づき 監査 を 実施 する こと を 求め て いる 

臣 査 に お いて は 、 有 財務 諸表 の 金額 及び 開示 に つい て 監 証拠 を 入手 する た め の 手 続 が 実施 され る 。 監査 手 
続 は 、 当 監査 法人 の 判断 に よ 不正 又は 誤診 に よる 財務 諸表 の 重要 な 虚偽 表示 の リス ク の 評価 に 基づい て 
選択 及び 適用 され る 。 財 務 諸 表 監 査 の 的 は 、 内 部 統制 の 有効 性 に つい て 意見 表明 する た め の も の で は な い 
が 、 当 監査 法人 は 、 リ スク 評価 の 実施 に 際 し て 、 状 況 に 応じ た 適切 な 監査 手続 を 立案 する た め に 、 有 財務 諸表 
の 作成 と 適正 な 表示 に 関連 する 内 部 統制 を 検討 する 。 ま た 、 監 査 に は 、 経営 者 が 採用 し た 会 計 方 針 及び その 
適用 方 法 並び に 経営 者 に よっ て 行わ れ た 見 積 り の 評価 も 含め 全体 と し て の 財務 諸表 の 表示 を 検討 する こと が 
含ま れる 。 
当 監 査 法人 は 、 意 見 表明 の 基礎 と な る 十分 か つ 適 切な 監査 証拠 を 入手 し た と 判断 し て いる 。 







































































































































































































































































































































































監査 意 
当 隊 査 法人 は 、 上 記 の 財務 諸表 が 、 我 が 国 に お いて 一 般 に 公正 妥当 と 認め られ る 企業 会 計 の 基準 に 準拠 し 
PS (1 現在 の 財政 状態 及び 同日 を も っ て 終了 する 事 
業 年 度 の 経営 成績 を すべ て の 重要 な 点 に お いて 適正 に 表示 し て いる も の と 認め る 。 





































































































利害 関係 
会 社 と 当 監 査 法 人 又は 業務 執行 社員 と の 間 に は 、 公 認 会 計 士 法 の 規定 に より 記載 すべ き 利 害 関 係 は な い 。 
以 上 
( 注 ) 1 上 記 は 、 監 査 報告 書 の 原本 に 記載 され た 事項 を 電子 化し た も の で あり 、 そ の 原本 は 有価 証券 報告 書 提出 会 社 


が 財務 諸表 に 添付 する 形 で 別途 保管 し て お り ま す 。 
2 財務 諸表 の 範囲 に は XBRL デー タ 自 体 は 含ま れ て いま せん 。 
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本 的 要素 が 有機 的 に 結び つき 一 体 と な っ て 機能 する こと で 、 合 理 的 な 範 
固有 の 限界 を 有する こと か ら 、 財 務 報 告 に 係る 内 部 統制 に よ 
E た は 発見 する こと が で き な い 可能 性 が あり ます 。 
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【 財 務 報 告 に 係る 内 部 統制 の 基本 的 枠組 み に 関 する 事項 】 
長 で ある 里見 治 は 、 財 務 報 告 
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全社 的 な 内 部 統制 の 評 1 
の 事業 拠点 を 選定 する ほか 、 
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に 重要 な 事業 拠点 を 選 

評価 対象 と する 業務 プロ セス に つき 3 


対象 事業 拠点 に つき ま 
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3 【 評 価 結果 に 関す る 事項 】 
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の 要点 を 識別 し 、 統 制 上 の 要点 が リス ク を 十分 

















1 











j を 行っ て お り ま す 。 





報 シ ステ ム 基 盤 に お いて 、 不 正 ま た は 
同上 の 要点 を 統制 








誤診 に より 虚偽 記載 が 発生 す 
沿っ て 議 別 し 、 統 制 上 の 要点 が リス ク 
ji を 行っ て お り ま す 。 
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4 【 付 記事 項 】 
該当 事項 は あり ませ ん 。 
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5 【 特 記事 項 】 
項 は あり ませ ん 。 
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【 英 訳 名 】 SEGA SAMMY HOLDINGS INC. 

【 代 表 者 の 役職 氏名 】 代表 取締 役 会 長 兼 社長 見 治 

【 最 高 財 務 責 任 者 の 役職 氏名 】 

【 本 店 の 所 在 の 場所 】 東京 都 港 区 東 新橋 一 丁目 9 番 2 号 汐留 住友 ビル 
【 縦 覧 に 供する 場所 】 株 式 会 社 東京 証券 取引 所 





















































(東京 都 中 央 区 日 本 橋 久 町 2 番 1 号 ) 

















1 【 有 価 証券 報告 書 の 記載 内 容 の 適正 性 に 関す る 事項 】 











当社 代表 取締 役 会 長 兼 社長 



































た 。 


2 【 特 記事 項 】 
確認 に 当たり 、 特 記す べき 

















里見 治 は 、 当 社 の 第 9 期 ( 自 平成 24 有 















































表 
の 有価 証券 報告 書 の 記載 内 容 が 金融 商品 取引 法令 に 基づき 適正 に 記 





項 は あり ませ ん 。 


基 さ れ て いる こと を 確 














31 日 





認 い た し 3 


ルト 





